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第 1章

緒言

1.1 本論文の目的
船舶用オートパイロットは高速航行中，操舵によって方位制御と航路制御を実施するもの

である。方位制御は設定方位に船首方位を追従させ，航路制御は計画航路に船体位置を追跡
させる。
本論文の目的は，船舶用オートパイロットの制御システムを設計する手法を提案すること

である。その制御システムは次の特性を有する。
実適用性 実際の操船に適用できる。
適応機能 運航状況や海象環境に適応できる。
制御性能 制御仕様を満足できる。

1.2 技術背景
1.2.1 物流基盤
輸送手段としての車，鉄道，航空機そして船舶などは，人々の暮らしや生産活動を担って

いる。その中で船舶は少ないエネルギー消費で，大量の物資を一度に輸送できる利点があ
る。船舶の重量は水の浮力が受け持ち，エネルギーの大部分は推進力の発生に使われる。船
体は浮力を得るため，大きな空間をもつ。その空間が物資置場に利用される。
ジャンボジェット機（B747）とばら積み貨物船（Bulk carrier）の大きさを図 1.1に示す。

同図で，ジェットエンジンとスクリュープロペラが推進装置，方向舵と舵が操舵装置であ
る。船舶は大きな重量を小さな推進力と操舵力で運用する。一方航空機は船舶と逆になる。
同図から，B747の重量あたり馬力 ratioはバルク船の 1,500倍に相当する。これより船舶
は航空機に比べ，高いエネルギー効率をもつ。ただし輸送にかかる時間は考慮しない。
反面，船舶の事故は人的・物的に甚大な被害をもたらす。たとえばタンカー船の座礁など

による原油の流出が発生したら，地球環境や世界経済に計り知れない影響を与える。だか
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図 1.1 船舶と航空機の輸送効率

ら，安全な航海の実現は最優先事項である。オートパイロットは航海の大部分で利用される
ので，その信頼性は重要である。

1.2.2 操船制御
舵手による操船を手動操船とよぶ。その状況では，舵輪を切っても船体運動は時定数が長

いため，船首方位はゆっくりと変化する。その応答は人間の感覚から比べると遥かに遅い。
舵手はその遅延した応答から船体運動を予測して操舵する。手動操船は長時間にわたる忍耐
力と集中力が要求され，苛酷な作業になる。オートパイロット（パイロット）は舵手をこの
ような厳しい環境から解放する。操船者はその分航海監視に集中できる。湾内や輻輳域では
安全重視のために手動操船が利用され，それ以外ではパイロットが活用される。
船舶には航海機器として，レーダ，コンパス，パイロットと ECDIS などが装備される。

ECDISは電子海図表示情報装置（Electronic Chart Display and Information System）で，
2012年 7月から国際航海に従事する 500 G/T以上の客船，および 3,000 G/T以上のタン
カー・貨物船に搭載することが義務づけられている。その他に，対水速度計（ログ速度計），
GNSS なども装備される。GNSS は全球測位衛星システム（Global Navigation Satellite

System）で，GPS，GLONASS，Galileo，準天頂衛星等の衛星測位システムを総称する。
位置情報は 1950年頃ロラン（地上電波）の利用を試みていた [1]。
航海機器の中で，レーダは物標を捕捉し，コンパスは船首方位を指示し，ECDISは海図
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図 1.2 オートパイロットの構成

上でルートを設定したり船体航跡を表示し，センサーは所定の信号を出力し，単体でその機
能を果たす。だが，パイロットは本船の船体特性に合わせた制御ゲインを設定しないと，操
船性能を発揮できない航海機器である。その特性を獲得するため，手動方式と自動方式（適
応方式ともよぶ）がある。
手動方式 操船者が船体運動の応答から判断して，パイロットの PID制御のゲインを調整

する。PID制御は Pが比例，Iが積分，Dが微分の各動作とローパスフィルタをカス
ケードに結合したものになる。

自動方式 適応アルゴリズムが船体運動の検出信号から船体特性のパラメータを同定し，同
定値に基づいて設定値や制御ゲインを更新する。自動方式は適応機能と制御システム
を合わせたものになる。本論文は自動方式を設計する手法に関する。

オートパイロットの構成を図 1.2に示す。同図において，操舵者は設定方位を，操舵者に
よって設定された ECDISは計画航路をそれぞれパイロットに入力する。パイロットは命令
舵角（舵角指令）を操舵機（舵取り機）に入力する。操舵機は船体の舵を命令舵角だけ傾け
る。船体は舵力（舵面上に発生する力）によって，旋回角速度を発生させ船首方位を回頭さ
せ，同時に横流れ速度を発生させ船体を横方向に移動させる。旋回角速度と横流れ速度の船
体運動は連成運動とよばれる。船体運動はコンパス，対水速度計と GNSSによって検出さ
れる。コンパスは船首方位を，対水速度計は前進方向速度を，GNSSは緯度経度の位置情報
をそれぞれ出力して，パイロットに入力する。船体には舵角の他に，外乱が入力される。外
乱は喫水の変化や，海象に伴う風向成分，波浪成分や潮流成分などに相当する。喫水は検出
されず，設定されないとする。よって，パイロットは入力信号から制御量（操作量）である
命令舵角を出力する装置になる。その制御対象は操舵機と船体運動からなる。

1.2.3 技術変遷
( 1 ) 方位制御から航路制御への流れ
オートパイロットは自動操舵装置ともよばれ，方位制御システム （Heading Control

System，HCS）を指すことが一般的であった。他方，航路制御システム（Track Control
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図 1.3 計画航路の立案

System，TCS）もまた舵角を制御するものである。近年 ECDISの装備義務化，GNSSの
標準装備化と位置情報の高精度化に伴い，航路制御は方位制御に代わって普及することが予
想される。また近い将来に実用化が期待される自律化船の制御技術（離着桟，物標追尾，衝
突回避）に備えるべく，航路制御技術の確立が急務である。
航路制御は計画航路に船体位置（船位）を追跡させる。計画航路は図 1.3 に示すような

ECDISの海図画面上で，ウェイポイント（Waypoint）を参照して立案された直線航路と曲
線航路から構成される。同図で，Wは簡易表現したウェイポイント，Cは旋回中心，添字
は誘導順の番号である。ウェイポイントは航海計画に基づいた緯度経度の位置情報で，操船
者によって入力される。直線航路は航程線ともよばれ，設定方位が一定になる。曲線航路は
旋回半径一定の円弧状で，旋回半径は操船者によって入力される。計画航路はさらに海図情
報から深度を調べて安全な航路が選ばれる。方位制御は設定方位に船首方位を追従させ，航
路制御は方位制御に基づいて計画航路に船位を追跡させる。航路制御は方位制御と密接に関
連する。
方位制御と航路制御の双方は，それぞれ保持と旋回の機能をもつ。双方の差異は図 1.4に

示すように，潮海流下の保持状態を説明すると判りやすい。潮流以外の船位移動には舵角オ
フセットによる横流れ速度，船体上部構造物への風力，トリムの不釣合いによる横力などの
要因がある。これらの要因の一定成分は等価的に潮流成分として扱える。
いま船体が北向きの計画航路に沿って，船速一定で航行中と想定する。潮海流がなけれ

ば，定常状態の双方の方位は北向きに舵角はゼロを保持する。つぎに潮流が計画航路に直角
方向の東向きに作用する場合は以下のようになる。

• 方位制御において，船首方位は設定方位を保持するが，船位航跡は計画航路から離れ
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図 1.4 潮海流下での方位制御と航路制御の航行

る。対地速度は航行速度と潮流成分の合わせたものになる。船位移動は対地速度成分
によって生じる。船位航跡を計画航路上に保持するためには，適宜設定方位を修正す
る必要がある。その場合，船位航跡はジグザグ状になる。

• 航路制御において，船首方位は設定方位より斜航角だけ傾斜するが，船位航跡は計画
航路上を保持する。斜航角（船首方位と前進方向とのなす角）は西向きに船体速度を
発生させて，東向きの潮流成分と相殺させる。北向きの船体速度は低下する。航路制
御は斜航角を自動的に調整するため，利便性がよい。

斜航角があると，船体抵抗が増加する。船体形状は翼型なので流れに対して迎角（斜航
角）をもつと，船体に揚力と抗力が作用する。抗力が大きいと，推進力一定ならば船速が低
下する。抗力は迎角に比例するとすれば，迎角が小さければ無視できる。

( 2 ) 手動方式の評価と課題
文献 [2]によれば，方位制御は閉ループ安定化のために船首方位の角加速度が不要で，角

速度が必要十分条件であることを 1922 年に報告した。角速度信号は機械式の gyrometer

で生成した。同文献は方位制御が PD 制御で実施できることを示した。ほぼ同時期に船舶
用ジャイロコンパスが発明された。独国のアンシュッツ ジャイロコンパス Anschütz gyro

compass [3] は 1910 年，英国のスペリー ジャイロコンパス Sperry Gyro-compass [4] は
1912年であった。よって，1920年代以降、方位制御（HC）の実現が可能になった。
パイロット，制御技術と電子機器の関係を図 1.1に示す。パイロットは，1970年代では手

動方式が主流であり，1980年代には自動方式が実用化された。
HCの手動方式は操船者が制御対象の入出力応答から PID制御ゲインを設定し，扱いや

すく現在でも利用されている。人間という適応機能によって利便性や簡便さを得たものであ
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る。集積回路の発達により，その伝達特性は自由自在に設計できるようになった。だが，カ
スケード結合の PID制御器では，さらなる性能向上や機能拡張が難しい。

閉ループ安定性と外乱除去性の限界 PD制御だけならば，閉ループ安定性は充分にロバス
ト性がある。方位信号は外乱成分を含み，それが命令舵角の無効舵成分になる。無効舵成分
を除去するため，2段のローパスフィルタ（LPF）が必要になる。2段は D動作（微分信号）
による外乱成分の増幅を抑制するためである。適切な除去特性を得るには，LPFの遮断周
波数（カットオフ周波数）は操舵周波数（閉ループ周波数）の 10倍以下に設定したい。一
方，LPFを利用する限り，その位相遅れによる閉ループ安定性の劣化は避けられない。適
切な閉ループ安定性を得るには，遮断周波数は操舵周波数の 10倍以上に設定したい。
遮断周波数の選択にはトレードオフの関係が成立する。そのため，やむなく PDゲインに

不感帯を設けた（デュアルゲイン方式，天候調整 [5]ともよばれる）。デュアルゲイン方式は
命令舵角がゼロ付近で PDゲインを下げるもので，閉ループ安定性よりも外乱除去性を優先
したものである。そのゲインの大きさと範囲によっては，ヨーイングの原因になる場合が生
じるので，適切な方法とは言いがたい。ただ，無効舵の発生を舵機の摩損や燃料の消費の観
点から，避けたい事情がある。

追従応答性の限界 設定方位を別の値に更新すると，船首方位はその値に命令舵角を制御し
て追従する。これが変針動作で，ステップ応答に近いものである。 変針動作を旋回角速度
や旋回半径に一定にする要求がある。これは方位のランプ応答に対応し，設定方位をランプ
状に変化させなければならない。同時に PDゲインを大きくして，追従偏差を減らす。さら
に偏差をゼロに追従させるため，I（積分）動作を加える。積分動作は舵角オフセットから生
じる方位誤差（設定方位と船首方位の差異）をゼロにする働きもある。だが，その設定は扱
いが難しく，閉ループ安定性に強く影響する。したがって，ランプ応答性能は通常十分に得
られていないのが実情である。

このような状況は，「手動方式は制御ゲインを操船者によって設定する」ことに起因して
いる。その結果，設定できる入力が限定され，制御対象の状態を考慮できず新たな制御技術
の導入を阻んでいる。しかしながら，手動方式の優位点は操船機能が限られる分，制御シス
テムや操作が簡素で利用し易いことである。したがって，手動方式はさらに改善するより現
状を維持し，操船機能の拡充は自動方式で図ったほうが得策である。なぜなら，後者は制御
システムの設計自由度が大きいからである。

( 3 ) 自動方式の評価と課題
自動（適応）方式は手動方式と異なり，制御システムの構成法やゲイン設定に制約がな

く，制御理論の実践の場とも言われてきた。自動方式はモデルベース設計（Model-Based

Design，MBD）の採用によって，手動方式の欠点を補うべく開発されている。MBDは制
御対象をモデル化し，制御システムを設計するものである。その実現には，制御技術と電子
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表 1.1 パイロット，制御技術の関係

年代 ∼ 1970 ∼ 1980 ∼ 2020 2020 ∼

パイロット
手動方式 ← ← ←

自動方式 ← ←

制御技術 最適制御
カルマンフィルタ 適応制御 ロバスト制御 総合型

ロバスト設計

電子機器 集積回路 CPU† MPU‡ ←

† Central Processing Unit，コンピュータを構成するデバイスのひとつ。
‡ Micro Processing Unit，CPUにメモリ管理や高速処理の機能を加えたもの。

機器の発展が寄与している。CPUの使用により，最適制御，適応制御，ロバスト制御のロ
ジックを制御システムに組み込めるようになった。
最適制御は実際の対象とモデル化した対象が一致していることを前提として，与えられた

制約条件下で最良の制御性能を発揮するように，制御システムを設計するものである。適応
制御は制御対象のパラメータが得られない場合でも，その構造が既知であればそのパラメー
タを同定するものである。この結果，制御対象モデルが適応制御によって構築でき，推定器
（モデルの状態量を推定する，カルマンフィルタやオブザーバ）が利用できる方法 [6] が示
された。ファジィ理論 [7, 8]やモデル予測制御（Model Predictive Control）[9]を利用した
方式も提案されている。さらに，ロバスト制御 [10]は 1980年代以降に研究が進んだ。現実
の物理現象を扱う制御対象とそのモデルにはモデル化誤差，パラメータ誤差がある。そのた
め，制御システムはその誤差を考慮して設計する必要がある。そうでないと，その制御性能
が保証できない。

上記制御理論を用いた制御システムの実例を挙げる。モデル規範適応型（Model Refer-

ence Adaptive System，MRAS）[11, 12]，自己調整制御型（Self Tuning Regulator, STR）
[13] や自己回帰型（Autoregressive Model，AR）[14, 15, 16, 17] などがある。いづれも，
制御対象をモデル化し，そのパラメータを同定し，操舵ループの安定化を試みている。それ
らの文献は方位保持制御に関して扱っている。
上記方法は，手動方式の課題を解決できたのであろうか。
もちろん，個別の課題に関しては解決されたものもあるだろう。しかしながら，その課題

は依然として残っていると考えるべきであろう。
船体運動からなる制御対象とそのモデルとが一致していれば，状態量は遅れなく推定で

き，位相遅れが生じない。その推定量にフィードバックゲインを乗じて命令舵角を求めれ
ば，閉ループ安定性は確保できる。一方，推定器の外乱除去性は制御対象の次数に従うの
で，2段 LPFと同程度になる。ここで，制御対象を 2次モデルとする。
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だが実際には，両者のモデルに差異がある。それによる推定誤差を減らすため（閉ループ

安定性を確保するため），状態量の推定速度を上げる必要がある。そのため，推定器のカット
オフ周波数が高くなり外乱除去性は低下する。したがって，閉ループ安定性と外乱除去性の
トレードオフ関係は解消されないままである。また，制御システムがフィードバック制御の
みならば，閉ループ安定性と追従応答性にトレードオフ関係が存在し，後者の改善は難しい
だろう。よって，従前の自動方式では，手動方式の課題を解決できるまでに至っていない。

( 4 ) 本設計手法のアイデア
本設計手法は，
1. 制御問題を解決する
2. 運航状態や海象状態に適応する
3. 実際に適用できる

などの制御システムを提案することである。また，オートパイロットには，方位制御と航路
制御がある。航路制御は方位制御と同様に，保持と旋回の機能をもつ。航路制御は今後益々
期待されるので，その設計法の確立は重要になる。
本設計手法は上記項目に関して，次の着想から実施したものである。

制御問題
制御問題は，レギュレータ問題（閉ループ安定性と外乱除去性）とサーボ問題（追従応答

性）をそれぞれの仕様に満足させることである。
制御問題の解決は次の着想から得た。
1. レギュレータ問題において，方位制御では，制御対象に波浪モデル [18]を加えること
で外乱除去性の改善を図って，閉ループ安定性とのトレードオフ関係を弱める。波浪
モデルは推定器内で位相遅れを生じず等価的にノッチフィルタとして働き，効果的に
波浪成分を除去できる。
航路制御では，潮流外乱による航路誤差を低減するため，潮流補償の導入を図る。潮
流成分は船体運動状態（停止や旋回時を含む）から推定する。第 II部保持系参照。

2. サーボ問題において，方位制御では，変針動作を参照方位とフィードフォワード舵角
を用いた開ループ制御で実施する。フィードフォワード制御 [19]を導入することで，
追従応答性の改善を図って，レギュレータ問題とのトレードオフ関係を弱める。参照
方位は変針条件を満足する軌道計画によって生成する。変針条件に操舵機の入力制限
を設定することで，命令舵角はその制限から逃れられる。
航路制御では，参照方位を利用することでランプ入力が生成でき，旋回半径一定の曲
線追従が可能になる。第 III部旋回系参照。

適応性
制御システムに適応性を与えるため，次の方法を利用する。
1. パラメータ同定は，オンライン処理ではなくバッチ処理に変更する。同定算法は，数
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理的に安定な解析算法を利用でき，貴重なデータを繰り返して同定誤差の低減を図
る。第 I部同定系参照。

2. 船体モデルのパラメータは，検出した方位信号の SN比（信号成分とノイズ成分の大
きさの比率）が高い変針動作（手動による場合も含む）から同定することで，同定誤
差の低減を図る。さらに，同定値のバラツキを低減する更新関数を用いて，適切な更
新値を推定し制御システムのノミナル値を更新する。制御システムはパラメータ誤差
を低減して閉ループ安定性の確保を図る。
船体モデルは yawと swayのモデルからなり，後者のパラメータを同定することで，
航路制御に利用できる。

3. 波浪モデルのパラメータは，方位信号の SN比が低い保針（保持）動作で航海中に常
時同定する。波浪パラメータのノミナル値を制御システムに更新して，外乱除去性の
確保を図る。

実適用性
制御システムに実適用性を与えるため，次の方法を利用する。
1. 制御対象は船体モデルと波浪モデルから構成する。前者は 1次応答モデル [20, 21]に
操舵機の入力制限特性 [22]を加える。後者は 2次狭帯域フィルタ [18]でモデル化し
た。第 3章参照。

2. 船体モデルに 1次モデルを採用した。それはパラメータ数が少なく扱い易い。だが，
パラメータは船速に従って変動する。その変動は上記更新関数で修正する。

( 5 ) 今後の動向
ロバスト制御の考え方は，パイロットの閉ループ制御系の設計仕様に合致する。だが，そ

れは一部の設計要素に限定される。制御システムに要求される特性は閉ループ制御系だけで
なく多岐にわたり，本論文においては実適用性，適応機能と制御性能からなる。それらの特
性を満足するためには，制御システムは機能別などの要素から構成する必要が生じる。した
がって，パイロットの制御システムはシステム全体を俯瞰し，それぞれの構成要素にロバス
ト制御の思想を反映させて設計することが肝要である。著者はそのような設計手法を総合型
ロバスト設計とよぶ。

1.3 目的，方針と方策
1.3.1 目的
本目的は，船舶用オートパイロットの制御システムの設計手法を提案することである。そ

の制御システムは図 1.5に示すように，方位制御システムと航路制御システムから構成する。
本設計手法は総合型ロバスト設計に則る。それは，制御対象はモデル化誤差，パラメータ

誤差をもち，制御システムを構成する要素はその誤差を考慮して設計することで，実適用
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Track Control System

方位制御システム

航路制御システム

Heading Control System

図 1.5 船舶用オートパイロットの制御システム

性，適応機能と制御性能が保証できることを意味する。
本目的を果すため，本設計手法の方針と方策を示す。

1.3.2 方針
本設計手法は，方位制御と航路制御に関して行なう。その方針は，次の順番で進める。

スッテプ 1 方位制御は基本となり，初めに設計する。
スッテプ 2 航路制御は方位制御に航路誤差制御を加えて，次に設計する。
上記の順番は，航路制御が方位制御に基づき構成し，航路誤差制御によって保持と旋回を

実現するからである。図 1.4を参照すると，航路制御は船首方位に斜航角を加えている。斜
航角は航路誤差制御によって生成する。よって，航路制御の設計は航路誤差制御の設計と同
等になる。

1.3.3 方策
上記方針に則り，本方策を説明する。本方策は制御システムの設計手法の中核にあたり，

解析 Analysisと統合 Synthesisの考え方を用いる。
解析 本設計手法は構成要素ごとに解析的なアプローチを採用する。対象船は一般船舶なの

で，そのパラメータは未知となる。そのため，パラメータをそのまま用いて解を求め
る解析手法が有効になる。その効果として，設計検証が基本項目の確認で済む。

統合 本設計手法は解析手法で設計した各構成要素を統合することで，制御システム全体が
完成する。統合方式は複数の要素がある場合には有効である。初めに，要素の設計仕
様は関連する要素との整合性をとる必要がある。

よって，本方策は上記考え方を踏襲し，図 1.6に示すように 3つの手段から講じる。同図
で，黒矢印は解析方向，白矢印は統合方向を示す。本手段は，

1. 実適用性のため，制御対象をコンパクト化した最小実現モデルの選択
2. 適応機能のため，モデルのパラメータをロバスト推定する同定系の構築
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制御対象のモデル化

制御システム

Control system
解析

統合

Analysis
Synthesis

適応機能
Adaptability

Model’s parameter identification
モデルのパラメータ同定

制御性能
Control performance

旋回系 Turning system
保持系 Keeping system

実適用性
Practical application

Plant modelling

図 1.6 設計方策

3. 制御性能のため，保持系と旋回系の分離による制御仕様の対応
である。
本設計手法はオートパイロットの制御システムを俯瞰して，上記手段を実施することと等

価になる。それぞれの手段は，他の手段と相互補完することで，統合した制御システムは機
能を発揮でき，目的を達成できる。

( 1 ) 実適用性を達成するには
本論文は，実際の装備品への適用を念頭に置いた取組みである。そのため，実現可能な方

法を採用する。
オートパイロットが制御する対象は船体と外乱になる。船体の大きさは数百トンから数十

万トンまでになり，船種はタンカー，コンテナ船，自動車運搬船他ほぼすべてが対象にな
る。操舵機は普通舵，ウォータージェット推進機やアジマススラスタなど種々の形式があ
る。船体特性は船速，喫水やトリムによって変化する。喫水やトリムは載荷量やその重量分
布により変動する。対水船速は利用できるとする。外乱は海象に起因する波浪，潮流と舵角
オフセットになる。海象は場所，時間，季節などにより変化する。外乱を制御対象にするこ
とで，それに起因する誤差が低減できる。風力外乱の一定値は潮流成分と等価になるから，
潮流成分に含ませる。加えて，風力は船体の上部構造物に作用して力とモーメントを発生す
る [23]。だが，それを利用するには対象船の空力微係数などが必要なので，容易でない。本
設計手法において，潮流成分のほうは具体的な数値を使えるので，より適切である。
パイロットは大洋航海中で利用することを前提とし，制御量である指令舵角とその舵速度

に操舵機の入力振幅制限を設ける。その制限はそれぞれ ± 10 ∼ 20 deg，± 2 ∼ 3 deg/sに
なる。制御量は飽和しないようにしなければならない。そのため，船体運動はその制限を受
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　　 Parameter aggregation

Equation of motion
運動方程式 応答モデル

Response model

線形近似
Linear approximation
パラメータ集約

図 1.7 船体モデルの導出

け，非線形項は発達せず線形項が支配的となる。船体モデルは次数が小さくて，変数が少な
いものが適切である。よって，船体モデルは図 1.7に示すように，船体運動方程式を応答モ
デルに変換し，低次元化したコンパクトなものを用いる。応答モデルは yaw軸周りの角速
度運動モデルと，sway 方向の速度運動モデルになる。surge 方向のものはその速度を制御
しないので利用しない。本パイロットは surge速度に受動的に従う。したがって，応答モデ
ルの利用は実適用を目指す上で，第一歩となる。

( 2 ) 適応機能をもたせるには
オートパイロットは運航状態や海象状態に適応した制御システムによって操船される。制

御システムは制御対象に基づいて設定する。制御対象は船体モデルと外乱モデルからなる。
適応機能はそれらのモデルのパラメータを同定し，制御システムのノミナル値を更新する

ものである。その結果，制御システムは対象船が置かれている状況にカスタマイズされる。
船体モデルのパラメータをジグザグ航行のような特別な操舵（たとえば Z試験）から求め

ることは適切ではない。そのような操舵は通常の運航において利用されず，それによる同定
値は通常変針による値と異なる可能性がある。したがって，船体パラメータは通常の手動操
船や自動変針から同定できることが必要である。同定計算は制御対象からの出力と同定モデ
ルからの出力との誤差を最小にすることで，パラメータを求める。
船体パラメータと波浪パラメータの同定計算はオンライン（実時間）処理ではなく，オフ

ライン（バッチ）処理で分離独立して実行する。実時間処理の 1例として，モデル規範型適
応システム（Model Reference Adaptive System，MRAS）[11, 12] がある。MRAS はリ
アプノフ安定手法に基づく方式で，同定誤差が最小に収斂するまで変針を繰り返す必要があ
り，その回数は定量的に決められない。一方，バッチ処理は実時間での収斂制約がなく，計
算過程で検出信号の時系列データを繰り返し利用して収束するまで行なえる。
同定値は少なからず誤差をもつため，その更新値は同定誤差を低減して（ロバスト性を向

上して）制御システムのノミナル値に置換する。よって，適応機能は次のようになる。

船体モデルのパラメータ
1. 同定値は，旋回状態の時系列データ（対水船速，船首方位，船体位置と命令舵角）を
用いて，多変数関数の最小化問題に帰着させて推定する。

2. 更新値は，同定値と船速のデータ組から最小二乗法によって，船速に対応した値を推
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図 1.8 閉ループ系のランプ応答 [24]

定する。

波浪モデルのパラメータ
1. 同定値は，保針状態の時系列データ（方位）をスペクトル変換した周波数波形に基づ
いて，推定する。

2. 更新値は，同定値から移動平均によって，ランダム成分を平滑した値を推定する。

( 3 ) 制御性能を満たすには
制御システムは舵を制御して，方位制御（HC）と航路制御（TC）を行なう。

• HCは設定方位に船首方位を保持させ，設定方位に変針量を合せた方位に船首方位を
変針（旋回）させる。

• TCは計画航路に基づいた直線航路と曲線航路において，直線航路に船体位置を保持
させ，曲線航路に船位を旋回させる。

両者とも保持と旋回の機能をもち，それらの仕様を満たす制御性能をもたなければならない。
旋回時は船体運動が大きいため，誤差が顕著になる。HC のランプ応答を図 1.8 に示す。

同図は閉ループ系にランプ入力を与えた場合である。ランプ入力による変針は，角速度一
定や半径一定の旋回を実現する。同図から，閉ループ系は追従応答性を改善するため，2形
サーボ系の性能が必要になる。だが，2形サーボ系は次の課題をもつ。

• 変針の開始と終端で常に過渡誤差が生じる。
• 積分器の追加により，閉ループ系の安定度は低下する。
上記課題を解決する方策を説明する。
制御システムは制御仕様に基づいて設計する。制御仕様はレギュレータ問題とサーボ問題

から規定する。
• レギュレータ問題は閉ループ安定性と外乱除去性を扱う。
• サーボ問題は追従応答性（追従性）を扱う。
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Two-degree-of-freedom control system

−

+

Closed-loop control system

Trajectory tracking control system

ψR

CF B (D ) Pψ (D )
+

ψ

CF F (D )

RG (D )
Setting

δF F

δF B δc
+

図 1.9 方位制御システムの構成要素

レギュレータ問題とサーボ問題は制御要素が 1つの場合，トレードオフの関係をもつ。そ
の関係は一方の性能を優先すれば，他方が劣化するものである。
そこで，本制御システムは方位制御の場合で，図 1.9に示すように複数の制御要素によっ

て制御仕様を満足させる。同図で，D [25]は時間に関する微分操作で，

Dn =
dn

dtn
n = 1, 2, 3, . . . （1.1）

である。
その要素と作用は，次のようになる。
1. レギュレータ問題はフィードバック制御 CFB(D)によって閉ループ制御系を構成し，
フィードバック舵角 δFB によって解決する。CFB(D) は線形の状態推定器と状態
フィードバックからなる。本設計は制御対象にパラメータ不確かさを陽に含めて，閉
ループ特性根の代表根が仕様を満たすように極配置するものである。

2. サーボ問題はフィードフォワード制御 CFF (D) によって 2 自由度制御系を構成し，
フィードフォワード舵角 δFF によって解決する。CFF (D)は方位船体モデル Pψ(D)

の逆特性からなる。このとき，
ψ = Pψ(D)δFF = Pψ(D)CFF (D)ψR = ψR （1.2）

になる。ここで，ψ は船首方位，ψR は参照方位，CFF (D) = Pψ(D)−1 である。上
式から，船首方位は参照方位に一致して追従する。

3. ψR は参照生成 RG(D)によって旋回条件 Settingを満足するように生成する。旋回
条件には変針量，角速度，舵角と舵速度の各設定値が含まれる。舵角と舵速度の設定
値は δFF が操舵機の入力振幅制限以下にするためのものである。ψ = ψR を実現す
る軌道追従制御が命令舵角 δc = δFF + δFB によって構築できる。

したがって，制御システムにおいて，本設計手法は制御仕様を満足するため，レギュレータ
問題を閉ループ制御，サーボ問題を開ループ制御によってそれぞれ分離独立して実施する。



1.4 本論文構成 15

方位旋回

航路旋回

開ループ制御

旋回系
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方位保持
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保持系

第 8章

第 9章

第 5章

同上

バッチ処理 実時間処理

波浪パラメータ

第 I部

モデルパラメータ

船体パラメータ方位制御

航路制御

システム

システム

同定系

第 II部 第 III部

第 4章

図 1.10 第 I部 ～ 第 III部の論文構成

1.4 本論文構成
1.4.1 構成関係
本論文の構成を説明する。本論文において，関連する複数の章からなる項目を 4つの部で

くくる。そのうちで，第 I部 ～ 第 III部は，図 1.10に示すような関係をもつ。

第 I部 同定系 制御対象モデルのパラメータ同定に関するくくりで，適応機能を実現する。
第 4章では船体モデルのパラメータを，第 5章では波浪モデルのパラメータを，それぞれ同
定する手法を提案し，バッチ処理（オフライン処理）によって実施する。提案法は，同定値
計算と更新値計算の要素から説明する。

第 II部 保持系 閉ループ制御に関するくくりで，制御性能のレギュレータ問題をロバスト
制御によって解決する。第 6章では方位保持を，第 7章では航路保持を，それぞれ制御する
手法を提案し，実時間処理（オンライン処理）によって実施する。提案法は，レギュレータ
問題の閉ループ安定性と外乱除去性を制御仕様に合わせるため，制御ゲイン設定方法や外乱
修正方式から説明する。

第 III部 旋回系 開ループ制御に関するくくりで，制御性能のサーボ問題を軌道追従方式に
よって解決する。第 8章では方位旋回を，第 9章では航路旋回を，それぞれ制御する手法を
提案し，実時間処理によって実施する。提案法は，サーボ問題の追従応答性を制御仕様に合
わせるため，第 8章では参照方位による軌道計画の設定方法を，第 9章では参照方位を用い
た航路誤差の発生防止方策をそれぞれ説明する。
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第 IV部 応用例 本設計手法の応用に関するくくりで，本有効性を具体的な設計事例を通じ
て検証する。第 10章ではウォータジェット推進船の不感帯補償を，第 11章では風力推進船
における制御システムの評価を，および第 12章では大圏航路用制御システムの評価をそれ
ぞれ説明する。

1.4.2 各章内容
各章の内容を説明する。

• 第 1章 緒言
本論文の目的，技術背景，設計の目的，方針と方策，および本文構成について説明す
る。本論文の目的では，達成目標を明らかにし具体的な手順を定める。技術背景で
は，船舶用オートパイロットを物流基盤，船体制御と技術変遷から解説する。設計の
目的，方針と方策では，本設計手法を概説する。

• 第 2章 本設計手法の特徴
本設計手法の特徴を制御技術の見地から，現行技術と比較することで明らかにする。
現行技術を適用した場合の問題点・課題を指摘して，その解決策である本設計手法の
特徴を目的，方針と方策から説明する。方策において，設計仕様を実現するため，構
成要素とその制御技術を提案する。構成要素は実適用性のために制御対象を，適応機
能のために同定系を，制御性能のために保持系と旋回系をそれぞれ対応させ，解決方
法を明らかにする。保持系はレギュレータ問題を，旋回系はサーボ問題をそれぞれ
扱う。

• 第 3章 制御対象
本論文で利用する制御対象を定める。制御対象は船体モデル，外乱モデルと操舵機モ
デルからなる。船体モデルは yaw周りと sway方向のものを定める。外乱モデルは波
浪成分，潮流成分と舵角オフセット成分からなる。操舵機モデルは入力振幅制限から
なる。またシミュレーションで利用する船体パラメータも掲示する。

• 第 4章 船体モデルのパラメータ同定
同定値計算では yaw 周りと sway 方向の船体モデルのパラメータを旋回運動の時系
列データから同定する手法を，更新値計算では同定値から船速に対応する更新値を推
定する手法をそれぞれ提案し，それらの有効性を確認する。

• 第 5章 波浪モデルのパラメータ同定
同定値計算では波浪モデルのパラメータを保持状態の時系列データから同定する手法
を，更新値計算では同定値を平均化する手法をそれぞれ提案し，それらの有効性を確
認する。

• 第 6章 方位保持システム
方位保持システムをロバスト制御のレギュレータ問題として設計する。モデル化誤差
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やパラメータ誤差をもつ制御対象との閉ループ安定性が明瞭に設計できる手法を提案
する。本提案手法は閉ループ安定性を決定する要因が推定器の固有周波数であること
に着目したものである。

• 第 7章 航路保持システム
航路保持システムでは方位保持システムに基づいて，閉ループ安定性と外乱除去性を
確保する設計手法を提案する。閉ループ安定性では，航路ゲインや推定ゲインなどの
解法と設計パラメータの妥当性を明らかにする。外乱除去性では，潮流成分による航
路誤差を閉ループ解析から求めて，潮流誤差を修正する方法を明らかにする。

• 第 8章 方位旋回システム
旋回角速度一定や旋回半径一定などを実現するため，次の項目を提案する。

– 2自由度制御系を採用する。フィードフォワード制御は船体モデルの逆特性を用
いて，遅れのない変針を実現する。フィードバック制御は第 6章を利用する。

– 船首方位を参照方位に追従させる。参照方位は軌道計画によって生成する。
– 軌道計画に参照方位の初期値を用いて，連続的な変針軌道を生成する。
– 軌道計画に操舵機の入力振幅特性を考慮して，その飽和対策を行なう。

• 第 9章 航路旋回システム
計画された半径一定の航路旋回を実現するため，航路誤差の発生を抑制する。その方
策は方位旋回システムに基づいて，次の項目を提案する。

– 旋回角速度の修正では半径一定を満たすべく，対地速度変化に対応する。
– 航路誤差の修正では斜航角によって，潮流成分による横流れ速度を相殺する。
– リーチ量の修正では，変針開始位置を円弧開始点からリーチ量だけ手前に移動す
る。リーチ量は事前に数値計算によって求める。

• 第 10章 ウォータジェット推進船の不感帯補償
推進機のノズルの不感帯を補償して，オートパイロットが適切に利用できる手法を提
案する。ノズルは開度範囲の中央付近に不感帯をもつ。不感帯を補償するハの字の方
策を提案する。本提案法は不感帯相当のノズル角を求め，それをバイアスとしてノズ
ル角に与えるものである。内容は制御対象のモデル化，不感帯補償の解析と不感帯パ
ラメータの同定からなる。

• 第 11章 風力推進船における制御システムの評価
風力推進による船体運動と制御システムの相互関係を評価する。制御システムは方位
制御と航路制御になる。次の項目を検討する。

– 翼帆の発生する力が船体運動に与える影響を調べ，変動成分になることを示す。
– 制御システムの違いが変動成分の抑制に与える影響を示す。
– 評価した内容をシミュレーションによって検証し，その妥当性を確認する。

• 第 12章 大圏航路用制御システムの評価
大圏航路用制御システムを評価する。大圏航路は 2点間を最短距離で結び，設定方位
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が変化する。大圏航路の方位変化が時間当たり 1度以下であることに着目して，その
航路を目標軌道に設定し，それに船位を追跡させる制御システムを提案する。本提案
法は大圏航路に関する測地計算と航路保持システムを組み合わせることで実現でき
る。内容は大圏航路の特性，航路制御の角速度追従性能と潮流補償の評価からなる。

• 第 13章 結言
本論文を総括するものである。本論文がその目的を達成するために検討した項目を説
明する。その項目には，本論文の目的と成果，技術的貢献，および限界，今後の課題
と将来の方針などを含む。



第 2章

本設計手法の特徴

2.1 緒言
本章では，本設計手法の特徴を現行技術と比較して明確にする。
前章では本設計手法を概説している。本章では主に制御技術の見地をとおして，現行技術

を適用した場合の問題点・課題を指摘して，その解決策である本設計手法の特徴を目的，方
針と方策から説明する。
目的 船舶用オートパイロットを設計仕様（実適用性，適応機能および制御性能）に適合で

きるような制御システムの設計手法を開発する。
方針 船舶用オートパイロットは初めに方位制御システムを設計し，次にそれに基づいて航

路制御システムを設計する。
方策 設計仕様を実現するため，構成要素とその制御技術を提案する。構成要素は実適用性

のために制御対象を，適応機能のために同定系を，制御性能のために保持系と旋回系
をそれぞれ対応させ，解決方法を明らかにする。
実適用性 制御対象では，本質的，線形，最小なモデルを利用する。
適応機能 制御対象のノミナル値を操船環境に合わせて適宜更新できるようにする。
制御性能 制御システムに 2自由度制御系（Two-degree-of-freedom Control Sytem）

を採用することで，制御性能であるレギュレータ問題とサーボ問題を独立して対
応できる。
レギュレータ問題 ロバストな閉ループ安定性と外乱除去性を閉ループ制御
（フィードバック制御）が担う。制御対象のノミナル値にはパラメータ不確
かさが含まれる。

サーボ問題 参照軌道型の追従応答性を開ループ制御（フィードフォワード制
御）が担う。参照軌道には参照信号生成のための軌道計画の立案が含まれ
る。参照信号の利用は船体特性と誤差評価を考慮できる利点がある。

本設計手法において，船体モデルのパラメータ関係を説明する。保持系はそのノミナル値
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図 2.1 本制御対象のモデル構成

にパラメータ不確かさを考慮し，旋回系はそれを考慮しないという相反する依存関係をも
つ。旋回応答で発生した誤差はその不確かさに起因するとする。同定系は船体パラメータを
適切に推定することでその不確かさを低減する。したがって，本設計手法は制御対象モデル
とそのパラメータに基づき，同定系，保持系と旋回系が三位一体となることで，初めて機能
する特徴を有する。
また，本設計手法の活用法や有効性を具体的に示すため，3つの応用例を説明する。

2.2 設計手法の概要
本節では，本設計手法を構成する要素を概要する。要素は制御対象，同定系，保持系，旋

回系と応用例からなる。

2.2.1 制御対象
本論文では，制御システムは制御対象に基づくモデルベース設計（Model Based Design，

MBD）を採用している。MBDの利点は船舶が違っても船体モデルのパラメータを与えれ
ば，同一の制御システムで対応できることである。よって，制御対象の枠組みを定めること
は設計の第一歩になる。
本制御システムはオートパイロットに実装して適用することを前提としている。その実現

のためには，制御対象である物理モデルは本質的なものでなければならない。本質的なもの
とは基本的な物理現象を端的に表現したもので，運動方程式から導出された線形式や物理現
象をモデル化した帯域フィルタを指す。モデルの精度は高次項を含ませたり，付加的（非線
形項）な要素を追加すれば，向上できる場合がある。だが，それをモデルとして採用するに
は，そのパラメータは既知である必要がある。未知ならば，設計に反映できない。パラメー
タが一つ追加されても，それを同定する方法や制御系設計にとっては大きな変更・負荷にな
る。だから，制御対象は必要最小限のモデルを採用することが適切な判断となる。
制御対象は図 2.1 に示すように，有次元パラメータによる船体モデルと外乱モデルにな

る。前者は yaw運動モデルと sway運動モデルから，後者は波浪モデル，舵角オフセットモ
デルと潮流モデルからなる。
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図 2.3 本同定計算の流れ

2.2.2 同定系
本節では，制御対象のパラメータ同定の手法を概説する。同定手法は，制御システムに適

応機能を与えるものである。制御システムはそのパラメータによって，設定値や制御ゲイン
を求めて動作できる。
制御対象のモデルが定まると，そのパラメータを設定する必要がある。パラメータは本船

の船体特性，運航状態（船速，積載・喫水，トリム）や海象環境（風浪，波浪と潮海流）な
どの影響を受ける。操船者の影響は無視する。パラメータはそれらの影響によって変化・変
動するため，そのときの操船状態から同定する必要がある。操船状態とは Z試験のようなジ
グザグ操船ではなく，通常操船による保針（保持）と変針（旋回）の状態を指す。そのパラ
メータ同定から，制御システムは運航状態や海象環境に対応する適応機能を獲得することが
できる。なお，船体特性は海象環境に影響されないとする。
制御対象において，船体モデルと外乱成分の波浪モデルはパラメータを用いている。よっ

て，本同定手法は次の特徴をもつ。
• 同定系の構成では図 2.2 に示すように，船体パラメータと波浪パラメータを推定す
る。前者は旋回時（変針時）に，後者は保持時（保針時）に動作する。

• 両者の同定計算の流れでは図 2.3に示すように，バッチ処理（オフライン処理）で同
定計算と更新計算を実施する。航海データから同定値を求め，同定値から更新値を求
める。更新値は制御システムのパラメータに置き換わる。

• 同定値は図 2.4に示すように，実波形にモデル波形を一致させて求める。
• 更新値は同定値に含まれる変動成分や誤差成分を除去させて求める。
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図 2.5 保持系の構成，方位保持の場合

2.2.3 保持系
保持系では方位保持と航路保持のレギュレータ問題を扱う。レギュレータ問題は制御仕様

を満足するフィードバック制御システムを設計することである。ここで，
• 方位保持では方位誤差をゼロに収斂させ，船体モデルのパラメータ不確かさを許容
する。

• 航路保持では航路誤差をゼロに収斂させ，方位保持に航路誤差制御を加えたものに
なる。

• 制御仕様では閉ループ安定性能と外乱除去性能を定める。
• フィードバック制御システムは図 2.5に示すように状態推定器と状態フィードバック
からなる。同図で，ψe は方位誤差，δc は命令舵角である。

• 設計手法では閉ループ系を低次元化して，解析的かつ統合的方法を採用する。

2.2.4 旋回系
旋回系では方位旋回と航路旋回のサーボ問題を扱う。サーボ問題は 2自由度制御系の採用

によってレギュレータ問題とのトレードオフから分離して，制御仕様を満足する軌道追従方
式を設計することである。本方式は旋回時，船首方位が参照方位に一致して追従することに
基づいている。旋回系で発生した誤差は保持系がゼロに収斂させ，同定系がパラメータを推
定し更新させる。ここで，

• 方位旋回（変針）では図 2.6に示すように参照発生器とフィードフォワード制御器か
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図 2.6 旋回系の構成，方位旋回の場合

らなる。同図で，ψR は参照方位，δFF はフィードフォワード舵角，Settingは旋回条
件（変針条件，操舵機制限，初期方位，船体パラメータなど）である。

• ψR と δFF は旋回条件を満足するように，軌道計画によって生成される。
• 航路旋回（曲線航路）では方位旋回に誤差修正を追加する。誤差修正では横流れ速度
と潮流速度に起因する船位移動量（リーチ量）と対地速度成分を用いて補償する。

• 変針開始位置は旋回開始位置からリーチ量だけ手前に設定する。
• 対地速度成分から斜航角と半径一定旋回の角速度を求めて修正する。

2.2.5 応用例
本設計手法を応用した 3例について紹介する。

• 第 1例は，ウォータジェット推進船の不感帯補償である。不感帯特性をモデル化しそ
のパラメータを同定して，ウォータジェット機のノズル角に不感帯幅の同定値をバイ
アスすることで補償する。

• 第 2例は，風力推進船における制御システムの評価である。対象船は硬翼帆によって
風力から揚力と抗力を得て，船体に作用する力とモーメントに変換する。それらが方
位制御と航路制御に与える影響を評価する。

• 第 3例は，大圏航路用制御システムの評価である。大圏航路は 2点間を最短距離で結
び，起程針路が変化する。その実適用のため，大圏航路の特性，航路制御の角速度追
従性能と潮流補償性能を評価する。

2.3 制御対象
2.3.1 船体モデル
線形の船体運動方程式から応答モデルを導出すると[

V (s)
R(s)

]
=

[
P̃v(s)

P̃r(s)

]
∆(s) （2.1）

になる。ここで，sはラプラス演算子，V (s)は横流れ速度，R(s)は旋回角速度，∆(s)は舵
角，P̃ (s)は船体運動の伝達関数，添字 v は横方向（sway船体モデル），r は方位周り（yaw
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船体モデル）で，P̃v(s)

P̃r(s)

 =
1(

T̃1s+ 1
)(

T̃2s+ 1
)
K̃v

(
T̃v3s+ 1

)
K̃r

(
T̃r3s+ 1

) （2.2）

K̃v は横流れゲイン，K̃r は旋回力ゲイン，T̃1, T̃2, T̃v3, T̃r3 はそれぞれ時定数である。
上記時定数は文献 [26]より，次式の関係をもつ。{

|T̃1| > T̃r3 > T̃2 > 0

T̃v3 ≈ 0.3T̃r3 > T̃2 > 0
（2.3）

ここで，T̃2 は最小の正になる。
式（2.2）は 2次式なので，実際には利用しない*1。オートパイロットは理論的 [2]に，PD

制御（Pは比例，Dは微分）で安定化できる。よって，船体運動モデルは 1次モデルで設定
する。だが，そのためモデル化誤差が生じる。

( 1 ) 野本の 1次モデル
方位運動の場合を説明する。式（2.2）の 2次モデルは脚注*2から

K̃r

(
T̃r3s+ 1

)
(
T̃1s+ 1

)(
T̃2s+ 1

) ≈ K̃r

1 + T̃ s
（2.6）

に近似できる。上式の右辺が野本の 1次モデルとよばれる。ここで，

T̃ = T̃1 + T̃2 − T̃3 （2.7）

である。ただし，2次モデルのパラメータは通常未知である。
保持状態の操舵周波数は直流成分より高くなるので，T̃ は大きめになる（誤差をもつ）。

( 2 ) 提案の 1次モデル
T̃2 による周波数は方位の操舵周波数より充分に高いため，直ぐに減衰する。式（2.2）に

おいて，
(
T̃2s+ 1

)
項を省略したものを運動モデルに設定すると，

[
Pv(s)
Pr(s)

]
=

1

Trs+ 1

[
Kv

Kr (Tr3s+ 1)

]
（2.8）

*1 利用するには旋回角速度の微分値が必要である。その信号生成には外乱成分の感度が増大するので，難しい。
*2 sが極めて小さい（その周波数は直流成分に近い）とすれば，

T3s+ 1

(T1s+ 1) (T2s+ 1)
≈ 1− (T1 + T2 − T3) s+

[
(T1 + T2)

2 − T1T2 − (T1 + T2)T3
]
s2（2.4）

1

1 + Ts
≈ 1− Ts+ (Ts)2 （2.5）

に Taylor展開できる。よって，2次式と 1次式は上式で関係づけられる。
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図 2.7 提案する船体モデル，方位モデルの場合

になる。ここで，Tv3 = 0, Tr3 ̸= 0は式（2.3）を考慮する。
パラメータ Kv, Kr, Tr, Tr3 は式（2.2）から派生したものではなく，パラメータ同定に

よって推定する。ただし，次式の関係をもつとする。

Tr ∝ T̃1,
Kr

Tr
∝ K̃r

T̃1
,

Tr3
Tr

∝ T̃r3

T̃1
,

Kv

Kr
∝ K̃v

K̃r

（2.9）

( 3 ) 提案の船体モデル
船体モデルは図 2.7に示すように，操舵機モデルと船体運動モデルを合わせたものを提案

する。その入力は命令舵角（指令舵角）δc になり，出力は方位 ψ になる。よって，船体モ
デルは操舵機モデルに含まれる舵機時定数，舵角制限や舵速度制限を陽に考慮できる特徴を
もつ。

2.3.2 外乱モデル
外乱モデルは，舵角オフセット，波浪成分および潮流成分とする。風力成分は考慮しない。
波浪成分は，白色ノイズが入力した狭帯域フィルタの出力を方位換算したもの [18] であ

る。波浪成分のモデル化によって，検出方位信号に含まれる波浪成分が分離でき，命令舵角
に含まれる波浪成分を効果的に除去できる。だが，波浪モデルは 2つのパラメータを必要と
する。1つは中心周波数で，もう 1つは減衰係数である。減衰係数が小さいほどサイン波形
に近づき，0.5以上になるとほぼ白色ノイズ状になる。
風力成分は，外乱モデルに含めない。風力を変動風と一様風に別ける。変動風は突風

（Gust）を含めて短時間で収まるとすれば，船体運動に影響を与えにくい。ただし，荒天時
を除く。一方一様風は影響を与え，船体位置を移動させ，船首方位を回転させる。それぞれ
の影響は見かけ上，潮流成分と舵角オフセット成分に等価なものとなる。
風力の作用を見積もりには，風向風速計を船体に設置し，その上部構造物から発生する力

とモーメントの特性を把握する必要がある [23]。だが多種多様な船舶に対応する上で，その
特性把握は必ずしも必要ないと判断する。その定常作用は，潮流成分と舵角オフセット成分
に反映されるからである。
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表 2.1 同定器の設置位置

位置 計算処理 同定器 閉ループ安定性 難易度

A オンライン 推定器と合体 関係 極めて難

B ↑ 同定器単体 無関係 難

C オフライン ↑ ↑ 基準

Parameter
identifier

feedback
State

Ship parameters

State
estimator

Ship
model

B,C

A

δc

+

−

ψR

ψ

δc

図 2.8 同定器の設置位置

2.4 同定系
2.4.1 船体パラメータ同定
( 1 ) 同定算法
提案手法を現行技術 [11, 27, 28]と比べて説明する。現行技術は図 2.4と同じ構成方法を

もち，プラント出力にモデル出力を一致させるようにモデルのパラメータを調整する。
1. 同定モデルは船体モデルが非線形ならばヤコビアンで線形近似し，状態推定部とパラ
メータ同定部に分離する。

2. パラメータ調整器の適応則が文献ごとに異なる。文献 [11] はリアプノフ関数の安定
論から決定する。同 [27]は可変ベクトルから設定する。同 [28]はカルマンフィルタ
算法を用いる。

現行技術を表 2.1と図 2.8とに適用した場合，次のようになる。
位置 A パラメータを同定し，かつ閉ループを安定化するため，閉ループ制御系まで設計範

囲が広がる。
位置 B パラメータの初期値や外乱成分の影響を考慮して，実時間内で計算を収斂させる必

要がある。
位置 C 位置 B の課題は計算の繰り返しで解決できるが，パラメータの制約条件下での解

法になる。
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上記 2.と位置 Cの場合において，現行技術によって実適用に耐えうる適応則を設計する
ことは，依然として厄介な課題である。制御理論による同定法のアプローチは図 2.4での調
整ループの安定性，誤差の収束性などを時間領域で扱う。さらに，モデル化誤差，入力信号
に含まれるノイズ成分，パラメータ領域の制約などを考慮すれば，一層扱いにくくなる。
搭載される演算プロセッサーとオペレーティングシステムは，高速な数値計算処理やマル

チタスク処理が実行できる環境を提供してくれる。そこで，本同定手法は制御的方法ではな
く，数理的（数値解析）方法を採用する。数理的方法は制御的方法に比べ，演算量が増大す
る半面，そのアルゴリズムは汎用化され扱いやすい。
上記課題を解決するため，多変数関数の最小化問題に帰着させる方法を提案する。多変数

関数は同定モデルの状態変数に，最小化は評価量（同定誤差の二乗）になる。よって，本同
定手法は次のようになる。

• 船体パラメータの同定値に対する評価量の極小値（Local Minimum）[29, 30]は状態
変数の勾配ベクトルがゼロになるようにヘッシアン（Hessian）を用いて求める。

• 針路安定船・不安定船のパラメータ制約はラグランジュの未定乗数法 [30]で状態変数
に組み込む。

• 安定船と不安定船ごとに複数の初期値に対する評価量の極小値から最小値（Global

Minimum）とその同定値が求まり，本船特性が安定船か不安定船かの判別が確定で
きる。

制約ありの極小値を求める算法は逐次二次計画法（Sequential Quadratic Programming，
SQP）[31]を利用する。

( 2 ) 更新算法
更新算法は同定値から更新値を，更新関数とよぶ 1次関数によって推定する。更新関数は

船速に対する船体パラメータを特性づけるものである。
同定値には，次のような性質をもつ。
1. 変動成分をもつ。旋回条件に連動して船体運動の旋回応答が変化すると，同定値は変
動する。例えば方位変針が 10度と 20度の場合で他の条件が同じでも，同定値に違い
が生じる。

2. 船速に依存する傾向をもつ。応答モデルによる船体パラメータは陽に速度を含んでい
ない。だが，そのパラメータは船速と比例関係をもつ。

更新関数は同定値の性質を考慮して，速度に関する更新値を最小二乗法（Least Squares

Method）を用いて算出する。更新関数の導入によって，本船特性の把握や異常同定値の除
去などが可能になる。

2.4.2 波浪パラメータ同定
波浪モデルのパラメータを検出方位から同定する手法を説明する。
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検出方位は方位成分と波浪成分からなる。ここで，ランダム成分は無視する。波浪成分は

外乱項で，制御システムを通じて指令舵角に混入し，無効舵を発生させる。
その対策のため，制御システムにおいて検出方位を推定方位と推定波浪に分離し，推定方

位から指令舵角を求める必要がある。したがって，推定波浪を求めるために，波浪モデルの
パラメータである中心周波数 ωw と減衰係数 ζw が必要になる。ζw は小さい値 0.1では波浪
成分が sin状に顕在し，大きくなるに従ってランダム状に変わる。また，ωw, ζw は独立で
はなく依存関係をもつ。凪（calm sea）のとき ωw は高く ζw は大きくなり，荒天（storm）
のとき ωw は低く ζw は小さくなる傾向をもつ。したがって，ζw = 0.1前後のとき外乱除去
効果が期待できる。
波浪パラメータを求める方法 [6]はリアルタイム処理でカルマンフィルタを用いて ωw を

推定するが，ζw を固定値 0.1としている。制御システムの推定ゲインの大きさは ζw に反比
例する。真の減衰係数 ζw = 0.5だったら，固定値のままであるとノイズ成分を増幅して外
乱除去性を低下させることになる。よって，ωw, ζw は双方とも同定しなければならない。

( 1 ) 同定算法
波浪パラメータ ωw, ζw をオフラインで同定する手法を提案する。同定手法は図 2.4を参

照して説明すると，つぎのようになる。
1. 検出方位の時系列データを周波数データ（検出信号）とスペクトル波形（プラント出
力）に変換する。実波浪成分のスペクトル波形は山型形状になる。

2. 波浪モデルのスペクトル波形（モデル出力）を生成する。モデル出力は周波数データ
から波浪成分の周波数帯域に対して波浪パラメータを与えて求める。

3. 波浪パラメータの中心周波数 ωw はプラント出力を用いて求め，減衰係数 ζw は同定
誤差（Error）を最小化にする値から求める。

( 2 ) 更新算法
検出方位の時系列データは有限の時間区間になるため，周波数データに対するスペクトル

波形は滑らかではなく櫛の歯状になる。その結果，同定した波浪パラメータ ωw, ζw は誤差
をもつ。そこで，誤差の影響を低減するため，更新値は同定値の時系列データから移動平均
処理をする。

2.5 保持系
保持系では方位保持システムと航路保持システムからなる。本提案法はそれぞれのフィー

ドバック制御システムを解析的に設計することで，閉ループ安定性と外乱除去性の制御仕様
を満足する。本設計手法は最適制御の利用に比べて試行錯誤が少なく，着実に完結できる利
点をもつ。
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図 2.9 方位船体モデルのパラメータ不確かさの範囲

2.5.1 方位保持システム
( 1 ) 閉ループ安定性
閉ループ安定性の確保は制御対象の方位船体モデルを用いて設計する。そのパラメータの

ノミナル値は船体パラメータ同定からの更新値で，同定誤差をもつので，

（更新値）=（真値）+（同定誤差） （2.10）

になる。一方，ノミナル値はパラメータ不確かさを定めれば，

（ノミナル値）=（真値）+（パラメータ不確かさ） （2.11）

になる。したがって，パラメータ不確かさを

（パラメータ不確かさ）>（同定誤差） （2.12）

にすると，ロバスト制御は上式の範囲を定めて設計することと等価になる。
パラメータ不確かさの特性を仮定する。

仮定 a パラメータ不確かさは制御仕様で，モデル化誤差やパラメータ誤差に相当する。
仮定 b パラメータ不確かさの範囲は図 2.9に示すように同定誤差の範囲を包含する。同定

誤差は船体パラメータ同定の最悪値とする。
よって，本設計手法はパラメータ不確かさをもつ方位船体モデルとフィードバック制御シ

ステムによる閉ループ制御系のロバスト安定化問題に帰着させる。
ロバスト制御において，2次安定化 [32]はパラメータ不確かさの条件下で，評価量を最小

にする 2つのリカッチ方程式の解によってフィードバック制御器を求める。リカッチ方程式
は最適制御の解法で利用され，重み関数を与えて解く。フィードバック制御器は図 2.5に示
す推定器とフィードバックが一体化している。
しかしながら，最適制御による解法は重み関数を試行錯誤して決定する。重み関数の特性

は船体パラメータや波浪パラメータとの関係，閉ループ安定性との関係を時間応答，周波
数応答などから確認する必要がある。本場合では制御対象のパラメータが変化・変動し，閉
ループ安定性を特性根の代表根（固有周波数，減衰係数）から評価しなくてはならない。仕
様として代表根の採用は重み関数による評価量に比べ，直観的に応答性能のイメージが得や
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すいからである。よって，最適制御によるアプローチは系の安定性を大局的に扱うため，パ
ラメータ不確かさと代表根の関係を重視するような設計仕様には向いていない。
ところで，船体制御に関して，次の事実がある。

事実 a 船体制御は受動的である。船体質量に比べてアクチェーター（駆動機）が非力なた
め，積極的な制御が取りづらく比例ゲインは小さな固定値（1 ∼ 2）になる。

事実 b 方位船体モデルの次数は命令舵角から船首方位までで 2次になる。
そこで，本設計手法は上記事実を踏まえて，次の手段 a，bによる解析と手段 cによる統

合によってロバスト安定化問題を解決する。
手段 a 状態フィードバックの微分ゲインを求める。推定器がなしとすれば閉ループは 2次

系になる。パラメータ不確かさをゼロとし，比例ゲインと減衰係数を与えると微分ゲ
インと固有周波数（操舵周波数とよぶ）が得られ，フィードバックゲインが設定でき
る。操舵周波数は基準周波数として，推定器の固有周波数（推定周波数とよぶ）の設
定に用いる。推定周波数は推定係数に操舵周波数を乗じたものである。

手段 b 状態推定器の推定係数から推定ゲインを求める。推定器は確定的な連続系の恒等オ
ブザーバ [33, 34]を用いる。理由は閉ループ制御系の特性多項式を導出するためであ
る。推定係数は制御対象にパラメータ不確かさを加えて，その特性多項式の代表根の
減衰係数を制御仕様に一致させることによって求める。本解法には根軌跡法，極配置
法と数値計算法を利用する。推定ゲインは推定周波数から求める。

手段 c フィードバック制御システムは推定器とフィードバックを統合したものになる。
したがって，本設計手法はパラメータ不確かさ，閉ループ特性と制御ゲインの関係を解析

しその結果を統合するもので，手段を積み上げて解法まで到達する特徴をもつ。

( 2 ) 外乱除去性
外乱除去性は舵角オフセット成分による方位誤差と，命令舵角に含まれる波浪成分による

無効舵との発生を低減する。その方法はそれぞれの外乱成分を状態量にすることで行なう。
状態推定器 推定ゲインは上記手段 bで計算され，舵角オフセット成分と波浪成分の状態量

を推定する。
状態フィードバック 波浪成分を分離した推定方位誤差，推定角速度と推定舵角オフセット

成分をフィードバックして外乱除去を実施する。

2.5.2 航路保持システム
航路保持システムの文献 [35]では，制御対象の状態量が 12個になる。それは surge，sway

と yawの運動を合せて考慮しているためである。本航路保持システムは surge運動を扱わ
ないので，swayと yawの運動のみで構成できる。本設計手法は方位保持システムを利用す
ることで，さらなる簡素化を進める。
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ū, x̄ , ȳ
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図 2.10 フィードバック制御器の構成，航路保持の場合

提案する航路保持器は図 2.10に示すように，方位保持器と航路誤差器から構成する。こ
こで，ye は航路誤差，ψ は方位，uは対水船速，x, y は船位であり，アクセント ¯は検出信
号，添字 h, t はそれぞれ方位制御，航路制御を意味し，器とシステムは便宜的に同義語と
する。
航路保持器を次の方針で設計する。

• surge方向速度は検出できるが，sway方向速度は検出できない。
• 設計済みの方位保持器を適用することで，航路保持器の設計は航路誤差器が主となる。
• 航路誤差器の非線形化を回避するため，その状態量に潮流成分を含ませない。潮流成
分は新たに創生した潮流推定器によって求める。

• 方位保持器のフィードバックゲインは既知であり，sway運動モデルのパラメータの
ノミナル値は利用できる。

• パラメータ不確かさに関して，
– フィードバックゲインはノミナル値から求める。
– 推定器は方位保持器の推定係数を利用することで，間接的にパラメータ不確かさ
の影響を考慮する。

( 1 ) 閉ループ安定性
航路誤差の解析 航路誤差は外乱成分を加えた特性多項式で解析する。特性多項式は航路保
持の閉ループ系から推定器やフィルタを取り除いて導出したもので，3次系になる。外乱成
分は潮流成分と yaw と sway の舵角オフセット成分になる。波浪成分は平均値がゼロのた
め省く。
航路誤差は船体位置を移動させる外乱成分 vcR, vo によって生じるので，修正する必要が

ある。yaw舵角オフセット成分は方位保持器で打ち消すので省く。
• vcR は潮流成分が参照方位に直交する速度成分になる。
• vo は yawと swayの舵角オフセット成分の差に起因する sway速度成分になる。
• sway 舵角オフセット成分は推定できないため，vo の推定値は陽に誤差をもつ。
vcR, vo による航路誤差をそれぞれの推定値から修正する方法を明らかにする。
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フィードバックゲインの算出 航路保持器のフィードバックゲインは方位保持器のフィード
バックゲイン，航路ゲインと積分ゲインからなる。航路ゲインは閉ループ安定化のために必
須で，積分ゲインは航路誤差修正に用いるが随意である。本論文では，航路誤差修正は潮流
補償を推奨している。
– 航路ゲイン 航路ゲインは特性多項式に設計パラメータを与えて求める。設計パラメータ
は減衰係数になる。特性多項式の共役根は減衰係数を小さくすると，不安定側に移動する。
そこで，減衰係数は方位保持器のものと同じ値を設定する。その共通化が可能であることを
解析し説明する。
– 積分ゲイン 積分ゲインは求めた航路ゲインと設計パラメータの減衰係数を与えて，航路
ゲインと同様に求める。

( 2 ) 外乱除去性
v̂cR の推定 潮流推定の原理は，地球固定座標系の船体位置 x̄, ȳ は船体の対地速度と潮流
速度によって移動することに基づく。対地速度は対水速度を船首方位 ψ̄ によって座標変換
して求める。よって，対水速 ū, v̂が取得できれば，潮流成分は求まる。ここで，アクセント
¯は検出信号（図 2.10参照），ˆは推定値，v̂ は sway船体モデルと命令舵角 δc から求める。
したがって，v̂cR は潮流成分 ûc, v̂c を参照方位 ψR によって座標変換して求まる。

v̂o の推定 v̂o は sway船体モデル Pv(s)と推定 yaw舵角オフセット成分 δ̂ro から求める。

外乱修正の効果 v̂cR と v̂o は sway舵角オフセット成分 δvo が未知なので，それぞれ推定誤
差を生じる。しかしながら，解析結果から δvo による誤差項は v̂cR と v̂o の修正によって相
殺されるので，航路誤差は実用上無視できる。

2.6 旋回系
旋回系では方位旋回システムと航路旋回システムからなる。後者は前者に基づき構成す

る。両者において，本設計手法は開ループの軌道追従制御によって，追従応答性の制御仕
様を満足することを説明する。軌道追従制御は参照信号とフィードフォワード制御を利用
する。

2.6.1 方位旋回システム
方位旋回システムの構成を図 2.11 に示す。同図で，Setting は設定値ほか，ψR は参照

方位，ψ は船首方位，ψe は方位誤差，δFF はフィードフォワード舵角，δFB はフィード
バック舵角，δc は命令舵角，RG(D) は参照方位発生器，FF (D) はフィードフォワード
制御器，FB(D) はフィードバック制御器，Pψ(D) は方位船体モデル，D は微分演算子，
Dn =

dn

dtn
, n = 1, 2, 3, . . .である。
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図 2.11 方位旋回システムの構成

フィードフォワード制御に方位船体モデルの逆特性を用いると，船首方位は

ψ = Pψ(D)δFF = Pψ(D) (Pψ(D))
−1
ψR = ψR （2.13）

になり，参照方位と一致して追従する。上式を用いた文献 [36, 37]がある。同 [36]は簡略化
した軌道計画を用い，同 [37] は制御対象モデルによる軌道計画を用いて追従性向上を図っ
ている。いづれもアクチェータの制限特性を陽に組み込まないために実用化の課題が残って
いる。
また航路旋回において，旋回半径 ρ =

u

r
を一定に保つ要求がある。ここで，uは船速，r

は旋回角速度である。uは旋回中舵角や斜航角の抗力により低下する。ρを一定に保持する
ためには軌道計画を更新して，r を uに連動して低下させなければならない。このとき，軌
道計画は参照方位の初期値を用いて，変針量や旋回角速度を更新する。参照方位はその角加
速度と角速度の初期値を取り込むことによって，連続的な変針動作が可能になる。
したがって，方位旋回システムに式（2.13）を実適用するためには，軌道計画に旋回条件

を取り込む必要がある。旋回条件は次の項目からなる。
変針条件 変針量 ψset と旋回角速度 rset の各設定値（添字 set）
操舵機制限 操舵機特性を考慮したフィードフォワード舵角 δset と舵速度 δ̇set の各設定値
初期方位 変針時の方位初期値の角加速度 C1a = ψ̈R(0)と角速度 C2a = ψ̇R(0)

船体パラメータ 方位船体モデルのノミナル値Kr, Tr, Tr3

ここで，操舵機制限と船体パラメータについて補足する。
• 操舵機は入力した命令舵角とその舵速度に対してそれぞれ振幅制限をもつ。その振幅
制限を考慮しないと，飽和現象の発生によって船首方位は参照方位に追従できない状
況を生じる。

• 式（2.13）の伝達特性は方位船体モデルの実際値とノミナル値にパラメータ誤差がな
いことを仮定している。誤差があるとき，方位誤差が生じるが，方位保持システムの
働きでゼロに収斂する。パラメータ誤差は船体パラメータ同定によって実際値を推定
しノミナル値を更新することで修正する。

軌道計画の構成例を図 2.12 に示す。同図で，参照舵角 δR = δFF とする。同図から，
ψR, δR は時間関数になり，旋回条件を満足するように生成される。
方位旋回システムは次のプロセスを経て設計する。
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図 2.12 方位旋回の軌道計画

課題 追従応答性の制御仕様は，旋回条件を満足する軌道計画を構成する。
解決策 参照方位とフィードフォワード舵角を一体化し，解析手法によって旋回条件を取り

込んだ軌道計画を設計する。
実施方法 軌道計画の設計は次の手順になる。

1. 参照方位とフィードフォワード舵角の特性を調べる。
2. 旋回条件を満足する軌道計画を求める。
（a）初期方位をゼロとして，基準になる軌道計画を求める。
（b）基準軌道計画に基づいて，初期方位を取り込む。

2.6.2 航路旋回システム
航路旋回システムは開ループ制御の軌道追従方式（Trajectory Tracking Method）によっ

て円弧追従（Curverd Tracking，半径一定）を実現する。航路旋回システムは図 2.13に示
すように，図 2.11の方位旋回システムに航路誤差制御を加えて構成する。同図で，ye は航
路誤差，uは船速，x, yは船体位置，アクセント ¯は検出信号，添字 t は航路制御，Update

は軌道計画の更新である。
文献 [35]は参照方位とフィードフォワード制御を用いて，Wheel Over Point（WOP，図

2.14を参照）から変針を開始して航路旋回を実施している。WOPは円弧開始点からリーチ
量だけ手前に位置する。リーチ量は船体横流れ速度によって船体航跡が円弧航路の外側に
移動する量と等価になる。リーチ量の設定は旋回中に横流れ速度を修正しないことを意味
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図 2.14 参照軌跡の様子

する。
しかしながら，同 [35]を実適用するためには，次の課題を解決する必要がある。
1. 旋回角が大きいとき命令舵角の印加時間が長くなり，斜航角や舵角の流体抗力による
船速低下が生じる。そのため，旋回角速度が一定のままでは，航跡は渦巻き状に縮小
するので半径一定旋回が維持できなくなる。

2. 船位を移動させる外乱成分（風や潮流）において，参照方位（開ループ制御基準）に
関する法線方向成分は航路誤差を発生させる。その接線方向成分は対地船速を変化さ
せ，半径一定旋回を妨げる。リーチ量は横流れ速度，潮流成分と旋回条件の影響を受
けて変動するので，旋回直前に更新して精度を向上させる必要がある。

本航路旋回システムは次の設計手法によって上記課題を解決する。
• 航路保持システムで示した潮流成分の推定手法を利用する。潮流推定は直線航路，曲
線航路で動作できる。

• 参照方位に関する対地速度成分を求めて，潮流成分による航路誤差の発生を抑制する。
– その接線方向成分から旋回角速度，および変針量と初期方位を求めて旋回条件を
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更新し，参照方位とフィードフォワード制御の軌道計画を更新する。

– その法線方向成分から潮流成分を修正する潮流斜航角を求めて，命令舵角に加
える。

• リーチ量を旋回直前に数値計算から求める。参照軌跡は方位旋回が ψ = ψR になる
条件を用いて，船体速度成分に横流れ速度，潮流成分とその修正値を加えて積分して
求める。その修正値は，上記の参照方位の更新値と潮流斜航角の修正値からなる。

解決策の実施方法を説明する。参照方位に関する対地速度成分を求める。対地速度成分は
船体速度成分と潮流成分からなる。ただし，船体 surge速度は一定とし，潮流成分は潮流推
定から求める。

旋回角速度修正 半径一定の旋回軌跡を実現するため，参照旋回角速度を

rR =
ugR
ρ

（2.14）

と設定する。ここで，ugR は接線方向参照速度，ρは旋回半径である。rR は ugR の変動に
応じて，修正する必要がある。参照方位は旋回角，参照角速度と初期方位の設定値に基づ
き，参照舵角と共に軌道計画によって更新する。

斜航角修正 参照方位の法線方向において，潮流速度成分 vcR を打ち消す潮流斜航角は

βc = −vcR
u

(uβc + vcR = 0) （2.15）

になる。βc の修正はフィードフォワード制御 δtFF とフィードバック制御 δtFB を用いると

δtFF = βc （2.16）
δtFB = +f1βc + f2 β̇c （2.17）

になる。ここで，f1, f2 は方位制御ループのそれぞれ比例ゲイン，微分ゲインである。

リーチ修正 参照軌跡は船体速度と潮流成分の和を積分して求めると，次式になる。[
xR
yR

]
=

∫ τ

0

(
U

[
cos θR
sin θR

]
+

[
uc
vc

])
dt （2.18）

ここで，τ は ψR が ψset に達するまでの時間，θR は修正方位で，

θR = ψR + β + βc （2.19）

である。ψR は旋回角速度修正，βc は斜航角修正を実施する。

2.7 応用例
応用例は提案した設計手法を具体的に利用したもので，ここでは 3 つの場合を取り上

げる。
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図 2.15 ウォータジェット推進船モデル

2.7.1 ウォータジェット推進船の不感帯補償
ウォータジェット推進船（Water Jet Propulsion Craft, WJPC）の不感帯（Dead zone）

を補償して，オートパイロット（方位制御，航路制御）を適切に実現する手法を提案する。
WJPCモデルは図 2.15に示すように，ノズルを 2基装備する。WJPCはノズルから水

流を噴射して推進力を発生させるもので，そのノズルは筒状のダクト形状である。船体はそ
の向きによって，前後進し，左右旋回することができる。
ノズルは開度範囲の中央付近に不感帯域（不感帯）をもつ。ノズルの向き（ノズル角）が

不感帯内に位置すると，推進力の指向性が低下して適切に操船しにくい状況になる。オート
パイロットにおいて，不感帯の存在が保持・旋回の性能に直結し，船体制御性能を劣化させ
る要因につながる。そのため，WJPCでは不感帯を補償する方法が必須となる。
不感帯は流体機構から生じる。そのため制御信号によって，それ自体を除去することは難

しい。だが，それは見かけ上相殺することができる。不感帯対策において，特許 [38]はノズ
ル角の入力に不感帯相当の逆特性を加えて，その影響を取り除くものである。これはノズル
に過大なかつ急激な入力を与えるため，その機構部は過度の負荷を受けることになる。文献
[39]はノズル角を外向き（ハの字とよぶ）に配置する対策である。だが同文献では，ハの字
に関する記述が示されていない。
そこで，本課題は不感帯を補償する，ハの字の方策を提案する。本提案法は不感帯のノ

ズル角を求め，それをバイアスとしてノズル角に与えるものである。本提案法によって，
WJPCの不感帯が補償され，オートパイロットの性能向上が図られる。
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図 2.16 風力推進船モデル

2.7.2 風力推進船における制御システムの評価
風力推進船（帆装船）において，船体運動とオートパイロット（方位制御，航路制御）との

関係を評価する。内容は硬翼帆が発生する力とモーメント，船体運動への影響，オートパイ
ロットの違いによる影響からなる。風力推進船モデルは図 2.16に示すように，単帆翼（記
号 S，船首付近）と複帆翼（4枚帆）になる。本例では主に単帆を扱う。
風力推進船は，燃料消費や CO2 排出の削減効果が期待されている [40, 41, 42]。その理由

は翼帆が発生する力から推進力を得て，主機関の負荷を下げることによって実現できるから
である。同文献は硬翼帆の空力特性やその装備に伴なう船体特性を検討されている。帆装船
も運航時オートパイロットを利用するので，方位制御と航路制御による特性評価は必要であ
る。よって，本評価は風力推進船をオートパイロットの観点から検討する。
翼帆力は船体に対して横方向から相対風力を受けると，揚力を生じて船体の前進方向の推

進力になる。同時に翼帆の抗力も生じて横力と方位周りのモーメントになる。
風力推進船において，方位制御と航路制御の差異は船首方位と対地方位によって発生する

ことを明らかにする。そのために次の項目を検討する。
• 相対風速と相対風向の作用を通して，硬翼帆が発生する揚力と抗力を求める。
• 揚力と抗力を用いて，船体に作用する推進力，横力と方位モーメントへの影響を調
べる。

航路制御の前進方向は船首方位に斜航角をもたせるので，対地方位と一致する。そのた
め，航路制御のほうが方位制御に比べて横力と方位周りのモーメントが大きくなり，制御量
である命令舵角が大きくなる傾向をもつ。一方，方位制御のほうは方位モーメントを制御す
るが，横力の影響によりリーウェイが発生して船位が流される傾向をもつ。
したがって，風力推進船において，航路計画にオートパイロットの選択・運用を取り込む

ことが肝要になる。
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図 2.17 大圏航路と等角航路

2.7.3 大圏航路用制御システムの評価
大圏航路用制御システムを評価する。内容は大圏航路の特性，航路保持制御の旋回角速度

追従性能と潮流補償の評価からなる。
紐の両端を引張ったときの長さは最短になる。図 2.17 に示すように，大圏航路（Great

circle route）はその状態を地球表面に置いた場合に相当し，2点間を最短距離で結ぶものに
なる。一方，等角航路は航程線（Rhumb line）ともよばれ，2点間を方位一定で結ぶものに
なる。メルカトル図法において，航程線は直線に大圏航路は曲線（方位角変化）にそれぞれ
描画される。大圏航路は等角航路に比べて，航海時間の短縮，燃料消費の削減につながる。
大圏航路追従は現状 ECDIS上で大圏航路を適当に分割して直線と円弧の計画航路（近似

大圏航路とよぶ）を作成し，航路制御システム（保持と旋回のモード）によって近似大圏航
路に船体位置を追従させるために操舵する。近似大圏航路は大圏航路に比べて航程距離が長
くなり，モード切り替えによる過渡現象が生じて航程距離を延長させる。
大圏航海において，操船モードが 2つあることは，管理作業が増えて好ましからざる状況

といえる。したがって，ひとつの操船モードで対応できることが課題となる。
そこで，文献 [43, 44] は Line-Of-Sight（LOS）方式によってその課題を解決している。

LOS方式は方位制御信号を方位制御ループに入力するものである。方位制御信号は大圏航
路追従ループからの航路誤差を含むフィードバック信号になる。
しかしながら，本設計手法は LOS方式と異なり，方位制御信号は大圏航路の方位になる。

その方位変化が時間当たり 1度以下であることに着目して，その航路を目標軌道に設定し，
それに船位を追従させる制御システムを提案する。本提案法は，大圏航路に関する測地計算
と航路保持システムを組み合わせることによって，実現できる。
航路保持システムが上記方位変化（角速度）と潮流外乱の入力による航路誤差が実用上無
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視できることを確認する。

2.8 結言
本章では，本設計手法の特徴を現行技術と比較して明らかにした。
制御技術の見地をとおして，現行技術を適用した場合の問題点・課題を指摘にして，その

解決策である本設計手法の特徴を目的，方針と方策から説明した。
本設計手法の活用法や有効性を具体的に示すため，その応用例を説明した。



第 3章

制御対象

3.1 緒言
本論文において，制御システムの設計は制御対象のモデルに基づいて設計する方法，すな

わちモデルベース設計（Model-based design）を採用している。モデルベース設計の利点は
モデルのパラメータを与えれば，同一の制御システムで対応できることである。対象船が多
種多様な船種になるので，その効果は制御システムを実適用する上で期待できる。同時にそ
の利用は，モデルのパラメータを同定することが必須であることを示す。したがって本章の
目的は，設計の第一歩である制御対象のモデルを定めることになる。モデルは制御対象の本
質的な特性をもち，かつ実現性をもつ必要がある。
制御対象は船体運動モデル（以降，船体モデルとよぶ）と外乱成分モデル（外乱モデル）

からなる。船体モデルは船体運動と操舵機制約の特性を合わせたものである。外乱モデルは
方位誤差や航路誤差を発生させる成分になる。モデルのパラメータは同定系によって推定さ
れる。

3.2 船体運動モデル
船体モデルは船体運動方程式に基づいて導出する。だが実適用のために，次数を低減した

近似モデルが必要になる。野本の 1次モデル（野本モデル）[20, 21]が報告されている。だ
が本論文では，方位旋回で追従応答性向上のため，船体モデルの逆モデルによるフィード
フォワード制御を採用している。船体モデルに 1次モデルを用いると，モデル化誤差の影響
から過渡現象を発生する。そこで，モデルの次数を増加ぜすにモデル化誤差を低減させるた
め，船体モデルは 1次モデルに 1次進み要素を付加したものを提案する。

3.2.1 船体運動方程式
利用する座標系は図 3.1に示すように，右手系直交 3軸において，次の 2つを定める。
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図 3.1 座標系と船体運動

地球固定座標系 XOY 点 O を原点，X 軸を北向き，Y 軸を西向きと Z 軸（図示せず）を
重力方向に定める。簡単に地球座標とよぶ。

船体固定座標系 XBOBYB 運動座標系で，原点 OB を船体中央部（Midship），XB 軸を船
首方向（surge），YB 軸を右舷方向（sway）と ZB 軸（図示せず）を重力方向に定め
る。ZB 軸周りの回転を yaw軸周りとする。簡単に船体座標とよぶ。

各軸の回転方向は右ねじ方向を正符号にとり，座標位置は便宜上平面座標を用いる。
図 3.1において，uは surge速度，v は sway速度，rは yaw角速度，ψ は船首方位，δ は

舵角，点 Gは重心，xG は船体中央から重心までの距離で船首方向を正にとり，U は対水速
度で U =

√
u2 + v2，β は斜航角で β = tan−1 (−v/u) ≈ −v/uである。

角度の符号について補足する。同図で，舵を右舷側（Starboard side）に移動させると，
yaw角速度は右回りに，sway速度は左舷側（Port side）にそれぞれ生じる。ここでは慣用
に則って，舵角を正にとると斜航角も正に定める。
船体運動方程式 [45, 46]は，次式を用いる。

m(u̇− vr − xGr
2) = XH +XR +XP +Xnon

m(v̇ + ur + xGṙ) = YH + YR + Ynon

(Iz +mx2G)ṙ +mxG(v̇ + ur) = NH +NR +Nnon

（3.1）

ここで，mは船体質量，Iz は yaw周りの慣性モーメント，X, Y はそれぞれ surge方向と
sway方向に働く力，N は yaw周りに働くモーメントであり，添字 H, R, P はそれぞれ船
体，舵，プロペラ，添字 nonは非線形項を意味し，時間 tは省略する。
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線形成分は上式から，

XP = TP (n)

XH +XR = X(u̇, u, v, r, δ)

YH + YR = Y (v̇, ṙ, v, r, δ)

NH +NR = N(v̇, ṙ, v, r, δ)

（3.2）

と定める。ここで，右辺はそれぞれの変数による流体微係数の関数，TP はプロペラ回転に
よる推進力，nはその回転数である。

surge方向の線形モデルの定常値は式（3.1）から，次式になる。
(m−Xu̇)u̇ = Xuu+ TP (n0) = 0 （3.3）

ここで，Xu̇, Xu は流体微係数，添字 0は一定値である。速力の定常値は上式から，

u = −TP (n0)
Xu

= u0 （3.4）

になる。ここで，Xu < 0である。
sway方向と yaw周りの連成運動の線形モデルは式（3.1）において，前進速度 uを u+u0

（u0 は一定値）に置き換えると
Mξ̇ +Dξ = Bδ （3.5）

になる。ここで，ξ = [ v r ]T は状態量，添字 T は転置行列，

M =

[
m11 m12

m21 m22

]
=

[
m− Yv̇ mxG − Yṙ

mxG −Nv̇ Iz +mx2G −Nṙ

]

D =

[
d11 d12

d21 d22

]
=

[
−Yv mu0 − Yr

−Nv mu0xG −Nr

]

B =

[
b1

b2

]
=

[
Yδ

Nδ

] （3.6）

Yv̇, Yṙ, Nv̇, Nṙ, Yr, Yv, Nv, Nr, Yδ, Nδ は流体微係数である。
式（3.5）をラプラス変換すると，応答モデルは

Ξ(s) =

[
V (s)
R(s)

]
=

[
P̃v(s)

P̃r(s)

]
∆(s) （3.7）

になる。ここで，s はラプラス演算子，P̃v(s) は sway運動の伝達関数（sway船体モデル）
で，P̃r(s)は yaw運動の伝達関数（yaw船体モデル）で，[

P̃v(s)

P̃r(s)

]
= (sI +M−1D)−1M−1B

=
1

T̃1T̃2s2 + (T̃1 + T̃2)s+ 1

[
K̃vT̃v3s+ K̃v

K̃rT̃r3s+ K̃r

]
（3.8）
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添字 −1は逆行列を示し，I は 2× 2の単位行列，K̃v は横流れゲイン，K̃r は旋回力ゲイン，
T̃1, T̃2, T̃v3, T̃r3 は時定数，

T̃1T̃2 =
detM

detD

T̃1 + T̃2 =
m22d11 −m12d21 −m21d12 +m11d22

detD

K̃vT̃v3 =
m22b1 −m12b2

detD
, K̃v =

d22b1 − d12b2
detD

K̃rT̃r3 =
−m21b1 +m11b2

detD
, K̃r =

−d21b1 + d11b2
detD

（3.9）

detは行列式である。上記時定数は文献 [26]から，次式の関係をもつ。

|T̃1| > T̃r3 > T̃2 > 0, T̃v3 ≈ 0.3T̃r3 > T̃2 （3.10）

3.2.2 船体モデル
モデル次数とパラメータ数は少ないほど扱い易く，制御系設計にとって都合がよい。式

（3.8）を 1 次遅れ要素で近似したものは野本の 1 次モデル（野本モデル）[20, 21]*1と呼ば
れ， 

PNr (s) =
KN
r

TNr s+ 1

PNv (s) =
KN
v

TNv s+ 1

（3.11）

になる。ここで，添字 N は野本モデルを示し，パラメータは既知として次式になる。{
KN
r = K̃r, TNr = T̃1 + T̃2 − T̃r3

KN
v = K̃v, TNv = T̃1 + T̃2 − T̃v3

（3.12）

船体モデルに野本モデルを適用した場合，問題点が変針制御で生じることを明らかにし，
改善策を講じた船体モデルを提案する。

( 1 ) 変針応答からのモデル化
変針制御は図 3.2に示すように，フィードフォワード制御によって追従応答性を向上させ

ている。詳細は第 8章を参照のこと。フィードフォワード制御は船体モデルの逆モデルにな
る。このとき，船首方位は，

Ψ(s) = Pψ(s)∆FF (s) = Pψ(s)P
−1
ψ (s)ΨR(s) = ΨR(s) （3.13）

になり，参照方位と一致する。ここで，Pψ(s)は舵角から船首方位までの伝達関数である。
この変針制御は船体モデルを用いるため，モデル化の適合度が陽に現れる特徴をもつ。

*1 舵角から角速度までの伝達関数は 1 次式で表されるが，舵角から方位までの伝達関数は 2（=1+1）次式で
表される。
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図 3.2 フィードフォワード制御による方位変針

いま，上式で船体モデルに野本モデルを用いた場合は，式（3.8），（3.11）から，

Ψ(s) =
P̃r(s)

s

s

PNr (s)
ΨR(s) =

K̃r

Kr

(T̃r3s+ 1)

(T̃1s+ 1)(T̃2s+ 1)

(TNr s+ 1)

1
ΨR(s)

（3.14）

=
TNr T̃r3s

2 + (T̃1 + T̃2)s+ 1

T̃1T̃2s2 + (T̃1 + T̃2)s+ 1
ΨR(s) （3.15）

になる。上式で s2 の係数（安定船の場合，TNr T̃r3 > T̃1T̃2）*2が異なるため，変針時に過渡
現象が生じる。過渡現象は変針開始時では方位が変化しているため目立たないが，その終了
時では参照方位が一定になるため目立つ。野本モデルは方位と舵角がゆっくりと変化すると
仮定して導出したためである。参照方位の角加速度 s2ΨR(s)を十分に小さくすれば，その
応答誤差は改善する。だがそのような変針応答は実用に適さない。
そこで，yaw船体モデル Pr(s)は次式とする。

Pr(s) =
Kr(Tr3s+ 1)

Trs+ 1
（3.16）

ここで，上式は次の項目を満足する。
• 制御系設計は相対的に時定数が大きく，閉ループ安定性に影響するパラメータを対象
とする。よって，T̃2 は式（3.10）を考慮して省く。

• 式（3.14）から過渡応答を抑制するため，1次遅れ要素 (Tr3s+ 1)を分子に加える。
一方，sway船体モデル Pv(s)は次式となる。

Pv(s) =
Kv(Tv3s+ 1)

Tvs+ 1
, Tv3 = 0, Tv = Tr

=
Kv

Trs+ 1
（3.17）

ここで，上式は次の項目を満足する。

*2 T̃2 = αT̃r3, 0 < α < 1を次式に代入すると，次式になる。

TN
r T̃r3 − T̃1T̃2 = (T̃1 + αT̃r3 − T̃r3)T̃r3 − T̃1αT̃r3 = (1− α)(T̃1 − T̃r3)T̃r3 > 0
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• 式（3.8）の分母が共通であることから，Tv = Tr とする。
• T̃v3 は式（3.10）から T̃r3 に比べて小さいことから，T̃v3 = 0とする。
提案した船体モデル Pr(s), Pv(s)のパラメータは次式になる。{

{Kr, Tr, Tr3} ∈ {Pr(s)}

{Kv, Tr} ∈ {Pv(s)}
（3.18）

船体モデルは上記パラメータを与えて，はじめて利用できる。よって，その課題は
1. 船体パラメータを取得すること。これは第 4章で扱う。船体パラメータを旋回応答か
ら推定する手法を提案する。

2. モデル化誤差やパラメータ不確かさを考慮すること。これは第 6，7章で扱う。方位
および航路の閉ループ制御系はそれらの誤差の影響を陽に考慮した手法を提案する。

となる。

3.2.3 操舵機モデル
操舵機モデルは図 3.3 に示すように，命令舵角 δc に船体の舵角 δ を追従させる装置で，

アクチュエータとして動作する。図 3.3は構成要素を簡単にしたもので，非線形要素である
舵角入力制限（Rudder limiter）|δmax|および舵速度入力制限（Speed limiter）|δ̇max|をも
つ。命令舵角は δc および δ̇c の大きさから入力制限の影響を受ける。たとえば，手動による
変針で δc をステップ状に操作すると，δ はランプ状に追従する。加えて，舵角はサーボ機構
の積分動作に起因して，命令舵角に対して遅れて追従する。しかし操舵機の仕様は船体の形
状に応じて選ばれるので，追従遅れ時間は方位船体運動の応答時間に比べて十分に短くなっ
ている。操舵機を静的モデルと動的モデルによって定める。
静的モデルは入力制限を用いて，

{x = δc, xmax = δmax, y = δ} （舵角入力制限）
{x = δ̇c, xmax = δ̇max, y = δ̇} （舵速度入力制限）

y =

{
x (|x| ≤ xmax)

sgn(x) · xmax (|x| > xmax)
, sgn(x) =

{
1 (x ≥ 0)

−1 (x < 0)

（3.19）

とする。ここで，sgn(x)は符号関数である。
動的モデルは 1次遅れの伝達関数

∆(s) =
1

TSMs+ 1
∆c(s) （3.20）

で近似する。ここで，TSM は時定数で，Tr に比べて十分に小さいとする。
したがって，操舵機モデルは，|δc|, |δ̇c|の大きさがそれらの入力制限以下になれば，TSM

は船体モデルの Tr に含めるまたは省けることができる。このとき見かけ上操舵機モデルは
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図 3.3 操舵機モデル [47]
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図 3.4 船体運動モデルの提案

省略されたようになり，δc ≈ δ と扱える。よって，操舵機モデルの課題は，旋回系におい
て，フィードフォワード舵角 |δFF |とその角速度 |δ̇FF |の大きさをそれらの設定値以下に制
限する手法を提案することになる。

3.2.4 提案モデル
本論文で利用する船体運動モデルを図 3.4 に示す。同図で，L はラプラス変換である。

よって，提案モデルは式（3.19）の操舵機モデルと，式（3.16），（3.17）の船体運動モデル
から構成するものを提案する。

3.3 外乱モデル
外乱モデルを紹介する。外乱モデルは舵角オフセット δro, δvo，波浪成分 ψw および潮流

成分 uc, vc とし，風力成分を除く。それらの特性はつぎのようになる。
• δro は風浪や船体特性などに誘起された，yaw軸まわりに作用する角速度を舵角換算
したもので，方位誤差を発生させる。

• δvo は上記と同様に，sway方向に作用する速度を舵角換算したもので，航路誤差を発
生させる。

• ψw は白色ノイズが入力した狭帯域フィルタの出力を方位換算したもの [18]で，命令
舵角 δc に波浪成分を混入して無効舵を発生させる。狭帯域フィルタが波浪モデルに
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相当し，中心周波数と減衰係数のパラメータをもつ。海象が荒天になると，中心周波
数は低くなり減衰係数は小さくなる傾向をもつ。

• uc, vc は図 3.8に示すように，対地速度成分で，船体を移動させて航路誤差を発生さ
せる。

• 風力成分では，一様流の場合は潮流成分と同じ作用になるので，それに含められる。
ガストの場合は対策しないので，風力外乱になる。その対策は風力が船体に与える力
やモーメントを求めてフィードフォワード制御で修正するものがある [23]。だが，標
準的な船舶に搭載されるオートパイロットにとっては風力対策は過大負担になる。

外乱モデルを定式化すると，次式になる。{
δ̇ro = 0

δ̇vo = 0
（3.21）{

u̇c = 0

v̇c = 0
（3.22）

ẋw = Awxw +Bww, ψw = Cwxw （3.23）

ここで，xw = [ ξ, ψw ]T，ξ は変数，w は白色ノイズ

Aw =

[
0 1

−ω2
w −2ζwωw

]
, Bw =

[
0
σw

]
, Cw =

[
0 1

] （3.24）

ζw, ωw は波浪モデルのそれぞれ減衰係数，中心周波数，σw は波浪の強さを表す定数であ
る。波浪モデルを伝達関数で表わすと

Ψw(s) = Gw(s)W (s), Gw(s) =
2ζwωws

s2 + 2ζwωws+ ω2
w

σw （3.25）

になる。波浪パラメータ ωw, ζw は未知のため，取得する必要がある（σw は用いない）。ωw
をカルマンフィルタから推定する方法 [6]が報告されている。その際 ζw は固定され，海象
変化に対応できない。そのため，波浪モデルはパラメータ誤差をもつ。よって，ωw, ζw を
その海象状態ごとに求める手法が必要になる。
舵角オフセットおよび潮流成分はパラメータをもたない。利用するには，それらの変数を

推定する必要がある。潮流成分は船首方位を介して船体速度の対地成分になる。
これより，外乱モデルのパラメータに関する解決策を次のようなに講じる。

• 同定系の波浪パラメータ同定システムで，中心周波数 ωw，減衰係数 ζw のパラメー
タを保持状態の検出方位から推定する。

• 保持系において，
– 方位保持システムで，舵角オフセット δro と波浪モデルを組み込んだ状態推定器
から推定する。

– 航路保持システムで，潮流成分を船位情報から推定する。
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図 3.6 航路誤差

3.4 誤差モデル
制御システムは誤差モデルに基づいて設計する，モデルベース設計を採用している。本節

では，その誤差モデルを定める。

3.4.1 方位誤差と航路誤差
オートパイロットの機能は目標値に対する保持と旋回になる。目標値は外部から設定さ

れ，方位制御では一定の設定方位（設定針路）と方位変針に相当し，航路制御では計画航路
の直線航路（航程線）と円弧航路に相当する。
方位制御は図 3.5に示すように，船首方位 ψ を設定方位 ψI に追従させず，参照方位 ψR

に追従させる。参照方位は一定状態と変針状態をもち，方位誤差（方位偏差）は

ψe = ψ − ψR （3.26）

になる。ここで，ψ は船首方位，ψR は参照方位，ψe は方位偏差である。
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航路制御は図 3.6に示すように，（a）直線と（b）円弧の計画航路から生成した参照軌道に

船体位置を追跡させる。同図で，点 Rは参照位置，点 Pは船位，点 Hは Pから計画航路に
下した垂線の足（垂足），点 S，Fは旋回の開始点と終端点，点 Cは旋回中心，∆ψ は旋回
角，ρは旋回半径である。xe，ye は航路誤差で接線方向成分（Tangential tracking error），
垂線方向成分（円弧では法線方向，Cross-track error，XTE）になり，平面座標で直線と円
弧ごとに定めると，次式になる。[

xe
ye

]
= ΩE

B(ψT )

[
xH − xR
yH − yR

]
（3.27）

ψT =

{
ψR (straight line)

ψC (circle arc line)
（3.28）

ここで，xH , yH は垂足位置，xR, yR は参照位置，ΩE
B は地球固定座標から船体固定座標に

変換する行列，ψT は航路誤差角，ψC は円弧上の点 Hと点 Cの角度，

ΩE
B(ψ) =

[
cosψ sinψ
− sinψ cosψ

]
（3.29）

ψC = tan−1

[
xH − xC

− (yH − yC)

]
（3.30）

xC , yC は旋回中心位置であり，tan−1 [ ]の分母分子の変数に注意する。
参照軌道速度は次式になる。[

ẋR
ẏR

]
=

[
uR
vR

]
= UR

[
cosψR
sinψR

]
（3.31）

ここで，uR, vR は参照軌道速度，UR は参照速度である。
航路制御で取り扱う航路誤差は式（3.27）から ye に相当し，xe を利用しない（位置制御

では用いる）。よって，航路誤差は ye を指し，垂足の長さ PHに相当する。
航路誤差は GNSS出力を用いる場合，緯度経度座標の測地系で計算する。

3.4.2 方位誤差モデル
方位偏差を用いた方位誤差モデルを定める。
式（3.16）の方位運動モデルを状態空間表現に変更すると，{

ẋr = Arxr +Br(δc + δro)

ψe = Crxr
（3.32）

になる。ここで，xr = [ ψe, rx ]
T，rxは式（3.16）から 1次進みを取った船体モデル Kr

Trs+ 1
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図 3.7 方位誤差モデルのブロック線図

を用い，

Ar =

0 1− Tr3
Tr

0 − 1

Tr

 , Br =
Kr

Tr

[
Tr3

1

]
, Cr =

[
1 0

] （3.33）

である。
r と rx の関係は次式になる。

r =

(
1− Tr3

Tr

)
rx +Kr

Tr3
Tr

(δc + δro) （3.34）

方位誤差モデルは式（3.32）と外乱モデル（3.3節）からなり，{
ẋh = Ahxh +Bh(δc + δro) +Bw

hw

ψ̄ = Chxh
（3.35）

になる。ここで，添字 hは方位制御を表し，xh = [ xr, xw ]T，ψ̄ = ψ + ψw は検出方位，
アクセント¯は検出信号，

Ah =

[
Ar O2×2

O2×2 Aw

]
, Bh =

[
Br

O2×1

]
, Bw

h =

[
O2×1

Bw

]
Ch = −

[
Cr Cw

] （3.36）

Oi×j は i行 j 列のゼロ行列である。なお，潮流成分は影響しないとして含めず，Ch の符号
は方位偏差 ψe の符号をマイナスとしている。形式 ψe = ψR−ψは目標に方位を追従する表
現で，その形式を引き継いでいるためである。誤差モデルのブロック線図を図 3.7に示す。

3.4.3 航路誤差モデル
航路誤差モデルを導出する。航路誤差モデルは方位誤差モデルと組み合わせて構成する。
航路誤差の速度成分を求める。船体運動と潮流の対地速度成分は図 3.8に示すように[

un
vn

]
= ΩB

E(ψ)

[
u
v

]
（3.37）[

uc
vc

]
= Uc

[
cosψc
sinψc

]
（3.38）
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図 3.8 船体速度成分と潮流成分

になる。ここで，un, vn はそれぞれ北向き，東向きの船体速度成分，Uc は潮流速度，ψc は
潮流方位，ΩB

E は船体固定座標から地球固定座標に変換する行列で

ΩB
E(ψ) =

(
ΩE
B(ψ)

)T
（3.39）

である。よって，対地速度は船体運動成分と潮流成分のそれの和になるから[
ug
vg

]
=

[
un
vn

]
+

[
uc
vc

]
（3.40）

になる。ここで，ug, vg はそれぞれ北向き，東向きの対地速度成分である。
参照方位における対地速度は次式になる。[

ugR
vgR

]
= ΩE

B(ψR)

[
ug
vg

]
= ΩB

E(ψe)

[
u
v

]
+ΩE

B(ψR)

[
uc
vc

]
=

[
u cosψe − v sinψe + ucR
u sinψe + v cosψe + vcR

]
（3.41）

ここで，ugR, vgR は参照方位のそれぞれ前進方向，右手方向の速度成分

ΩB
E(ψe) = ΩE

B(ψR)Ω
B
E(ψ) （3.42）[

ucR
vcR

]
= ΩE

B(ψR)

[
uc
vc

]
（3.43）

である。
式（3.41）を次の仮定で線形化する。

• 方位偏差 ψe を微小とすれば，cosψe ≈ 1, sinψe ≈ ψe になる。
• 前進速度を u = u0 +∆uで置き換える。ここで，u0 は一定値，∆uは変数である。
• 変数の 2次以上を省略する。
このとき，与式は次式に近似できる。[

ugR
vgR

]
≈
[

u0 + ucR
u0ψe + v + vcR

]
（3.44）
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図 3.9 航路誤差モデルのブロック線図

ここで，ψe は式（3.35）から ψe +ψw になるが，ψw の平均をゼロとするためそれを省いて
いる。航路制御では航路誤差の前進方向成分 xe を無視し，横方向成分 ye をゼロに収斂させ
ることである。ye の微分が上式の速度成分 vgR に相当するから，次式になる。

ẏe = vgR = u0ψe + v + vcR （3.45）

上式の右辺は，3つの項からなる。
1. 方位偏差の項 u0ψe は方位誤差モデルと連結する。
2. 横流れ速度 v は式（3.17）から設定する。
3. 潮流成分 vcR は状態量でなく，入力信号とする。
よって，航路誤差モデルは次式になる。[

ẋh
ẋt

]
=

[
Ah O4×2

Ah
t At

][
xh
xt

]
+

[
Bh(δc + δro)

Bt(δc + δvo)

]
+

[
Bw
hw

Bc
tvcR

]
（3.46）[

ψe
ye

]
=

[
Ch
t O1×2

O1×4 Ct

][
xh
xt

]
（3.47）

ここで，添字 tは航路制御を表し，xt = [ ye, v ]
T，δvo は外乱入力扱いで

At =

0 1

0 − 1

Tv

 , Bt =

 0
Kv

Tv

 , Bc
t =

[
1

0

]
, Ct =

[
1 0

]

Ah
t =

[
u0 O1×3

0 O1×3

]
, Ch

t =
[
1 O1×3

] （3.48）

である。航路誤差モデルのブロック線図を図 3.9に示す。

3.5 結言
制御対象を検討した。その結果をまとめると，つぎのようになる。
1. yawと swayの船体運動モデルでは，1次式の応答モデル型を採用する。
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（a）yaw船体モデルでは，変針時のフィードフォワード制御を考慮して，その分子に

1次進み要素を付加する。変針応答の過渡現象が野本モデルより低減できる。
（b）操舵機モデルでは，舵角と舵速度に入力制限を設定した。命令舵角はそれらの入

力制限以下に制御することで，操舵機特性は見かけ上無視できる。
（c）提案モデルでは，操舵機モデルと船体モデルを合わせたものである。

2. 外乱モデルでは，3つの成分，舵角オフセット，波浪成分と潮流成分を定めた。
3. 誤差モデルでは，モデルベース設計のために設定した。
（a）方位誤差と航路誤差では，それぞれ方位制御と航路制御に対応して設定した。
（b）方位誤差モデルでは，yaw船体モデル，舵角オフセットと波浪成分から構成した。
（c）航路誤差モデルでは，方位誤差モデルの方位誤差と，sway船体モデル，舵角オ

フセットと潮流成分から構成した。

付録 3.A 対象船の特性
シミュレーションで用いる対象船は 2種類を定める。1つは文献 [48, 49]の非線形特性を

有する mariner class，船長 L = 160.93 mである。他方はそれを L = 70 mの特性に変更
したものである。

( 1 ) L = 160.93 mの場合
本船の微係数は非線形成分を除き，表 3.1 にまとめる。同表で，添字 ′ は無次元数，

Y ′
r = Y ′

r −m′u′0, N
′
r = N ′

r −m′u′0x
′
G とする。

応答モデルの有次元パラメータは表 3.2 にまとめる。同表の数値は，表 3.1 のものを式
（3.6），（3.9）に代入して求める。ここで，添字 ˜は 2次モデル，添字 N は野本モデル（パ
ラメータは式（3.12）），パラメータの有次元化は次式によって変換する。

T =
L

U
T ′, Kr =

U

L
K ′
r, Kv = UK ′

v （3.49）

U は船速（速力），T は時定数，Kr は旋回力ゲイン，Kv は横流れゲインである。
本船のスパイラル特性を図 3.10に示す。同図で，直線は線形二次モデルの場合を，曲線

は非線形モデルの場合をそれぞれ示す。直線の傾斜は表 3.2の K̃r，̃Kv の値に一致する。舵
角オフセットがそれぞれ δro = δvo = −1 degをもつ。

( 2 ) L = 70 mの場合
本船の微係数は L = 160.93 mのものを変更する。

• 船長 Lを 160.93 mから 70 mに変更する。
• 式（3.6）において，，M = 0.3M とする。
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表 3.1 線形微係数（u′0 = 1）

m′ = 798× 10−5 I ′z = 39.2× 10−5 x′G = −0.023

Y ′
v̇ = −748× 10−5 Y ′

ṙ = −9.354× 10−5 Y ′
v = −1160× 10−5 Y ′

r = 1297× 10−5

N ′
v̇ = 4.646× 10−5 N ′

ṙ = −43.8× 10−5 N ′
v = −264× 10−5 N ′

r = 147.65× 10−5

Y ′
δ = 278× 10−5 N ′

δ = −139× 10−5

表 3.2 応答モデルのパラメータ

U0 [kn] K̃r K̃v T̃1 T̃2 T̃r3 T̃v3 TN
r TN

v

[kn] [1/s] [m/s] [s] [s] [s] [s] [s] [s]

10 0.123 -9.8 177.0 11.6 27.8 5.9 160.8 182.7

15 0.185 -14.7 118.0 7.8 18.5 3.9 107.2 121.8

20 0.247 -19.5 88.5 5.8 13.9 3.0 80.4 91.4

• 表 3.2において，次式にする。

[
Y ′
δ

N ′
δ

]
= cδ

[
Y ′
δ

N ′
δ

]
,

[
Y ′
δδδ

N ′
δδδ

]
= cδ

[
Y ′
δδδ

N ′
δδδ

]
　[

Y ′
0

N ′
0

]
= c0

[
Y ′
0

N ′
0

]
,

[
Y ′
0u

N ′
0u

]
= c0

[
Y ′
0u

N ′
0u

]
,

[
Y ′
0uu

N ′
0uu

]
= c0

[
Y ′
0uu

N ′
0uu

]
（3.50）

ここで，添字 δδδ, 0u, 0uu は非線形係数，cδ = 0.2，c0 = 0.05である。
• 2次モデルパラメータに換算した値は船速 U0 = 20 knのとき，次式になる。

K̃r = 0.113 s−1, T̃1 = 38.5 s, T̃2 = 2.5 s, T̃r3 = 6.0 s （3.51）
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図 3.10 対象船のスパイラル特性
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船体モデルのパラメータ同定

4.1 緒言
本適応型オートパイロットの制御システムはモデルベース設計（MBD）を採用し，その

構成を図 4.1に示す。同図において，その制御対象（3章参照）は船体運動モデル（船体モ
デル）と波浪外乱モデル（波浪モデル）からなる。制御対象のパラメータはパラメータ同定
器によって求める。それらのパラメータを制御システムに入力することで，オートパイロッ
トは機能できる。すなわち，パラメータ同定器がMBDを具現化している。本章は船体モデ
ルのパラメータを同定する手法を提案するものである。
対象船は船速，喫水やトリムの状態により，その船体特性が変化する。そのため，同定シ

ステムは船体パラメータを変針状態から求めて，制御システムに反映させる必要がある。変
針状態は舵角操作量と船体運動量のダイナミックレンジが大きく（SN比が高く），同定計算
にとって都合がよい。その変針には，手動操船と自動操船がある。
　 yaw運動モデルの船体パラメータの同定方法には，Model Reference Adaptive System

（MRAS）[11]や反復最小二乗法 Recursive Least Squares（RLS）[50]などがある。MRAS

は複数回の変針操舵が必要のため，通常の変針動作から同定できない。RLSは 1回の変針
動作で同定できるが，パラメータの同定範囲を制限しにくい。また，sway 運動モデルの
パラメータ同定は，応答モデルを用いた文献が発見できなかった。拡張カルマンフィルタ
（Extended Kalman Filter，EKF）[51, 28]は制御対象の状態とパラメータを同時に推定で
きる。だが，本論文の方針は状態推定とパラメータ同定とを独立して構築するため，EKF

を割愛する。
求まった同定値は変針条件や外乱成分などに起因する変動や誤差をもつ。そのため，同定

値を制御システムにそのまま更新することは避けなければならない。
本制御システムはMBDのため，船体パラメータが不可欠である。対象船の船体特性は船

速などの航行状態が変動したら，その状態の船体パラメータを利用する必要がある。船体パ
ラメータは yawと swayのモデルのものである。よって，本章の課題を次のように定める。
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図 4.2 船体パラメータの同定システムの構成

1. 船体パラメータを変針時の応答から同定する。
2. その同定値から適切な更新値を推定する。
上記課題を解決する方策は，課題の番号に呼応して，次のようになる。
1. パラメータ同定方法を提案する。本提案法は変針時の時系列データを用いて，同定モ
デル，同定算法と，同定誤差の特性と低減策からなる。その有効性をシミュレーショ
ンによって検証する。

2. 更新値を推定する方法を提案する。本提案法は同定値のデータ列を用いて，速度変化
修正，喫水変化対策と更新関数からなる。その有効性をシミュレーションと実船試験
データによって検証する。

したがって，本同定手法は上記方策に基づき，図 4.2に示すような構成をもつ。
なお，本章は文献 [52]（初期方式）と [53]を加筆修正したものである。

4.2 パラメータ同定
4.2.1 緒言
本節は図 4.2に示す，前段の船体運動モデルのパラメータ同定について説明する。
同定システムは制御システムに適応機能を与えるもので，船体モデルのパラメータを変針

時の時系列データから同定する手法である。同定値は制御システムにおいて，設定値や制
御ゲインを算出するために利用される。船体モデル（第 3 章参考）は 2 次運動モデルから
yaw，swayの 1次モデルを提案したものである。
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図 4.3 船体パラメータ同定の構成

本節は，次のことを目的とする。
• 船体モデルのパラメータを同定する手法を提案する。
• 同定手法の誤差特性とその低減策を明らかにする。
• 同定手法の有効性をシミュレーションによって確認する。
その達成のため，次のことを考慮して検討する。

• 同定手法において，対象船の横流れ速度信号を利用しないこと，計算を 1回の変針応
答で完結すること，針路安定船・不安定船のパラメータに対応することなどである。

• 誤差特性では，変針量と船速による影響，波浪外乱による影響を明らかにする。誤差
低減策では収録データ，計算方法や手動操船時の取り扱いになる。

• 有効性では，提案法を他の同定算法と比較し，変針量，船速と制御モードによる影響
を検証する。制御モードは方位制御，航路制御である。

船体パラメータ同定の構成を図 4.3に示す。同図において，動作は次のようになる。
1. 変針時から制御対象（船体運動）の入出力時系列データを収録する。
2. 同定計算はバッチ処理で行なう。制御対象の入力データを同定モデルに入力し，その
モデル出力データを制御対象のものと比較して，誤差を求める。

3. その誤差が最小になるように，同定モデルの船体パラメータを調整する。

4.2.2 同定モデル
同定モデルは船体運動モデルと外乱モデルに基づいて定める。
船体運動モデルの構成を 3章 3.2節から図 4.4に示す。同図で，L[δ(t)]は舵角のラプラス

変換を意味する。yawと swayの船体運動モデルは命令舵角とその舵速度が操舵機の入力制
限以下と仮定すれば，

R(s) = Pr(s)∆c(s) （4.1）
V (s) = Pv(s)∆c(s) （4.2）
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図 4.4 船体運動モデルの構成

が成り立つ。ここで，s はラプラス演算子，∆c(s) は命令舵角，R(s) は旋回角速度，V (s)

は横流れ速度，Pr(s)は yaw運動モデル，Pv(s)は sway運動モデルで，

Pr(s) =
Kr(Tr3s+ 1)

Trs+ 1
（4.3）

Pv(s) =
Kv

Tvs+ 1
, Tv = Tr （4.4）

Kr は旋回力ゲイン，Kv は横流れゲイン，Tr, Tr3, Tv は時定数で Tr3 ≪ |Tr|である。
したがって，船体運動モデルのパラメータは次式になる。

{Kr, Tr, Tr3} ∈ Pr(s), {Kv, Tv (= Tr)} ∈ Pv(s)

船体特性が安定船・不安定船（針路を便宜的に省く）の場合により，パラメータの符号は{
Tr > 0, Kr > 0, Kv < 0 (Stable ship)
Tr < 0, Kr < 0, Kv > 0 (Unstable ship)

（4.5）

になる。ここで，Tr3 > 0である。上式の符号は，舵角がゼロ付近での特性に基づく。
一方，外乱モデルは 3章 3.3節から，旋回角速度の舵角オフセット成分 δro と横流れ速度

のもの δvo，北向きの潮流オフセット成分 uco と東向きのもの vco である。
同定モデルの出力は航海センサーの検出信号に相当する必要がある。検出信号は，ログ船

速計出力の船速，コンパス出力の検出方位と GNSS出力の位置情報を利用する。なお，横
流れ速度信号は利用しないものとする。
同定モデルを yawのものと swayのものに分けて設定する。

( 1 ) yaw同定モデル
yaw同定モデルは図 4.5に示すように，次式となる。

ψ̇ = r, r =

(
1− Tr3

Tr

)
rx +Kr

Tr3
Tr

(δc + δro)

ṙx = − 1

Tr
rx +

Kr

Tr
(δc + δro), rx(0) = r0

（4.6）

ここで，r0 は旋回角速度の初期値である。r0 は保持の静定が十分でない場合に生じる。こ
のとき，角速度の初期値応答 r0 exp (−t/Tr)が生じる。δro は外乱成分などによる角速度の
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発生に相当するもので，外乱の大きさと等価になる。よって，同定するパラメータは

Xr =

{
Tr,

Kr

Tr
,

Tr3
Tr

, δro, r0

}
（4.7）

となる。モデル方位 ψ(t)の時系列データは，上式の設定値と命令舵角 δc(t)の時系列データ
を式（4.6）に代入して数値積分することで得られる。

( 2 ) sway同定モデル
sway同定モデルは図 4.6に示すように，船体固定座標の速度成分を地球固定座標のもの

に変換し積分して，位置に至るまでをモデル化する。横流れ速度は式（4.2）から生成する。
船体パラメータKv/Tv は船体位置（船位）によって同定する。よって，sway同定モデルは

v̇ = − 1

Tv
v +

Kv

Tv
(δc + δvo), v(0) = v0[

un

vn

]
= ΩB

E(ψ̄)

[
ū

v

]
, ΩB

E(ψ) =

[
cosψ − sinψ

sinψ cosψ

]
[
ẋ

ẏ

]
=

[
un

vn

]
+

[
uco

vco

] （4.8）
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となる。ここで，v0 は横流れ速度 vの初期値で初期値応答 v0 exp (−t/Tv)を生じ，uco, vco
は船体を移動させる速度オフセット，x, y はそれぞれ北方向，東方向の船位，ψ̄ は方位検出
信号，ūは船速検出信号，ΩB

E(ψ)は船体座標から地球座標に変換する行列である。よって，
同定するパラメータは

Xv =

{
Kv

Tv
, δvo, v0, uco, vco

}
（4.9）

となる。モデル船位 x(t), y(t)の各時系列データは上式の設定値，δc(t)と ψ̄(t), ū(t)の各
時系列データを式（4.8）に代入して数値積分することで得られる。

4.2.3 同定算法
本節では，船体パラメータを同定する算法と，その計算方法を示す。
同定算法は，変針動作からの船体運動の時系列データに，同定モデルのものをそのパラ

メータで調整して一致させるものである。その調整手法は，パラメータを多変数関数の極小
化問題 [29, 30]に帰着させて，同定誤差の評価量が最小になるパラメータを求めるものであ
る。同定誤差は，船体運動の出力と同定モデルの出力との誤差である。
計算方法は，同定値を求める手順によって示す。

( 1 ) 多変数関数の極小値
同定算法の評価量を同定誤差の二乗和で表わすと

Jr =

n∑
i=1

(ψi − ψ̄i)
2 （4.10）

Jv =
n∑
i=1

(xi − x̄i)
2 +

n∑
i=1

(yi − ȳi)
2 （4.11）

になる。ここで，Jr, Jv はそれぞれ yaw，swayの同定モデルの評価量，添字 i, nはそれぞ
れ時系列データの番号と大きさ，添字 ¯は検出量である。
評価量 Jr, Jv はそれぞれ同定パラメータXr, Xv を変数とする関数になる。変数は初期

値から収束値に達する。そのとき，評価量の極小値は，変数に関する偏微係数（勾配ベクト
ル）がゼロになるときの値に相当し

min {Jr} ⇐⇒ ∂Jr
∂Xr

= 2
n∑
i=1

(ψi − ψ̄i)
∂ψi
∂Xr

= 0 （4.12）

min {Jv} ⇐⇒ ∂Jv
∂Xv

= 2

n∑
i=1

(xi − x̄i)
∂xi
∂Xv

+ 2

n∑
i=1

(yi − ȳi)
∂yi
∂Xv

= 0 （4.13）

になる。ここで，∂/∂X は勾配ベクトル，0はゼロベクトル，minは極小値である。
パラメータは工学上の扱いのため，有限値になる。そこで，パラメータに制約条件（付帯

条件）を加える。制約条件はラグランジェの未定乗数法（method of Lagrange multiplier）
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図 4.7 評価量の探索

[30]を用いると，次式のように多変数関数に組み込める。

Jrλ = Jr −ΛrX r, X r =

[
Xrmax

Xrmin

]
（4.14）

Jvλ = Jv −ΛvX v, X v =

[
Xvmax

Xvmin

]
（4.15）

ここで，Λr, Λv はラグランジェの未定乗数のベクトル，X r, X v は変数制約のベクトルで，
その最大値と最小値で定める。このとき，Λr, Λv は同定変数として追加され，極小値は

min {Jrλ} ⇐⇒
{
∂Jrλ
∂Xr

= 0,
∂Jrλ
∂Λr

= 0

}
（4.16）

min {Jvλ} ⇐⇒
{
∂Jvλ
∂Xv

= 0,
∂Jvλ
∂Λv

= 0

}
（4.17）

になる。

( 2 ) 最小評価量の探索
同定値は評価量が最小になるものを選ぶ。その探索方法を図 4.7を用いて説明する。同図

は簡単化のため，xの１変数とする。ここで，xmin, xmax は制約値の最小値と最大値，x(0)
は初期値である。評価量 J の極小値（Local minimum) は初期値が起点になり，勾配ベク
トルの導関数（2回微分）が正になる極値を探索する。その結果，その J は制約条件の範囲
で，最小値（Global minimum）であることが保証できない。
そこで，複数の初期値 xi(0) に対する極小値の評価量 Ji を求めて，その中から最小値の

min {Ji}を選び出し，そのときの変数 xをパラメータの同定値とする。min {Ji}は検出信
号に外乱成分を含むと，外乱相当量以下にはならない。付録 4.Aは波浪成分の場合を示す。

( 3 ) 同定値の計算手順
本節では，同定値の計算手順を示す。その手順は図 4.8に示すように，旋回操舵の時系列

データを用いて，yawパラメータの同定計算（yaw同定）を実施し，次に swayパラメータ
の同定計算（sway同定）を実施する。yaw同定は検出方位に，sway同定は船位信号にそれ
ぞれのパラメータで調整して同定モデルの出力をフィッテングさせて求める。旋回操舵は保



66 第 4章 船体モデルのパラメータ同定

Time-series data

maneuver

Tv = Tr

Course-changing

identification

identification
Yaw-parameter

Sway-parameter

Kv

Tv

Tr ,
Kr

Tr
,

Tr 3

Tr

図 4.8 船体パラメータの同定手順

Stable ship area

Unstable ship area

Tr

Kr

図 4.9 船体パラメータ Tr, Kr の範囲

持操舵に比べて，信号のダイナミックレンジが大きい。旋回操舵には方位制御と航路制御の
場合があり，共に参照方位に基づいて旋回する。

yaw 同定では，図 4.9 に示すように，対象船の船体特性が安定船か不安定船かを判断す
る。それぞれのパラメータ範囲で評価量を求め，その小さいほうのパラメータを選択する。

sway同定では，Kv/Tv は Tv = Tr に基づいて計算する。Kv/Tr < 0なので，Tr の符号
からKv のものは決まる。

( 4 ) 同定計算のフローチャート
同定計算のフローチャートを図 4.10に示す。同図において，(a)はメインフロー，(b), (c)

と (d)はサブフローである。
• (a)は図 4.8に相当するものである。
• (b)は yaw同定で，対象船の船体特性を判断しその同定値を求める。同図で，添字 s

は安定船，uは不安定船である。
• (c)は sway同定で，Kv/Tv は Tv = Tr に基づき計算する。Tv の符号は決定してい
るので，Kv/Tv < 0の条件からKv の符号は決定する。
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図 4.10 パラメータ同定のフローチャート

• (d)はパラメータの初期値から評価量の極小値を求めて，その極小値から最小値を求
める。その最小値の評価量と同定値を出力する。
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4.2.4 同定誤差の特性と低減策
船体パラメータは，オートパイロットの運用状態により変動する。そのため，そのパラ

メータの同定値もまた同様である。同定値は加えて，モデル化誤差や外乱成分による誤差を
生じる。
本節では，同定値の誤差（同定誤差）の定性特性とその低減方策を説明する。前者は変動

特性と誤差特性に関して次の（1），（2）で，後者は誤差特性を抑制する対策に関して次の
（3）～（6）で説明する。変動特性は操舵状態に依存するため，それ自体を抑制することは難
しい。4.3節では，変動成分を含んだ同定値から適切な値を推定する方策について説明する。
同定計算は図 4.11に示す方位変針からの時系列データを用いる。時系列データは yaw同

定の場合，検出方位 ψ̄ = ψ+ψw と命令舵角 δc になる。ここで，ψw は波浪成分である。変
針量が十分に大きければ，変針時間は長くなる。同定値は変針時間に比例して

Kr → K̃r, Kv → K̃v, Tr → T̃r, Tr3 → T̃r3 （4.18）

のように近づくものと仮定する。ここで，K̃r，K̃v，T̃r, T̃r3 は式（4.3），（4.4）のパラメー
タの真値とする。ただし，比 Kr/Tr ≈ K̃r/T̃r，Kv/Tv ≈ K̃v/T̃r として，その比が変針量
の影響を受けにくいとする。単体の同定値変動は変針量に比例する傾向をもつが，両者の比
をとるとそれが相殺するためである。

( 1 ) 変針量と船速による変動特性
同定値は外部要因である変針量と船速によって変動する。同定値の変動（同定変動）を

εex = f (∆ψset, u) （4.19）

とする。ここで，εex は同定変動，f は関数，∆ψset は変針量，uは船速である。
船速 u はパラメータ Kr, Tr に影響する。Kr は u に比例し，Tr は反比例する傾向をも

つ。よって，比 (Kr/Tr)は uの 2乗に比例する傾向をもつ。
変針時間 Tt は図 4.12に示すように変針量に比例し，8章 8.4.1節から

Tt = g

((
Kr

Tr

)−1/3

, (∆ψset)
1/3

)
（4.20）

になる。ここで，g は関数である。Tt は (Kr/Tr) の 1/3 乗に反比例し，∆ψset の 1/3 乗
に比例する。また，uと (Kr/Tr)の関係から，Tt は uの 2/3乗に反比例する傾向をもつ。
よって，変針時間は船速が速いほど変針量が小さいほど，短くなる。
したがって，変針量や船速が変針ごとに変化すると，同定値は変動する。
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( 2 ) 波浪外乱による誤差特性
同定値は波浪成分によって誤差を生じる。波浪外乱は検出方位に含まれ，制御システムを

経て命令舵角に含まれる。波浪外乱を
ψw = aw sin(ωwt+ θw) （4.21）

とする。ここで，ψw は波浪外乱，aw は振幅，ωw は周波数，θw は位相である。
波浪同定誤差を

εw = h

((
aw

∆ψset

)
,

(
pw
Tt

))
（4.22）

とする。ここで，εw は波浪同定誤差，hは関数，pw = 2π/ωw は周期，∆ψset は変針量，Tt
は変針時間，右辺の第１項は振幅比相当，その第 2項は時間比相当である。εw は振幅比，時
間比に比例する傾向をもつ。
したがって，aw，pw を一定におけば，変針量が小さいほど船速が速いほど，波浪外乱に

よる波浪同定誤差は大きくなる。

( 3 ) 収録データの対象期間
収録データの対象期間を図 4.12 に示す，アプローチ期間 Tap と変針期間 Tt の合計とす

る。Tap は変針前の保持期間で，船体運動の初期応答を把握するためである。Tt は検出方位
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図 4.13 方位データの前処理

ψ̄ と命令舵角 δc の信号のダイナミックレンジが大きい範囲になる。その信号の変化が大き
いほど，同定誤差の感度は下がるので同定精度が向上する。変針後の静定期間 Tsettle は保持
状態なので，そのレンジが小さいため利用しない。Tsettle と方位評価量 Jr との関係を 4.3

節，検証，実船試験データ Aで調べたところ，Tsettle = 0のとき Jr が最小になった。
よって，その対象期間は (Tap + Tt)にすることで，誤差の発生は抑えられる。

( 4 ) 収録データの前処理
波浪外乱の周期成分が図 4.13 (a)に示すように，方位データ ψ̄ の初期値 ψ̄0 を含むと，同

定パラメータの角速度初期値 r0 が等価的に発生して，そのほかの同定値に誤差を生じさせ
る。ここで，添字 ˆは同定値，周期成分は平均値ゼロとする。
そこで，r0 の発生を抑えるため，図 4.13 (b)に示すように，方位データを

ψ̄ ⇐ ψ̄ − ψ̄ap （4.23）

によって修正する。ここで，ψ̄ap は期間 Tap での ψ̄ の平均で

ψ̄ap =
1

nap

nap∑
i=1

ψ̄i （4.24）

nap は Tap のデータ数である。
なお，sway同定の x̄, ȳ のアプローチ期間は一定でないので，修正しない。

( 5 ) 手動操船時の対策
手動操船時の同定では，手動舵角ではなく実舵角を利用することで，同定誤差は低減でき

る。そのときの操舵機の応答を図 4.14に示す。同図で，δm は手動舵角の入力，δ は実舵角
の出力である。δm がステップ状にとられた場合，δ は操舵機の舵速度制限を受けてランプ
状に追従する。そのため，δm を用いた同定値はその制限を受けて，誤差を生じる。



4.2 パラメータ同定 71

t

δ

delay time

slope
Ûδ= Ûδmax

δδm

図 4.14 手動操船時の操舵機応答

実舵角を利用する場合，操舵機の時定数は船体パラメータ Tr の同定値に反映されない。
だが，その時定数は Tr に比べて十分に小さいとすれば，その影響は無視できる。

( 6 ) 船体パラメータの左右舷特性
同定手法はひとつの変針状態を利用するため，船体パラメータは片舷（左舷，右舷）また

は両舷の変針状態から同定できる。左舷や右舷のパラメータを独立に同定できることは，対
象船の運動特性を詳細に把握できる利点をもつ。だが，左舷右舷特性はその不釣り合い状態
が尋常でない場合を除いて分別しない。その分別は特殊船では実施できる場合があり得る。
だが，一般船舶ではできない場合が普通である。同定値は変動特性や誤差特性をもつため，
左右舷特性の把握には変針動作を繰り返す必要がある。

4.2.5 検証
本節では，船体モデルと同定手法からなる提案法の有効性をシミュレーションによって検

証する。その評価内容を次に示す。
1. 提案した同定手法を他の方法と比較する。
2. 提案した船体モデルを野本の 1 次モデルと比較する。船体パラメータは前者が未知
で，後者が既知である。前者のパラメータは本同定手法によって求める。

3. 提案法の同定特性を線形・非線形の対象船，方位制御・航路制御の制御モード，波浪
外乱の有無などから比較する。

なお，多変数関数の極小化計算はMatlab™ の fminconを用いる。fminconでは，逐次二
次計画法（Sequential Quadratic Programming，SQP）を採用する。

( 1 ) シミュレーションの方法
シミュレーションの構成を図 4.15に示す。同図で，制御システムは上記の制御モードを

もつ。対象船は線形・非線形の特性をもつ（3章参照）。同定計算に必要な収録データは変針
応答（図 4.11参照）から求める。初期方位は 40 deg，刻み時間は 0.2 sである。

• 評価量の制限値は付録 4.Aから Jr = 0.5 deg2，Jv = 0.5 m2 とする。同定値が制限
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表 4.1 安定船の初期値と制約

min. No.1 No.2 No.3 No.4 max.

Tr [s] 5 11.34 25.718 58.326 132.28 300

Kr/Tr [s−2 ] 0.0004 0.0010048 0.0025238 0.0063396 0.015924 0.04

ship
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Control

図 4.15 シミュレーションの構成
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図 4.16 Tr, Kr の初期値と制約範囲

値を超えたら，無効となる。
• 収録データは，サンプリング時間が 1秒，期間が Tap = 60秒と Tt の合計になり（図

4.12参照），yaw同定では δc, ψ̄，sway同定では δc, ψ̄, ū, x̄, ȳ になる。ここで，添
字 ¯は検出量である。
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図 4.17 同定算法 SQPと RLSの比較

• 同定パラメータの初期値と制約範囲を定める。
yaw同定では，{Tr, Kr}のものは安定船・不安定船ごとに 4×4 = 16組を設定する。
安定船の場合は表 4.1にまとめる。不安定船の場合は Tr の初期値が表 4.1の値の負
で，最小値が −300 s，最大値が −50 sになる。それらの {Tr, Kr}を図 4.16に示す。
(Tr3/Tr) , δro, r0 の初期値はゼロ，その制約範囲は 0 ≤ (Tr3/Tr) ≤ 0.3, |δro| ≤
0.1 rad, |r0| ≤ 0.01 rad·s−1 を設定する。
sway同定では，(Kv/Tv)の初期値と制約範囲は同定値 (K̂r/T̂r)を用いて(
Kv

Tv

)
0

= {−200, −92.8, −43.1, −20} × K̂r

T̂r
,

{
−300

K̂r

T̂r
≤ Kv

Tv
≤ −3

K̂r

T̂r

}
とする。ここで，添字 0 は初期値，̂ は同定値である。δvo, v0, uco, vco の初期値は
ゼロ，その範囲は |δvo| ≤ 0.1 rad, |v0| = |uco| = |vco| ≤ 6 m·s−1 を設定する。

( 2 ) 同定算法の有効性
提案した同定算法（SQP）の有効性を付録 4.Bの逐次最小二乗法（RLS）と比較して確認

する。同定値計算から算法以外の誤差因子を排除するため，次のような取り扱いとする。
• 対象船はモデル化誤差をなくすため，同定モデルと同一にすると

P̃r(s) =
K̃r(T̃r3s+ 1)

(T̃1 + T̃2)s+ 1
, P̃v(s) =

K̃v

(T̃1 + T̃2)s+ 1
（4.25）

になる。ここで，船体パラメータは 3章の付録 3.Aの表 3.2に示し，T̃v3 = 0とする。
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図 4.18 野本モデルと提案法の応答比較

• 方位と位置の積分演算や座標変換などをなくすため，検出量は r̄, v̄を用いて，同定モ
デルの出力 r, v から直接に同定計算する。

両算法の同定誤差を図 4.17に示す。同図で，同定誤差 errorは同定値 ÷真値 − 1，変針
量は 10 degである。同図から，(a)，(b)の場合において，

• 双方の誤差は船速に比例する傾向をもつが，実用範囲に収まっている。
• 微細にみれば，双方の特性差がありそうであるが，無視できるとする。
上記の結果から，提案算法 SQP は基準とする RLS と同等な精度をもつことが確認でき

た。よって，これ以降，同定算法は SQPを利用する。

( 3 ) 提案法の有効性
提案法の有効性を野本の 1次モデル（野本モデル）と比較して確認する。提案法は同定モ

デルとパラメータ同定手法からなる。同定モデルは提案した yaw運動モデルに基づく。両
者の船体モデルは 2次モデルを 1次モデルに近似したものでモデル化誤差をもつ。
図 4.18は変針応答を示す。同図で，Nは野本モデル，Pは提案法，制御モードは方位制

御，対象船は 2次モデル，船速は 15 kn，ψ は方位，ψR は参照方位，δc は命令舵角，変針
量 ∆ψset は上段より 10, 15, 20 度である。野本モデルのパラメータは既知で表 3.2の値を
用いる。提案法のものは 5回更新した同定値（十分に静定したとする）を用いる。

• 野本モデル N では，変針中に ψ が ψR に一致せず，δc は変動が大きい。そのパラ
メータは変針特性に無関係なので，変針状態を評価するような場合には適さない。
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図 4.19 指標 ωnTr の比較

• 提案法 Pでは，ψ が ψR に一致して，δc は変動が小さい。そのパラメータは方位応
答に一致させる同定値なので，参照方位を用いた変針には適切である。

• 変針後の応答では，Nはアンダーシュート，Pはオーバーシュートになっている。N

ではパラメータの不一致から生じ，Pでは変針終了時の角速度 rの残余による過渡応
答が生じる。その残余はモデル化誤差から生じる。

• Pの過渡応答の抑制は同定範囲を変針後（静定状態）まで含めると，抑制できるよう
にみえる。だが，同定値全体が大きくなり，同定誤差が増加する傾向をもつ。

• 両者の応答誤差は，片振幅で共に変針量の 10％になる。
よって，変針応答からパラメータを同定する，提案法の妥当性が確認できた。

( 4 ) 制御モードと対象船の影響
提案法における制御モードと対象船の影響を確認する。制御モードは方位制御と航路制

御，対象船は 2次モデルと非線形モデルである。
パラメータ同定の結果を図 4.20，4.21に示す。同図で，船速は 10, 15, 20 kn，変針量は

10, 15, 20 deg，パラメータは 5回更新した同定値である。同図から，4.2.4節の特性（パラ
メータは船速や変針量で変動すること）が確認できる。
図 4.20において，（a）方位制御は（b）航路制御に比べ，Kr, Tr, Kv が小さくなる。（a）

では，図 4.15に示す命令舵角 δc は方位制御の信号になる。一方（b）では，δc は航路制御
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の信号も含まれる。よって，同定値は制御モードによる影響を受ける。比 Kr/Tr の変動は
分母分子の変動分相殺によって，その単項に比べ小さい。
図 4.21において，図 4.20と同じ傾向をもつ。ただし，図 4.21の Kr, Tr, Kv は図 4.20

に比べて小さくなる。その要因は対象船の船体パラメータは 3章の付録 3.Aの図 3.10に示
すように，δc に対して飽和特性をもち，一様に大きくならないことによる。
パラメータが閉ループ安定性に与える影響を示す。図 4.19 は指標 ωnTr の比較を示す。

ここで，ωn =
√
Kr/Tr である。同図で，2nd-orderは 2次モデル，nonlinearは非線形モ

デル，HC は方位制御，TC は航路制御である。指標は閉ループ安定性の尺度のひとつで，
大きいほど代表根の減衰係数が低下しにくいことを示す（6章 6.3.4節を参照）。図 4.19か
ら，ωnTr は船速が速くなるほど大きくなる。その傾向は 2次モデルのほうが非線形モデル
より強い。
したがって，次のことが確認できた。

• 提案法による同定値は制御モード，対象船や変針条件の影響を受ける。
• 閉ループ安定性への悪影響は非線形モデル，方位制御，低船速，小変針量の場合，大
きくなる傾向をもつ。

( 5 ) 波浪外乱入力の影響
波浪外乱入力による同定値の誤差特性を検証する。同定値は波浪外乱入力によって誤差

を生じる。条件は対象船が非線形モデル，更新回数が 5回，波浪外乱が式（4.21）で ωw =

2π÷13 rad/s，aw = {0, 0.5, 1.0} deg，θw = {354.3, 60.2, 38.2, 134.1, 71.3, 176.3} deg

である。位相は外乱入力にランダム性を与える。
図 4.22と 4.23は基本となるパラメータ Tr, Kr/Tr の更新履歴を示す。同図から，同定

誤差は次の特性をもつことが確認できた。
• 方位制御と航路制御は同じ傾向を示し，振幅 aw が 0.5から 1.0 degになると増大す
る。誤差は振幅の 2乗に比例する傾向を示す。

• Tr は激しく変動するが，比Kr/Tr は変動量の比による相殺で穏やかに変化する。
• 4.2.4節の特性（パラメータは変針量が小さいほど船速が速いほど，波浪外乱による
同定誤差は大きくなる）に示したように，Tr の変動は変針量 10 deg，船速 20 knの
場合，最大になっている。
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図 4.21 対象船は非線形モデルの場合
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図 4.22 対象船は非線形モデル，波浪振幅は aw = 0.5 deg
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図 4.23 対象船は非線形モデル，波浪振幅は aw = 1.0 deg
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図 4.24 船体モデルの同定システムの構成

4.2.6 結言
本節では，船体パラメータの同定手法を提案し，シミュレーションによってその有効性を

検証した。
提案手法は，変針応答の時系列データから yawと swayの船体運動モデルのパラメータを

同定するものであり，同定モデル，同定算法および同定誤差特性と低減対策から構成した。
提案手法をシミュレーションによって，次の項目を評価した。
1. 船体運動モデルを含む同定モデルと同定算法の有効性を確認した。
2. 制御モード（方位制御，航路制御）と対象船（2次モデル，非線形モデル）の影響，お
よび波浪外乱入力の影響を把握した。

その結果，提案手法の性能は設計どおりであること，実適用に対応できることを確認で
きた。

4.3 更新値推定
4.3.1 緒言
船体パラメータの同定システムの構成を図 4.24に再掲する。前節では，同図の前段部に

示す，変針時の時系列データから船体パラメータの同定値を計算する手法について説明し
た。本節では，その後段部に示す，同定値から更新値を推定する方法について説明する。
更新値は制御システムの船体パラメータに利用する。制御システムにおいて，船体パラ

メータのノミナル値は操舵性能の良否を決定するものである。よって，更新値は適切なもの
でなければならない。
更新値推定の課題は，同定値がもつ不適正な特性や誤差を把握し，低減策を講ずることで

ある。同定値の性質把握は，次の 3つの項目になる。
1. 船速変化の影響を受ける。
船体モデルは 2 次式から近似した 1 次式を用いる。2 次式は運動方程式から導出さ
れ，そのパラメータは船速と船長で無次元化できるので，船速に比例する。だが，1

次式のパラメータはモデル化誤差をもつ。そのため，その比例関係は 2 次式に比べ
て，曖昧になる。

2. 喫水変化の影響を受ける。



82 第 4章 船体モデルのパラメータ同定
喫水変化は原材料を運搬する船舶（タンカー船やバラ積み船に相当する）で，バラス
ト状態から満載状態にあるいはその逆のときに生じる。積み荷の上げ下ろし（荷役）
後，喫水が変化し，それが同定値に反映する。したがって，更新値は同定値の変化に
追従する必要がある。そうでないと，制御システムのパラメータは喫水変化による誤
差をもち続ける。なお，喫水状況は外部から与えられないとする。

3. 変動特性，誤差特性と船体特性をもつ。
変動特性は変針量や船速の変化による同定値の変動である。誤差特性は外乱入力によ
る同定値の誤差である。両者の特性は不可避である。後者は評価量によって外乱入力
の大きさを見積もれるので，同定値を管理できる。評価量は対象船と同定モデルとの
出力差の 2乗和である。評価量と同定誤差には比例に近い関係が認められる。だが，
同定値は必然的に変動特性をもつため，評価量で一意的に判断することは得策でな
い。結局，同定値はバラツキをもつことになる。
さらに同定値は安定船・不安定船の特性をもつため，その対応も必要である。対象船
がどちらの特性であるかは同定値によってはじめて認識できる。

上記の性質把握を考慮して，更新値を適切に推定する方策を講ずる。方策は上記番号に呼
応して，次のようになる。

1. 船速変化のモデル化
船速変化が船体パラメータに及ぼす影響をモデル化する。その影響は単純な比例関係
で表せない。そこで，船速を既知の変数として，更新値の関数をモデル化する。更新
値の関数化は，統計処理の利用を可能にする。

2. 喫水変化の予測
喫水変化の発生を停泊監視によって予測する。喫水変化は荷役に同期するものとす
る。荷役作業は長時間の停泊を伴なうので，停泊監視によって喫水変化を予測でき
る。長時間の停泊が生じたら，ひとつの航海が終了し喫水変化が発生したとする。そ
のとき更新関数を初期化する。その後，更新関数は喫水変化を生じた同定値に更新値
を追従する。

3. 同定値のバラツキ対策
同定値から船速に関する更新関数を求めて，更新値を推定する。更新関数は 1つの同
定値ではなく，複数のものから最小二乗法によって直線近似したものである。更新値
は近似直線の係数として特性づけられ，船速を与えると求まる。
また，安定船・不安定船の特性を判別して，それぞれの更新関数に反映させる。

上記更新関数の効果を，シミュレーションデータと実船試験データによって検証したとこ
ろ，その有効性が確認できた。
上記の方策により，次の効果が期待できる。
1. 対象船のパラメータ特性が更新値の関数化によって，定量的に把握できる。
2. 更新値はバラツキをもつ同定値から，更新関数によって適切に推定できる。
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3. 対象船が喫水変化の小さい場合でも，停泊監視の設定値を変更するだけで対応できる。

4.3.2 速度変化の影響
船体運動方程式において，前進速度（surge速度）uを一定として，方位まわりと横方向

の連成運動を応答モデルで表すと[
V (s)

R(s)

]
=

[
P̃v(s)

P̃r(s)

]
∆c(s) （4.26）[

P̃v(s)

P̃r(s)

]
=

1

T̃1T̃2s2 + (T̃1 + T̃2)s+ 1

[
K̃vT̃v3s+ K̃v

K̃rT̃r3s+ K̃r

]
（4.27）

になる。ここで，s はラプラス演算子，R(s) は旋回角速度（yaw 角速度），V (s) は横流れ
速度（sway速度），∆c(s)は命令舵角，P̃v(s)は sway運動の伝達関数（sway船体モデル），
P̃r(s)は yaw運動の伝達関数（yaw船体モデル），K̃v は横流れゲイン，K̃r は旋回力ゲイン，
T̃1, T̃2, T̃v3, T̃r3 は時定数である。そのパラメータは次式の関係をもつとする。{

K̃v < 0, K̃r > 0, T̃1 > 0 （安定船）
K̃v > 0, K̃r < 0, T̃1 < 0 （不安定船）

（4.28）

|T̃1| > T̃r3 > T̃2 > 0, T̃v3 ≈ 0.3T̃r3 （4.29）

パラメータは式（4.27）において，船長 L，船速 uによって無次元化できる。
一つの対象船を扱うならば，パラメータの速度変化は

K̃r = K̃r0
u

u0
, K̃v = K̃v0

u

u0

T̃1 = T̃10
u0
u
, T̃2 = T̃20

u0
u
, T̃v3 = T̃v30

u0
u
, T̃r3 = T̃r30

u0
u

（4.30）

になり，uに比例または反比例する。ここで，添字 0 は初期値である。
船体モデルは式（4.27）から近似した次式と定めている。

R(s) = Pr(s)∆c(s), Pr(s) =
Kr(Tr3s+ 1)

Trs+ 1
（4.31）

V (s) = Pv(s)∆c(s), Pv(s) =
Kv

Trs+ 1
（4.32）

ここで，Kr は旋回力ゲイン，Kv は横流れゲイン，Tr, Tr3 は時定数，P (s)は伝達関数で
あり，添字 r, v はそれぞれ yaw，swayの運動を意味する。そのパラメータは{

Kv < 0, Kr > 0, Tr > 0 （安定船）
Kv > 0, Kr < 0, Tr < 0 （不安定船）

（4.33）

|Tr| ≫ Tr3 > 0 （4.34）
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図 4.26 船位利用の場合，監視時間 t ≥ tset 　

の関係をもつとする。上記のパラメータはモデル化誤差のため，式（4.30）を適用できない。
だが，そのパラメータは次式の傾向をもつことが仮定できる。

Kr ∝ Kr0
u

u0
, Kv ∝ Kv0

u

u0

Tr ∝ Tr0
u0
u
, Tr3 ∝ Tr30

u0
u

（4.35）

よって，船体モデルのパラメータは船速に依存する関係をもつ。その関係を速度修正に利
用する。

4.3.3 喫水変化の対策
喫水変化は積載量の変化に伴って発生する。積み荷の上げ下ろしは停泊状態で実施され

る。よって，喫水変化は停泊状態で発生すると仮定する。停泊状態を対象船の船体運動とそ
の停泊時間によって把握する（停泊監視とよぶ）。船体運動は船速と船位を用いる。停泊状
態とは長時間にわたり，低速でその位置付近に留まる状況である。その様子を図 4.25，4.26
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に示す。図 4.26 で，点 P は船位，dist は船位と基準位置の距離である。両図において，1

つの航海（One voyage）とは喫水状態がほぼ同一であり（燃料消費の影響は無視する），船
速と船位を利用して判断すると，次式になる。

1つの航海 =



{
終了した (u ≤ uset) ∩ (t ≥ tset)

継続中 (u > uset) ∪ (t < tset)
（船速利用）

{
終了した (dist ≤ ρset) ∩ (t ≥ tset)

継続中 (dist > ρset) ∪ (t < tset)
（船位利用）

（4.36）

ここで，uset は速度条件で 0 ∼ 3 kn，ρset は移動半径で 0 ∼ 3 M（1 M = 1852 m），tset は
停泊時間で 5 ∼ 10 hである。停泊監視は，船速と船位のどちらか一方の利用も可能である。
停泊状態は，uset，ρset，tset の設定値によって決定する。上記の設定値は目安であり，対

象船の運航形態に則り，操船者によって適切に調整されるものである。

4.3.4 更新関数
( 1 ) 更新関数の定義
同定データ S は船速と同定値からなり，次式とする。

Si = {uave i, Pi} （4.37）

ここで，iはデータ番号，uave は同定計算時の平均速度，P は船体パラメータの同定値，

uave =
1

nave

nave∑
j=1

ūj （4.38）

Pi = {Tri, Kri, Tr3i, Kvi} （4.39）

nave は同定期間（Tap + Tt）のデータ数（4.2.4節参照），ūは検出速度である。同定データ
列 Σは次式になる。

Σi = {S1, S2, S3, · · · , Si} （4.40）

更新関数 P̂i は図 4.27に示すように，uave の 1次関数

P̂i =


AiuH +Bi (uH < uave)

Aiuave i +Bi (uL ≤ uave ≤ uH)

AiuL +Bi (uave < uL)

（4.41）

で表す。ここで，添字 ̂は推定値，A, B は係数でそれぞれ傾斜，切片，uH , uL は uave の
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Tr
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Tr 1
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T̂r = AT r uav e + BT r

図 4.27 更新関数，時定数 Tr の場合

制限値でそれぞれ上限値，下限値，

A = {ATr, AKr, ATr3, AKv}

B = {BTr, BKr, BTr3, BKv}

uH = 巡航速度の 1.5倍相当
uL = 巡航速度の 0.5倍相当

（4.42）

である。係数の初期値は次式である。{
ATr = AKr = ATr3 = AKv = 0

BTr = BKr = BTr3 = BKv = 0
（4.43）

よって，推定値は船速を与えると，式（4.41）によって求まる。

( 2 ) 異常値の除去
入力した同定値は変動成分や誤差成分を含んでいる。同定値が大きく変化した場合は異常

値と見なして除去し，更新関数に利用しない。その判断は，次の条件

同定値 =

採用する ((R−1
set ≤ RT ≤ Rset) ∩ (R−1

set ≤ RK/T ≤ Rset))

除去する ((R−1
set ≤ RT ≤ Rset) ∪ (R−1

set ≤ RK/T ≤ Rset))
（4.44）

によって定める。ここで，( )は集合条件の否定，RT，RK/T は変動比，Rset はしきい値

RT =
Tri

T̂ri−1

, RK/T =

(
Kri

Tri

)/(
K̂ri−1

T̂ri−1

)
（4.45）

Rset = 2.5 （4.46）

Kri, Tri は同定値，K̂ri−1, T̂ri−1 はその船速での更新値で（i − 1）個の更新関数から求め
る。Rset は K̂ri−1/T̂ri−1 の周期換算で 0.63倍から 1.6倍までの変化に相当する。
異常値除去の様子を図 4.27 に示す。uavei での比 Tri/T̂ri−1 が式（4.44）の「除去する」

に適合したとして，その Tri を含む同定データ Si は同定値から除去する。
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( 3 ) 係数の算法
係数 A, B は式（4.40）の同定データ列を用いて，最小二乗法（Least Squares Method）

による直線近似 [29]によって求める。A, B の変動はデータ数に比例して減少する。データ
数は最新の 30個とする。その算法は公知のために詳細を割愛する。
得られた係数による更新値は図 4.27に示す場合，次式になる。

T̂r = ATruave +BTr （4.47）

( 4 ) 更新値の操作
同定値 P は Tr の符号から安定船・不安定船の場合に分けて，順番に蓄積する。更新値

P̂ はそれぞれの場合において，蓄積した同定値 Pi から推定したものになる。入力回数 iに
よって，推定方法が異なる。

P̂1, i = 1の場合 更新値は次式で置き換える。

P̂1 =
P0 + P 1

2
（4.48）

ここで，P0 は初期値で，uave0 でなく uave1 から求めて（P0, P1 は同じ uave1 を用いる）

P0 =


{
船体パラメータ初期値 （安定船）
P1 （不安定船）（装備時）

更新関数 （上記以外）
（4.49）

である。上式を次のように補足する。
• 船体パラメータ初期値は付録 4.Cに示すように，対象船の船長と船速を入力してパラ
メータを出力する。

• 不安定船の場合は初回の同定値 P1 を用いるため，結果として P̂1 = P1 になる。
• 更新関数の係数は前回の航海データの値である。

P̂i, i ≥ 2の場合 更新値 P̂i は 2つの段階を経て推定する。
1. 係数 Ai, Bi は同定データ列 Σi を用いて計算する。
2. 更新値 P̂i は船速 uavei を用いて計算する。

( 5 ) 算法のフローチャート
更新値推定のメインルーチンを図 4.28に，更新関数処理のサブルーチンを図 4.29にそれ

ぞれ示す。
• 図 4.28は，安定船・不安定船の分岐，停泊監視の対応を示す。見かけ上エンドレス
ループになっている。

– その分岐は時定数 Tr の符号を利用する。分岐後は，安定船・不安定船ごとに対
応する。
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不安定船：

同定データを入力する

本船は停泊したか

更新関数処理をよぶ
サブルーチン

更新関数処理をよぶ
サブルーチン

Tr > 0 ?

同定値データを初期化する

開 始

NoYes

Yes：安定船No

図 4.28 更新値推定のメインルーチン

– 停泊条件を満足したら（ひとつの航海が終了した），
1. 更新関数の前回の係数を保持して，入力回数をゼロ，同定データを初期化
する。

2. 1回目の更新値を求めたら，前回の係数に今回のものを更新する。
• 図 4.29は，同定値の異常値を除去して，更新関数の係数を更新し更新値を出力する。

– その異常値は，式（4.44）によって除去する。
– 更新関数は蓄積した同定データ列 Σを用いて，

1. i = 1の場合，P0 は式（4.49）から，P̂1 は式（4.48）から，それぞれ求める。
2. i ≥ 2の場合，係数を求めて，更新値を計算する。

4.3.5 検証
本提案法の有効性をシミュレーションデータと 2つの実船試験データ A, Bによって検証

する。本提案法は同定値計算と更新値推定である。

( 1 ) シミュレーションデータの結果
シミュレーションデータの同定値は波浪外乱を入力した，図 4.23 を利用する。その更

新値を図 4.30 に示す。同図で，変針量 ∆ψset = 10 deg，(a) は船速 U0 = 15 kn，(b) は
U0 = 20 kn，(a-1) と (a-2) は方位制御，(b-1) と (b-2) は航路制御，横軸は更新回数，縦
軸はパラメータ Tr，Kr/Tr，波浪外乱の振幅 aw は {0.0, 1.0} deg である。更新値推定は
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P0 を設定し P̂1 を計算する

サブルーチン
更新関数処理

変動比を計算する 変動比は閾値内か

データ数 i = i + 1

同定データを蓄積する

更新値を出力する

戻 り

i ≥ 2 ?

係数を更新する
更新値を求める

No

No

Yes

Yes

図 4.29 更新関数処理のサブルーチン

aw = 1 degの場合に適用している。
次のことが同図から確認できる。

• (a)では，更新値は同定値のバラツキとその異常値を抑制し，凹凸のない値を推定し
ている。更新値は外乱ゼロの同定値とほぼ等価である。

• (b)では，同定値の異常値が頻発し，更新値は異常値を除去し抑制している。利用で
きる同定値が限られているため，更新値は外乱ゼロの同定値と誤差をもつ。誤差は
(a)に比べてバイアス誤差が大きくなっている。

• 更新値推定は設計どおり機能している。

( 2 ) 実船試験データ Aの結果
実船試験データ Aに提案手法を適用する。
対象船 Aの要目は貨物船，L = 159.5m，B = 25.0m，D = 12.8m，GT = 13, 400 ton，

DW = 17, 200 ton である。試験は 2006 年 3 月 4 ∼ 5 日，ハワイ北西付近，波浪は
Moderate sea で実施された。時系列データを図 4.31 に示す。同図で，サンプルは 10 個，
その番号は時系列の順である。なお，sway同定計算用の船位の時系列データは省く。
次のことが時系列データから同定すると確認できる。

• 同定値の時間応答の結果を図 4.32 に示す。同図は更新値ではなく，同定値である。
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同図で，同定誤差は (a)に方位を，(b)に航路を，同定値は (c)に角速度を，(d)に横
流れ速度を示す。すべての応答は適切にみえる。

• 同定値と更新値の結果を 4.33 (a)に示す。同図で，更新番号はサンプル順になる。評
価量 Jr, Jv はその制限値以下になり，同定値は有効である。パラメータは安定船の
符号である。更新値は同定値の凹凸が平滑になり，その効果が現れている。

• 同定値と更新関数の結果を図 4.33 (b)に示す。同図は更新回数が 9回の場合である。
同定値はバラツキをもつが，更新関数は適切に更新値を推定している。Kr, Kv が船
速に反比例している。Tr の変化率が大きいため，Kr/Tr, Kv/Tr は 2次曲線になる。
なお，Kr, Kv の傾向が予測に反している。その分析にはもっと多くのデータが必要
である。本論文ではこの傾向を受け入れる。

• 更新値推定は実船試験データ Aに対して，適切に機能している。
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図 4.33 対象船 Aの場合
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表 4.2 対象船 Bの評価量

変針応答 変針量 評価量 Jr [deg2]

No. ∆ψ [deg] 安定船 不安定船

1 +20 0.150 0.023

2 −15 0.296 0.089

3 −9 0.710 0.107

( 3 ) 実船試験データ Bの結果
対象船 B の要目はコンテナ船で， L = 186.4 m，B = 27.6 m，D = 10.3 m，NT =

22, 900 ton，DW = 28, 200 tonである。試験は 2008年 7月 10日，横浜・上海間海域，波
浪記録不明で実施された。船位データがないため，sway同定値はない。
時系列データを図 4.34 (a)に示す。同図で，ψI は設定方位，サンプルは 3個，No.3は逆

方向を含む多段変針である。次のことが時系列データから同定すると確認できる。
• サンプルの評価量 Jr を表 4.2にまとめる。同表から，対象船 Bの船体パラメータは
不安定船のものになる。同定値は Jr < 0.5 deg2 により有効である。

• 同定値の結果を図 4.34 (b)に示す。同図から船速変動が小さく，その影響は無視でき
る。表 4.2から，No.1の変針量は No.2より大きいため，その同定値は大きくなる。
4.2.4節（同定値の大きさは変針量に比例する）は妥当である。ただし，No.3では特
有の変針の影響が表われ，3つのサンプル数では少なく，更なる検証が必要である。

• 更新値は図 4.34 (b)により，同定値の凹凸が平滑になり，その効果が現れている。そ
の結果，更新値 Tr とKr/Tr は平準化されている。

• パラメータ同定は不安定船に対して機能し，更新値推定は同定値変動を抑制している。

4.3.6 結言
本節では，船体パラメータの同定値から更新値を推定する手法を提案し，シミュレーショ

ンデータと実船試験データによって検証した。
提案法は同定値の変動特性，船速変化の影響と喫水変化の対策を考慮した，更新値推定と

停泊監視によるものである。その結果，次のことが確認できた。
• 更新値推定は更新関数に基づく方法である。更新関数は同定値を船速の関数として，
最小二乗法を応用したものである。

• 停泊監視は喫水変化の発生を停泊時間と船位移動量で予測する方法である。更新値が
喫水変化後の同定値に追従できる。

• 提案法の有効性はシミュレーションデータと実船試験データによって確認できた。
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4.4 結言
本章は，船体パラメータを求める手法について提案したものである。その提案手法は，パ

ラメータ同定と更新値推定からなる。
前者において，船体パラメータを変針時の時系列データから同定する方法を明らかにし，

その有効性をシミュレーションによって確認した。
後者において，同定値から更新値を推定する方法を明らかにし，その有効性をシミュレー

ションデータと実船試験データによって確認した。
したがって，本提案手法の有効性が確認できた。

付録 4.A 波浪外乱の評価量
波浪外乱 ψw の評価量を見積もる。検出方位 ψ̄ を

ψ̄ = ψ + ψw （4.50）
ψw = aw sin(ωwt) （4.51）

とおく。ここで，ψ は船首方位，aw は振幅，ωw は周波数である。
方位同定の評価量 Jr は式（4.10）に上式を代入すると

Jr =
n∑
i=1

(ψei − ψwi)
2 =

n∑
i=1

(ψ2
ei − 2ψeiψwi) +

n∑
i=1

ψ2
wi （4.52）

になる。ここで，添字 i, nはそれぞれデータ番号とその個数，ψe = ψ̂ − ψ は方位誤差，ψ̂
は同定モデルの方位である。よって，Jr は ψw の影響を受ける。上式は

Jr ≥ Jw （4.53）

なる関係をもつ。ここで，添字 ¯はデータ数当たりの平均，Jw は波浪外乱の評価量である。
Jw は ψ2

w の 1周期の積分値をその周期で割ったものから近似すると

Jw =
1

n

∑
i

ψ2
wi ≈

a2w
π/ωw

∫ π/ωw

0

(sin(ωwt))
2dt =

a2w
2

（4.54）

になる。よって，波浪外乱はバイアス成分になり，評価量 Jr は少なくとも Jw 以上になる。
aw = 1 degのとき Jr は Jw = 0.5 deg2 相当増加する。
ψw の位置誤差を見積もる。船体運動速度 u, v は次式のように，ψ̄の座標変換によって地

球固定座標の成分 un, vn になる。[
un
vn

]
=

[
cosψw − sinψw
sinψw cosψw

] [
u
v

]
≈
[
u0
ψwu0

]
（4.55）
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ここで，簡単化のため ψ = 0，u ≈ u0，sinψw ≈ ψw とし，u0 は一定船速である。上式か
ら vn を積分すると次式になる。

y =

∫
vndt = −awu0

ωw
cos(ωwt) + C （4.56）

ここで，ωw = 2π/per，perは周期，C = 0は積分定数である。u = 10 kn，aw = 1 deg，
per = 13 sのとき，上式の振幅は 0.19 mになる。よって，波浪外乱の位置誤差による影響
は小さく，実用上無視できる。

付録 4.B 逐次最小二乗法
逐次最小二乗法（Recursive Least-Squares method, RLS）は文献 [6]を参照し，繰り返

し計算（iは回数）と評価量 JRLSi を加えている。
方位同定モデルを次式と定める。

T ẋ(t) + x(t) = K(T3u̇(t) + u(t)) （4.57）

ここで，tは時間，uは入力，xは出力，K, T, T3 はパラメータである。入出力信号のサンプ
ル値 u(k), x(k) からパラメータを推定する。ここで，k はサンプル番号である。サンプル
時間 st = 1 sとする 1次差分式

ẋ(t) =
x(k + 1)− x(k)

st
, u̇(t) =

u(k + 1)− u(k)

st
（4.58）

を式（4.57）に代入すると，次式を得る。

x̂(k) = ϕT · θ̂ (T : transpose) （4.59）
ϕT =

[
x(k − 1), u(k), u(k − 1)

]
(sample data)

θ̂T =

[
1− st

T̂
, K̂

T̂3

T̂
, K̂

st− T̂3

T̂

]
(parameter vector)

ここで，ˆは推定値である。これより，パラメータを推定する算法はつぎのとおりになる。
1. 初期値 K̂ = 0.1, T̂ = 100, T̂3 = 0, λ = 0.965,P = 103 · diag(10, 1,1)を設定する。
2. for i = 1 : 10に対して，次の（a），（b）を計算する。
（a）for k = 2 : st : k9（k9はデータ数）に対して，次式を計算する。

x̂(k) = ϕT · θ̂

e(k) = x(k)− x̂(k), JRLSi =
∑k9
k=2 (e(k))

2

θ̂ = θ̂ + Pϕe(k)

P = λ−1[P − Pϕ(λ− ϕTPϕ)−1ϕTP ]

（4.60）

（b）評価量 JRLSi を求め，P を更新する。
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表 4.3 定数の一覧

a1 a2 b2 [s−1] KrL [s−1] TrL [s] TrH [s]

0.7748 1.725 -0.034 0.14 8 100

a1 =
K

′
r

T
′
r

(b)

ωx

1

K
′
r

1

Tr H

1

Tr

1

T
′
r

1

Tr L

(a)

(1/Tr ) = a2ωx + b2

ωL ωH

図 4.35 定数の特性

3. 最小の評価量 min{JRLSi}を与える θ̂ を用いて，船体パラメータを次式より得る。T̂ = st/(1− θ̂(1)), K̂/T = K̂/T̂ = (θ̂(2) + θ̂(3))/st

K̂ = T̂ × K̂/T , T̂3 = θ̂(2)/K̂/T
（4.61）

付録 4.C 船体パラメータ初期値
船体パラメータの初期値を定める。初期値は手動操船時や船体パラメータの更新値が設定

されていない場合に利用する。初期値には Kr，Tr，Tr3 と Kv があり，対象船の船長，船
速と操縦性指数によって計算する。船速は船速信号をローパスフィルタによって平滑化した
ものを用いる。ローパスフィルタは時定数 Tf = 10 s，2段とする。船速信号がない場合は
手動入力による値を船速にする。

( 1 ) 操縦性指数
操縦性指数を表 4.3にまとめ，その特性を図 4.35に示す。同表と同図において，

• a1, a2, b2 は文献 [54]から引用した操縦性指数から求めた値である。
– (a)で，a1 は無次元定数の傾斜K ′

r/T
′
r である。

– (b)で，a2, b2 は有次元定数で，それぞれ傾斜と切片である。
• TrH は Tr < 0にならない対策である。これより初期値は安定船に設定される。
• TrL, KrL は小型船相当に対応させる。
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表 4.4 初期値の計算例，船長 L = 160.93 m

U0 [kn] U0/L [s−1] period [s] Kr [s−1] Tr [s]

10 0.032 223.3 0.054 68.8

15 0.048 148.9 0.046 25.8

20 0.064 111.7 0.050 15.9

( 2 ) 設定方法
船体パラメータの初期値は装備時に設定される。対象船は通常，手動操船（Hand）を経

て自動操船 (Auto)に移る。その過程において，船速に適応した船体パラメータの初期値が
適時更新される。そのため船速は手動操船から計算を開始する。

( 3 ) 船体パラメータ
船体パラメータは，表 4.3の定数と，船速 U [m/s]と船長 L [m]とを用いて計算する。有

次元のKr/Tr は無次元のK ′
r/T

′
r である傾斜 a1 から求まり，周波数 ωx を定めると(

Kr

Tr

)
= a1

(
U

L

)2

, ωx =

√
Kr

Tr
(4.62)

になる。ωx に対して制限を設定したものを ω とおくと

ω =


ωL (ωx < ωL)

ωx (ωL ≤ ωx ≤ ωH)

ωH (ωH < ωx)

（4.63）

になる。ここで，

ωL =
1/TrH − b2

a2
, ωH =

√
KrL

TrL
（4.64）

を示す。このとき時定数 Trx は

Trx =
1

a2ω + b2
（4.65）

になる。よって求める時定数 Tr は Trx に対して制限を設定したもので

Tr =

{
TrL (Trx < TrL)

Trx (Trx ≥ TrL)
（4.66）

になる。ここで，TrH による制限は既に式（4.63）で実施されている。
さらに旋回力ゲインKr，横流れゲインKv と時定数 Tr3 は，次式によって定める。

Kr = ω2Tr, Kv = −60, KrTr3 = 0 （4.67）

船体パラメータの初期値の例を表 4.4にまとめる。



第 5章

波浪モデルのパラメータ同定

5.1 緒言
本章は，波浪モデルのパラメータを同定する手法を提案するものである。波浪モデル [18]

は，検出された方位信号に含まれる周期成分をモデル化したものである。モデル化はランダ
ム信号によって駆動された狭帯域フィルタの出力に相当する。波浪モデルは方位船体モデル
とともに制御対象になり，方位保持システムの推定器に組み込まれる。推定器の働きのひと
つは，検出方位信号を船首方位と波浪成分とに分離することである。
船舶用オートパイロットにおいて，方位信号に含まれる外乱成分の周波数は，潮流成分な

どの低域，波浪成分などの中域とランダム状態に近い高域に分けられる。このうち，波浪成
分の帯域が無効舵の原因になる。
方位制御システム（Heading Control System，HCS）は検出方位に含まれる波浪成分を

除去する方策を編み出してきた。波浪成分は制御器からの出力である命令舵角を通して，操
舵機に無効な入力（無駄舵）を与える。無駄舵は操舵周期に比べて短周期なので，船体運動
に影響をあまり与えない。だが，操舵機に不要な負荷や動作を強制する。HCSの外乱除去
性能は命令舵角に含まれる外乱成分の振幅で評価される。従前の方法は，PID制御にデュア
ルゲイン（舵角ゼロ付近でゲインを下げる），ローパスフィルタやノッチフィルタなどを直
列に結合するカスケード接続のものである（PIDベースとよぶ）。だが，それらの対策は閉
ループ安定性とのトレードオフ制約を受けて，その大幅な向上が期待できない状況である。
一方，文献 [18, 6] は検出方位を方位成分と波浪成分とに分離する方式を紹介している。

その方式はモデルベースに基づき，方位船体運動と波浪外乱でモデル化した制御対象を状態
推定器に組み込むものである。その性能は PIDベースに比べて，閉ループ安定性を損なわ
ずに高い外乱除去性が得られる。外乱除去性の効果は，推定器の波浪モデルに起因するノッ
チフィルタ特性による。だが，パラメータの同定精度が低ければ，それらの効果は期待でき
ない。
波浪モデルを制御システムに応用する際，その 2つのパラメータ，中心周波数と減衰係数
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図 5.1 適応型オートパイロットの構成

が必要になる。波浪周波数追尾法 [6]は，中心周波数をリアルタイム処理により求める方法
である。もうひとつの減衰係数は固定値としている。本章の目的は次の観点を考慮した，波
浪パラメータの同定方法を提案することである。

• 波浪成分は海象の影響を受けて緩慢に変化するので，リアルタイム処理は必須では
ない。

• 波浪モデルの減衰係数は，波浪成分に適応した値を同定すべきである。
本提案法は，波浪成分の時系列データのスペクトル波形と，波浪モデルの伝達関数のゲイ

ンの 2乗とが等価になることに着目したものである。オンライン処理で検出方位信号の時系
列データを蓄積して，オフライン処理でその時系列データをスペクトル波形に変換して，そ
の波形に基づいて波浪モデルの 2つのパラメータを同定する手法である。
その解決方法を次に示す。
1. パラメータ同定の仕様を推定器の等価ノッチフィルタの伝達特性から定める。
2. 時系列データとスペクトル変換の条件を求める。
3. 凹凸状のスペクトル波形から凸部のものを取り出した集合（包絡点）を求める。
4. その包絡点から同定値を求める。先に中心周波数を求めて，次に減衰係数を求める。
5. 同定値の変動を抑制するため，平滑化処理したものを更新値として出力する。
適応型オートパイロットの構成を図 5.1に示す。同図において，パラメータ同定器は制御

器に併設し，船体モデルと波浪モデルのそれぞれのパラメータの更新値を出力する。更新値
が制御器に入力することで，適応機能が動作できる。
なお，本章は文献 [55]を加筆修正したものである。

5.2 波浪モデル
本節では，波浪特性，波浪成分と波浪モデルを説明する。波浪特性は海面上の波に関する

一般的な特性とする。船体運動は船速，大きさや重量により，波浪特性の影響が異なる。波
浪成分は船体運動の yaw周りの波として検出する。波浪特性と波浪成分は強い関連性をも
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図 5.2 検出した方位信号 ψ̄

つが，異なるものである。波浪モデルは波浪成分を模擬的に出力するものである。

5.2.1 波浪特性
( 1 ) 実際の波浪成分
検出した方位信号 ψ̄ を図 5.2 に示す。同図は，石灰石運搬船，バラスト状態，船速

13.2 ～ 13.8 kn，Moderate sea，遠州灘，1998年 07月 25日で取得したものである。同図
で，長く波打っているほうが船体の方位成分 ψ で，短いほうが波浪の外乱成分 ψw である。
よって，検出方位は次式とする。

ψ̄ = ψ + ψw （5.1）

( 2 ) 出会い周波数
上記波浪成分は船速の影響を受ける。文献 [45]，97頁を引用する。図 5.3に示すように，

船が速度 U で波が角周波数 ωw0 で前進している。両者の相対角を χとする。
このとき，船が受ける波の角周波数 ωw（出会い角周波数とよぶ）は

ωw = ωw0

(
1 +

2π

λωw0
U cosχ

)
（5.2）

になる。ここで，λは波の波長，ωw0 = 2πfw0 は波の元の角周波数，fw0 はその周波数であ
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る。上式から，|χ| < π/2のときは ωw が高くなり，π/2 < χ < 3π/2のときは ωw が低く
なる。船速や船首方位が変化すれば，ωw は連動して変化する。よって，検出する ωw は船
体の運動状態の影響を受けることになる。

( 3 ) 波浪の周期と波高
波浪成分は文献 [56]で，実海面上の波浪特性に関係性をもつことが報告されている。北太

平洋海域の波浪特性は文献 [57]から，船舶気象通報データ（Ship），ブイ計測データ（Buoy）
および波浪追算データ（Hind）ごとにデータベース化されている。Shipは一般商船による
目視観測で，精度は良くないがデータは膨大である。Buoyは海洋観測ブイによる計器計測
で，測定点は極少であるが精度は良い。Hindは気象データを基に波のエネルギー方程式の
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解で，気象観測技術の向上により高精度化している。
図 5.4 は文献 [57] のデータを用いて，波浪の周期と高さの関係を求めたものである。高

さはその頻度分布から加重平均で求めた。同図で，PM は Pierson-Moskowitz スペクトル
（式（5.14），（5.15））を用いる。同図から，高さは数値解析（Hind，PM）の場合周期の 2

乗に比例し，実測結果（Ship，Buoy）の場合周期 10秒以降でピーク値をもつ。台風による
荒天時の波浪成分は，大きな振幅と伴った周期 10秒以上になることがわかる。

5.2.2 波浪モデル
( 1 ) 波浪モデル
波浪モデル [6]を伝達関数 Gw(s)で表すと，次式になる。

Ψw(s) = Gw(s)Nw(s) （5.3）

ここで，添字 wは波浪を示し，sはラプラス演算子，Ψw(s)は波浪成分，Nw(s)は白色ノイズ，

Gw(s) =
2ζwωws

s2 + 2ζwωws+ ω2
w

kw （5.4）

ζw, ωw, kw は波浪モデルのパラメータで，それぞれ減衰係数，中心周波数とゲインである。
式（5.3）は，白色ノイズが入力した狭帯域フィルタの出力を方位換算したものである。

( 2 ) パラメータ同定の仕様
波浪モデルのパラメータ同定では，周期は 5 ～ 20秒，減衰係数は 0.05 ～ 0.5の範囲と

する。設計の基準値を周期 12秒と減衰係数 0.1とおく。
波浪モデルは 6章の方位保持システムに組み込む。その状態推定器において，波浪成分に

対応する等価ノッチフィルタが構成され，波浪成分がそのフィルタ効果によって除去され
る。等価ノッチフィルタの伝達関数 Gnotch(s)は，

Gnotch(s) =
Dw(s)

Dew(s)
（5.5）

になる。ここで，Dw(s)は波浪モデルから派生した特性多項式，Dew(s)はそれに対応する
推定器の特性多項式で，

Dw(s) = s2 + 2ζwωws+ ω2
w （5.6）

Dew(s) = s2 + 2ζewωews+ ω2
ew （5.7）

ζew, ωew は推定器の減衰係数と固有角周波数で，その仕様から ζew = 1/
√
2, ωew = ωw で

ある。このとき，式（6.83）のゲイン（外乱除去率）は

|Gnotch(jω)| =

√√√√[
1− (ω/ωw)

2
]2

+ [2ζw(ω/ωw)]
2

[1− (ω/ωw)2]
2
+ [2ζew(ω/ωw)]

2 （5.8）
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になる。上式で，ω = ωw, ζw = 0.1ならば，外乱除去率は約 0.14になり，波浪成分を効果
的に除去できる。
パラメータ同定値の仕様を設定する。外乱除去率を

gspec =

√[
1− (ω/ω̂w)

2
]2

+ [2ζ̂w(ω/ω̂w)]
2

[1− (ω/ω̂w)2]
2
+ [2ζew(ω/ω̂w)]

2 ≡ ζw
ζew

(1 + spec)

ω̂w = ωw(1 + ∆ω), |∆ω| ≤ 1

ζ̂w = ζw(1 + ∆ζ), |∆ζ| ≤ 1

（5.9）

と定める。ここで，specは仕様，ζ̂w, ω̂w は同定値，∆ω, ∆ζ は仕様を満たすパラメータ不
確かさで同定値の仕様になる。上式を用いて

ζ̂w の場合 specが直接パラメータ不確かさに作用する。よって，仕様を次式とする。

∆ζ ≤ |0.05| (∆ω = 0) （5.10）

ω̂w の場合 specを満足する解が ∆ζ = 0の場合，次の ∆ω の 4次式になる。
f(∆ω) = a(∆ω)4 + 4a(∆ω)3 + 4(a+ b)(∆ω)2 + 8b(∆ω) + 4b

a = (1− g2spec)ω
4
w

b = (ζ2w − g2specζ
2
ew)ω

2
w

（5.11）

上式に基準値と spec = −0.1を代入し解くと，根は

∆ω = {−2.0925, −1.9153, −0.084682, 0.092517}

になる。ここで，ω2
w = 0.27416, g2spec = 0.0242, a = 0.073342, b = −0.00057573である。

よって，解は次式になる。

∆ω = {−0.084682, 0.092517} （5.12）
ω̂w = 2π/12× {0.91532, 1.0925} [rad/s] （5.13）

5.3 波浪パラメータ同定
本節は図 5.5に示す，波浪モデルのパラメータ同定について説明する。
同定システムは同図で，次の要素から構成する。
1. スペクトル変換では，時系列データをスペクトルデータに変換する。
2. 波浪パラメータ計算では，スペクトルデータを用いて波浪パラメータを求める。
3. 平滑化処理では，波浪パラメータの変動成分を移動平均によって平滑する。



5.3 波浪パラメータ同定 107
Identified

transformation

Spectrum Wave
parameter
calculation

Smoothing

operation

Heading
data parameter

図 5.5 波浪パラメータの同定システム

5.3.1 スペクトル変換
検出方位信号の時系列データの条件を定める。

( 1 ) サンプリング間隔
Pierson-Moskowitz [58]による波浪スペクトルはSw(ω) = Aω−5 exp(−Bω−4)

A = 8.1 · 10−3g2, B = 0.0323
( g
h

)2 （5.14）

で表される。ここで，Sw(ω) はスペクトル，g は重力加速度で 9.8 m/s2，h は波浪の高さ
[m]である。波高のピーク周波数 ωp を求めるため，上式を周波数で微分しゼロと置けば

dSw(ω)

dω

∣∣∣∣
ω=ωp

= Aω−6
p exp(−Bω−4

p )(−5 + 4Bω−4
p ) = 0

ωp =

(
4B

5

)1/4

, perp =
2π

ωp
= 2π

(
5

4B

)1/4

（5.15）

になる。ここで，perp はピーク周期 [s] である。上式から凪状態（Calm sea）の波高を
h = 0.1mとおけば，周期は 1.6秒になる。よって，サンプリング間隔 stはサンプリング定
理により，st = 1.6/2 ≈ 1.0 sを選ぶ。ナイキスト周波数（Nyquist Frequency）fnyq は 0.5

Hzになる。

( 2 ) エイリアシング対策
波浪成分の周波数にナイキスト周波数 fnyq より高い成分が含まれるとき，変換したスペ

クトル波形はエイリアシング誤差をもつ。
エイリアシング対策の方法は，方位信号を刻み時間 ∆τ = 0.2 s とし移動平均処理して，

サンプリング間隔 st = 1 sで取り出す。
この場合，fnyq でのゲインの減衰を −20 dBにすれば，文献 [59]から fτ = 0.9を得て，

τ = 0.9/fnyq = 1.8 s になる。ここで，τ は移動平均の時間幅である。平均化の個数をM

として τ = M ·∆τ により，M = 1.8/∆τ = 9を得る。このとき移動平均の遮断（カット
オフ）周波数は fc = 0.443/τ = 0.246 < fnyq [Hz]，カットオフ周期は 1/fc = 4.07 sにな
り，パラメータ同定の周期範囲の下限以下に相当する。ここで，係数 0.443 は sinc 関数，
sin(πx）/(πx) = 1/

√
2の解に相当する。よって，スペクトル波形は移動平均処理でエイリ
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アシング対策ができる。移動平均の処理式は，次式になる。

ψ̄′
i =

1

M

ψ̄i +
k∑
j=1

(
ψ̄i−j + ψ̄i+j

) （5.16）

ここで，M = 2k + 1 = 9，k = 4，ψ̄ は∆τ = 0.2 sの検出方位，ψ̄′ は st = 1 sの同定用時
系列データである。上式は 9個の中間が基準になる。

( 3 ) データサイズ
時系列データのサイズ N を決める。高速フーリエ変換（Fast Fourier Transform, FFT）

を用いるため，N は 2n 個にすると都合がよい。波浪周期 12秒付近での周波数分解能を 1%

とすれば，∆fw = 0.01/12 = 8.33·10−4Hzになる。指数 nによる分解能∆f = fnyq/(2
n/2)

と比 ∆f/∆fw は

∆f =


3.91× 10−3 (n = 8)

1.95× 10−3 (n = 9)

0.977× 10−3 (n = 10)

,
∆f

∆fw
=


4.7 (n = 8)

2.3 (n = 9)

1.2 (n = 10)

（5.17）

になる。また収録時間は n = 8で 256秒，n = 9で 512秒，n = 10で 1024秒になる。上
式，収録時間および後述する平滑化処理の時間を考慮して，N = 2n = 512, n = 9を採用
する。その分解能は 2.3 > 1 %になり，その不足分は平滑化の効果で解消できるとする。

( 4 ) 窓関数の不使用
時系列データの開始値と終端値とが一致しないと，その不連続の影響はスペクトルの

低周波数域に現われる。その影響を回避するため窓関数を用いる場合がある。窓関数の
Hanning Windowの利用は時系列データの連続性を確保するが，スペクトル波形を歪ませ
る。パラメータ同定に与える影響は，その歪みのほうがデータの不連続より大きいとみな
す。波浪周波数域は直流周波数より高いからである。よって，窓関数は用いない。不連続に
よる影響は平滑化処理で対策する。

5.3.2 パラメータ同定
( 1 ) 同定原理
波浪モデルの伝達関数 Gw(s)は式（5.4）を用いる。波浪モデルのスペクトル Sw(ω)はそ

の伝達関数のゲインの 2乗に相当するから，

Sw(ω) = |Gw(jω)|2 =
(2ζwωwω)

2

(ω2
w − ω2)2 + (2ζwωwω)2

≤ 1 （5.18）

になる。ここで，kw は除いている。上式から，Sw(ω)の最大値は ω = ωw で生じる。
一方，検出方位から変換したスペクトル S(ω)を正規化すると，

S(ω) =
S(ω)

max
ω

{S(ω)}
≤ 1 （5.19）
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で定める。ここで，S(ω)は正規化スペクトルとよび，maxω {S(ω)}は同定周波数範囲での
最大値である。
よって，同定原理はスペクトル誤差

Serr(ω) = Sw(ω)− S(ω) （5.20）

を最小にすることである。パラメータ同定は上式を用いて，時系列データからの S̄(ω)に波
浪モデルの Sw(ω)を波浪パラメータ ζw, ωw の調整によって一致させる方法である。

( 2 ) 包絡点
時系列データのスペクトル波形の一例を図 5.6に示す。その波形は同図（a）のように凹

凸状になり，操舵成分と波浪成分に別れる。凹凸波形は周波数に対する波浪成分の大きさに
相当する。同定計算は凸のスペクトルを用いる。凹のものは信号成分が小さい（SN比が低
い）ので，利用しない。
その波浪成分を拡大した図は（b）に示す。計算に用いるスペクトルはその波形の上方か

ら布を被せたとき，布に接触するものになる。その布は接触点のみで曲がるとする。その点
を集めたものを包絡点 envelopeとよぶ。包絡点は同定周波数範囲で，スペクトルのピーク
値とその周波数に基づいて求める。最大ピーク値の周波数（ピーク周波数）を境にして，低
域側と高域側とのそれぞれで包絡点が最大数になる場合を求める。
包絡点はある周波数を開始位置としてピーク周波数に至るまでに，隣り合う 2点のスペル

トルが等しいまたはより大きくなるような周波数とスペクトルの組の集合で，開始周波数の
関数になっている。低域側の包絡点は下限周波数からピーク周波数に向かって，高域側のそ
れは上限周波数からピーク周波数に向かって，それぞれを求める。よって，両者の包絡点を
合わせたものがそのスペクトルの包絡点になる。

( 3 ) 中心周波数
中心周波数 fw は波浪パラメータのひとつで，次式の加重平均によって求める。

fw =

n∑
i=1

(
S̄(ωi) · fi

)
n∑
i=1

S̄(ωi)

(S̄(ωi) ≥ SH) （5.21）

ここで，S̄(ωi), fi は包絡点の集合でそれぞれスペクトル値とその周波数，SH は上部しきい
値，nは包絡点の数である。SH は図 5.7（便宜上波浪モデルを利用する）に示す。fw は SH

以上の包絡点を用いることで，高周波域の小さいスペクトルによる変動（誤差）を抑制する。

( 4 ) 減衰係数
減衰係数 ζw はもうひとつの波浪パラメータで，求めた中心角周波数 ωw = 2πfw に基づ

き，包絡点に波浪モデルのスペクトル値を一致させる値として求める。その算法は黄金分割
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図 5.6 検出方位のスペクトル波形

法（Golden Section Method，GSM）[29]によって，両者の偏差の 2乗和からなる評価関
数 Jζ を最小化にするもので，

min{Jζ} =

n∑
i=1

(
Sw(ωi)− S(ωi)

)2 （5.22）

になる。ここで，Sw(ωi)は式（5.18）から

Sw(ωi) = h(ωi, ωw, ζw) （5.23）
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図 5.7 波浪モデルの正規化スペクトル波形

の関数である。上式に ζw を与えると解が求まる。よって，Jζ の最小値は GSMを用いて，
ζw を 0.05 ≤ ζw ≤ 0.5の範囲から求めることである。
なお，包絡点はスペクトルのバックグラウンドノイズの上方に位置して，その影響を受け

ない。それで，下部しきい値を設けずそのまま利用する。
図 5.7に，ζw = {0.1, 0.2, 0.3}の場合を示す。ζw は小さくなるほど，尖頭的になる。

( 5 ) 平滑化処理
波浪スペクトル波形は滑らかな山状ではなく凹凸状である。包絡点はその波形から間引く

ため，さらに粗くなる。パラメータ同定は時系列データの不連続性によるスペクトル成分，
包絡点形状による誤差および波浪成分のランダム性による変動などから，誤差をもつ。同定
値の誤差を低減するため，移動平均処理により平滑化すると，

f̂w i =
1

n

fw i + k∑
j=1

fw i−j


ζ̂w i =

1

n

ζw i + k∑
j=1

ζw i−j


（5.24）

になる。ここで，ˆは平滑化を意味し，nは移動平均数で n = 5，k = 4である。
よって，平滑値を波浪パラメータの更新値として，出力する。
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表 5.1 波浪パラメータの同定仕様

項目 設定値

同定範囲 波浪周波数：5 ≤ f−1
w ≤ 20 s，減衰係数：0.05 ≤ ζw ≤ 0.5

同定誤差 ∆ζ：spec= ±0.05，∆ω：spec= −0.1

スペクトル変換 st = 1.0 s, N = 29 = 512

パラメータ同定 SH = 0.6

平滑化処理 n = 5

( 6 ) 計算の流れ
同定計算の流れを次にまとめる。
1. オンライン処理で，検出方位を保持中に蓄積して時系列データを作成する。
2. オフライン処理で，時系列データを FFTでスペクトル波形に変換する。
3. スペクトル波形から包絡点の集まりを求める。
4. 包絡点から波浪パラメータの同定値を中心周波数，減衰係数の順で求める。
5. 同定値に平滑化処理を施し，それを更新値とする。

5.4 検証
提案法の有効性をシミュレーションによって検証する。

5.4.1 シミュレーション条件
波浪パラメータの同定仕様を表 5.1にまとめる。
方位の時系列データは操舵成分と波浪成分からなる。操舵成分は振幅 1度，周期 200秒と

する。波浪成分は式（5.3）に波浪パラメータを与えて白色ノイズを入力して生成する。時
系列データは，No.1 ～ No.10の 10ケを用いて評価する。

5.4.2 シミュレーション結果
( 1 ) 波浪パラメータの同定値
図 5.8，5.9 は，それぞれ上段に時系列データを，下段にスペクトル波形，包絡線と同定

モデルを示す。2つ図の時系列データは同じようにみえる。だが，両図のスペクトル波形は
異なり，同定値は変動している。同定した波浪モデルは波浪スペクトル波形を包み込んでい
る。よって，本提案手法は波浪成分の特性を解析して，そのパラメータを同定している。
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図 5.8 時系列データ No.2の波浪同定値
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図 5.9 時系列データ No.5の波浪同定値
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図 5.10 波浪同定値の平滑化

( 2 ) 波浪パラメータの更新値
図 5.10は，上段に波浪周波数を，下段に波浪減衰係数を，横軸に時系列データ番号を，そ

れぞれ示す。
• 波浪周波数では，同定値は仕様（一点鎖線で挟まれた領域）を満足している。
• 波浪減衰係数では，上記の場合と同様になるが，変動幅が大きい傾向をもつ。
• 両者の平滑値では，同定値の変動を抑制し，仕様を満たしている。

5.5 結言
波浪モデルのパラメータを同定する手法を提案し，シミュレーションで検証した。
その結果，次の項目を確認した。

• 波浪パラメータでは，スペクトル波形に基づく同定手法で推定した。
• スペクトル波形の凹凸の影響では，包絡点の導入によって対策した。
• 波浪パラメータの中心周波数では，包絡点の加重平均を用いて算出した。
• その減衰係数では，包絡点に波浪モデルのスペクトル値を一致させて算出した。
• 同定値の変動成分では，移動平均処理によって平滑化した。
• 検証結果から，同定値変動は中心周波数に比べ減衰係数のほうが大きいが，両者の平
滑値はともに仕様を満足した。
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第 6章

方位保持システム

6.1 緒言
本章は，方位保持システム（Course-Keeping System，CKS）をロバスト制御のレギュ

レータ問題として設計する。ロバスト制御は制御対象のパラメータに不確かさを加えて，閉
ループ安定性を確保するものである。

CKSは方位制御システム（Heading Control System，HCS）を方位旋回システム（Course-

Changing System，8章参照）と組み合わせて構成する。HCSは設定方位に船首方位を追
従させるために命令舵角を制御するものである。CKSの役割は，閉ループ安定性と外乱除
去性の確保である。
制御対象 [60]（3章参照）は船体モデルと外乱モデルからなる。船体モデルは船体特性を

応答モデルによって，外乱モデルは波浪特性を狭帯域フィルタによってそれぞれモデリン
グしている。そのため，制御対象は低次元化などによるモデル化誤差と，同定手法（4章と
5 章参照）によるパラメータ誤差を含む。閉ループ安定性は船体モデルの状態量を推定し
フィードバックすることで，外乱除去性は波浪モデルの状態量を推定し分離することでそれ
ぞれ達成できる。
このようなモデル化誤差とパラメータ誤差をもつ制御対象をロバスト制御する方法は

文献 [61, 62, 63, 64] に報告されている。[61] は定量的フィードバック理論（Quantitative

feedback theory，QFT）を応用して船体パラメータの変動域を考慮した伝達関数型制御器
を提案し，[62, 63]は Norrbinの非線形モデルから非線形項を外部入力に変更して線形化し
た制御対象においてフィードバック制御と推定器をそれぞれ設計し，および [64]は [62, 63]

と同様に線形化した制御対象において外乱成分を舵角バイアスにまとめ推定器ベースの制御
器を設計している。
方位保持システムはレギュレータ問題なので，制御システムと閉ループ安定性の関係が重

要である。前記文献はその関係を陽に触れていないようにみえ，実適用できる状況が難し
い。よって，本章では誤差をもつ制御対象と制御システムによる閉ループ安定性を明瞭に設
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同定誤差の最大範囲

パラメータ不確かさ範囲

図 6.1 パラメータ不確かさの範囲

計できる手法を提案することを課題とする。
制御対象の状態量がすべて既知ならば，閉ループ特性はフィードバック制御によって十分

なロバスト安定性をもつ。だが，外乱成分がそのまま命令舵角に含まれるので，外乱除去性
は確保できず実用上充分でない。本論文では状態量が未知なので，その推定値を推定器に
よって求める。推定値は閉ループ安定性に必要な船体モデル信号と外乱除去性に必要な波浪
モデル信号とからなる。だが，推定器は制御対象に含まれるモデル化誤差やパラメータ誤差
により，推定値に誤差を生じる。そのため，閉ループ安定性はその推定値をフィードバック
することにより劣化する。推定誤差が減れば，閉ループ安定性は向上する。よって，本提案
手法は推定器の固有周波数を高くすれば，推定誤差を低減できることに着目して，次の方策
を講ずる。

1. モデル化誤差やパラメータ誤差をパラメータ不確かさに置き換える。パラメータ不確
かさの範囲は図 2.9に示すように，同定誤差の最大範囲を包括する。

2. 閉ループ制御系はパラメータ不確かさを加えた制御対象とノミナル値の制御システム
からなる。その閉ループ安定性を把握するため，特性多項式の根（特性根）を求める。

3. 推定係数とよぶ設計パラメータを用いて，特性根のうちで共役根の最小減衰係数を仕
様に一致させる。

本章の構成は次のようになる。
• 2節では，方位保持システムを制御対象と制御システムから説明する。
• 3節では，制御システムを構成する状態フィードバックと状態推定器を説明し，それ
ぞれの制御ゲインを導出する。

• 4節では，推定係数による本提案手法を説明する。パラメータ不確かさと最小減衰係
数の関係や仕様を満足する推定係数の計算方法などを明らかにする。

• 5節では，設計した制御システムに則って，その外乱除去性能を明らかにする。
• 6節では，提案法の有効性をシミュレーションによって検証する。
• 7節では，本章の検討結果を結言にまとめる。
• 付録では，推定係数の数値解法アルゴリズムを説明する。加えて，対象船が小型船で
あるときの対応策を提案する。

提案法の制御システムは図 6.2に示すフィードバック制御器に相当する。船体パラメータ
と波浪パラメータはパラメータ同定器からノミナル値として出力する。フィードバック制御
器でノミナル値から係数や制御ゲインを設定し，入力した方位誤差から命令舵角を求めて操
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舵機（図示なし）に出力する。操舵機からの出力である舵角が船体モデルに作用し方位角に
なる。その検出信号をフィードバックすることで閉ループ制御系が構成できる。ただし，命
令舵角の大きさは操舵機の入力制限以下とする。
なお，本章は文献 [65]を加筆修正したものである。

6.2 方位保持システム
方位保持の動作を図 6.3に示す。同図で，ψR は参照方位（設定方位と一致する），ψ は船

首方位，XOYは地球固定座標，点 Pは船体位置，uは surge速度である。船位は ψ = ψR
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図 6.5 船体運動と方位誤差

を保持して，計画航路に平行して航行する。船位を計画航路上に航行させるには，変針制御
（8章参照）あるいは航路保持制御（7章参照）を用いる必要がある。
方位保持システムは図 6.4 に示すように，制御対象と制御システムから構成する。同図

で，ψw は波浪成分，ψ̄ = ψ + ψw は検出方位，ψe は方位誤差，δh = δc は命令舵角である。
制御対象は 3章を参照する。制御システムは次の目的をもつ。

1. 参照方位と検出方位による方位誤差を

ψe = ψR − ψ̄ （6.1）

に定めて，それをゼロに収斂させる。以降，簡単化のために ψR = 0とおく。
2. 閉ループ安定性と外乱除去性を確保する。

6.2.1 制御対象
制御対象を船体モデルと外乱モデルから構成する。
船体モデルを図 6.5に示すように，yaw運動モデルで surge速度を一定として，

Ψ(s) =
1

s
Pr(s)∆h(s), Pr(s) =

Kr(Tr3s+ 1)

Trs+ 1
（6.2）

と定める。ここで，添字 r は yaw船体モデルを意味し，sはラプラス演算子，Pr(s)は伝達関
数，Kr は旋回力ゲイン，Tr, Tr3は時定数である。船体モデルは野本 1次モデル [20, 21, 46]

に比べて，Tr3 をもつ。上式を状態空間表現にすると{
ẋr = Arxr +Brδh

ψ = Crxr
（6.3）
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になる。ここで，xr = [ψ, rx]
T，添字 T は転置行列，rxは角速度，

Ar =

0 1− Tr3
Tr

0 − 1

Tr

 , Br =
Kr

Tr

[
Tr3

1

]
, Cr =

[
1 0

] （6.4）

である。
外乱モデルを yaw 舵角オフセット δro と波浪成分 ψw にする。潮流成分は方位軸まわり

に影響しないとする。よって，外乱モデルは

δ̇ro = 0 （6.5）
ẋw = Awxw +Bww, ψw = Cwxw （6.6）

になる。ここで，xw = [ξ, ψw]
T，ξ は変数，w は白色ノイズ，

Aw =

[
0 1

−ω2
w −2ζwωw

]
, Bw =

[
0
σw

]
, Cw =

[
0 1

] （6.7）

添字 w は波浪成分を意味し，ζw, ωw はそれぞれ減衰係数，中心角周波数，σw は波浪の強
さを表す定数である。
したがって，制御対象は次式になる。{

ẋh = Ahxh +Bhδh +Bw
hw

ψe = Chxh
（6.8）

ここで，添字 h は方位制御を意味し，xh = [xr, xw, δro]
T，ψe = −ψ − ψw は方位誤差，

Ah =

 Ar O2×2 Br

O2×2 Aw O2×1

O1×2 O1×2 0

 , Bh =

 Br

O2×1

0

 , Bw
h=

O2×1

Bw

0


Ch = −

[
Cr Cw 0

]
（6.9）

Oi×j は i行 j 列のゼロ行列である。なお，Ch にマイナス符号があることに注意されたい。

6.2.2 制御システム
制御システムは線形の状態推定器と状態フィードバックからなり，閉ループ制御系を構

成して閉ループ安定性および外乱除去性を確保する。推定器は制御対象の状態を推定する。
フィードバックは状態推定値にフィードバックゲインを乗じて命令舵角を出力する。
推定器は確定系連続型恒等オブザーバ [34] を採用する。恒等オブザーバは推定する状態

と同じ次元数をもつ。低次元オブザーバは検出量の次元数だけ小さくなり，検出量（検出方
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位）をそのまま利用する。そのため，波浪成分の外乱除去効果は得られない。加えて，本論
文は連続系で設計しているので，推定器は離散型を用いない。閉ループ系を連続系で表し
て，制御ゲインを求めたり安定性を評価する。
よって，制御システムは状態空間表現で表すと，次式になる。{

˙̂xh = Ahx̂h +Bhδh +Kh (ψe −Chx̂h) (observer)

δh = −F hx̂h (feedback)
（6.10）

ここで，x̂h = [x̂r, x̂w, δ̂ro]
T，ˆは推定値，Kh は 5行 1列の推定ゲイン，F h は 1行 5列

のフィードバックゲインである。
これより，閉ループ制御系は式（6.8），（6.10）を合わせたもので，図 6.6に示す。

6.3 制御システム
本節では，制御システムを構成する状態フィードバックと状態推定器を説明し，それぞれ

の制御ゲインを導出する。制御ゲインは制御対象のパラメータ（ノミナル値）が与えられる
と，はじめて数値化するので，そのパラメータの関数である。
制御ゲインは，まずフィードバックのものを求めて，つぎに推定器のものを求める。その

設計には極配置法 [25, 24]を利用する。極配置法は閉ループ制御系の特性多項式の根（特性
根）に着目したもので，仕様を満足する極に特性根を指定する方法である。仕様は設計パラ
メータで定める。

6.3.1 状態フィードバック
状態フィードバックは閉ループを構成し，その安定性を確保するものである。それに該当

する式（6.10）は制御対象の状態推定量にフィードバックゲインを乗じている。閉ループ安
定性に必要な状態は船体運動に関するもの x̂r, δ̂ro である。その状態が既知として，推定器
と波浪成分を除いた方位保持システムを図 6.7に示す。ここで，Γh(s)は舵角オフセットの
修正量である。
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簡単化した方位保持システムは同図より，次式になる。

sΨe(s) = Pr(s) (∆h(s) + ∆ro(s)) （6.11）
∆h(s) = −Fh(s)Ψe(s)− Γh(s) （6.12）
Fh(s) = Kds+Kp （6.13）

ここで，Fh(s)はフィードバックゲイン，Kp は比例ゲイン，Kd は微分ゲインである。
船体モデルの次数は方位誤差まで含めると 2次元なので，閉ループを安定化するためには

PD制御（Pは比例を，Dは微分を意味する）で十分である。Γh(s)を求めるには∆ro(s)相
当が必要である。よって，命令舵角から方位誤差までの伝達関数は上式から，

Ψe(s) =
Pr(s)

s+ Fh(s)Pr(s)
(∆h(s) + ∆ro(s)) （6.14）

になる。フィードバックゲインは閉ループの特性多項式とその仕様を比較し，設計パラメー
タを与えて求める。よって，両者の特性多項式は上式から

Dh(s) = s2 +
1 +Kr(Kd +KpTr3)

µTr
s+

KpKr

µTr
(closed loop) （6.15）

= s2 + 2ζhωhs+ ω2
h (specification) （6.16）

になる。ここで，Dh(s)は特性多項式，ζh は減衰係数，ωh は固有角周波数，

µ = 1 +KdTr3
Kr

Tr
（6.17）

である。
オートパイロットが受動制御であることを考慮して，設計パラメータは，

1 ≤ Kp ≤ 2

ζh =
1√
2
= 0.707

（6.18）
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を既定する。よって，式（6.15），（6.16）と上式から，次式が求まる。

Kd = 2ζh

√
(Tr − Tr3)

Kp

Kr
− (1− ζ2h)(KpTr3)2

−
[

1

Kr
+
(
1− 2ζ2h

)
KpTr3

]
ωh =

√
KpKr

µTr

（6.19）

Kd, ωh は Tr3 に比例して小さくなる。制御ゲインは上記 ωh を基準にして設定する。
だが，式（6.13）のフィードバック制御は旋回角速度 r = ψ̇ の利用を前提としているた

め，式（6.3）の rx の利用に変更する。r と rx の関係は

r =

(
1− Tr3

Tr

)
rx +Kr

Tr3
Tr

δh （6.20）

になるから，式（6.12）に代入すると（γh を省く）

δh = −
[
Kp Kd

] [ψe
r

]
= −Kpψe −Kd

(
1− Tr3

Tr

)
rx −KdKr

Tr3
Tr

δh （6.21）

になる。よって，上式から，rx を用いたときの命令舵角は次式になる。

δh = − 1
µ

[
Kp Kd

(
1− Tr3

Tr

)][
ψe
rx

]
（6.22）

舵角オフセットの修正量に対応するフィードバックゲインを求める。方位誤差の定常値を
式（6.14）から求めると

lim
t→∞

[ψe(t)] = [sΨe(s)]s=0 =
δro(0)− γh(0)

Kp
（6.23）

になる。ここで，δro(0), γh(0)はそれぞれ初期値で次式になる。

∆ro(s) =
δro(0)

s
, Γh(s) =

γh(0)

s
（6.24）

よって，方位誤差は舵角オフセットから生じる。修正量を

γh = δro （6.25）

にすれば，方位誤差は相殺でき，舵角オフセットに対して 1形サーボ特性になる。その修正
量には推定器において，δ̂ro = δro を推定する必要がある。なお，1形サーボ特性にする方法
は PD制御に積分動作を加えても実現できる。だが，推定器で対応できるため検討しない。
また，波浪成分 ψw は外乱除去のため，フィードバックしない。したがって，式（6.10）の
フィードバックゲインは式（6.22），（6.25）から

F h =

[
Kp

µ

Kd

µ

(
1− Tr3

Tr

)
0 0 1

]
（6.26）

になる。なお F h と Fh(s)とは異なることに注意されたい。
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6.3.2 状態推定器
状態推定器は，式（6.8）の制御対象の状態を推定する（付録 6.A参照）。推定した状態は

式（6.26）のフィードバックゲインを乗じて，命令舵角になる。
推定器の構成は式（6.10）からなり，そのブロック線図を図 6.8に示す。同図で，ki, i=1∼5

は推定ゲインである。同図から，波浪モデルは自励発振ループに減衰ループを付加したもの
になる。舵角オフセットは推定誤差に k5 を乗じて積分したもので，閉ループ制御系に影響
を与える。だがその推定速度は遅くてよい。そのため k5 は他の推定ゲインより十分に小さ
くなる。推定ゲインは推定器の特性多項式をその仕様に一致させることによって求める。
推定器の特性多項式はその行列式に相当し，仕様に対応させると

Dest(s) = det(sI −Ah +KhCh) (estimator) （6.27）
= Deh(s)Dew(s)Deo(s) (specification) （6.28）

になる。ここで，Dest(s)は推定器の特性多項式，detは行列式，I は適当な次元をもつ単位
行列，Deh(s)，Dew(s)，Deo(s)は仕様の特性多項式で，それぞれ方位推定（ψ̂e, r̂x，添字
eh），波浪推定（ξ̂, ψ̂w，添字 ew）と舵角オフセット推定（δ̂ro，添字 eo）に対応する。
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仕様の特性多項式は，それぞれ次式となる。

Deh(s) = s2 + 2ζehωehs+ ω2
eh

Dew(s) = s2 + 2ζewωews+ ω2
ew

Deo(s) = s+ ωeo

（6.29）

ここで，固有角周波数および減衰係数を次のように設定する。
• Deh(s)では，ωeh, ζeh は設計パラメータを用いて次式となる。{

ωeh = ρhωh (3 ≤ ρh ≤ 10)

ζeh = ζh
（6.30）

ここで，ρh は推定係数とよぶ設計パラメータである。推定器の設計において，その
固有角周波数はフィードバックループのものより，少なくとも数倍以上大きくする。

• Dew(s)では，波浪成分をノッチフィルタで除去するため，ノッチフィルタ条件{
ωew = ωw

ζew = ζeh
（6.31）

を設定する。6.5節を参照されたい。波浪モデルの特性多項式は式（6.6）から

Dw(s) = det(sI −Aw) = s2 + 2ζwωws+ ω2
w （6.32）

になる。ここで，波浪パラメータ ζw, ωw は次の制約を受ける。

5 ≤ pw [s] ≤ 20, ωw =
2π

pw
（6.33）{

0.1 ≤ ζw ≤ ζeh (ωw > ωeh)

ζw = ζeh (ωw ≤ ωeh)
（6.34）

この制約は閉ループ安定性を外乱除去性より優先させるものである。ζw の最小値は
上式から既定する。その値が小さくなると，式（6.106）から推定係数が大きくなる傾
向をもつ。その結果，ノッチフィルタ条件に適合しにくくなるため，最小値を設ける。

• Deo(s)では，ωeo は推定係数 ρho を用いて次式となる。

ωeo = ρhoωh, ρho = 0.1 （6.35）

ρho ≪ ρh のため，δ̂ro は ψ̂e, r̂x に比べてゆっくりと推定する。
推定ゲインKh を導出する。
推定器の特性多項式は式（6.27）の右辺を展開すると

det(sI −Ah +KhCh) = s5 + h4s
4 + h3s

3 + h2s
2 + h1s+ h0 （6.36）

になる。右辺の係数をH = [h4, h3, h2, h1, h0]
T とすれば

H = PKh +Q （6.37）
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になる。ここで，Kh，P，Qは次式になる。

cT3 = 1− Tr3
Tr

（6.38）

Kh =
[
k1 k2 k3 k4 k5

]
T （6.39）

P = −



1 0 0 1 0

1

Tr
+ 2ζwωw cT3 −ω2

w

1

Tr
Tr3

Kr

Tr
2ζwωw
Tr

+ ω2
w 2ζwωwcT3 −ω

2
w

Tr
0 (1 + Tr32ζwωw)

Kr

Tr
ω2
w

Tr
ω2
wcT3 0 0

(
Tr3ω

2
w + 2ζwωw

) Kr

Tr

0 0 0 0 ω2
w

Kr

Tr


（6.40）

Q = −
[
P (2, 1) P (3, 1) P (4, 1) P (5, 1) 0

]T （6.41）

一方，仕様の特性多項式は式（6.28）の右辺を展開すると

Deh(s)Dew(s)Deo(s) = s5 + e4s
4 + e3s

3 + e2s
2 + e1s+ e0 （6.42）

になる。ここで，右辺の係数を E = [e4, e3, e2, e1, e0]
T とすれば，次式になる。

E =


2(ζehωeh + ζewωew) + ωeo

ω2
eh + 4ζehζewωehωew + ω2

ew + 2(ζehωeh + ζewωew)ωeo

2(ζehωew + ζewωeh)ωehωew + (ω2
eh + 4ζehζewωehωew + ω2

ew)ωeo

ω2
ehω

2
ew + 2(ζehωew + ζewωeh)ωehωewωeo

ω2
ehω

2
ewωeo


（6.43）

よって，推定ゲインは上記の係数H, E を一致させることで

Kh = P−1(E −Q) （6.44）

として求まる。ここで，添字 −1 は逆行列である。

6.3.3 制御ゲイン
制御システムのフィードバックゲイン F h および推定ゲインKh を設定するための条件

を表 6.1にまとめる。ここで，制御対象のパラメータは既知とする。
F h は比例ゲインKp を，Kh は推定係数 ρh をそれぞれ与えれば，算出できる。
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表 6.1 方位保持システムの制御ゲイン設定

Polynomial Parameter Setting

Dh(s) Kp = 1 ∼ 2，ζh = 1/
√
2 ωh, Kd

Deh(s) 3 ≤ ρh ≤ 10，ζeh = ζh ωeh = ρhωh

Deo(s) ρho = 0.1 ωeo = ρhoωh

Dew(s) ωew = ωw，ζew = ζeh Notch filter condition

Dw(s) Eqs.(6.33)，(6.34) Wave parameter restriction

6.3.4 推定係数
推定係数 ρh をロバスト制御に則り設定する。ρh が決定すれば，制御ゲインはノミナル値

を用いて確定する。
船体モデルは次数低減の近似に起因するモデル化誤差をもつ。船体パラメータはパラメー

タ同定時の変動成分（変針量など）に起因するパラメータ誤差をもつ。モデル化誤差やパラ
メータ誤差は閉ループ安定性に影響を与え，閉ループ系を不安定化させる場合がある。そこ
で，それらの誤差をパラメータ不確かさとして集約し，制御対象に組み込む。その制御対象
と制御システムによる閉ループ制御系の安定性を保証する。このとき，推定係数はその安定
性が仕様を満足するように設定する。
制御システムでは，フィードバックゲインを船体パラメータのノミナル値から求め，推定

ゲインをパラメータ不確かさを考慮した閉ループ安定性から求める。パラメータ不確かさに
対する閉ループ安定性のロバスト性は，推定器を除いたフィードバックループでは高いが，
推定器を含んだフィードバックループでは低下する。推定器はパラメータ不確かさがある
と，推定誤差を生じるからである。したがって，推定係数の設定はパラメータ不確かさを含
んだ閉ループ系を用いて求める必要がある。

6.4 推定係数
6.4.1 仕様と方針
推定係数 ρh の設定に関する仕様と方針を説明する。

( 1 ) 仕様
1. 船体パラメータの不確かさの大きさをノミナル値の変動幅として定める。その変動幅
は図 2.9に示すように，同定誤差の最大範囲より大きく設定する。その最大範囲は船
体のモデル化誤差，初期値誤差や同定誤差を包括するものと仮定する。
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2. 同定値の誤差範囲は 4章の式（4.44）から同定値の 1/2.5から 2.5倍までになるので，
同定値と等価なノミナル値の変動幅は同定値の 1/3から 3倍までとする。このとき，
パラメータ不確かさ（簡単に不確かさとよぶ）の範囲は次式になる。

− 2

Tr
≤ ∆a ≤ 2

3Tr

(
1

3
Tr ≤ T̃r ≤ 3Tr

)
（6.45）

− 2

3

Kr

Tr
≤ ∆b ≤ 2

Kr

Tr

(
1

3

Kr

Tr
≤ K̃r

T̃r
≤ 3

Kr

Tr

)
（6.46）

ここで，∆a, ∆b は不確かさで想定値（˜）とノミナル値の差で表し，
∆a = − 1

T̃r
−
(
− 1

Tr

)
, ∆b =

K̃r

T̃r
− Kr

Tr
（6.47）

である。Tr3 の不確かさは Tr3 ≪ |Tr|として影響を与えにくいため省く。
3. 閉ループ安定性の仕様は上記不確かさの下で，その特性多項式の共役根の減衰係数を

ζ∆spec = 0.4 （6.48）

と定める。ここで，添字 ∆ は不確かさの考慮を意味する。式（6.16）の 2 次標準系
で，ζh = 0.4はステップ応答のオーバシュート 25%に相当し，負の実軸に対して偏
角 cos−1(0.4) = 66.4 deg になる。比較として，ζh = 1/

√
2 はオーバシュート 5%，

偏角 45 degになる。推定係数 ρh は閉ループ系の特性多項式を因数分解して，その共
役根の最小の減衰係数をその仕様に一致させることによって求める。すなわち，

D∆
clh(s) = D∆

h (s)D
∆
eh(s)D

∆
ew(s)D

∆
eo(s) （6.49）

ζ∆min = min
{
ζ∆h , ζ

∆
eh, ζ

∆
ew

}
= ζ∆spec （6.50）

ここで，D∆
clh(s)は閉ループ特性多項式，D∆

h (s)，D∆
eh(s)，D∆

ew(s)，D∆
eo(s)はそれぞ

れ Dh(s)，Deh(s)，Dew(s)，Deo(s)に対応するもので，次式になる。

D∆
h (s) = s2 + 2ζ∆h ω

∆
h s+

(
ω∆
h

)2
D∆
eh(s) = s2 + 2ζ∆ehω

∆
ehs+

(
ω∆
eh

)2
D∆
ew(s) = s2 + 2ζ∆ewω

∆
ews+

(
ω∆
ew

)2
D∆
eo(s) = s+ ω∆

eo

（6.51）

( 2 ) 方針
1. パラメータ不確かさ ∆a，∆b を船体パラメータのノミナル値に加えて，閉ループ系
の 7次と 4次の特性多項式を導出する。7次式は制御対象に外乱モデルがある場合，
4次式は外乱モデルがない場合である。

2. 4 次特性多項式において，∆a，∆b が最小減衰係数に与える影響をそれぞれ調べる。
両者のうちで，減衰係数に関する感度がより強いほうを選択する。

3. 7次特性多項式において，推定係数 ρh は選ばれたパラメータ不確かさを用いて，式
（6.49）を因数分解して求め，式（6.50）を満足させることによって求める。
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6.4.2 パラメータ不確かさをもつ特性多項式
( 1 ) 7次特性多項式の導出
船体モデルのパラメータはモデル化誤差の影響を受け，パラメータ同定による誤差をも

つ。それらの誤差因子をパラメータ不確かさに置き換え，式（6.3）に与えると{
ẋ∆
r = (Ar +∆A)x∆

r + (Br +∆B)δh

ψ = Crx
∆
r

（6.52）

になる。ここで，

∆A =

[
0 0
0 ∆a

]
, ∆B =

[
0
∆b

]
（6.53）

である。
閉ループ制御系は式（6.8），（6.10）を参照すると，

ẋ∆
h = A∆

h x
∆
h +B∆

h δh +Bw
hw

ψ̄ = Chx
∆
h

˙̂xh = Ahx̂h +Bhδh +Kh

(
ψ̄ −Chx̂h

)
δh = −F hx̂h

（6.54）

になる。ここで，x∆
h = [x∆

r , xw, δro]
T，

A∆
h = Ah +∆Ah, B∆

h = Bh +∆Bh

∆Ah =


∆A O2×2 ∆B

O2×2 O2×2 O2×1

O1×2 O1×2 0

 , ∆Bh =


∆B

O2×1

0

 （6.55）

である。
拡大系の特性行列A∆

h を式（6.54）から[
ẋ∆
h

η̇

]
= A∆

h

[
x∆
h

η

]
, A∆

h =

[
A11 A12

A21 A22

]
（6.56）

と定める。ここで，η = x∆
h − x̂h は推定誤差，A∆

h の要素は{
A11 = A∆

h +B∆
h F h, A12 = −B∆

h F h

A21 = ∆A+∆BF h, A22 = A∆
h −KhCh −∆BF h

（6.57）

である。
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A∆
h の特性多項式 D∆

clh(s)をノミナル項とパラメータ不確かさ項とに分離すると

D∆
clh(s) = det(sI −A∆

h )

≈ Dh(s)Deh(s)Dew(s)Deo(s)

−∆a

[
Dw(s)

(
Deh(s)s

2 +A(s)s
)

−Dh(s)

(
k4s

3 − ω2
wk3s

2 +Dw(s)Tr3
Kr

Tr
k5

)]
−∆bct3Dw(s) [B(s)s+Dh(s)k5] （6.58）

になる。ここで，積 ∆a ×∆b 項は微小として省き，

ct3 = 1− Tr3
Tr

（6.59）

A(s) =
(
a2s

2 + a1s+ a0
) Kr

Tr

a2 = f2 + f1Tr3

a1 = f1 − a2k1

a0 = −f1Tr3
(
k1
Tr

+ ct3k2

) ,


B(s) = b1s+ b0

b1 = f1k1 + f2k2

b0 = f1

(
k1
Tr

+ ct3k2

) （6.60）

f1 = F h(1), f2 = F h(2) （6.61）

である。
式（6.58）には外乱モデルが含まれている。閉ループ安定性に対するパラメータ不確かさ

の影響を定性的に評価するため，外乱モデルを除いた 4次特性多項式を用いる。

( 2 ) 4次特性多項式の導出
パラメータ不確かさ ∆a，∆b が閉ループ特性根での共役根の減衰係数に与える影響を評

価して，より強いほうを選ぶ。閉ループ系は 7次系であるため，解析が複雑になる。表 6.1

から外乱成分の角周波数 ωeo，ωew は ωeh から十分に離れているとする。そこで，7次系か
ら外乱モデルを除いた 4次系を利用して解析する。その推定器は 2次系になる。閉ループ安
定性 [24]は，原点に最も近い共役根（代表根 Dominant roots）に支配される。
よって，4次特性多項式は

D∆a
clh4(s) = Dh(s)Deh2(s)−∆a

[
Deh2(s)s+

(
a2s

2 + a1s+ a0
) Kr

Tr

]
（6.62）

D∆b
clh4(s) = Dh(s)Deh2(s)−∆bct3 (b1s+ b0) （6.63）

になる。ここで，添字 4 は閉ループ系の次数，添字 2 は推定器の次数，
a2 = f2 + f1Tr3

a1 = f1 − a2k1|2,

a0 = f1ω
2
ehTr3

{
b1 = f1k1|2 + f2k2|2

b0 = −f1ω2
eh

（6.64）
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rh2

j j(a) ∆a < 0 (b) ∆a > 0

rh1

rh2

rh1

図 6.9 GH∆a
h4 (s)における ∆a による根軌跡

である。
2次推定ゲインKh2 を求める。その特性多項式は

Deh2(s) = det(sI −Ar −Kh2Cr)

= s2 +

(
1

Tr
− k1|2

)
s−

k1|2

Tr
− ct3k2|2 （6.65）

= s2 + 2ζehωeh2s+ ω2
eh2 （6.66）

になる。ここで，ωeh2 は 2次推定ゲインの固有角周波数で，2次推定係数 ρh2 を用いて

ωeh2 = ρh2ωh (3 ≤ ρh2 ≤ 10) （6.67）

になる。式（6.65）と式（6.66）から sの係数を比較すると，2次推定ゲインは次式になる。
k1|2 = −2ζehωeh2 +

1

Tr

k2|2 = c−1
t3

(
−ω2

eh2 −
k1|2

Tr

) （6.68）

パラメータ不確かさ∆a，∆b が代表根に与える影響をそれぞれ調べる。

( 3 ) パラメータ不確かさ ∆a の場合
∆a の場合は推定係数を十分に大きくすれば，式（6.62）から，

D∆a
clh4(s) ≈ (Dh(s)−∆as)Deh2(s)

=

[
s2 + 2

(
ζh −

∆a

2ωh

)
ωhs+ ω2

h

]
Deh2(s) （6.69）

と近似できる。ここで，項 (
a2s

2 + a1s+ a0
)
Kr

Tr
は項 Deh2(s)s に比べて小さいとして省

く。よって，∆a は上式から方位運動ループの減衰係数に作用し，固有周波数に作用しない。
その減衰係数の最小値は式（6.45）で T̃r = 3Tr のときに

ζ∆ah4 = ζh −
∆a

2ωh
= ζh −

1

3ωhTr

(
∆a =

2

3Tr

)
（6.70）
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j j

ζ∆spec

(b) ∆b > 0(a) ∆b < 0

rh1

rh2

reh1

reh2

図 6.10 GH∆b
h4 (s)における ∆b による根軌跡

になる。ζ∆ah4 の低減を防止するには，ωh を大きくする（KP を大きくする）。
数値例をあげる。4 章での図 4.19 から ωhTr = 1.5 とすれば，上式は ζ∆ah4 = 1/

√
2 −

1/(3× 1.5) = 0.48になり，仕様 ζ∆spec = 0.4を満足する。
式（6.69）において，∆a をゲインとして開ループ伝達関数は次式になる。

GH∆a
h4 (s) = − sDeh2(s)

Dh(s)Deh2(s)
（6.71）

特性多項式は D∆a
h4 (s) = 1 + ∆aGH

∆a
h4 (s) に表せる。上式の根軌跡 Root-Locus [25] を図

6.9に示す。同図で，印×はDh(s)の極 rh1, h2 = −ζhωh±ωh
(
1− ζ2h

)0.5，Deh2(s)の極は
左方に十分に離れている。その代表根はその極から原点まわりに半径 ωh 上を移動し，その
減衰係数が変化する。∆a > 0の場合は減衰係数を減少させ，∆a < 0の場合は増加させる。

( 4 ) パラメータ不確かさ ∆b の場合
∆b の根軌跡を調べる。式（6.63）において，∆b をゲインとして開ループ伝達関数は

GH∆b
h4 (s) = − ct3 (b1s+ b0)

Dh(s)Deh2(s)
（6.72）

になり，D∆b
h4 (s) = 1 + ∆bGH

∆b
h4 (s)の関係をもつ。上式の根軌跡の一例を図 6.10に示す。

同図で，× は Dh(s) の極 rh1, h2 と Deh(s) の極 reh1, eh2 = −ζehωeh ± ωeh
(
1− ζ2eh

)0.5，
⃝はゼロ点，１点鎖線は漸近線，破線は減衰係数の仕様である。漸近線の本数は分母の極数
から分子のゼロ点数を差し引いた数で，同図では 3本になり，∆b の符号で左右対称になる。
ここで，b1 < 0，b2 < 0とする。代表根が右方（不安定方向）に移動する状況を調べる。
∆b < 0の場合は図 6.10 (a)で，rh の根は実軸上で左右に分かれ，一方がゼロ点に他方が

原点に向かう。reh の根は漸近線（実軸の正方向に対して ±120度傾斜）に沿って左方に移
動する。特性多項式 D∆b

clh4(s)で ∆b を含む s1, s0 係数を調べると，

c１ = 2ζhωhω
2
eh2 + ω2

h2ζeh2ωeh2 −∆bct3b1
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=
2

3

[
ω2
h

(
ζeh2ωeh2 +

1

Tr

)
+ ζhωhω

2
eh2 +Kd

Kr

Tr

(
−
k1|2

Tr

)
+
ω2
eh2

Tr

]
> 0

（6.73）

c0 = ω2
hω

2
eh2 −∆bct3b0 = ω2

hω
2
eh2

(
1− 2

3

)
> 0 （6.74）

になる。ここで，c1, c0 はそれぞれ s1, s0 の係数，∆b = −2

3

Kr

Tr
，b0 = −f1ω2

eh2 であり，
Kd > 0，k1|2 < 0 として，Tr3 は簡単化のためゼロとする。上式から，D∆b

clh4(s) の係数
はすべて正になる。根軌跡特性によって，原点に向かう根は原点より左方に位置する（図
6.10 (a)参照）。よって，∆b = −2

3

Kr

Tr
< 0の場合では，D∆b

clh4(s)は不安定にならない。
∆b > 0の場合は図 6.10 (b)で，rh の根は∆b < 0の場合と同様に，一方が左方に他方が

ゼロ点に向かう。reh の根は漸近線（同様に ±60 度傾斜）に沿って右方に移動する。よっ
て，代表根の安定性はその共役根の減衰係数 ζ，偏角β = cos−1 ζ によって指定できる。
したがって，パラメータ不確かさの条件を次式とする。

∆a = 0, ∆b = 2
Kr

Tr
> 0 （6.75）

6.4.3 計算方法
推定係数は数値計算によって求める。パラメータ不確かさの条件は式（6.75）から設定し，

算法の手順は次のようになる。
1. パラメータ不確かさを含んだ特性多項式は式（6.49）のように因数分解して，最小の
減衰係数を求める。

2. 推定係数は，その減衰係数を式（6.50）のように仕様に一致させることによって求め
る。そのために収束計算を用いる。

上記 7次式の因数分解には適切な初期値が必要である。そこで，提案手法は推定係数を 2

段階で求める。各段階とも，上記 1.と 2.の手順に従う。
ステップ 1 4次特性多項式の 2次推定係数 ρh2 を求める。4次式の解法には初期値が不要

で代数的に求まる。
ステップ 2 7次特性多項式の推定係数 ρh を求める。7次式の初期値は ρh2 から設定する。
なお，具体的な計算方法は付録 6.Bを参照されたい。

6.5 外乱除去性
本提案法の制御系設計は閉ループ安定性の確保を主に，外乱除去性の効果を従にしてい

る。そのため，外乱除去性能は設定した制御システムの評価になる。
外乱入力と閉ループ系の関係を図 6.11に示す。同図で，制御対象はパラメータ不確かさ

をもち，外乱入力は舵角オフセット ∆ro(s)，波浪成分 Ψw(s)である。
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Ψe (s) P
∆
r (s)

s
Controller

+

+

∆r o (s) Ψw (s)

+

+
Ψ (s)∆h (s)

−

図 6.11 外乱が入力する方位保持システム

舵角オフセットと波浪成分は推定器の状態量に組み込まれる。推定舵角オフセットは修正
量としてフィードバック舵角に加えて，舵角オフセットによる誤差を打ち消している。一
方，推定波浪成分は分離抽出して，フィードバック舵角から波浪成分を除去している。波浪
モデルの組み込みによる効果を明らかにする。
波浪成分の除去性効果を閉ループ系ではなく，推定器によって説明する。

6.5.1 伝達関数
推定器の伝達関数は，船首方位と外乱成分の入力から状態推定の出力までになる。推定器

で用いる推定方位誤差 Ψ̂e(s)と命令舵角∆h(s)は，次式になる。
Ψ̂e(s) = −Ψ(s)−Ψw(s) + Ψ̂(s) + Ψ̂w(s)

∆h(s) =
s(T̃rs+ 1)

K̃r

Ψ(s)−∆ro(s)
（6.76）

ここで，添字˜は想定値，sはラプラス演算子，Ψ(s)は船首方位，Ψw(s)は波浪成分，∆ro(s)

は舵角オフセット（ただし，省く），簡単化のため Tr3 = 0とする。
4次推定器は，2次推定器に推定波浪成分 Ψ̂w(s)を加えたもので，次式になる。

sΨ̂(s) = R̂(s) + k1|4Ψ̂e(s)

sR̂(s) = − 1

Tr
R̂(s) +

Kr

Tr
∆h(s) + k2|4Ψ̂e(s)

sΞ̂(s) = Ψ̂w(s) + k3|4Ψ̂e(s)

sΨ̂w(s) = −ω2
wΞ̂(s)− 2ζwωwΨ̂w(s) + k4|4Ψ̂e(s)

（6.77）

ここで，添字 4 は推定器の次数，ki, i=1∼4 は推定ゲインである。伝達関数は上式から， Ψ̂(s)

R̂(s)

Ψ̂w(s)

 =

G
ψ̂
ψ|4(s)

Gr̂ψ|4(s)
0

Ψ(s) +


Gψ̂ψw|4(s)
Gr̂ψw|4(s)

Gψ̂wψw|4(s)

Ψw(s) （6.78）



136 第 6章 方位保持システム
になる。ここで，Ξ̂(s)は省き，[

Gψ̂ψ|4(s)
Gr̂ψ|4(s)

]
=

[
R∆
e|4(s)

R∆
e|4(s)

(
s− k1|4

)
+ k1|4

]
, R∆

e|4(s) =
D∆
e|4(s)

De|4(s)
（6.79）


Gψ̂ψw|4(s)
Gr̂ψw|4(s)

Gψ̂wψw|4(s)

 =
1

De|4(s)

 Ce|4(s)Dw(s)(
sCe|4(s) + k1|4Cψ(s)

)
Dw(s)

Ce|4(s)Cψ(s)

 （6.80）



D∆
e|4(s) =

(
C∆
ψ (s) + Ce|4(s)

) (
Dw(s) + Cew|4(s)

)
− Ce|4(s)Cew|4(s)

De|4(s) =
(
Cψ(s) + Ce|4(s)

) (
Dw(s) + Cew|4(s)

)
− Ce|4(s)Cew|4(s)

=
(
s2 + 2ζeωe|4s+ ω2

e|4

)
Dew(s)

Ce|4(s) = −
(
s+

1

Tr

)
k1|4 − k2|4

Cew|4(s) = k4|4s− ω2
wk3|4

（6.81）
である。

6.5.2 性能評価
推定値 ψ̂, r̂ を式（6.78）から評価する。推定値はパラメータ不確かさがあると，推定誤

差を生じる。それらと波浪成分 ψw の伝達特性は，次式になる。[
Ψ̂(s)

R̂(s)

]
=

Dw(s)

De|4(s)

[
Ce|4(s)

sCe|4(s) + k1|4Cψ(s)

]
4

Ψw(s) （6.82）

波浪成分の周波数除去特性は，上式から次のようになる。
• 推定器の次数において，分子・分母の次数差が 1次になり，Ψ̂(jw), R̂(jw)のゲイン
は Ψw(jw)の高域において −20 dB/decに漸近する。

• 波浪モデルの組み込みにより，等価ノッチフィルタ伝達関数

Gnotch(s) =
Dw(s)

Dew(s)
（6.83）

が構成される。ここで，ノッチフィルタ条件は{
ζew = 1/

√
2

ωew = ωw
（6.84）

である。このとき，ω = ωw でのゲイン（外乱除去比）は，次式になる。

|Gnotch(jωw)| =
2ζw√

[1− (ωw/ωew)2]2 + [2ζew(ωw/ωew)]
2
=

ζw
ζew
（6.85）

よって，外乱除去比は ζw = 0.1ならば 0.14になり，大幅な改善が見込める。
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表 6.2 船体パラメータおよび制御パラメータ

U0 [kn] Kr [1/s] Tr [s] Tr3 [s] Kd [s] ωh [rad/s] ρh2 ρh

10 0.059 52.1 0.15 25.0 0.0336 4.80 6.27

15 0.084 31.9 0.14 15.6 0.0512 4.63 6.61

20 0.110 23.5 0.02 11.6 0.0683 4.61 7.34

6.6 検証
設計した方位保持システムの制御性能をシミュレーションによって検証する。制御性能は

閉ループ安定性および外乱除去性である。推定係数の数値計算は付録 6.Bを用いる。
シミュレーションで用いる船体運動モデルは 3章を参照する。船体パラメータと主要な制

御パラメータを表 6.2 にまとめる。同表で，U0 は初期速力，Kr, Tr, Tr3 は船体パラメー
タ，Kd は微分ゲイン，ωh は角周波数，ρh2, ρh はそれぞれ 2次と 5次の推定係数である。
推定係数は表 6.1からKp = 1，ωw = 2π/10 rad/s，ζw = 0.1，仕様は式（6.48），パラメー
タ不確かさは式（6.75）を用いて求めている。

6.6.1 閉ループ安定性
設計に用いるパラメータ不確かさは式（6.75）を選択している。その妥当性を検証する。
最小減衰係数 ζ∆min は与えるパラメータ不確かさによって異なる。パラメータ不確かさを

∆a = ∆′
a

1

Tr
, ∆′

a =

{
−2,

2

3

}
（6.86）

∆b = ∆′
b

Kr

Tr
, ∆′

b =

{
−2

3
, 2

}
（6.87）

に設定する。ここで，片方の不確かさはゼロにする。このとき，ζ∆min の結果を図 6.12に示
す。同図は表 6.2の ρh を用いる。
同図から，次のことが確認できた。

• ρh の計算には∆′
b = 2を選択したので，その ζ∆min が仕様と一致し，かつ最小になっ

ている。
• ζ∆min の 2番目に小さい値は∆′

a =
2

3
になっている。

したがって，提案手法の設計内容は適切である。
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図 6.12 閉ループ安定性

6.6.2 外乱除去性
外乱除去性は 6.5節の波浪モデルのノッチフィルタ効果を検証する。
船体パラメータは表 6.2から U0 = 15 knの場合を用い，パラメータ不確かさはゼロとす

る。波浪パラメータは，周期 pw = {10, 20, 30} s，ζw = 0.1とする。pw に対する ρh は，

ρh =


6.61 (pw = 10 s)

7.91 (pw = 15 s)

5.10 (pw = 20 s)

（6.88）

になる。ここで，pw = 20 sのときノッチフィルタ条件 ωw > ωeh が満足できない。このと
き，ρh の近似値は式（6.106）から，次式になる。

ρh ≈ ρh2(1 + ρho) = 4.63× 1.1 = 5.09 （6.89）

ここで，ρho は表 6.1に示す。ρh は pw に比例して大きくなる。だが，制限 ωw ≤ ωeh を受
けたとき，ρh は上式に近似する。
外乱除去性の評価は式（6.54）の 5次推定器を用い，波浪成分入力に対して，

˙̂xh = (Ah −KhCh) x̂h +Khψw （6.90）
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になる。ここで，δh と ψ は省く。評価量は ξ̂ を除き，{ψ̂e, r̂x, ψ̂w, δ̂ro}である。
図 6.13 ∼ 6.16は，上式のボード線図を示す。同図から，周期 pw = 10，15 sではノッチ

フィルタ効果が有効であり，pw = 20 sでは無効である。
• その効果は ω = ωw で ψ̂e, r̂x のゲインが 20 log(ζw/ζew) = −17 dB に減衰してい
る。また ψ̂w のゲインはその周波数で 0 dBになり，ψw を 1対 1で推定する。

• 無効の場合は ρh が低いためカットオフ周波数が下がり，高域のゲイン傾斜
（−20 dB/dec）が最も低くなる。

• δ̂ro は図 6.16に示すように，波浪モデルの影響を他の場合と同様に受ける。またゲイ
ンのピークは 0 dBに達しない特徴をもつ。

したがって，提案手法の外乱除去性は 6.5節の結果と一致し，適切な効果が得られる。
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図 6.13 外乱除去特性 1：ψ̂e の場合
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図 6.14 外乱除去特性 2：r̂x の場合
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図 6.15 外乱除去特性 3：ψ̂w の場合
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6.7 結言
方位保持システムの制御システムをロバスト制御によって設計し，その有効性を数値計算

によって確認した。
本提案法は，パラメータ不確かさを船体パラメータに加え，閉ループ特性多項式の代表根

の減衰係数を仕様に一致させる手法である。本章の成果をまとめると，次のようになる。
1. 方位保持システムの閉ループ制御系を設定した。閉ループ制御系は制御対象と制御シ
ステムからなる。制御システムはフィードバック制御と状態推定器によって構成す
る。制御ゲインは設計パラメータである推定係数によって求まることを示した。

2. パラメータ不確かさをもつ閉ループ制御系が代表根の減衰係数によって安定化できる
ことを明らかにした。特性多項式の代表根を導出し，安定性に最も強く影響するパラ
メータ不確かさを選択し，代表根（共役根）の減衰係数と閉ループ安定性の関係を示
した。

3. 代表根の減衰係数と特性多項式の最小減衰係数が一致することから，推定係数は最小
減衰係数を仕様に一致させることで求める算法を示した。

4. 制御性能は閉ループ安定性と外乱除去性で評価した。前者は提案手法が仕様を満足す
ることであり，後者は該当する伝達関数を導出し解析した。シミュレーションによっ
て，制御性能を評価したところ，設計どおりの性能を示した。

したがって，本制御システムは仕様を満足することが確認できた。

付録 6.A 推定器の可観測性
推定器が状態量を推定できることを説明する。制御対象は式（6.8）の状態量と順番が異

なるので，添字 ′ をつけて次式に現わす。{
ẋ′
h = A′

hx
′
h +B′

hδh

ψe = C ′
hx

′
h

（6.91）

ここで，添字 h は方位制御を意味し，x′
h = [xr, δro, xw]

T，

A′
h =

 Ar Br O2×2

O1×2 0 O1×2

O2×2 O2×1 Aw

 def
=

[
A11 O3×2

O2×3 A22

]

B′
h =

 Br

0

O2×1


C ′
h = −[ Cr 0 Cw ]

def
= [ C1 C2 ]

（6.92）
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Oi×j は i行 j 列のゼロ行列である。
2入力 1出力 5状態の制御対象の可観測性 [34]を調べる。可観測行列 Qは

Q =



C ′
h

C ′
hA

′
h

C ′
h

(
A′
h

)2
C ′
h

(
A′
h

)3
C ′
h

(
A′
h

)4
· · ·


=



C1

C1A11

C1A
2
11

C1A
3
11

C1A
4
11

· · ·

C2

C2A22

C2A
2
22

C2A
3
22

C2A
4
22

· · ·


（6.93）

になる。Qを 5行まで展開すると

Q =

−


1 0 0 0 1

0 a12 a13 b21 b22

0 a12a22 a12a23 b21b22 b21 + b222

0 a12a
2
22 a12a

2
23 b21

(
b21 + b222

)
b22
(
2b21 + b222

)
0 a12a

3
22 a12a

3
23 b21b22

(
2b21 + b222

)
b221 +

(
3b21 + b222

)
b222


（6.94）

になる。ここで，
a12 = 1− Tr3

Tr
, a13 = Tr3

Kr

Tr

a22 = − 1

Tr
, a23 =

Kr

Tr

（6.95）

b21 = −ω2
w, b22 = −2ζwω

2
w （6.96）

である。
よって，Qの階数は少なくとも rankQ = 5になり，推定器は状態量を推定できる。

付録 6.B 推定係数の数値解法
推定係数 ρh を 6.4.3節に基づき，数値解法によって求める方法を示す。方法は図 6.17に

示すように，3つの部分から構成する。
（a）構成 本方法の流れを示す。推定係数は 3つの段階を経て求まる。
（b）算法 推定係数の初期値を与え，多項式を因数分解し，最小の減衰係数 ζ∆min を仕様

ζ∆spec に一致させる。
（c）収斂方法 推定係数は 2つの段階の調整によって収束する。

まず，ζ∆spec を挟む ζ∆min に相当する 2つの推定係数を求める。
次に，その 2点から ζ∆min = ζ∆spec に相当する推定係数を求める。
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図 6.17 推定係数の数値解法

仕様は，次式である。

3 ≤ {ρh2, ρh} ≤ 10, ζ∆spec = 0.4, ∆a = 0, ∆b = 2
Kr

Tr
（6.97）

6.B.1 構成
構成は図 6.17（a）に示すように，3つの段階からなる。7次式の因数分解で，適切な初期

値を 4次式の 2次推定係数から設定する。そのため，初めに 2次推定係数を求め，次に 7次
式の推定係数を求め，最後に，波浪パラメータ条件に適合させる。
Step 1 式（6.63）の 4次式の推定係数 ρh2 を解法する。

D∆b
clh4(s) = Dh(s)Deh2(s)−∆bct3 (b1s+ b0)

= D∆
h2(s)D

∆
eh2(s) （6.98）
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になる。ここで，ωeh2 = ρh2ωh
D∆
h2(s) = s2 + 2ζ∆h2ω

∆
h2s+

(
ω∆
h2

)2
D∆
eh2(s) = s2 + 2ζ∆eh2ω

∆
eh2s+

(
ω∆
eh2

)2
ζ∆min = min

{
ζ∆h2, ζ

∆
eh2

}
= ζ∆spec

（6.99）

である。
Step 2 式（6.58）の 7次式の推定係数 ρh を解法する。

D∆b
clh(s) = Dh(s)Deh(s)Dew(s)Deo(s)

−∆bct3Dw(s) (B(s)s+Dh(s)k5)

= D∆
h (s)D

∆
eh(s)D

∆
ew(s)D

∆
eo(s) （6.100）

になる。ここで，ωeh = ρhωh

D∆
h (s)(s) = s2 + 2ζ∆h ω

∆
h s+

(
ω∆
h

)2
D∆
eh(s) = s2 + 2ζ∆ehω

∆
ehs+

(
ω∆
eh

)2
D∆
ew(s) = s2 + 2ζ∆ewω

∆
ews+

(
ω∆
ew

)2
D∆
eo(s) = s+ ω∆

eo

ζ∆min = min
{
ζ∆h , ζ

∆
eh, ζ

∆
ew

}
= ζ∆spec

（6.101）

である。
Step 3 波浪パラメータ条件は表 6.1に示すように，推定角周波数 ωeh が外乱角周波数 ωw

より高くなることを防止する。D∆b
h (s) において，ωeh = ρhωh ≥ ωw になった場合

は，ノッチフィルタ条件に反する。そのとき，波浪パラメータを{
ωw = ωew

ζw = ζeh
(ωeh ≥ ωw) （6.102）

に変更して，再度 ρhを求める。この操作によってノッチフィルタ効果を失うが，ρhが
小さくなるためにローパスフィルタ効果が大きくなる。このとき，Dw(s) = Dew(s)

から，式（6.83）はGnotch(s) = 1になり，推定器は等価的に 3次多項式になる。よっ
て，その 7次特性多項式は，次式になる。

D∆b
clh(s)

=Dew(s)× [Dh(s)Deh(s)Deo(s)−∆bct3 (B(s)s+Dh(s)k5)]

=Dew(s)D
∆
h (s)× D∆

eh(s)D
∆
eo(s)︸ ︷︷ ︸

3rd-order polynomial

（6.103）

6.B.2 算法
算法は図 6.17（b）に示すように，与式を設定し，式（6.97）の仕様を満足する推定係数

を求めることである。
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Range

ζ∆
min j

→ ζH

(ω∆
min j

→ ωH )

ζ∆
min j−1

→ ζL

(ω∆
min j−1

→ ωL)

ζ∆
min

ζ∆spec

ρh

Convergence solution

ρh j → ρHρh j−1 → ρL ρH = ρh j+1

ζH = ζ∆
min j+1

ωH = ω∆
min j+1

図 6.18 推定係数を求める算法

Step 1 4次式あるいは 7次式の与式を設定する。
Step 2 与式を数値計算と組立除法を用いて，因数分解する。

4次式 代数解法（Brown法 [66]）によって，2つの 2次式に分ける。
7次式 次の 3段階を経て，3つの 2次式と 1次式に分ける。

1. 7次式は，Bairstow法 [67]を用いて，2次式と 5次式に分ける。
2. 5次式は，Newton-Raphson法 [66]を用いて，1次式と 4次式に分ける。
3. 4次式は，上記 4次式の場合を利用する。

Step 3 最小の減衰係数 ζ∆min を因数分解された特性多項式から抽出する。
4次式 ζ∆min = min

{
ζ∆h2, ζ

∆
eh2

}
7次式 ζ∆min = min

{
ζ∆h , ζ

∆
eh, ζ

∆
ew

}
ζ∆min を仕様 ζ∆spec と比較して，
ζ∆min ̸= ζ∆spec のとき，推定係数を調整して Step 2に戻る。
ζ∆min = ζ∆spec のとき，推定係数を出力する。

6.B.3 収斂方法
収斂方法は適切な初期値を設定して，図 6.17（c）に示すように，2つの段階の調整から

なる。
Step 1 ζ∆spec を挟む推定係数の範囲を求める。推定係数は

ρh = ρh0 +∆ρ× (j − 1) （6.104）

になる。ここで，ρは 2次と 5次の場合を兼ねてあり，j は正の整数の番号，∆ρ = 0.5

は刻み幅，ρh0 は初期値で

ρh0 = 2 （4次式） （6.105）



6.C 小型船対応 147ρh 0 = ρh2(1 + ρo)

[
1 + (ζeh − ζw)

(
ω∆
eh2

ωw

)]
ω∆
eh 0 = ω∆

eh2(1 + ρo), ζ∆eh 0 = ζ∆spec

（7次式） （6.106）

である。4次式の場合は，代数解の利用によって初期値が不用になる。7次式の場合
は，4 次式の解 ρh2，舵角オフセット仕様 ρo および波浪パラメータ ζw, ωw を用い
る。挟む範囲が見つかったら，次式の置換をする。

ρL = ρj−1, ζL = ζ∆eh j−1, ωL = ω∆
eh j−1 （6.107）

ρH = ρj , ζH = ζ∆eh j , ωH = ω∆
eh j （6.108）

ここで，添字 L, H はそれぞれ下限値，上限値を意味する。
Step 2 ζ∆spec に一致する推定係数 ρh を求める。ζ∆min は図 6.18に示すように，ζ∆spec 付近に

おいて ρh に比例すると仮定する。このとき，ρh は

ρh = aρ(ζ
∆
spec − ζL) + ρL, aρ =

ρH − ρL
ζH − ζL

（6.109）

ω∆
eh = aω(ρh − ρL) + ωL, aω =

ωH − ωL
ρH − ρL

（6.110）

によって更新し，ζ∆min を求める。このとき，収束誤差

eζ = ζ∆min − ζ∆spec （6.111）

の絶対値が所定値以内に収束するまで上式を繰り返す。範囲の置換は次式になる。

ρL = ρh, ζL = ζ∆eh, ωL = ω∆
eh (eζ < 0) （6.112）

ρH = ρh, ζH = ζ∆eh, ωH = ω∆
eh (eζ > 0) （6.113）

付録 6.C 小型船対応
6.C.1 はじめに
本制御システムは小型船から大型船までの船舶を対象にしている。船体の大きさは通常，

船長や排水量などから判断される。一方，本制御システムの判断は物理的な尺度ではなく，
船体パラメータに基づいている。船体パラメータによっては，微分ゲインが負になり，推定
係数が大きくなってその設定範囲を越える場合が生じる。そのような場合を本船が小型船で
あるとする。
本節は，小型船の推定係数が適切に算出できる方策を講じる。

対策 1 微分ゲインKd を制限する。
対策 2 不確かさパラメータ ∆b を小さくする。
上記以外は本方位保持システムの設定どおりである。なお，船体時定数が数秒程度の極端に
小さい場合は，除外する。



148 第 6章 方位保持システム

6.C.2 微分ゲインの影響
yaw周りの船体運動モデルは，次式になる。

Ψ(s) =
1

s
Pr(s)∆h(s), Pr(s) =

Kr(Tr3s+ 1)

Trs+ 1
（6.114）

ここで，添字 r は yaw船体モデル，h は方位制御を意味し，sはラプラス演算子，Pr(s)は
伝達関数，Kr は旋回力ゲイン，Tr, Tr3 は時定数である。Tr ≫ Tr3 から Tr3 = 0とする。
このとき，フィードバック制御の微分ゲインは，次式になる。

Kd =
2ζhωhTr − 1

Kr
, ωh =

√
Kp

Kr

Tr
（6.115）

ここで，Kp は比例ゲイン，Kd は微分ゲイン，ζh は減衰係数，ωh は固有角周波数，設計パ
ラメータはKp ≥ 1, ζh = 1/

√
2になる。微分ゲインがゼロ以上になる条件は上式から，

4ζ2hKpKrTr

{
> 1 (Kd > 0)

≤ 1 (Kd ≤ 0)
（6.116）

になる。船体パラメータ積 KrTr が大きいほど Kp が大きいほど，Kd は大きくなる。逆に
KrTr が小さくなると，Kd はゼロ以下になる場合を生じる。微分ゲインが特性多項式に与
える影響を示す。
方位保持システムは 7次系になるが，制御対象から外乱モデルを除くと 4次系になる。4

次系は閉ループ制御系の基本特性を示し，2次系の船体モデルと 2次系の推定器からなる。
その 4次特性多項式は

D∆b
h4 (s) = Dh(s)Deh2(s)−∆b (b12s+ b02) （6.117）

で与えられる。ここで，添字 2 は推定器が 2次系を意味し，∆b はパラメータ不確かさ，{
Dh(s) = s2 + 2ζhωhs+ ω2

h

Deh2(s) = s2 + 2ζeh2ωeh2s+ ω2
eh2

（6.118）
{
b12 = f1k1|2 + f2k2|2 < 0

b02 = −f1ω2
eh2 < 0

（6.119）

ζeh2 = ζh, ωeh2 = ρh2ωh，ρh2 は推定係数，k1|2, k2|2 は推定ゲイン，{
f1 = Kp

f2 = Kd

（6.120）
k1|2 = −2ζeh2ωeh2 +

1

Tr

k2|2 = −ω2
eh2 −

k1|2

Tr

（6.121）
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である。
推定ゲインは，推定係数が下記条件を満たすと，

k1|2 < 0

(
ρh2 >

1

2ζhωhTr
> 0

)
（6.122）

k2|2 = −

[(
ωeh2 −

ζh
Tr

)2

+
1− ζ2h
T 2
r

]
< 0 (ρh2 > 0) （6.123）

になる。f2 が小さくなると，b12 は負値からゼロに向かって変化しその絶対値は小さくな
る。ただし，b12 の符号は反転しないとする。

6.C.3 ゼロ点の影響
ゼロ点が閉ループ安定性に与える影響を説明する。次の特性方程式を定める。

Dh(s)Deh2(s) +K (s+ z) = 0 （6.124）

ここで，K > 0は根軌跡のゲイン，z はゼロ点で

z =
b02
b12

> 0 （6.125）

である。b12 が負値からゼロに近づくほど，z は大きくなる。
式（6.124）を式（6.117）から展開すると，次式になる。

s4 + a1s
3 + a2s

2 + a3s+ a4 = 0 （6.126）

ここで，簡単化のため ωh = 1，ωeh2 = ρh2，ζh = ζeh2 = 1/
√

2を用いて

a1 =
√
2(ρh2 + 1)

a2 = (ρh2 + 1)2

a3 =
√
2ρh2(ρh2 + 1) +K

a4 = ρ2h2 +KZ

（6.127）

である。
ゲイン K の安定範囲を Hurwitzの安定判別法 [24]*1によって求める。K が大きいほど，

*1 Hurwitzの安定判別法は閉ループの特性根が虚軸から左側にある条件を与える。特性方程式の係数は
すべて正を前提にする。4次方程式の場合は次の 3つの行列式になる。

H1 = a1 > 0

H2 =

[
a1 a3
1 a2

]
= a1a2 − a3 > 0

H3 =

a1 a3 0
1 a2 a4
0 a1 a3

 = H2a3 − a21a4 > 0
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閉ループ系の安定範囲が広い。安定判別式は H1，H2 を包括する H3 を調べると，

H3 = −K2 + bK + c > 0 （6.128）

になる。ここで，{
b = (ρh2 + 1)[

√
2(ρ2h2 + 1)− 2z(ρh2 + 1)] > 0

c = 2ρh2(ρ
2
h2 + 1)(ρh2 + 1)2 > 0

（6.129）

である。式（6.128）は上に凸で ρh2 と z の関数になる。よって，K は

−b−
√
b2 + 4c

2
< 0 < K <

−b+
√
b2 + 4c

2
（6.130）

の範囲になる。K は z がゼロのとき最大になり，z が大きくなると小さくなる。したがっ
て，微分ゲインが小さくなると，閉ループ安定性の範囲が減少する。
推定係数 ρh2 を大きくすると，その範囲は拡大する。b, cは式（6.129）から ρh2 に関し

て単調増加になる。ρh2 を大きくすると，bのゼロ点 z の影響は相対的に減少し，K の範囲
は広がる。ρh2 の設定は仕様を満足させるため，数値計算によって実施する。

6.C.4 対応策
小型船の推定係数 ρh2 をその範囲内に収めるため，次の対策を講ずる。

対策 1 ゼロ点 z を大きくしないため，微分ゲインを

Kd = 0 (Kd < 0) （6.131）

に制限する。このとき，対象船は小型船と扱い，ζh > 1/
√
2 になる。f2 = 0 は b12

と z に無関係になり，ρh2 は抑えられ，その上限値に達しにくくなる。
対策 2 対策 1を実施したら，パラメータ不確かさの仕様 ∆b, ∆

′
b を

∆b =
K̃r

T̃r
− Kr

Tr
=
Kr

Tr

(
K̃r

T̃r
= ∆′

b

Kr

Tr
, ∆′

b = 2

)
（6.132）

とする。ここで，装飾 ˜は想定値，非小型船は ∆′
b = 3である。∆b が小さくなると，

ρh2 は小さくなる。

6.C.5 検証とまとめ
( 1 ) 数値検証
対応策の効果を数値検証する。対策以外の仕様は変更しない。小型船の船体パラメータを

Kr = 0.05 s−1, Tr = 7 s, Tr3 = 0 s （6.133）
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表 6.3 小型船対応の効果

No. ∆′
b Kd [s] ρh2 b12 b02 z

1 3 −3.3 — — — —

2 3 0 10.1 −1.07 −0.733 −0.69

3 2 −3.3 4.4 −0.11 −0.137 −1.24

4 2 0 2.9 −0.20 −0.060 −0.29

とする。Kp = 1 にする。Kd = 0 のとき，ζh = 0.845 > 1/
√
2である。この結果を表 6.3

にまとめる。同表で，印—は所定内で計算できなかったことを示す。同表から，小型船対
策の効果は次のようになる。

• ∆′
b = 3において，ρh2 は No.1では求まらず，No.2（対策 1）では求まるがその範囲

（3 ≤ ρh2 ≤ 10）を超えている。よって，対策 1は ρh2 計算を改善できる。
• ∆′

b = 2（対策 2）においては，ρh2 は No.3，4で正常に計算できる。No.4（対策 1）
は No.3に比べて，ゼロ点 z と ρh2 が小さくなる。よって，本解析法は適切である。

( 2 ) まとめ
本制御システムを小型船に応用する際，推定係数がその設定範囲を超える課題を検討し

た。その内容は小型船と微分ゲイン，微分ゲインとゼロ点，およびゼロ点と閉ループ安定性
などの解析から，微分ゲインと閉ループ安定性の関係を導き，課題の対応策を定めた。数値
計算で対策の有効性を確認した。





第 7章

航路保持システム

7.1 緒言
本章は，航路保持システム（Track-Keeping System, TKS）を方位保持システム（CKS，

6章参照）に基づいて設計する手法を提案する。TKSは，航路旋回システム（9章参照）と
組み合わせて航路制御システム（Track Control System，TCS）を構成する。TCSは航行
中，計画航路に船体位置を追従させるために命令舵角を制御するものである。TKSの目的
は，閉ループ安定性と外乱除去性の確保で，外乱成分に起因する航路誤差も含めてゼロに収
斂させる。外乱成分は船位を移動させる潮流成分や舵角オフセットなどが主対象になり，波
浪成分は陽に扱わない。よって，本設計手法は CKSとの組み合わせに基づいて，航路誤差
制御に焦点を充てたものになる。
制御対象は方位保持システムと等価なモデルと航路誤差モデルから定める。後者は航路誤

差を対地成分の船体速度と潮流速度から表したものである。航路誤差は地球固定座標で定め
るため，潮流成分の影響が無視できない。潮流成分には，船体を移動させる風力などの外乱
成分も含んでいるとする。

TKS の文献 [68, 69] は制御ゲインを最適制御理論 [34, 24] によって求めている。文献
[70, 71]は制御対象に船首方位を含んだ非線形システムとして扱っている。閉ループ系の制
御ゲインを求めるとき，汎用の制御理論を利用することが通例である。最適制御理論なら
ば，重み関数はシミュレーションによって試行錯誤を経て求める。設計はその過程をできる
限り減らして，解析的に対処すべきである。制御特性はその特性根のすべてが均等に作用す
るのではなく，その代表根によって支配される。代表根は根軌跡で原点に近い安定根であ
る。CKSでは代表根による設計手法を採用している。そうすることで，閉ループ系の本質
的な特性が把握でき適切な設計が実現できるからである。
したがって，本 TKSは CKSに基づき設計する手法を提案する。CKSの設計知見を TKS

に活かすことで，閉ループ制御系の仕様を満足する設計を解析的手法で確立する。
航路制御システムは潮流成分による航路誤差が無視できない。航路ゲインが小さいため，
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航路誤差が大きく生じる。その対策には従前から積分器による補償がある。積分補償は簡単
かつ強力な誤差低減特性をもつ。だが，積分ゲインはとても小さく取り扱いが難しい。その
ため，積分補償は利用しにくい側面がある。また，潮流成分は船首方位の sin, cos 関数に
よって航路誤差モデルに加わる。航路誤差モデルは非線形項を含むため，線形制御システム
の導入を阻んでいる。
本課題をまとめると，次のようになる。

閉ループ安定性 航路保持システムの制御対象を示し，制御ゲイン（航路ゲインや推定ゲイ
ンなど）の解法と設計パラメータの妥当性を明らかにする。

外乱除去性 潮流成分による航路誤差を閉ループ解析から求めて，潮流誤差を修正する方法
を明らかにする。その方法は，取り扱いが容易な線形制御システムを利用する。

本解決方法は，次のようになる。
1. 閉ループ制御システムの誤差モデルから，潮流成分に対する航路誤差特性とその修正
量を導出する。設計パラメータに基づく制御ゲインの解法を示す。

2. 航路ゲインの設計パラメータ特性を根軌跡解析によって明らかにし，その設定値の妥
当性を示す。

3. 潮流成分の推定・修正の方法を示す。潮流推定は船位と推定船位の差異から推定式に
よって求める。潮流修正は潮流推定の誤差を考慮した修正量を求める。

本章の構成は次のようになっている。
• 2節では，制御対象と制御システムを説明する。
• 3節では，制御システムを航路誤差特性，フィードバック制御と状態推定器から説明
し，制御ゲインを導出する。潮流推定と潮流修正の方法を明らかにする。

• 4節では，設計パラメータを方位保持システムのものと共通化させる。そのために必
要な設計パラメータの特性を解析する。

• 5節では，本航路保持システムの外乱除去性能を明らかにする。
• 6節では，提案法の有効性をシミュレーションによって検証する。
• 7節では，本章の検討結果を結言にまとめる。
提案法の制御システムは 6章の図 4.1に示すフィードバック制御器に相当する。
本章は，文献 [65]を加筆修正したものである。

7.2 航路保持システム
7.2.1 方位誤差と航路誤差
航路保持の動作を図 7.1で説明する。同図において，XOY 軸は右手系地球固定座標系で

X 軸を北向きに，Y 軸を東向きに，Z軸（図示せず）を重力方向にそれぞれ対応する。座標
系は緯度経度による測地座標系で表される。ただし，便宜上平面座標系を用いる。
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図 7.2 航路保持ループの概要

計画航路は，ECDIS表示上でウェイポイント（Way-points）によって定まり，直線航路
と円弧航路から構成する。参照信号は参照方位と参照位置からなり，計画航路に基づいて設
定する。本章では直線航路を扱うので，参照方位が一定，参照航路が直線になる。
同図で，船体位置 Pは前進速度 u，船首方位 ψ で航行している。このとき，船位 P から

計画航路上に垂線の足 H を下ろし，足の長さ PHを航路誤差 ye とする。航路保持は，ye を
ゼロに収束するように船体の舵角 δ を制御するものである。
航路保持の制御ループの概要を図 7.2 に示す。同図で，点 P での船首方位 ψ，船位 x, y

と点 Hでの参照方位 ψR，参照位置 xR, yR から，方位偏差 ψe と航路誤差 ye を求めると
ψe = ψ − ψR （7.1）[
xe
ye

]
= ΩE

B(ψR)

[
x− xR
y − yR

]
（7.2）

になる。ここで，ΩE
B(ψ)は地球固定座標から船体固定座標に変換する行列で，

ΩE
B(ψ) =

[
cosψ sinψ
− sinψ cosψ

]
（7.3）

である。
制御システムは ψe と ye を入力し，命令舵角 δc を出力する。制御対象（船体運動）は δc

を入力し，ψ と x, y を出力して，閉ループ制御系を構成する。
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図 7.3 船体運動と方位誤差

航路制御は点 Hが xe = 0とおくため，surge方向位置を制御しない。なお，航路誤差は
クロストラック誤差（Cross Track Error，XTE）ともよばれる。
よって，本制御システムは次の目的をもつ。
1. 方位まわりと横方向の船体運動モデルを用いて，航路誤差 ye をゼロに収斂させる。
そのとき，方位偏差 ψe はゼロに収斂するとは限らない。

2. 船体位置を横方向に移動させる外乱成分による ye を修正する。外乱成分は舵角オフ
セットや潮流成分に相当する。

3. 外乱成分による ye は，船体速力と船首方位の向き（斜航角）で修正する。

7.2.2 制御対象
制御対象を対象モデルと航路誤差モデルから定める。

( 1 ) 対象モデル
対象モデルは船体運動モデルと外乱モデルからなる。
船体固定座標は図 7.3に示すように，中央位置（Midship）を原点OBにおき，前進（surge）

方向を XB 軸に，右舷（sway）方向を YB 軸，方位（yaw）軸を ZB 軸（図示せず）にそれ
ぞれ定める。
船体モデルは surge速度 uを一定として，応答モデルによって

R(s) = Pr(s)∆c(s), Pr(s) =
Kr(Tr3s+ 1)

Trs+ 1
, Ψ(s) =

1

s
R(s) （7.4）

V (s) = Pv(s)∆c(s), Pv(s) =
Kv(Tv3s+ 1)

Tvs+ 1
, Tv = Tr, Tv3 = 0 （7.5）

と定める。ここで，s はラプラス演算子，Ψ(s), ψ は船首方位，R(s), r は旋回角速度，
V (s), v は横流れ速度，∆c(s), δc は命令舵角，Kr は旋回力ゲイン，Kv は横流れゲイン，
Tr, Tr3, Tv, Tv3 は時定数，P (s)は伝達関数，添字 r, v はそれぞれ yaw，swayに関する
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ことを意味する。船体モデルは安定船とし，δc は操舵機応答が方位制御応答に比べ十分に速
いとして δc ≈ δ とする。船体モデルは野本 1次モデル [20, 21, 46]と比べて，Tr3 の存在と
Tv = Tr の特徴をもつ。また，β は斜航角，U は船速で次式になる。

β = − tan−1
( v
u

)
≈ − v

u
（7.6）

U =
√
u2 + v2 （7.7）

上式の方位運動を状態空間表現で表すと，{
ẋr = Arxr +Brδc

ψ = Crxr
（7.8）

になる。ここで，xr = [ψ, rx]
T，添字 T は転置行列を意味し，

Ar =

0 1− Tr3
Tr

0 − 1

Tr

 , Br =
Kr

Tr

[
Tr3

1

]
, Cr =

[
1 0

] （7.9）

である。
外乱モデルは，舵角オフセット δro, δvo，波浪成分 ψw および図 3.8に示す潮流成分 uc, vc

とする。δro, δvo は風や船体特性などに誘起された成分で，方位誤差と航路誤差を発生させ
る。δro は方位軸まわりに作用する角速度を，δvo は sway方向に作用する速度をそれぞれ舵
角換算したものである。ψw は白色ノイズ w が入力した狭帯域フィルタ出力を方位換算した
もので，δc に無効舵を発生させる。uc, vc は航路誤差を発生させる。舵角オフセットと潮
流速度は一定とする。よって，外乱モデルは

u̇c = v̇c = 0 （7.10）
δ̇ro = δ̇vo = 0 （7.11）
ẋw = Awxw +Bww, ψw = Cwxw （7.12）

となる。ここで，xw = [ξ, ψw]
T，ξ は変数，w は白色ノイズ，

Aw =

[
0 1

−ω2
w −2ζwωw

]
, Bw =

[
0
σw

]
, Cw =

[
0 1

] （7.13）

添字 w は波浪成分を意味し，ζw, ωw はそれぞれ減衰係数，固有周波数，σw は波浪の強さ
を表す定数である。

( 2 ) 航路誤差モデル
航路誤差モデルを船体運動の速度ベクトル成分から導出する。
船体運動の対地速度は図 3.8に示すように，船体成分と潮流成分の和になるから[

ug
vg

]
=

[
un
vn

]
+

[
uc
vc

]
（7.14）
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図 7.4 船体速度と潮流成分

になる。ここで，添字 g は合計した船体速度の対地成分，添字 n は船体速度の対地成分，添
字 c は潮流成分，un, vn はそれぞれ北向き，東向きの船体速度成分，[

un
vn

]
= ΩB

E(ψ)

[
u
v

]
（7.15）[

uc
vc

]
= Uc

[
cosψc
sinψc

]
（7.16）

ΩB
E(ψ) =

(
ΩE
B(ψ)

)T，Uc は潮流速度，ψc は潮流方位である。
参照信号における速度誤差成分は次式になる。[

ueR
veR

]
=

[
ugR
vgR

]
−
[
uR
vR

]
=

[
−v sinψe

u sinψe + v cosψe + vcR

]
（7.17）

ここで，添字 R は参照信号に関し，uR, vR は参照速度で点 Hの移動速度と等価になり，[
ugR
vgR

]
= ΩE

B(ψR)

[
ug
vg

]
= ΩB

E(ψe)

[
u
v

]
+

[
ucR
vcR

]
（7.18）[

uR
vR

]
=

[
u cosψe

0

]
+

[
ucR
0

]
（7.19）

参照速度の前進速度は uR = u cosψe + ucR になり，その横向き速度は vR = 0になり，
ΩB
E(ψe) = ΩE

B(ψR)Ω
B
E(ψ) （7.20）[

ucR
vcR

]
= ΩE

B(ψR)

[
uc
vc

]
= Uc

[
cosψcR
sinψcR

]
（7.21）

ψcR = ψc − ψR である。
式（7.17）を線形近似する。方位偏差 ψeを微小角として，線形化 cosψe ≈ 1, sinψe ≈ ψe

から，vψe ≈ 0，uψe ≈ u0ψe となる。u0 は一定値である。よって，与式は次式になる。[
ueR
veR

]
≈
[

−ψev
v + ψeu+ vcR

]
≈
[

0
v + ψeu0 + vcR

]
（7.22）
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したがって，航路誤差モデルは上式から，ueR が無視でき，veR が対象になる。

( 3 ) 制御対象
航路誤差モデルは式（7.22）に方位偏差を含むため，航路保持システムは方位保持システ

ムに基づいて構成する。よって，制御対象は対象モデルと航路誤差モデルを用いて，[
ẋh
ẋt

]
=

[
Ah O5×3

Ah
t At

][
xh
xt

]
+

[
Bh

Bt

]
δc +

[
Bw
hw

Bc
tU c

]
（7.23）[

yh
yt

]
=

[
Ch O1×4

O1×5 Ct

][
xh
xt

]
（7.24）

になる。ここで，添字 h, t はそれぞれ方位制御，航路制御を表し，xh = [xr, xw, δro]
T，

xr = [ψe, rx]
T，xt = [ye, v, δvo]

T，U c = [uc, vc]
T，Oi×j は i行 j 列のゼロ行列，

Ah =

 Ar O2×2 Br

O2×2 Aw O2×1

O1×2 O1×2 0

 , Bh =

 Br

O2×1

0

 , Bw
h=

O2×1

Bw

0


Ch = −

[
Cr Cw 0

]

（7.25）

At =


0 1 0

0 − 1

Tv

Kv

Tv
0 0 0

 , Bt =


0
Kv

Tv
0



Ah
t =

 0 0 0 0 0

u0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

 , Bc
t =

 0 0

− sinψR cosψR

0 0


Ct =

[
1 0 0

]
（7.26）

である。
式（7.23），（7.24）の制御対象は，次の特徴をもつ。

• 8行 8列のシステム行列は上三角のブロック行列になる。よって，方位保持システム
は独立で扱え，その設計済みの内容を利用できる。

• 航路誤差モデルは，添字 tに関する与式を扱うことになる。
• 外乱成分による航路誤差は，舵角オフセット δro, δvo と潮流成分 U c によって発生す
る。船体位置を横方向に移動させる成分が航路誤差の発生源になる。

• 2軸の対水速度計は装備しないとする。速度検出は surge速度信号になる。
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図 7.5 閉ループ制御系の構成

7.2.3 閉ループ制御系
閉ループ制御系の構成を図 7.5に示す。閉ループ制御系は制御対象，方位制御器と航路制

御器から構成し，方位保持システムおよび航路誤差システムに分ける。航路制御器はフィル
タ・推定器と状態フィードバックからなる。
方位保持システムは 6章を引用して，

ẋh = Ahxh +Bhδh +Bw
hw

ψ̄ = Chxh

˙̂xh = Ahx̂h +Bhδh +Kh

(
ψ̄ −Chx̂h

)
δh = −F hx̂h

（7.27）

になる。ここで，添字 ¯は検出量，ˆは推定量を意味し，Kh は 5行 1列の推定ゲイン，F h

は 1行 5列のフィードバックゲインである。
航路誤差システムは，

ẏe = u0ψe + v + vcR

˙̂ye =
1

Ty
(ȳe − ŷe)

δt = −F t

[
ŷe ŷe

∫ ] T − γt

（7.28）

δc = δh + δt （7.29）

になる。ここで，Ty はフィルタ時定数，ŷe∫ は ŷe の積分量，F t = [fy, fyfi]は 1行 2列の
フィードバックゲイン，fy は航路ゲイン，fi は積分ゲイン，γt は修正量である。また図 7.5

でKc は潮流成分を推定する推定器のゲインを示し，7.3.3節の状態推定器で説明する。上
式は，積分器と潮流成分による航路誤差修正を併せている。実際には，両者は併用しない。
したがって，航路保持システムは式（7.28）の制御ゲイン Ty，F t，Kc と修正量 γt を設

定すれば，動作できる。制御ゲインや修正量を次節で求める。
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図 7.6 航路保持システムの誤差モデル

7.3 制御システム
本節では，式（7.28）の制御システムを設定する。その内容は，次のようになる。
1. 航路保持システムの誤差特性を明らかにする。
2. フィードバック制御のゲイン fy, fi を設計パラメータ（7.4節参照）から求める。
3. 推定器の構成とゲイン，フィルタ時定数を設計パラメータ（同上）から求める。
4. 潮流成分の補償方式を評価する。

7.3.1 航路誤差特性
航路保持システムの誤差特性を解析する。その誤差モデルは図 7.6に示し，式（7.27）～

（7.29）から次式になる。ただし，簡単化のため ψR = 0を用い，外乱モデルの波浪成分は平
均値がゼロのため除き，推定器とフィルタは定常値に影響しないとして除く。

R(s) = Pr(s)(∆c(s) + ∆ro(s)) （7.30）
V (s) = Pv(s)(∆c(s) + ∆vo(s)) （7.31）

sYe(s) = u0Ψe(s) + V (s) + VcR(s) （7.32）
∆c(s) = −Fh(s)Ψe(s)− Ft(s)Ye(s)− Γ(s) （7.33）

ここで，s はラプラス演算子，Fh(s) は方位フィードバックゲイン，Ft(s) は航路フィード
バックゲイン，Γ(s)は修正項で

Fh(s) = sKd +Kp （7.34）

Ft(s) = fy

(
1 + fi

1

s

)
（7.35）

Γ(s) = Γh(s) + Γt(s) （7.36）
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Kp は比例ゲイン，Kd は微分ゲイン，fy は航路ゲイン，fi は積分ゲインである。Kp とKd

は推定器がないので用いる。また，V (s)は式（7.30），（7.31）から

V (s) =
Pv(s)

Pr(s)
R(s) + Vo(s) （7.37）

になる。ここで，Vo(s)は sway速度オフセット成分で，次式になる。

Vo(s) = Pv(s)(∆vo(s)−∆ro(s)) （7.38）

よって，方位偏差と航路誤差の伝達特性は式（7.30）∼（7.33）と式（7.37）を用いて[
Ψe(s)

Ye(s)

]
=

1

D̃t(s)

[
sPr(s) −Ft(s)Pr(s)

u0Pr(s) + sPv(s) s+ Fh(s)Pr(s)

][
∆ro(s)− Γ(s)

Vo(s) + VcR(s)

]
（7.39）

になる。ここで，D̃t(s)は航路保持ループの特性多項式に相当し，次式になる。

D̃t(s) = s2 + sFh(s)Pr(s) + Ft(s) (u0Pr(s) + sPv(s)) （7.40）

式（7.39）で，外乱成分と修正量に対する定常値を求めると

lim
t→∞

[ψe(t)] = [sΨe(s)]s=0 = −vo(0) + vcR(0)

u0
（7.41）

lim
t→∞

[ye(t)] =


0 (fi ̸= 0)

δro(0)− γ(0)

fy
+Kp

vo(0) + vcR(0)

fyu0
(fi = 0)

（7.42）

になる。ここで，D̃t(s)の特性根は安定（根の実数部は負値である）とし，添字 (0)は初期
値，vo(0) = Kv(δvo(0)− δro(0))である。上式から，次の誤差特性をもつ。

• 方位偏差は方位周り外乱成分に起因する誤差を生じないが，横方向外乱成分に起因す
る誤差を生じる。その誤差は斜航角として現れる。

• 航路誤差は積分器の有無で差が現れる。積分器なしでは修正量による対策を講ずる。
– 積分器ありは，外乱成分から航路誤差 ye を生じず，1形サーボ特性をもつ。
– 積分器なしは，外乱成分から ye が生じる。ye を次式の修正量 γ(0) = γh(0) +

γt(0)によって補償する。ここで，添字 ˆは推定値である。
γh(0) = δ̂ro(0)

γt(0) = Kp
v̂o(0) + v̂cR(0)

u0

（7.43）
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7.3.2 フィードバック制御
フィードバック制御は閉ループ制御系の安定化を確保するものである。閉ループ制御系は

式（7.27）～（7.29）に示すように，方位系と航路系に分離されている。前者のフィードバッ
ク制御は 6章で設計済みなので，本節では後者のものを設定する。
特性多項式 Dt(s)は式（7.40）から，次式になる。

Dt(s) =
Trs+ 1

µTr
D̃t(s)

= sDh(s) +
1

µTr
Ft(s) (u0Kr + sKv) （7.44）

ここで，D̃t(s)を

s+ Fh(s)Pr(s) =
µTr

Trs+ 1
Dh(s) （7.45）

u0Pr(s) + sPv(s) =
1

Trs+ 1
[u0Kr (Tr3s+ 1) + sKv (Tv3s+ 1)]

≈ 1

Trs+ 1
(u0Kr + sKv) （7.46）

で置き換え，次式の方位保持システムの結果を用いて

µ = 1 +KdTr3
Kr

Tr
（7.47）

Dh(s) = s2 + 2ζhωhs+ ω2
h （7.48）

ζh は減衰係数，ωh は固有角周波数である。なお式（7.46）で，Tr3, Tv3 を 0 < Tr3 ≪ |Tr|，
0 < Tv3 ≪ |Tr|の関係から省いても，航路保持ループに与える影響は無視できるとする。

( 1 ) 航路ゲイン
航路ゲイン fy は航路誤差を減衰し，航路保持ループを安定化する。fy はDt(s)に設計パ

ラメータの減衰係数 ζt を与えて求める。このとき積分ゲインを fi = 0 として，式（7.44）
を因数分解すれば，

Dt(s) = sDh(s) + fyCt (s+ zt) （7.49）
= (s+ at)

(
s2 + 2ζtωts+ ω2

t

) （7.50）

となる。ここで，zt はゼロ点，at は正の係数，ζt は減衰係数，ωt は固有周波数，

Ct =
Kv

µTr
< 0, zt = u0

Kr

Kv
< 0 （7.51）
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である。航路保持ループの特徴は Ct と zt が負になるため，fy が大きくなると不安定にな
ることである。式（7.49），（7.50）において sの係数を比較すると，次式を得る。

s2 : 2ζtωt + at = 2ζhωh

s1 : ω2
t + at2ζtωt = ω2

h + fyCt

s0 : atω
2
t = fyCtzt

（7.52）

上式から ωt に関して解くと，3次方程式が得られ，次式になる。

2ζtω
3
t +

[(
1− 4ζ2t

)
zt − 2ζhωh

]
ω2
t + 2ζhωh2ζtωtzt − ω2

hzt = 0 （7.53）

上式で係数の符号には正負があるため，解も同様である。よって，上式に ζt を与えると，
ωt の解は正の最小値として求まる。その正の最大値は ωh から派生した値で，at ≤ 0にな
るため除かれる。解 ωt を用いて，at，fy は次式から求まる。{

at = 2ζhωh − 2ζtωt

fy = atω
2
t (Ctzt)

−1
（7.54）

( 2 ) 積分ゲイン
積分ゲイン fi は式（7.42）に示すように，舵角オフセット成分や潮流成分に起因する航路

誤差を除去する。fi は既に求めた航路ゲイン fy を用いて，設計パラメータの減衰係数 ζi を
与えて求める。特性多項式は積分器の導入によって 3次式から 4次式になり，新たに原点付
近に共役根が派生する。
積分ゲインをもつ特性多項式 Dti(s)は式（7.44）を因数分解すれば，

Dti(s) = s2Dh(s) + fyCt(s+ fi) (s+ zt) （7.55）
=
(
s2 + 2ζtiωtis+ ω2

ti

) (
s2 + 2ζiωis+ ω2

i

) （7.56）

となる。ここで，添字 ti, iはそれぞれ 3次根の共役根 ωt および実根 at から派生したもの
である。式（7.55），（7.56）において，sの係数を比較すると，次式を得る。

s3 : 2ζtiωti + 2ζiωi = 2ζhωh

s2 : ω2
ti + 2ζtiωti2ζiωi + ω2

i = ω2
h + fyCt

s1 : 2ζtiωtiω
2
i + 2ζiωiω

2
ti = fyCt (fi + zt)

s0 : ω2
tiω

2
i = fyCtfizt

（7.57）

上式から ωi に関して解くと，4次方程式が得られ，次式になる。(
4ζ2i − 1

)
ω4
i + 2ζi

[(
2− 4ζ2i

)
zt − 2ζhωh

]
ω3
i

+
[(
4ζ2i − 1

)
2ζhωhzt + ω2

h + fyCt
]
ω2
i

−2ζizt
(
ω2
h + fyCt

)
ωi + fyCtz

2
t = 0 （7.58）
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上式で，係数の符号には正負があるため，解は正の 3根と負の 1根になる。よって，上式
に ζi を与えると，ωi の解は正の最小値として求まる。その他の正の根は ζti が負または虚
数になるため適切でない。解 ωi を用いて，ωti，ζti と fi は次式から求まる。

ωti =
[
ω2
h + fyCt − 2ζhωh2ζiωi +

(
4ζ2i − 1

)
ω2
i

]1/2
ζti = (ζhωh − ζiωi) (ωti)

−1

fi = ω2
i ω

2
ti (fyCtzt)

−1

（7.59）

7.3.3 状態推定器
航路保持制御ループは，航路誤差のローパスフィルタおよび潮流成分の状態推定器をも

つ。前者はその検出信号に含まれる外乱成分（GNSS による位置信号のポジションジャン
プ，波浪成分など）をろ過する。後者は潮流成分と，船速以外に船体位置を移動させる成分
とを合わせて推定し，航路保持中だけでなく航路旋回中でも動作する。推定した潮流成分は
航路誤差を修正するために利用する。
フィルタ時定数および推定ゲインは航路保持ループの固有角周波数 ωt を与えて求める。

( 1 ) 航路誤差フィルタ
航路誤差フィルタ（ローパスフィルタ，LPF）は式（7.28）から，

˙̂ye =
1

Ty
(ȳe − ŷe) （7.60）

になる。ここで，添字 ¯は検出値，ˆは推定値，Ty はフィルタ時定数，

Ty =
1

ρtωt
（7.61）

ρt は設計パラメータの推定係数，ωt は式（7.53）の解である。

( 2 ) 潮流成分の推定
潮流成分は保持や旋回の航行中に関係なく変化するため，航路制御においてそれを常に推

定できることが要求される。潮流成分は式（7.21）から参照方位の変換行列を介して，航路
誤差ループに入力する。参照方位が変化する旋回時では，潮流成分に非線形要素 sin, cosが
含まれ，線形推定器では取り扱いが難しくなる。
そこで，潮流成分の推定動作を航路誤差ループから独立して構成することによって，線形

方程式で対応できる。なお，潮流推定は船体位置の変化から求めるため，潮流成分は風力な
どの外乱成分と分離できない。風力成分は未知とするためである。
潮流成分の推定（潮流推定）を対地座標で構成する。船位移動速度は式（7.14）になり，

その位置情報は GNSSから検出される。よって，その推定値（添字 ˆ）は次式になる。[
˙̂x
˙̂y

]
=

[
ûn
v̂n

]
+

[
ûc
v̂c

]
（7.62）
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ここで， ˙̂x, ˙̂y は船位移動速度，ûc, v̂c は潮流成分，ûn, v̂n は船体対地速度である。
潮流推定式を上式から構成すると，次式のように x系，y 系に関して相互干渉せずに同形

に分離され，参照方位を含まない線形式で記述できる。{
˙̂xc = Acx̂c +Bcûn +Kc(x̄− x̂)

x̂ = Ccx̂c
（7.63）

{
˙̂yc = Acŷc +Bcv̂n +Kc(ȳ − ŷ)

ŷ = Ccŷc
（7.64）

ここで，Kc は潮流推定ゲイン，

x̂c =

[
x̂
ûc

]
, ŷc =

[
ŷ
v̂c

]
, Kc =

[
kc1
kc2

]
（7.65）

Ac =

[
0 1
0 0

]
, Bc =

[
1
0

]
, Cc =

[
1 0

] （7.66）[
ûn
v̂n

]
= ΩB

E(ψ̄)

[
ū
v̂

]
（7.67）

ūは前進速度（対水船速），̂vは横流れ速度で式（7.5）から求める。潮流推定式は式（7.63），
（7.64）でパラメータはKcのみになり，̂un, v̂nと船体位置とを入力して，潮流推定値 ûc, v̂c

を出力する。
推定ゲインKc は，潮流推定式の特性多項式から求める。その特性多項式は次式になる。

Dec(s) = det (sI −Ac +KcCc)

= det

[
s+ kc1 −1
kc2 s

]
= s2 + kc1s+ kc2

= (s+ ωec)(s+ ωeco) （7.68）

ここで，detは行列式，I は 2× 2の単位行列，ωec, ωeco は角周波数で，{
ωec = ρcωt

ωeco = ρcoωt
（7.69）

ρc, ρco は設計パラメータの推定係数である。よって，潮流推定ゲインは次式になる。{
kc1 = ωec + ωeco

kc2 = ωecωeco
（7.70）

( 3 ) 潮流成分の修正
潮流成分による航路誤差は式（7.43）に v̂cR を代入して修正する。潮流成分の推定値は式

（7.63），（7.64）から求める。横流れ速度 v は検出しないので，その推定値 v̂ は未知の sway

舵角オフセット成分 δvo による誤差をもつ。そのため，潮流推定値もまた δvo による推定誤
差をもつ。v̂cR は推定潮流成分を式（7.21）に代入し，参照方位 ψR で座標変換して求める。



7.3 制御システム 167

( 4 ) sway速度オフセット成分の修正
sway速度オフセット成分 vo の推定値 v̂o は式（7.38）に yaw舵角オフセット成分 δ̂ro を

代入して求める。δvo は未知なので，v̂o は推定誤差をもつ。vo による航路誤差は v̂o を式
（7.43）に代入して修正する。

7.3.4 外乱修正の効果
推定値 v̂cR, v̂o は横流れ速度 v を使用しないので，その推定値 v̂ を用いて求める。v̂ は未

知の δvo による誤差をもつ。そのため，v̂cR は式（7.67）の v̂ から式（3.43）を経て，v̂o は
式（7.38）の δvo からそれぞれ推定誤差をもつ。
外乱成分による航路誤差は式（7.43）の修正量 γt に推定値 v̂cR, v̂o を与えて修正する。こ

のとき，γt は v̂cR, v̂o の推定誤差を相殺し，適切な修正ができることを説明する。
潮流推定の誤差を求める。対地速度の定常値は式（7.62）から，[

ug
vg

]
=

[
ûg
v̂g

]
=

[
ûn
v̂n

]
+

[
ûc
v̂c

]
（7.71）

になる。上式の推定値を真値と誤差で定めると，次式になる。[
ûn
v̂n

]
=

[
un
vn

]
+

[
∆un
∆vn

]
（7.72）[

ûc
v̂c

]
=

[
uc
vc

]
+

[
∆uc
∆vc

]
（7.73）

ここで，∆は誤差項を意味する。上式を式（7.71）に代入すると，誤差項の条件は[
∆un
∆vn

]
+

[
∆uc
∆vc

]
=

[
0
0

]
（7.74）

になるから，潮流推定誤差は[
∆uc
∆vc

]
= −

[
∆un
∆vn

]
= −ΩB

E(ψ̄)

[
∆u
∆v

]
（7.75）

として求まる。ここで，∆u, ∆v はそれぞれ surge速度と sway速度の誤差である。
修正量 γt を求める。上式を参照方位で行列変換すると，潮流推定誤差は式（7.20）から，[

∆ucR
∆vcR

]
= −ΩB

E(ψ̄e)

[
∆u
∆v

]
≈ −

[
1 −ψ̄e
ψ̄e 1

] [
∆u
∆v

]
≈ −

[
∆u
∆v

]
（7.76）

となる。ここで，ψ̄e は微小として省く。いま，仮修正量 γ̃t をγ̃t = Kp
v̂cR
u0

v̂cR = vcR +∆vcR

（7.77）
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とおく。仮修正量の残差は式（7.43）から，

γ̃t − γt =
Kp

u0
[vcR +∆vcR − (vo + vcR)] =

Kp

u0
(−∆v − vo) （7.78）

になる。また，∆v は δ̂ro = δro，δvo は未知と式（7.38）の定常値から，
∆v = v̂o − vo

v̂o = −Kv δ̂ro

vo = Kv(δvo − δro)

（7.79）

になる。上式から v̂o = vo +∆v になる。修正量 γt は式（7.78）から仮修正量 γ̃t に既知の
v̂o を加えれば，γt = γ̃t + v̂o になる。したがって，修正量 γ は次式になる。

γ = γh + γt

γh = δ̂ro

γt = Kp
v̂cR + v̂o

u
+Kd

˙̂vcR
u

（7.80）

ここで， ˙̂vcR は航路旋回時の潮流修正に対応する（9章参照）。
よって，外乱成分を修正する推定値 v̂cR, v̂o に未知の δvo による誤差がある場合でも，修

正量 γt は両者の推定値を用いることでその誤差が相殺されて，航路誤差が生じない。

7.3.5 潮流補償方式の評価
航路誤差制御において，潮流成分の補償方式について評価する。

( 1 ) 積分器有無の比較
その補償方式をまとめると，航路保持システムの性能は次のようになる。
1. 積分器の有無によるサーボ特性を 7.3.1 節の結果から表 7.1 にまとめる。同表から，
積分器有り場合は，無し場合よりサーボ特性が向上する。

2. 積分器有りは 7.3.2節の結果から，無しより閉ループ安定性を低下させる傾向をもつ。
（a）有りは，閉ループの次数が 1つ増えて代表根が共役根になる。共役根はパラメー

タ誤差により，その減衰係数が小さくなり安定性が下がる場合を生じる。
（b）無しは，推定値の修正量を用いるため，有りに比べ代表根がパラメータ誤差に影

響しにくい。航路旋回でも潮流推定ができるため，誤差修正に利用できる。
3. 両者の比較から，設定の簡便さよりも閉ループ安定性を重視するので，潮流推定方式
を選択する。ただし，修正量は近似誤差を含むため，微小の航路誤差を生じる。

( 2 ) 潮流成分の補償方法
航路誤差制御は図 7.7 に示すように，ケース（a），（b）と（c）[72] の潮流補償の方法が

ある。ケース（b）は潮流成分に，（a）と（c）は航路誤差に着目したものである。同図で，
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表 7.1 積分器の有無によるサーボ特性

積分ゲイン fi ̸= 0 fi = 0

入力 ψR vcR ψR vcR

ψe 1 型 0 型 1 型 0 型

ye 2 型 1 型 1 型 1 型

γt c

fy

fy fi
∫
d t

fy

fy
ŷe

ŷe

γt a

ye

Case (b)

ye

u, x , y

Case (a)

Case (c)

ye

γt b

ŷe

δt

Current

estimator
Bias

δt

LPF

estimator

δt−

−

−

−

−

−

LPF

図 7.7 航路誤差制御の補償方法

LPFはローパスフィルタ，estimatorは推定器，添字 ˆは推定値，¯は検出値，γt は修正量
である。

ケース（a） 積分方式である。
• 積分器の極は閉ループの代表根（共役根）になるため，その安定性に影響する。
• 修正量 γt a は積分器出力に相当する。

γt a = fyfi

∫
ŷedt （7.81）

ここで，ŷe は ye の LPF出力，fy は航路ゲイン，fi は積分ゲインである。

ケース（b） 潮流方式である。



170 第 7章 航路保持システム
• 潮流成分の推定値を潮流推定器で求めてから，推定潮流成分 v̂cR に変換する。
• v̂cR は閉ループと弱く結びつくため，ケース（a）に比べて安定性に影響しにくい。
• 修正量 γt b は次式になる。

γt b = f1
v̂o + v̂cR

ū
（7.82）

ここで，f1 は比例ゲイン，v̂o は推定 sway速度オフセット，ūは検出対水船速，

v̂o = −Kv δ̂ro[
ûcR

v̂cR

]
= ΩE

B(ψR)

[
ûc

v̂c

]

ΩE
B(ψ) =

[
cosψ sinψ

− sinψ cosψ

] （7.83）

ûc, v̂c は推定潮流成分，Kv は横流れゲイン，δ̂ro は推定 yaw舵角オフセットである。

ケース（c） バイアス方式である。
• 航路誤差 ye に含まれる一定バイアス成分（v̂cRと等価）を推定する。ψR が一定の航
路保持では有効であるが，ψR が変化する航路旋回では推定誤差が生じる。

• バイアス推定器は潮流推定器と同一の構成とゲインからなる。その極は閉ループの代
表根から充分に離れているので，（a）に比べて閉ループ安定性に影響しにくい。

• 補償方法は，次式になる。[
˙̂ye
˙̂vb

]
= Ac

[
ŷe
v̂b

]
+

[
v̂e
0

]
+Kc(ye − ŷe) （7.84）

δt = − (fy ŷe + γt c) （7.85）

γt c = f1
v̂o + v̂b
ū

（7.86）

ここで，v̂b は ye に含まれるバイアス成分の推定値，Ac, Kc は式（7.65），（7.66），{
v̂e = v̂ + ψ̂eū

V̂ (s) = Pv(s)∆c(s)
（7.87）

v̂ は推定 sway速度，Pv(s)は sway伝達関数である。

各ケースの修正量 各ケースの修正量の定常値は参照方位と潮流成分が一定ならば，
γt a = γt b = γt c （7.88）

のように同一になる。ただし，γt b は実用的上問題ない近似誤差をもつ。

( 3 ) 潮流補償の評価
3つの潮流補償方式を表 7.2に比較する。同表から，ケース（b）は保持と旋回の航行で最

適な性能をもち，推奨できる。ケース（b）のみが潮流成分を直接推定できるからである。
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表 7.2 潮流補償方式の比較

ケース 方式 閉ループ安定性 旋回航行 評価

（a） 航路誤差の積分 影響する 過渡現象発生 △
（b） 潮流成分の推定 同上少ない 同上抑制 ⃝
（c） バイアス成分の推定 ↑ 同上発生 △

表 7.3 航路保持ループの設計パラメータ

Polynomial Parameter Setting

Dt(s) ζt = ζh = 1/
√
2 ωt, at, fy

Di(s) ζi = 0.9 ωi, ωti, ζti, fi

Ty ρt = ρh Ty = 1/(ρtωt)

Dec(s) ρc = ρh, ρco = ρho ωec = ρcωt，ωeco = ρcoωt

7.4 減衰係数
航路保持システムの制御ゲインを設定する設計パラメータについて説明する。その設計パ

ラメータは方位保持システムのもの（6章の表 6.1参照）に基づき，表 7.3にまとめる。方
位保持システムの制御ゲインを求めてから，航路保持システムのものを求める。
航路ゲイン fy は減衰係数 ζt を与えて計算する。ζt は設計パラメータの 1 つであり，閉

ループ安定性に影響するため，その特性を明らかにしておく。その解析には根軌跡法 [25]を
利用する。
航路保持ループの特性多項式は式（7.49）において，sway船体運動から起因した係数が

Ct < 0およびゼロ点が zt < 0になる特徴をもつ。そのため，航路ゲイン fy が大きくなる
と，特性根の共役根は不安定側に移動し閉ループ安定性は低下する。
式（7.49）にゼロ点なしの場合を追加すると，次式になる。

Dt(s) =

{
sDh(s) + fyCt (s+ zt) (with zero)

sDh(s) + fyCtzt (without zero)
（7.89）

ここで，Dh(s)の共役根は rh1, h2 = −ζhωh ± ωh
(
1− ζ2h

)0.5，Ctzt = u0
Kr

µTr
> 0である。

上式と等価な開ループ伝達関数は fy をゲインとして，次式になる。

GHt(s) =
Ct

sDh(s)
×

{
(s+ zt) (with zero)

1 (without zero)
（7.90）
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図 7.8 GHt(s)の根軌跡の 1例

ここで，Dt(s) = 1 + fyGHt(s)である。
上式の根軌跡の 1例を図 7.8に示す（数値は 7.6節を参照）。同図で，印 ×は極，⃝はゼ

ロ点，ゼロ点がある場合は実線，ない場合は破線，（a）は広範囲，（b）は原点付近の拡大を
それぞれ示す。fy が大きくなると，共役根は極から移動する。（a）では，共役根 rh1, h2 は
ゼロ点がない場合は漸近線 ±60度（実軸の正方向に対して）に収束し，ゼロ点がある場合
はそのゼロ点と正の値に向かう。（b）では，ゼロ点がある場合の根軌跡はゼロ点がない場合
に比べて，より実軸側に移動する。
式（7.89）のゼロ点がある場合で，fy に関する根の感度を求める。与式を微分すると，

dDt(s)

dfy
=

[
d (sDh(s))

ds
+ fyCt

]
ds

dfy
+ Ct (s+ zt) = 0 （7.91）

になる。ここで，

d (sDh(s))

ds
= 2Dh(s) + s2 − ω2

h （7.92）

である。
根の感度 ssfy は fy に関する sの微係数に相当するので，

ssfy =
ds

dfy
= −Ct

N (s)

D(s)
（7.93）
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になる。ここで，{
N (s) = s+ zt

D(s) = 2Dh(s) + s2 − ω2
h + fyCt

（7.94）

である。
fy = 0での共役根の感度を求める。共役根は方位保持ループの根に相当し，その 1つを

r1 = −ζhωh + jωh

√
1− ζ2h = ar1(cos θr1 + j sin θr1) （7.95）

にする。ここで，減衰係数 ζr1 = ζh と偏角 θr1 の関係は ζr1 = cos θr1 になり，

ar1 = ω2
h, θr1 =

1

4
π （7.96）

である。偏角の取り方は図 7.9に示す。r1 を式（7.94）に代入すると

N(s)|s=r1 = −ζhωh + zt + jωh

√
1− ζ2h = an(cos θn + j sin θn) （7.97）

D(s)|s=r1 = ω2
h(−1− j) = ad(cos θd + j sin θd) （7.98）

になる。ここで，
an =

√
(−ζhωh + zt)

2
+ ω2

h (1− ζ2h)

θn = tan−1

(
ωh
√

1− ζ2h
−ζhωh + zt

)
=


π

4
(zt = 0)

0 (zt = −∞)

（7.99）

ad =
√
2ω2

h, θd = −1

4
π （7.100）

になる。ここで，zt = −∞は式（7.89）でゼロ点なしの場合に相当する。よって，極 r1 で
の感度は式（7.93）から，次式になる。

sr1fy = −Ct
N (s)

D(s)

∣∣∣∣
s=r1

= −Ct
an
ad

(cos θ + j sin θ) （7.101）

ここで，θ = θn − θd である。このとき，感度の偏角は次式になる。
π

4
≤ θ ≤ π

2
(−∞ ≤ zt ≤ 0) （7.102）

よって，偏角 θ はゼロ点の存在によって，45度より大きくなる。
このとき，極 r1 の位置変化は航路ゲイン ∆fy を微小とすれば，

r′1 ≈ r1 + sr1fy∆fy （7.103）

に近似できる。上式の関係を図 7.9に示す。r′1 の減衰係数は θ′r1 < π/4なので，ζ ′t > ζh に
なる。また，共役根は図 7.8に示すように，fy が大きくなると，不安定になる傾向をもつ。
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図 7.9 r1 と r′1 のベクトル表示

この結果，ζt は ζh から増加し最大値に達して，その後減少し ζh を通過する。図 7.8（b）か
ら，ζt は ζh と比べて，黒丸の小が最大，中が等価，大が根軌跡曲線の極値を示す。
よって，減衰係数 ζt は設定の単純化および統一化を考慮して，つぎの条件を選ぶ。

ζt = ζh （7.104）

このとき，ωt の 3根は図 7.8で，ゼロ点あり（実線）と角 θr1 = cos−1 ζt の右下がり線（1

点鎖線）との交点になり，求める解は正の最小値に相当する。また式（7.53）は (ωt − ωh)

で因数分解でき，ωh > ωt > 0は次の 2次式からも求まる。
√
2ω2

t − ztωt + ωhzt = 0 （7.105）

7.5 外乱除去性
航路保持制御システムの外乱除去性を説明する。
外乱成分の影響は，次の 3つについて示す。制御システムで補償できるものと，できない

ものに分ける。前者には，舵角オフセット δro, δvo，潮流成分 uc, vc がある。後者には，波
浪成分 ψw，GNSSの船位誤差成分がある。後者において，外乱成分の影響は次に示すよう
に厳しいものでない。

( 1 ) オフセット成分の影響
オフセット（バイアス）成分には，舵角成分 δro, δvo，潮流成分 uc, vc がある。航路フィー

ドバックの積分器あるいは修正量 γ を利用して，航路誤差の発生を防止できる。

( 2 ) 波浪成分の影響
検出方位 ψ̄ = ψ + ψw が図 7.6で，u0 を介して航路誤差ループに入力する。波浪成分 ψw

はそのループの積分器で十分に減衰する。よって，波浪成分の影響は，方位保持システムの



7.6 検証 175

表 7.4 船体パラメータと制御ゲイン

h/t Kr Tr Tr3 Kv Kr/Tr Kv/Kr

[1/s] [s] [s] [m/s] [s-2] [m]

h 0.0841 31.9 0.138 -5.13 0.00264 -61.0

t 0.103 43.0 0.258 -7.39 0.00239 -72.0

Kd f1 f2 ωh ph ρh2 ρh

[s] [s] [rad/s] [s]

h 15.6 0.994 15.4 0.0512 122.6 4.63 7.29

t 19.1 0.988 18.8 0.0486 129.2 5.16 8.21

fy ωt at ωt/ωh fi ωi ζti ωti

[rad/m] [rad/s] [rad/s] [rad/s] [rad/s]

h 0.00136 0.0364 0.0210 0.711 0.00527 0.00993 0.758 0.0386

t 0.00130 0.0337 0.0211 0.692 0.00505 0.00967 0.766 0.0360

場合とほぼ等価になる。

( 3 ) GNSSの船位誤差成分の影響
GNSSの分解能を 0.001′ = 1.852 m（プライム ′ は弧度法の 1分を示す）とする。航路ゲ

インを fy = 0.1 deg/mとすれば，舵角換算で 0.2 degになる。よって，その分解能による
舵角誤差はほぼ無視できる。

GNSSはポジションジャンプとよばれる位置誤差が発生する。ポジションジャンプは突
発的なもので，事前策を講じにくい。発生時の対応に特許文献 [73]が利用できる。

7.6 検証
提案した航路保持システムの制御性能をシミュレーションによって検証する。制御性能は

船体パラメータ，波浪外乱と潮流修正についての影響を評価する。
シミュレーション条件を示す。参照方位は ψR = 0 deg，初期方位は ψ = 3 deg，方位誤

差は ψe = 3 deg，初期船速は U0 = 15 kn，刻み時間は 0.2 sである。
船体運動モデルは mariner classで L = 160.93 m，第 3章の非線形モデルを用いる。外

乱成分は，舵角オフセット成分は船体モデル由来で δro = δvo = 1.1 deg，波浪成分の振幅は
aw = 1 deg，その周期は 13 s，潮流成分の速度は Uc = 3 kn，その角度は ψc = 90 deg で
ある。
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船体パラメータは方位制御と航路制御によるパラメータ同定から求めたもので，初期船速

15 kn，変針量 15 deg，更新回数 5回目の同定値である。波浪パラメータの周期はその外乱
成分と一致し pw = 13 s（角周波数は ωw = 2π/pw [rad/s]），その減衰係数は ζw = 0.1で
ある。
制御ゲインは，方位保持システムのものは 6章を参照し，航路誤差システムのものは 7.3

節と表 7.3を参照する。船体パラメータと制御ゲインを表 7.4にまとめる。同表で，hは方
位制御を，tは航路制御をそれぞれ意味する。推定係数 ρh は hと tの場合でノッチフィル
タ条件に適合している。潮流成分の修正方法は特記しない限り，潮流補償を利用する。な
お，方位保持システムと潮流推定のそれぞれの推定ゲインは割愛する。

7.6.1 船体パラメータ
方位制御 HC と航路制御 TC の場合で，船体パラメータの同定値 h，t による影響を図

7.10に示す。同図はそれぞれの場合の応答結果で，次のことがわかる。
• HCと TCの場合で，パラメータ h，tによる大きな差異は生じない。h，tの差異は
制御システムに影響をほとんど及ぼさない。

• 命令舵角 δc は，船体モデルの舵角オフセット δro を相殺する値に迅速に収斂してい
る。δc は舵角オフセット δvo による影響を受けない。

• 船体速度 u，v の変動はそれぞれのオフセットにより，固定分が生じる。

7.6.2 波浪外乱
前節で，命令舵角の定常値は HCと TCで差異が生じない。波浪外乱がある場合の影響を

示す。波浪外乱 ψw は次式によって，航路保持システムに入力する。

ψ̄ = ψ + ψw, ψw = aw sin(ωwt) （7.106）

ここで，ψ は船首方位，ψ̄ は検出方位である。図 7.11 は，船体パラメータが同じである
HC：tと TC：tの場合での応答結果を示す。同図から，次のことがわかる。

• 両者とも，図 7.10と比べて波浪成分を除けば，大きな差異はない。
• 命令舵角 δc では，HCと TCの差異がほとんど生じない。両者の δc の定常値は船体
パラメータが同じならば，波浪外乱がある場合でもほぼ同じ値になる。

• 上記理由は，表 7.4の航路ゲインが fy = 0.0013であるため，δc に含まれる航路制御
成分の影響が小さくなるからである（7.5節参照）。
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7.6.3 潮流修正
潮流成分を修正する方法は 7.3.5節で 3つのものを提案している。それらの修正量をまと

めると，次式になる。

γt =



fyfi

∫
ye(t)dt (integral)

f1
v̂cR + v̂o

u
+ f2

˙̂vcR
u

(current)

f1
v̂b + v̂o
u

(bias)

（7.107）

それらの潮流修正の評価を TC：tの場合で，図 7.12と 7.13に示す。同図で，3つの修正
方法の応答結果から，次のことがわかる。

• 図 7.12 (a)は船体運動で，積分方式が他のものに比べて運動量が大きくなっている。
• 図 7.12 (b)の誤差量は，積分方式が共役根による減衰振動で，他のものはバイアス成
分による指数減衰で，それぞれ同じ定常値に収束している。航路誤差はゼロになる。

• 図 7.12 (b)の舵角量は，積分方式が他のものより振動的になっている。
• 図 7.13の潮流推定値は推定誤差をもつ。だが図 7.12 (b)の潮流方式の航路誤差は生
じない。よって，7.3.3節の検討が適切であることを示す。

• 図 7.13の修正量は，3つとも同一の値に収束している。式（7.88）を確認できた。
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7.7 結言
本章は，航路保持システムの設計手法を提案し，その有効性をシミュレーションによって

検証した。方位保持システムは 6章で解析的に設計した。本提案手法はその解析知見を航路
保持システムに適用したものである。
本内容は次のようになった。

• 制御対象を方位保持モデルと航路誤差モデルから構成し，閉ループ制御系を設定した。
• 制御システムはフィードバック制御，フィルタと潮流推定からなる。潮流誤差の修正
方法は積分器の利用より，潮流推定値のほうが閉ループ安定性が高いことを示した。

• 制御ゲインは設計パラメータによって求める。設計パラメータは方位保持システムの
ものと共有化を図るため，フィードバック制御の減衰係数特性を解析して定めた。

• 外乱除去性は航路誤差の初期値による過渡現象を除くと，方位保持システムとほぼ同
等であることを示した。

• シミュレーション検証では船体パラメータ，波浪外乱と潮流修正方法の影響に関して
実施した。その結果，本提案手法の有効性が確認できた。
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第 8章

方位旋回システム

8.1 緒言
方位制御システム（Heading Control System）は，設定方位に船首方位を追従させるも

ので，保針と変針の機能をもつ。設定方位が別の値に更新されたら，変針が開始する。本章
は，その動作を実現する方位旋回システム（Course-changing system）を設計する。方位旋
回システムは開ループ型軌道追従制御である。変針条件は変針量，旋回角速度，舵角，舵速
度と初期方位が与えられる。
変針機能は従前の場合，フィードバック制御による閉ループ制御システムに，設定方位と

船首方位との方位誤差を入力することで実現している。フィードバック制御が積分器をもつ
ならば，設定方位が一定のとき 1 形サーボ系に，ランプのとき 0 形サーボ系（追従遅れが
生じる）にそれぞれなる。フィードバック制御は保針機能も兼ねるため，サーボ問題（追従
性）とレギュレータ問題（閉ループ安定性と外乱除去性）の双方を適切に対処できない。そ
れは，両者の性能がトレードオフの関係をもつからである。
変針機能は昨今，性能向上への要求が高まっている。たとえば，旋回角速度一定や旋回半

径一定などの実現である。それらを実現するための課題は，
1. フィードバック制御の影響を直接受けないで変針できる。
2. 変針中の船首方位を制御できる。
3. 変針途中で別の変針に連続的に移行できる。
4. 変針中の命令舵角は操舵機の入力制限の影響を受けない。

などに対処する必要がある。
それらの課題を解決する方策は，課題の番号に呼応して
1. フィードバック制御とフィードフォワード制御による 2 自由度制御系 [19] を採用す
る。フィードフォワード制御は船体モデルの逆特性を用いるもので，迅速な変針を実
現する。フィードバック制御はレギュレータ問題に対応する。

2. 船首方位を設定方位ではなく，参照方位に追従させる。参照方位は変針条件を満足す
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図 8.1 方位制御システムの構成

る参照軌道からなり，軌道計画によって生成する。
3. 軌道計画に参照方位の初期値を取り込むことによって，連続的な変針軌道を生成する。
4. 軌道計画にフィードフォワード舵角とその舵速度の絶対値の最大値を考慮することに
よって，操舵機の飽和特性を無視できる。

などである。したがって，本方位旋回システムは上記の方策を講じたものを提案する。
本提案手法による方位旋回システムは，次の効果が期待できる。

• 変針条件と操舵機条件を満足できる。閉ループ制御システムによる変針機能ではその
対応が難しい。

• 変針応答はフィードフォワード制御によるものが支配的になるので，船体モデルやそ
のパラメータの適合具合が直接確認できる。その際に生じた方位誤差はパラメータ同
定システムによって修正する。

本提案手法は，文献 [74]を加筆修正したものである。

8.2 軌道追従制御
本提案手法は参照方位に船首方位を追従させるもので，軌道追従制御に属するものであ

る。その実現のために必要な仕様を示す。

8.2.1 方位旋回システム
方位制御システムの構成を図 8.1 に示す。同図で，その制御システムは参照方位生成器

と，フィードフォワード制御器とフィードバック制御器の 2 自由度制御系（Two-egree-of-

freedom Control System）から構成する。参照方位生成器は入力された変針条件から参照
方位を出力し，フィードフォワード制御器は入力した参照方位からフィードフォワード舵角
を出力する。フィードバック制御器は方位保持ループを安定化し，外乱を除去する。
方位旋回システムは参照方位に船首方位を追従させるため，軌道追従方式の開ループ制御
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Pr (s)

Pv (s)

δc
Ûδmax

SpeedRudder
limiter limiter

R (s)

∆(s)=L[δ(t )]

V (s)

δmax

図 8.2 船体運動モデルの構成

システムを採用する。方位誤差の伝達特性は

Ψe(s) =
1− Pψ(s)GFF (s)

1 + Pψ(s)GFB(s)
ΨR(s)−

1

1 + Pψ(s)GFB(s)
ΨD(s) （8.1）

になる。ここで，s はラプラス演算子，ΨR(s) は参照方位，Ψ(s) は船首方位，Ψe(s) =

ΨR(s) − Ψ(s) は方位誤差，ΨD(s) は外乱成分，GFF (s) はフィードフォワード制御器，
GFB(s) はフィードバック制御器，Pψ(s) は方位船体モデルである。GFF (s)，GFB(s) と
Pψ(s)は伝達関数である。上式より，閉ループ安定性および外乱除去性は GFB(s)に依存す
る。参照方位はそれらの性能に影響しないが，変針応答に影響を与える。
フィードフォワード舵角 ∆FF (s)は

∆FF (s) = GFF (s)ΨR(s) （8.2）

になる。ここで，フィードフォワード制御器は方位船体モデルの逆特性に相当して

GFF (s) = P−1
ψ (s) （8.3）

である。よって，船首方位は

Ψ(s) = Pψ(s)∆FF (s) = ΨR(s) （8.4）

になり，参照方位に一致する。なお，方位誤差が方位船体モデルのパラメータ誤差に起因す
る場合，パラメータ誤差は同定系によって修正される。
船体運動モデルの構成を図 4.4 に示す。同図で，船体運動モデルは操舵機特性を含むの

で，命令舵角 δc はその入力制限を受ける。入力制限は舵角振幅と舵速度振幅からなる。そ
のため，フィードフォワード舵角はそれらの入力制限以下に収まるように，参照方位を生成
する必要がある。加えて，参照方位にその初期値を考慮することによって，変針途中で別の
変針に変更することができる。参照方位生成器は参照方位にそれらの入力制限やその初期値
を組み込む一連の処理を実施する。
方位船体モデルは，フィードフォワード舵角が操舵機の入力制限以下の場合

Pψ(s) =
Pr(s)
s

=
Kr(Tr3s+ 1)

s(Trs+ 1)
（8.5）
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表 8.1 旋回条件と参照信号の関係

旋回条件 参照信号 設定値 達成基準

変針量 ∆ψR ∆ψset |∆ψR| = ∆ψset

角速度 rR = ψ̇R rset max{|rR|} ≤ rset

舵角 δR δset max{|δR|} ≤ δset

舵速度 δ̇R δ̇set max{|δ̇R|} = δ̇set

になる。ここで，Pr(s)は yaw運動モデル，Kr は旋回力ゲイン，Tr, Tr3 は時定数で

0 < Tr3 ≪ |Tr|　 （8.6）

である。なお，Pv(s)は sway運動モデルである。
フィードフォワード舵角を

∆FF (s) =
1

Tr3s+ 1
∆R(s) （8.7）

とする。ここで，∆R(s)は参照舵角とよび

∆R(s) =
Tr
Kr

(
s2 +

1

Tr
s

)
ΨR(s) （8.8）

である。∆FF (s)は ∆R(s)の 1次遅れ出力に相当する。
フィードフォワード舵角と参照舵角の関係は，式（8.7）から次式になる。{

max{|δR|} > max{|δFF |}

max{|δ̇R|} > max{|δ̇FF |}
（8.9）

ここで，参照方位は一定でないとする。上式の大小関係は式（8.6）から小さな差になる。だ
が，参照舵角を用いることは操舵機の入力制限が狭くなり（仕様が厳しくなる），かつ Tr3

が省ける利点をもつ（手順が簡素化できる）ことになる。
よって，方位旋回システムは参照舵角を用いて設計する。参照方位 ψR と参照舵角 δR を

合わせて，参照信号（添字 R）とよぶ。

8.2.2 軌道計画の仕様
軌道計画は，変針（旋回）仕様を満足する参照信号を構築することである。その仕様は，

船体モデルのパラメータ（安定船，不安定船），変針条件（変針量∆ψset，旋回角速度 rset），
操舵機制約（舵角設定値 δset，舵速度設定値 δ̇set）と初期値（参照方位 ψ̈R(0), ψ̇R(0)およ
びその 1 次遅れ信号 ψ̈Rf (0), ψ̇Rf (0)）からなり，その一部を表 8.1 にまとめる。ここで，
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max {|δR |} ≤ δset

0

max {| ¤δR |} ≤ ¤δset

ψset

(a)

¤ψR ≤ rset

(b)

0

ψRd

ψRa

ψRv

ψR

δR

Ta Ta +Tv +TdTa+Tv t

t

s

図 8.3 参照信号の時系列

ψ̈Rf (0), ψ̇Rf (0)はフィードフォワード舵角の初期値を設定するために用いる。詳細は付録
8.A節を参照されたい。旋回角速度と舵速度は調整量になり，それらの設定値より低く設定
する場合がある。角速度設定値を充分に高くすることは，角速度を最大にすることと等価に
なる。
参照方位は，次の要件を満たす 4次の時間関数になる。

• 加速，等速と減速の各モードから構成する。等速モードは角速度が一定になる。
• フィードフォワード制御の関係から，方位船体モデルの次数で微分するため，2階微
分可能が必要になる。

• その 2階微分値がモード間の連続性を保証するため，各モードの終端とその次の開始
とでゼロになる必要がある。

参照信号の時系列の一例を図 8.3に示す。変針量の符号は式の煩雑化を防ぐため，∆ψset >

0 とする。同図は，安定船（Kr > 0, Tr > 0）の場合で，（a）は参照方位，（b）は参照舵
角，tは時間，開始時間は簡略化のためゼロとし，添字 a, v, d はそれぞれ加速モード，等
速モードと減速モード，Ta，Tv，Td はそれぞれ対応するモードの時間である。なお，減速
モードの後に静定モードがある。静定モードは変針量が一定であるため省く。変針時間 Tt

は各モード時間の総和になり，次式になる。

Tt = Ta + Tv + Td （8.10）

次に，参照信号である参照方位と参照舵角の関係式を導出する。



190 第 8章 方位旋回システム

8.3 参照信号の関係式
8.3.1 参照方位
参照方位の時間関数は次式になる。

ψRa(ta) =
−µa − C1a

T 2
a

t4a
12

+
µa
Ta

t3a
6

+ C1a
t2a
2

+ C2ata （加速モード） （8.11）

ψRv(tv) = rRtv + C3v （等速モード） （8.12）

ψRd(td) =
µd
T 2
d

t4d
12

− µd
Td

t3d
6

+ C2dtd + C3d （減速モード） （8.13）

ここで，µは軌道係数とよび，rR は角速度，ta は {0 ≤ ta < Ta}，tv は {0 ≤ tv < Tv}，td
は {0 ≤ td < Td}，C は初期値，添字 1, 2, 3 はそれぞれ角加速度，角速度と角度である。例
えば C1a = ψ̈R(0), C2a = ψ̇R(0)になる。変針量の符号が正ならば，µa > 0（C1a = C2a =

0の場合）, µd > 0になる。
式（8.11）の導関数はそれぞれ，次式になる。

ψ̇Ra(ta) =
−µa − C1a

T 2
a

t3a
3

+
µa
Ta

t2a
2

+ C1ata + C2a （8.14）

ψ̈Ra(ta) =
−µa − C1a

T 2
a

t2a +
µa
Ta
ta + C1a （8.15）

...
ψ Ra(ta) = 2

−µa − C1a

T 2
a

ta +
µa
Ta

（8.16）

式（8.13）の導関数はそれぞれ，次式になる。

ψ̇Rd(td) =
µd
T 2
d

t3d
3

− µd
Td

t2d
2

+ C2d （8.17）

ψ̈Rd(td) =
µd
T 2
d

t2d −
µd
Td
td （8.18）

...
ψ Rd(td) = 2

µd
T 2
d

td −
µd
Td

（8.19）

式（8.15），（8.12）と（8.18）の角加速度の初期値と終端値はそれぞれ，

ψ̈Ra(Ta) = ψ̈Rv(0) = ψ̈Rv(Tv) = ψ̈Rd(0) = ψ̈Rd(Td) = 0 （8.20）

になり，連続性を満たす。
式（8.12）の rR, C3v はそれぞれ，次式になる。

rR =
Ta
6
(µa + 4C1a) + C2a (ψ̇Ra(Ta) = ψ̇Rv(0)) （8.21）

C3v =
T 2
a

12
(µa + 5C1a) + C2aTa (ψRa(Ta) = ψRv(0)) （8.22）
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最小値

不安定船

0
t

安定船

最大値
δR

図 8.4 参照舵角の最大値と最小値

式（8.13）の C2d, C3d はそれぞれ，次式になる。

C2d = rR (ψ̇Rv(Tv) = ψ̇Rd(0)) （8.23）
C3d = rRTv + C3v (ψRv(Tv) = ψRd(0)) （8.24）

式（8.17）の終端条件から，参照角速度は次式でも示せる。

rR =
1

6
µdTd (ψ̇Rd(Td) = 0) （8.25）

変針量∆ψset は各モードの変針量の総和になるから，次式になる。

∆ψRa = C3v

∆ψRv = rRTv

∆ψRd = 0.5rRTd

∆ψset = ∆ψRa +∆ψRv +∆ψRd

（8.26）

8.3.2 参照舵角
参照舵角と参照方位は式（8.8）によって

δR(t) =
Tr
Kr

(
ψ̈R(t) +

1

Tr
ψ̇R(t)

)
（8.27）

に関係づけられる。ここで，船体パラメータKr, Tr の符号は次式である。{
Kr > 0, Tr > 0 （安定船）
Kr < 0, Tr < 0 （不安定船）

（8.28）

参照舵角の仕様は表 8.1に示す。ただし，針路安定船と針路不安定船を便宜的にそれぞれ安
定船と不安定船とよぶ。
ψ̈R(t) は 2 次関数であるから，δR(t) の極値と δ̇R(t) の最大値・最小値は，それぞれ加

速と減速のモードで生じる。δR(t)の極値は式（8.27）から，ψ̈R(t)の極値を ψ̇R(t)の影響
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分だけずらした位置にある。その影響は Kr, Tr に依存する。参照舵角の絶対値の最大値
max{|δR|}を図 8.4に示す。ただし，∆ψset > 0, C1a = C2a = 0とする。max{|δR|}は安
定船の場合が加速モードの最大値に，不安定船の場合が減速モードの最小値にそれぞれ相当
する。安定船と不安定船の船体パラメータの絶対値がそれぞれ等しければ，同図の最大値と
最小値の大きさは等しくなる。
参照舵角と参照舵速度は式（8.27）に式（8.11）と（8.13）をそれぞれ代入すると

δR(t) =
Tr
Kr

(
a3
t3

3
+ a2

t2

2
+ a1t+ a0

)
（8.29）

δ̇R(t) =
Tr
Kr

(
a3t

2 + a2t+ a1
) （8.30）

になる。ここで，a3, a2, a1, a0 はそれぞれ

a3a =
1

Tr

−µa − C1a

T 2
a

,

a2a =
1

Ta

(
2
−µa − C1a

Ta
+
µa
Tr

)
a1a =

µa
Ta

+
C1a

Tr

a0a = C1a +
C2a

Tr

，



a3d =
1

Tr

µd
T 2
d

a2d =
1

Td

(
2µd
Td

− µd
Tr

)
a1d = −µd

Td

a0d =
C2d

Tr

（8.31）

添字 a は加速モード，添字 d は減速モードである。

( 1 ) 参照舵速度の極値と初期値
参照舵速度は式（8.30）から 2 次関数になるので，極値をもつ。その極値の時間 tδ̇p は

δ̈R = 0によって次式になる。

tδ̇p = − a2a
2a3a

=
Ta
2

− Tr （8.32）
< 0 (Ta < 2Tr)

= 0 (Ta = 2Tr)

> 0 (Ta > 2Tr)

（8.33）

ここで，簡単化のために安定船，加速モード，C1a = C2a = 0とする。変針量が大きいと，
Ta が大きくなり δ̇R は極値を生じる。極値は tδ̇p = 0のとき，次式になる。

δ̇peak
R =

µa
Kr

(
T 2
r

T 2
a

+
1

4

)
（8.34）

=
µa
2Kr

(Ta = 2Tr) （8.35）
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参照舵速度の初期値は加速モードと減速モードのそれぞれの開始時または終端時で，

δ̇Ra(0) =
Tr
Kr

(
µa
Ta

+
C1a

Tr

)
, δ̇Ra(Ta) = − Tr

Kr

µa + 2C1a

Ta
（8.36）

δ̇Rd(0) = − Tr
Kr

µd
Td
, δ̇Rd(Td) = −δ̇Rd(0) （8.37）

になる。加速モードの開始時と終端時の値は初期方位 C1a の影響を受ける。

( 2 ) 参照舵角の極値時間
参照舵角の極値は参照舵速度がゼロになるときに生じる。極値時間は式（8.30）から

tp =
−a2 ±

√
a22 − 4a3a1
2a3

> 0 （8.38）

になる。ここで，tp は極値時間である。±符号は −が安定船，+が不安定船にそれぞれ対
応する。参照舵角の極値は上式を式（8.29）に代入すると

δpeak
R = δR(tp) （8.39）

から得られる。
式（8.38）は平方根を含むため，解析する上で容易でない。そこで近似解を用いる。
安定船の最大値は加速モードで生じる。その極値時間は次式になる。

tpa = −Tr +
Ta
2

+ Tr
√
1 + x2, x =

Ta
2Tr

< 1 （8.40）

ここで，tpa は加速モードの極値時間，C1a = 0とする。上式の平方根に Taylor級数展開

f(x) =
√
1 + x2 = 1 +

1

2
x2 − 1

8
x4 +

1

16
x6 − · · · （8.41）

を用いる。有限個 m 項の打ち切り誤差 |exm| < |f (m+1)(0)/(m + 1)! × x(m+1)|[66] は
Ta = 20 s，Tr = 30 s，C1a = 0，x = 0.33 < 1とすれば，次式になる。{

|ex2| < | − x4/8| = 1.5× 10−3

|ex3| < |+ x6/16| = 8.6× 10−5

m = 2を選べば，打ち切り誤差は十分に小さい。よって，式（8.40）は

tpa =
Ta
2

+
T 2
a

8Tr
（8.42）

に近似できる。式（8.40）において，C1a ̸= 0の場合は

x =
Ta(µa + 2C1a)

2Tr(µa + C1a)
（8.43）

になるが，近似解を用いない。上式で µa と C1a は共に変数であり，線形分離ができないか
らである。したがって，C1a ̸= 0の場合，舵角の極値は数値解によって求める。
不安定船の最小値は減速モードで生じる。その極値時間は次式になる。

tpd = −Tr +
Td
2

−
∣∣∣∣Tr + T 2

d

8Tr

∣∣∣∣ = Td
2

− T 2
d

8|Tr|
<
Td
2

(Tr < 0) （8.44）
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( 3 ) 参照舵角の極値の近似解
安定船の参照舵角の最大値は式（8.42）を式（8.27）に代入すると

δmax
Ra

Kr

Tr
= µa

(
1

4
+

1

12

Ta
Tr

+
1

64

T 2
a

T 2
r

)
（8.45）

になる。ここで，添字 max は最大値を意味し，Ta/Tr の 3乗項は削除する。
不安定船のその最小値は式（8.44）を式（8.27）に代入すると

δmin
Rd

Kr

Tr
= µd

(
−1

4
+

1

12

Td
|Tr|

− 1

64

T 2
d

T 2
r

+
1

1536

T 4
d

T 4
r

)
− rR

|Tr|

= −µd
(
1

4
+

1

12

Td
|Tr|

+
1

64

T 2
d

T 2
r

)
< 0 （8.46）

になる。ここで，添字 min は最小値を意味し，Td/Tr の 4乗以上の項は削除する。
上記の最大値と最小値は，符号の違いを除けば同形になっている。

( 4 ) 参照舵角の極値の数値解
上記の近似解では，精度不足のとき数値計算を用いる。参照舵角の極値 δpeak

R を数値計算
で求める。その係数は式（8.31）から

{a3, a2, a1, a0} =

{
{a3a, a2a, a1a, a0a} (安定船，加速モード)

{a3d, a2d, a1d, a0d} (不安定船)
（8.47）

に設定する。極値時間は式（8.38）の 2根 tp1, tp2 から選択して

tp =



{
tp1 (tp1 > tp2)

tp2 (tp1 ≤ tp2)
(安定船){

tp2 (tp1 > tp2)

tp1 (tp1 ≤ tp2)
(不安定船)

（8.48）

になる。ここで，tp < 0ならば tp = 0とする。tp を式（8.39）に代入し，δpeak
R を求める。

8.4 軌道計画の構築
前節で導出した参照信号を用いて，仕様を満足する軌道計画を構築する。軌道計画は，初

期方位をゼロとした場合と，初期方位を組み込んだ場合とに分けて説明する。
前者は軌道計画の基本に相当し，加速・減速のモードが対称になり，変針量に対応する角

速度と舵速度を求める。後者は軌道計画の応用に相当し，加速・減速のモードが非対称にな
り，前者の角速度と舵速度を用いる。
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8.4.1 初期方位をゼロとした場合
初期方位を C1a = C2a = 0とした場合，軌道計画の関係を示す。簡単化のため，安定船

で，∆ψset > 0とする。このとき，加速モードと減速モードの変数は 8.3節から次式になる。

{
Ta = Td, µa = µd, ∆ψRa = ∆ψRd

δ̇Ra(0) = −δ̇Ra(Ta) = −δ̇Rd(Td) = δ̇Rd(Td)
（8.49）

( 1 ) 舵速度を固定にした場合
舵速度を固定にした場合を示す。式（8.49）から，加速モード（添字 a）の場合を用いる

と，角速度，変針量と変針時間は

rR =
1

6
µaTa （8.50）

∆ψRa =
1

12
µaT

2
a =

1

2
rRTa （8.51）

∆ψset = 2∆ψRa +∆ψRv = rRTa(1 +RTvd) （8.52）
Tt = Ta(2 +RTvd) （8.53）

になる。ここで，RTvd は等速減速の時間比率で

RTvd =
Tv
Td

≥ 0 （8.54）

である。
参照舵速度は式（8.31）を用いると，参照角速度と変針時間は

δ̇R = 6
Tr
Kr

rR
T 2
a

= 6r3R
Tr
Kr

C−2
∆ψ （8.55）

rR =
3

√
1

6
Cδ̇ (C∆ψ)

2 （8.56）

Tt =
∆ψset

rR

2 +RTvd
1 +RTvd

= (2 +RTvd)

(
6
C∆ψ

Cδ̇

)1/3

（8.57）

になる。ここで，

Cδ̇ = δ̇set
Kr

Tr
（8.58）

C∆ψ =
∆ψset

1 +RTvd
（8.59）

である。
上式から，δ̇set を一定とすれば，次の特性をもつ。

• rR はそれぞれ (Kr/Tr)の 1/3乗に，C∆ψ の 2/3乗に比例する。
• Tt はそれぞれ (Kr/Tr)の −1/3乗に，C∆ψ の 1/3乗に比例する。
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( 2 ) 舵速度を可変にした場合
舵速度と旋回角速度の関係を求める。舵速度が一定の場合，角速度の設定が制限される。

舵速度を可変にして，その設定上限を上げる。
舵速度の範囲を次式で定める。

δ̇Lset ≤ δ̇R ≤ δ̇set （8.60）

ここで，δ̇R は参照舵速度，δ̇set は舵速度設定値，添字 L は下限値であり，

δ̇Lset = ηδ̇set （8.61）

である。η は係数で，次の範囲を推奨する。

1

3
≤ η ≤ 1

2
（8.62）

旋回角速度の範囲を次式で定める。

0 < rset ≤ rHset （8.63）

ここで，rset は角速度設定値，添字 H は上限値で，

rHset = f δ̇r (δ̇
L
set) （8.64）

から設定する。f δ̇r は旋回条件を用いた関数である。
したがって，角速度設定値に対する舵速度の関係は図 8.5に示すようになり，

δ̇R =


δ̇Lset (rHset = rset)

δ̇cal (rLset < rset < rHset)

δ̇set (rset ≤ rLset)

（8.65）

になる。ここで，δ̇cal は計算値で

rLset = f δ̇r (δ̇set) （8.66）
δ̇cal = gr

δ̇
(rset) （8.67）

gr
δ̇
は旋回条件を用いた関数である。

関数 f δ̇r の計算 f δ̇r は舵速度に対する旋回角速度を旋回条件で算出する。
加速時間 Ta の近似値 T̂a を参照舵速度と参照舵角の極値の近似解から求める。T̂a は式

（8.36）を式（8.45）に代入すると，次式になる。

T̂a =
1

2

(
−3Tr +

√
9T 2

r + 48Tr
δset

δ̇set

)
（8.68）
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¤δset
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¤δR

¤δcal

図 8.5 角速度設定値に対する舵速度の関係

上式は式（8.42）の舵角ピーク時間 tpa を用いて導出している。tpa の打ち切り誤差のた
めに Ta は T̂a より小さいので，Ta の時間範囲は次式で定める。

1
2
T̂a < Ta < T̂a （8.69）

よって，f δ̇r の計算は次のステップを数値計算によって実行する。
1. 舵速度 δ̇set を与え，加速時間 Ta の近似値 T̂a を式（8.68）から求めて，Ta の時間範
囲を式（8.69）から設定する。

2. その時間範囲で，舵角ピーク値 δpeak
R を設定値 δset に収斂させて誤差 δR − δset を最

小にする。そのときの Ta から軌道係数を

µa = δ̇set
Tr
Kr

Ta

から求める。旋回角速度 r は Ta と µa を式（8.50）に代入して求める。

関数 gr
δ̇
の計算 gr

δ̇
は旋回角速度に対する舵速度を旋回条件で算出する。gr

δ̇
の計算は次の

ステップを数値計算によって実行する。
1. 舵速度 δ̇R を式（8.60）の範囲から与え，上記「関数 f δ̇r の計算」で旋回角速度 rR を
求める。

2. δ̇R の範囲で，rR を設定値 rset に収斂させて誤差 rR − rset を最小にする。そのとき
の舵速度を δ̇cal として出力する。

( 3 ) 軌道計画の構築
軌道計画の構築は次のステップを経て，変数 rR, Ta, µa, δ̇R を決定することである。舵

速度はステップ 1からステップ 3まで一定に，ステップ 4から可変にそれぞれ設定する。
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ステップ 1 rR の概算を δset の制限条件で求める。δset は式（8.45），（8.46）の近似式から，

δset = δmax
Ra = |δmin

Rd |

=
3

2

Tr
Kr

(
1 +RTvd
∆ψset

r2R +
rR
3|Tr|

+
1

16T 2
r

∆ψset

1 +RTvd

)
（8.70）

になる。上式を RTvd で整理すると，

aR2
Tvd + bRTvd + c = 0 （8.71）

を得る。ここで，

a = c2, b = 2c2 − c1, c = c2 − c1 + 1/(16c2) （8.72）

c1 =
2

3

δset|Kr|
rR

− 1

3
, c2 =

rR|Tr|
∆ψset

（8.73）

である。よって，式（8.71）の判別式が，

D = b2 − 4ac = c21 − 1/4 ≥ 0 （8.74）

のとき，rR は max{|rR|} ≤ rset である。上式を解くと，

4
δset|Kr|
rR

≤ −1, 5 ≤ 4
δset|Kr|
rR

（8.75）

になる。よって，rR は次式で設定する。ただし，rR > 0とする。

rR =

{
rset (D > 0)

0.8δset|Kr| (D ≤ 0)
（8.76）

ステップ 2 上式の rR は δset の制限を満足する。次にその rR に δ̇set の制限を加える。式
（8.55）の δ̇R を δ̇set に置き換え，式（8.52）に代入すると

R′
Tvd = −1 + ∆ψset

√
Cδ̇
6r3R

（8.77）

を得る。よって，RTvd は次式になる。

RTvd =

{
R′
Tvd (R′

Tvd ≥ 0)

0 (R′
Tvd < 0)

（8.78）

RTvd = 0のとき，角速度は式（8.56）から求める。
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ステップ 3 Ta, µa はそれぞれ式（8.55），（8.30）からTa =

√
6rR
Cδ̇

µa = Cδ̇Ta

（8.79）

になる。Ta, µa は rR の関数である。よって，軌道計画の変数 rR, Ta, µa が求まる。それ
らの変数を用いて，参照舵角の極値 δpeak

R を 8.3.2節 ( 4 )から求める。|δpeak
R | ≤ δset なら

ば，それらの変数は適切である。|δpeak
R | > δset ならば，rR を調整して |δpeak

R | ≤ δset に適合
させる。適合した rR を式（8.79）に代入し，Ta, µa を更新する。
(|δpeak

R | − δset)
2 を最小にする探索は範囲 {0 < rR ≤ rset}で rR を求める。算法は黄金分

割 [29]を用いる。
ステップ 4 ステップ 4は，次の場合以外に動作する。

角速度 rR がその設定値 rset に一致している
または
等減速の時間比率 RTvd がゼロになっている

rR が rset に近づくように δ̇R を調整する。rset に対する δ̇R を式（8.65）によって求める。
その過程において，軌道計画の変数 δ̇R, δR, rR, Ta, µa が求まる。

8.4.2 初期方位を組み込んだ場合
初期方位を含んだ加速モードの軌道計画を構築する。参照角速度 rR と参照舵速度 δ̇R は

前節の結果を用いる。加速モードの特徴を次に示す。
1. その回数が 1回から必要な回数にすることで，初期方位を許容できる範囲が広がる。
2. ψ̈Ra は 2次関数であるが，1次関数に近い場合が生じる。
初期方位は変針中の参照方位 ψ̃R から新しい参照方位 ψR に更新された場合に発生しC1a =

¨̃
ψR(t)|t=Tbreak

C2a =
˙̃
ψR(t)|t=Tbreak

,

{
ψ̈Ra(0) = C1a

ψ̇Ra(0) = C2a

（8.80）

である。ここで，C1a, C2a は初期方位，Tbreak は該当するモードの打ち切り時間である。

( 1 ) 舵速度に基づく関係式
参照舵速度の最大値と最小値は式（8.36）を用いて

Cδ̇a =

flgaCδ̇ −
C1a

Tr
(ta = 0)

flgaCδ̇ (ta = Ta)

（8.81）

µa =

{
Cδ̇aTa (ta = 0)

Cδ̇aTa − 2C1a (ta = Ta)
（8.82）



200 第 8章 方位旋回システム

表 8.2 加速モードでの最大舵速度の発生時刻

初期方位 flga 発生時刻 [s] 補足

C1a = 0 — — 加速モードなし
C2a = rR C1a > 0 −1 ta = 0

C1a < 0 +1 ta = 0

C1a = 0 −1 ta = 0 = Ta

C2a > rR C1a > 0 −1 ta = 0

C1a < 0 −1 ta = Ta ( 2 ) 参照

C1a = 0 +1 ta = 0 = Ta

C2a < rR C1a > 0 +1 ta = Ta ( 2 ) 参照
C1a < 0 +1 ta = 0

とする。ここで，Cδ̇a は新たに定義し，flga は符号である。式（8.82）は項 Cδ̇aTa を括り出
している。µa は上式から求める。
Ta ≥ 0は式（8.82）を式（8.21）に代入すると{

Cδ̇aT
2
a + 4C1aTa + 6(C2a − rR) = 0 (ta = 0)

Cδ̇aT
2
a + 2C1aTa + 6(C2a − rR) = 0 (ta = Ta)

（8.83）

になる。Ta は上式から求める。Cδ̇a の符号を C2a = rR と C2a ̸= rR の場合で求める。
C2a = rR の場合，上式から次式の関係を得る。

Ta =


0 (C1a = 0)

−4
C1a

Cδ̇a
∴ C1a

Cδ̇a
< 0 (ta = 0) (C1a ̸= 0)

（8.84）

C2a ̸= rR の場合，式（8.83）の判別式はゼロ以上であり，C2
1a ≥ 0を考慮すると

(C2a − rR)Cδ̇a ≤ 1

6
C2

1a ×

{
4 (ta = 0)

1 (ta = Ta)

< 0 （8.85）

の関係を得る。よって，flga の符号は決まり，表 8.2にまとめる。

( 2 ) C2a と rR が近接した場合
{C2a > rR, C1a < 0}と {C2a < rR, C1a > 0}の場合，C2a と rR の両者が近接すると，

開始時間の参照舵速度が変化し，|δ̇Ra(0)| = |δ̇Ra(Ta)| = δ̇R の制限に至る。その制限を受
けた場合，ψ̇R = rR は構成できない。その対策を図 8.6によって説明する。
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ta

C1a

¥ψRa

0

µ
a
=
0

µ
a
=
C
R
a T
a
−
2C

1a
>
0

µ
a
≈
−
C
1a
<
0

図 8.6 ψ̈Ra の特性， C2a < rR, C1a > 0の場合

差 (C2a − rR)が小さくなるに従って，ψ̈Ra の µa の符号は +（破線），0（1点鎖線），−
（実線）に変化する。実線の場合，ψ̈Ra はほぼ直線になるので，t2a の係数は微小になる。そ
の µa の概算値 µapp

a は式（8.15）から

µapp
a ≈ −C1a （8.86）

になる。上式と式（8.81），（8.82）から，Ta の概算値 T app
a は次式になる。

T app
a ≈ C1a

Cδ̇a
=

C1a

flgaδ̇set

Tr
Kr

(> 0) (ta = Ta) （8.87）

次に精算値を求める。開始時と終端時の舵速度は同値になるから，

δ̇Ra(0) =
Tr
Kr

(
µa
Ta

+
C1a

Tr

)
= −flgaδ̇R （8.88）

に定める。上式に式（8.81），（8.82）を用いるとCδ̇x = −flgaCδ̇ −
C1a

Tr

µax = Cδ̇xTax

(ta = 0) （8.89）

を得る。ここで，添字 x は新たな変数を意味する。上式の µax, Tax と式（8.82）の
µa, Ta, (ta = Ta)の両組は等しくなるので

(Cδ̇a − Cδ̇x)Ta = 2C1a (ta = 0) （8.90）

になる。上式の Ta と式（8.83）の Ta, (ta = Ta)を等しくおくと，

2C1a

Cδ̇a − Cδ̇x
=

−C1a +
√
C2

1a − 6(C2a − rR)Cδ̇a
Cδ̇a

（8.91）
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になる。ここで，√ の符号は +をとる。上式を整理すると，次式になる。

C2a − rR = −2

3

(2Cδ̇a − Cδ̇x)C
2
1a

(Cδ̇a − Cδ̇x)
2

= rC （8.92）

rRx = C2a − rC （8.93）

これより，式（8.88）の場合，終端時の角速度 rRx は与えられた参照角速度 rR0 = rR にな
らない。そこで，初期方位の影響を下げるため，参照角速度を

rR = rRx (|C2a − rR| ≤ rC) （8.94）

に設定し，加速モードを再度実施する。このとき，加速モードの更新値は次式になる。
rR = rR0

C1a = 0

C2a = rRx

（8.95）

加速モードを実施すると，初期方位の C2a の影響が残る場合がある。だが，C1a の影響が
消えるので，2回目の軌道計画の構築は単純化される。

8.5 軌道計画の計算手順
前節までの軌道計画に基づいて，その計算手順をフローチャート（流れ図）によって説明

する。フローチャートは次に示すような構成をもつ。

メインルーチン 軌道計画

サブルーチン
{
減衰モード処理
標準モード処理

サブルーチン関数 1


加速モード処理 I
加速モード処理 II
初期方位をゼロとした場合

サブルーチン関数 2


舵速度設定
関数 f δ̇rの計算
関数 gr

δ̇
の計算

8.5.1 メインルーチン
本提案法のメインルーチン（メイン処理）を図 8.7 に示す。メイン処理は同図で，変針

量 ∆ψset と減衰変針量 ∆ψdamp の大小関係で判断（分岐）して，2 つのサブルーチン（モ
ジュール），減衰モード処理と標準モード処理を実行して軌道計画を求めて，最後にその時
系列データを求める。
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そのデータを出力する

開 始

終 了

を計算する
減衰変針量 ∆ψdamp

サブルーチン
減衰モード処理

をよぶ

|∆ψdamp | > |∆ψset | ?

Yes

旋回条件を入力する

参照信号の時系列
データを計算する

サブルーチン
標準モード処理
をよぶ

No

図 8.7 本提案法のメインルーチン

• 減衰変針量は見積もり値で，初期方位による加速モードの方位変化である。式（8.11）
に ta = Ta を代入すると，次式になる。

∆ψdamp =
T 2
a

12
(µa + 5C1a) + C2aTa （8.96）

• 減衰モード処理は初期方位をゼロにする軌道計画を求める。
• 標準モード処理は変針条件を満足する軌道計画を求める。
• 参照信号から時系列データを求める手順は付録 8.Aに示す。

8.5.2 サブルーチン
サブルーチンを図 8.8に示す。同図は，（a）減衰モード処理と（b）標準モード処理をもつ。

( 1 ) 減衰モード処理
減衰モード処理は加速モードで初期方位 C1a, C2a をゼロに減衰させるものである。C1a

は加速モードの終端値でゼロになる。よって，旋回角速度をゼロに設定することで，C2a は
ゼロに収斂する。その過程で変化した方位量をその設定値である変針量から減算して，設定
値として更新する。

•「加速モード処理 I」は 8.4.2節を用いて，変数 rR, Ta, µa を求める。
•「加速モード処理 II」はその変数を用いて，加速モードでの参照舵角の極値がその設
定値以下になるように，変数を調整する。

• 累積方位量 Σ∆ψRa は変針に伴う方位量を累積したものである。
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|rRa | < 0

戻 り

∆ψset = ∆ψset − Σ∆ψRa

サブルーチン

C10 = C1a , C20 = C2a ,

Σ∆ψRa = 0を初期化する

減衰モード処理

No

加速モードの変針量
∆ψRa を計算する

Yes

C10 = 0, C20 = rRa,

Σ∆ψRa を更新する

C1a = 0, C2a = rRa ,

を更新する

サブルーチン
加速モード処理 I, II

をよぶ

(a) 減衰モード処理

Tv ≥ 0

戻 り

初期方位をゼロと
した場合をよぶ

標準モード処理

サブルーチン

サブルーチン

を更新する

C10 = C1a , C20 = C2a ,

Σ∆ψRa = 0を初期化する

∆ψR = ∆ψset − Σ∆ψRa

Σ∆ψRa を更新する
C10 = 0, C20 = rR ,

No

Yes

を計算する
軌道計画

サブルーチン
加速モード処理 I, II

をよぶ

(b) 標準モード処理

図 8.8 サブルーチン

( 2 ) 標準モード処理
標準モード処理は変針条件を満足する軌道計画を求めることである。変針量をその設定値

に合わせるために，旋回角速度を調整する。その過程において，加速モードがゼロから複数
回生じる。軌道計画の計算は等速時間が Tv ≥ 0のとき完了する。

• 初期方位をゼロとした場合は，変針量の変化に伴い 8.4.1節を用いて，角速度をその
変針量に適切に対応させるものである。

• 軌道計画の計算は参照方位の加速，等速と減速の各モードの時間と係数を求めること
である。
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図 8.9 サブルーチン関数 1

8.5.3 サブルーチン関数
サブルーチン関数は 2つあり，その 1を図 8.9に，その 2を図 8.10にそれぞれ示す。図

8.9は（a）加速モード処理 I，（b）加速モード処理 IIと（c）初期方位をゼロとした場合か
らなる。図 8.10は（a）舵速度設定，（b）関数 f δ̇r の計算と（c）関数 gr

δ̇
の計算からなる。

( 1 ) 加速モード処理 I

本処理は 8.4.2節のもので，変数 rR, Ta, µa を求める。
• 変数 rR, C1a, C2a を用いて，表 8.2から flga, Cδ̇ を求める。
• flga, Cδ̇ から同節 ( 1 )を用いて，rR, Ta, µa を求める。
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戻 り
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(c) 関数 gr
δ̇
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図 8.10 サブルーチン関数 2

( 2 ) 加速モード処理 II

本処理は，参照舵角の極値が max
{∣∣∣δpeak

Ra

∣∣∣} ≤ δset になるように，角速度 rR を調整す
る。その rR から Ta, µa を求める。

• δpeak
Ra は 8.3.2節 ( 4 )を用いて求める。

• rR は 8.4.1節ステップ 3の収束計算を用いて求める。
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旋回条件を入力する旋回条件を入力する

変数の初期値，上下限値
を設定する

を計算する

変数を調整する

軌道計画，評価量 J

J が最小値か ?
Yes

図 8.11 別案法のメインルーチン

( 3 ) 初期方位をゼロとした場合
本処理は，変針量の設定値 ∆ψset に対応する角速度 rR を求めるものである。その rR は

初期方位をゼロとした場合なので，基準値になる。本処理を利用しないと，初期方位の影響
により，角速度が極端に大きくなったり小さくなったりする場合を生じる。rR は 8.4.1節を
用いて，求める。

( 4 ) 舵速度設定
本処理は，角速度 rR に対応する舵速度 δ̇R を求めるものである。δ̇R を可変にすることで

旋回条件への適合性は向上する。

( 5 ) 関数 f δ̇r の計算
本処理は，変針条件を満足する加速モードの変数を求めるものである。舵角 δR は加速時

間 Ta を媒介変数として計算する。

( 6 ) 関数 gr
δ̇
の計算

本処理は，δ̇R の範囲に対する rR の適正値を求めるものである。収束ループで f δ̇r を利用
している。

8.5.4 別案法のメインルーチン
本節では，提案手法（図 8.7）と異なる算法である別案法を図 8.11に示す。別案法は軌道

計画の構成を多変数関数の最小化問題 [29, 30]に帰着させて求めるものである。
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多変数関数 f は次式とする。

J = f(XR) （8.97）

ここで，XR は変数で求める解，J は最小化する評価量で

XR = {rR, RTvd} （8.98）
J = (∆ψR −∆ψset)

2 + (rR − rset)
2 （8.99）

である。J が最小値になったときのXR から軌道計画を求める。
変数を調整して評価量を最小化することは，軌道計画の条件に適合させることと等価にな

る。別案法は数値計算に基づいて，解に直接的に到達するものである。一方，本提案法は解
析結果に基づいて，解に段階を経て到達するものである。

• 変数XR の初期値，上限値と下限値は
r0R = rset

rhigh
R = rset

rlowR = rset × 0.1

,


R0
Tvd = 3

Rhigh
Tvd = 10

Rlow
Tvd = 0

（8.100）

とする。ここで，添字 0, high, low はそれぞれ初期値，上限値と下限値である。
• 図 8.11で，「サブルーチン加速モード処理 I, II をよぶ」は角速度設定値を設定可能
な範囲に絞るためである。

• 評価量は式（8.99）から求め，変数の調整はMatlab® の fminconを用いる。

8.6 検証
軌道計画を構築する算法である本提案法の有効性を数値計算によって検証する。その内容

は次のものである。
1. 舵速度可変による旋回角速度の向上を示す。
2. 別案法との比較によって，提案法の優位性を示す。
3. 提案法の標準軌道によって，8.4.2節 ( 2 )の対策の効果を示す。
4. 提案法の小角度軌道によって，提案法の対処能力を示す。

計算条件
船体パラメータは安定船でKr = 0.05 s−1，Tr = 30 s，Tr3 = 3.0 s，
変針量は ∆ψset = {10, 1.0} deg，旋回角速度は rset = 0.25 deg/s，
操舵機制限値は δset = 15 deg，δ̇set = 2.0 deg/s，刻み時間は 0.2 sである。
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図 8.12 舵速度特性，0.5 ≤ ˙δR ≤ 2.0 deg/s

8.6.1 舵速度可変の効果
舵速度可変の効果を図 8.12に示す。同図で，∆ψset = 90 deg，ψ̇set = 1 deg/s，舵速度の

下限値は式（8.61）で η = 1/4に相当する。その上限値 2 deg/sと比較して，同図（a）か
ら角速度比が 1.42（1.0），1.80（0.5）に，（b）から変針時間比が 0.77（1.0），0.71（0.5）に
変化している。ここで，括弧は角速度 [deg/s]である。よって，舵速度の下限範囲を設定す
ることで，角速度を高く設定でき，変針時間も改善できる。
舵速度がピークをもつ例は図 8.13 に示すように，大きな変針量のときである。同図で，

∆ψset = 200 deg，rset = 1 deg/s，舵速度の下限値は 0.2 deg/sである。同図（d）から，舵
速度にピークをもち，式（8.33）で Ta > 2Tr に相当する。ここで，Tr = 30 s，Ta = 107.7 s

である。よって，本例では，舵速度に加速モードと減速モードでピークが発生する。

8.6.2 別案法との比較
本提案法と別案法とによる軌道計画の結果を図 8.14，図 8.15と図 8.16に示す。同図で，

本提案法は青い実線，別案法は赤い破線で示す。
• 図 8.14では，両者の結果が一致して，仕様を満たしている。
• 図 8.15では，提案法は仕様を満たし，別案法は角速度仕様を満たしていない。
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図 8.13 舵速度がピークをもつ例，δ̇R = 0.2 deg/s

– 提案法は加速モードを 2回で構成している。1回目が減衰モードで 2回目が標準
モードになる。

– 別案法は加速モードを 1回で構成するため，参照舵角がその設定値に達し参照角
速度がその仕様に達しない。

• 図 8.16では，図 8.15の場合と同様である。
– 提案法は加速モードの 1回目が 8.4.2節 ( 2 )の修正を実施している。
– 別案法は仕様より低い角速度を設定し，提案法より旋回時間が長くなっている。

初期方位の条件によっては，両者の結果が一致し仕様を満たす場合がある。だが，別案法
は提案法に比べ，初期方位の適応性が劣っている。その改善策は，初期方位に場合分けなど
の処理が必要である。よって，本提案法は別案法より，適切な軌道計画を構成できる。

8.6.3 提案法の標準軌道
本提案法による標準軌道の結果を図 8.17に示す。同図で，参照舵角 δR は青実線，フィー

ドフォワード舵角 δFF は赤破線で示す。δFF とその舵速度 δ̇FF は δR と δ̇R の 1次遅れ出
力（時定数 Tr3）である。ただし，δ̇R と δ̇FF は実際には出力しない参考信号である。

• rR = 0.25 deg/sと C2a = 0.24 deg/sとが近接する場合で 8.4.2節 ( 2 )に該当する。
加速モードは 2回実施。その対策によって，軌道計画は仕様を満たしている。

• δR, δFF のピーク値と δ̇R, δ̇FF のピーク値は式（8.9）を満足している。本提案法に
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よれば，δFF < δset, δ̇FF < δ̇set が確保できる。
• 舵速度 δ̇R はステップ状に変化する。だが，δ̇FF は 1次遅れの影響を受け，滑らかに
なり，操舵機への負荷が減少する。

8.6.4 提案法の小角度軌道
本提案法による小角度変針軌道の結果を図 8.18 と図 8.19 に示す。変針量の設定値は

∆ψset = 1 degである。小角度変針は変針中に新しい軌道計画を再構成する際に生じ易い。
小角度軌道のフロー処理は図 8.7になる。

• 図 8.18は，加速モードが 1回の場合である。減衰変針量∆ψdamp が変針量∆ψset よ
り小さいと判断して，標準モードによって軌道計画を構成し，仕様を満たしている。
同図から方位変化量 ∆ψRa = −0.54 degになり，その判断は適切である。

• 図 8.19 は，加速モードが 2 回の場合である。1 回目の減衰モードで，初期方位を
C1a = C2a = 0 に減衰させる。2 回目の標準モードで，減衰モードの方位変化量
∆ψRa = −2.7 deg を変針量 ∆ψset に加味して，軌道計画を構成し仕様を満たして
いる。

8.7 結言
本提案手法は，方位旋回システムに軌道追従制御方式を応用したものである。その有効性

はシミュレーションによって確認できた。
検討した内容は，次のとおりである。

• 軌道追従制御方式ではフィードフォワード制御と参照信号から構成した。前者では方
位船体モデルの逆特性で，後者では旋回条件を満足する軌道計画に基づく。

• 参照信号では参照方位と参照舵角からなり，両者の関係式を導出した。
• 軌道計画では初期方位の有無に分けて，構築する方法を示した。
• 軌道計画を求める算法では本提案法と別案法をそれぞれ明らかにした。
• 提案法の有効性ではシミュレーションによって，確認できた。
以上の結果により，方位旋回システムが本提案手法によって構築できた。
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図 8.14 方式の比較結果 1，C1a = −0.01 deg/s2，C2a = 0.1 deg/s
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図 8.16 方式の比較結果 3，C1a = 0.01 deg/s2，C2a = −0.3 deg/s
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図 8.17 標準軌道による結果，C1a = 0.01 deg/s2，C2a = 0.24 deg/s
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図 8.18 小角度軌道の結果 1，C1a = −0.02 deg/s2，C2a = 0.0 deg/s
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図 8.19 小角度軌道の結果 2，C1a = 0.01 deg/s2，C2a = −0.3 deg/s
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付録 8.A フィードフォワード舵角の時間解
フィードフォワード舵角の時間解を求める。フィードフォワード舵角 δFF は参照舵角 δR

の 1次遅れ出力である。その時間解の導出において，次のことを考慮する。
• 加速・等速・減速のモードごとで過渡現象を生じさせないため，それぞれに初期値を
設定する。

• 舵速度 δ̇FF は δ̇R の 1次遅れ出力であり，実際に利用しないが，参考として求める。

8.A.1 フィードフォワード舵角のラプラス解
フィードフォワード舵角のラプラス表示は次式になる。

∆FF (s) =
1

Tr3s+ 1
∆R(s) （8.101）

ここで，sはラプラス演算子，Tr3 は船体パラメータの時定数，∆R(s)は参照舵角で

∆R(s) =
Tr
Kr

(
s2 +

1

Tr
s

)
ΨR(s) （8.102）

ΨR(s)は参照方位，Tr, Kr は船体パラメータのそれぞれ時定数，旋回力ゲインである。
上式を式（8.101）に代入すると

∆FF (s) =
1

Kr

Trs+ 1

Tr3s+ 1
sΨR(s) （8.103）

になる。上式に

Trs+ 1 =
Tr
Tr3

(Tr3s+ 1) +

(
1− Tr

Tr3

)
（8.104）

を代入すると

∆FF (s) =
1

Kr

[
Tr
Tr3

sΨR(s) +

(
1− Tr

Tr3

)
sΨRf (s)

]
（8.105）

になる。ここで，ΨRf (s)は ΨR(s)の 1次遅れ出力で

ΨRf (s) =
1

Tr3s+ 1
ΨR(s) （8.106）

である。フィードフォワード舵角の舵速度は

s∆FF (s) =
1

Kr

[
Tr
Tr3

s2ΨR(s) +

(
1− Tr

Tr3

)
s2ΨRf (s)

]
（8.107）

になる。
よって，フィードフォワード舵角とその舵速度は，それぞれ参照方位とその 1次遅れ出力

から構成できる。次にその 1次遅れ出力を求める。
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表 8.3 参照方位の係数

モード R5 R4 R3 R2 R1

加速 2
−µa − C1a

T 2
a

µa

Ta
C1a C2a 0

等速 0 0 0 C2v C3v

減速 2
µd

T 2
d

−µd

Td
0 C2d C3d

8.A.2 参照方位の 1次遅れ出力
参照方位のラプラス表示と時間表示 [25]は

ΨR(s) =
R5

s5
+
R4

s4
+
R3

s3
+
R2

s2
+
R1

s
（8.108）

ψR(t) =
R5

24
t4 +

R4

6
t3 +

R3

2
t2 +R2t+R1 （8.109）

になる。ここで，係数 Ri, i = 1 ∼ 5は 8.3.1節から表 8.3にまとめる。
参照方位の 1次遅れ出力は式（8.106）に初期値を加えると，

ΨRf (s) =
ΨR(s) + Tr3ψRf (0)

Tr3s+ 1
（8.110）

になる。ここで，ψRf (0)は初期値である。上式に式（8.108）を代入して，ラプラス解と時
間解を求めると

ΨRf (s) =
Tr3(ψRf (0)−K1)

Tr3s+ 1
+
K5

s5
+
K4

s4
+
K3

s3
+
K2

s2
+
K1

s
（8.111）

ψRf (t) = (ψRf (0)−K1)e
−t/Tr3 +

K5

24
t4 +

K4

6
t3 +

K3

2
t2 +K2t+K1

（8.112）
になる。ここで，係数Ki, i = 1 ∼ 5は

K5 = R5

K4 = R4 −K5Tr3

K3 = R3 −K4Tr3

K2 = R2 −K3Tr3

K1 = R1 −K2Tr3

（8.113）

である。
参照方位の角速度の 1次遅れ出力は

sΨRf (s) =
sΨR(s) + Tr3ψ̇Rf (0)

Tr3s+ 1
（8.114）
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になる。ここで，ψ̇Rf (0)は初期値である。上式のラプラス解と時間解は

sΨRf (s) =
Tr3(ψ̇Rf (0)−K2)

Tr3s+ 1
+
K5

s4
+
K4

s3
+
K3

s2
+
K2

s
（8.115）

ψ̇Rf (t) = (ψ̇Rf (0)−K2)e
−t/Tr3 +

K5

6
t3 +

K4

2
t2 +K3t+K2 （8.116）

になる。
参照方位の角加速度の 1次遅れ出力は

s2ΨRf (s) =
s2ΨR(s) + Tr3ψ̈Rf (0)

Tr3s+ 1
（8.117）

になる。ここで，ψ̈Rf (0)は初期値である。上式のラプラス解と時間解は

s2ΨRf (s) =
Tr3(ψ̈Rf (0)−K3)

Tr3s+ 1
+
K5

s3
+
K4

s2
+
K3

s
（8.118）

ψ̈Rf (t) = (ψ̈Rf (0)−K3)e
−t/Tr3 +

K5

2
t2 +K4t+K3 （8.119）

になる。

8.A.3 フィードフォワード舵角の時間解
フィードフォワード舵角の時間解は式（8.105）から

δFF (t) =
1

Kr

[
Tr
Tr3

ψ̇R(t) +

(
1− Tr

Tr3

)
ψ̇Rf (t)

]
（8.120）

になり，上式に式（8.116）と

ψ̇R(t) =
R5

6
t3 +

R4

2
t2 +R3t+R2 （8.121）

を代入することで求まる。
その舵速度の時間解は式（8.107）から

δ̇FF (t) =
1

Kr

[
Tr
Tr3

ψ̈R(t) +

(
1− Tr

Tr3

)
ψ̈Rf (t)

]
（8.122）

になり，上式に式（8.119）と

ψ̈R(t) =
R5

2
t2 +R4t+R3 （8.123）

を代入することで求まる。
変針途中から別の変針に移行する際，初期値 δFF (0), δ̇FF (0)は（8.120），（8.122）式に

初期値 ψ̇R(0), ψ̇Rf (0)，ψ̈R(0), ψ̈Rf (0)をそれぞれ与えて設定する。
一次遅れの初期値を求める。
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参照方位は図 8.3 に示すように，加速，等速，減速と静定の各モードから構成する。

各モードは時刻 ta = {0 ≤ ta < Ta}，tv = {0 ≤ tv < Tv}，td = {0 ≤ td < Td}，
ts = {0 ≤ ts < Ts}によって定まる。ここで，添字 a, v, d, sはそれぞれ加速，等速，減速
と静定のモードである。
参照方位の初期値は表 8.3から，その 1次遅れ出力の初期値は

ψaRf (0)=ψRf (0)

ψvRf (0)=ψ
a
Rf (ta=Ta)

ψdRf (0)=ψ
v
Rf (tv=Tv)

ψsRf (0)=ψ
d
Rf (td=Td)

,



ψ̇aRf (0)= ψ̇Rf (0)

ψ̇vRf (0)= ψ̇
a
Rf (ta=Ta)

ψ̇dRf (0)= ψ̇
v
Rf (tv=Tv)

ψ̇sRf (0)= ψ̇
d
Rf (td=Td)

,



ψ̈aRf (0)= ψ̈Rf (0)

ψ̈vRf (0)= ψ̈
a
Rf (ta=Ta)

ψ̈dRf (0)= ψ̈
v
Rf (tv=Tv)

ψ̈sRf (0)= ψ̈
d
Rf (td=Td)

（8.124）

から定まる。よって，加速モードの初期値以外は参照方位とその 1次遅れ出力の時間解から
設定できる。
加速モードの初期値は，軌道計画が初めての場合と変針中の場合にわける。
前者の場合は，フィードバック舵角と参照舵角の初期値を一致させて求める。{

δFF (0) = δR(0)

δ̇FF (0) = δ̇R(0)
（8.125）

に式（8.105），（8.27）をそれぞれ代入すると
1

Kr

[
Tr
Tr3

ψ̇R(0) +

(
1− Tr

Tr3

)
ψ̇Rf (0)

]
=

Tr
Kr

(
ψ̈R(0) +

1

Tr
ψ̇R(0)

)
1

Kr

[
Tr
Tr3

ψ̈R(0) +

(
1− Tr

Tr3

)
ψ̈Rf (0)

]
=

Tr
Kr

( ...
ψ R(0) +

1

Tr
ψ̈R(0)

)
（8.126）

になる。上式を整理すると，1次遅れ出力の初期値は
ψ̇Rf (0) = ψ̇R(0) + Tr

(
1− Tr

Tr3

)−1

ψ̈R(0)

ψ̈Rf (0) = ψ̈R(0) + Tr

(
1− Tr

Tr3

)−1 ...
ψ R(0)

（8.127）

になる。
後者の場合は{

ψ̇R(0) = ψ̇R(t)|t=Tbreak = C2a, ψ̈R(0) = ψ̈R(t)|t=Tbreak = C1a

ψ̇Rf (0) = ψ̇Rf (t)|t=Tbreak , ψ̈Rf (0) = ψ̈Rf (t)|t=Tbreak

（8.128）

になる。ここで，Tbreak は現在の信号から初期値を切り出す時刻で
Tbreak = {0 < Tbreak < (Ta + Tv + Td + Ts)} （8.129）

である。
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航路旋回システム

9.1 緒言
航路制御システム（Track Control System，TCS）は，計画航路に船体位置（船位）を操

舵によって追従させるもので，保持と旋回の機能をもつ。計画航路は直線と円弧からなる。
計画航路が直線から円弧に移るとき，その直線航路から変針動作が開始する。本章は，その
動作を実現する航路旋回システム（Curved-Tracking System）を設計する。航路旋回シス
テムは開ループ制御の軌道追従方式（Trajectory Tracking Method）になる。円弧航路は
旋回の開始と終端のウェイポイント，旋回の半径と角度が与えられる。
航路旋回システムの制御方式は文献 [75, 76, 77]のように，閉ループ制御によるものが多

い。だが，閉ループ方式では旋回半径一定を実現することは難しい。閉ループ制御は閉ルー
プ安定性と外乱除去性を実現するレギュレータ問題が主目的であり，旋回運動のような追従
応答性を実現するサーボ問題は充分に補えない。フィードバック制御のみではレギュレータ
問題とサーボ問題の双方にトレードオフ関係が存在するため，両者を満足することが難し
い。そのため，旋回時の方位変化や潮流成分などの外乱変化に十分に追従できず，方位誤差
や航路誤差を生じてしまう。
そこで，著者は追従性能向上のため，開ループ制御の軌道追従方式 [78]を報告している。

同文献は軌道計画による参照信号と 2自由度制御系を用いたもので，航路保持システムに航
路旋回システムを利用して，半径一定旋回を実現するものである。航路旋回システムは方位
旋回システム（8章を参照）に基づいて設計している。
しかしながら，文献 [78]は旋回時のフィードフォワード舵角が大きくなり，実適用を阻ん

でいる。舵角が大きいことは制御システムの評価を下げるだけでなく，様々な弊害を招く。
船体に過度な運動を与え，操舵機に余分な負担をかける。船体制御では，舵角は必要最小限
であるべきだ。
したがって，本航路旋回システムは方位旋回システムの舵角相当によって，半径一定の旋

回を実現するものを提案する。
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図 9.1 航路旋回システムの動作

本提案手法は方位旋回システムを航路旋回システムに応用して，開ループ制御によって

ρ =
U

r
（9.1）

|δc| ≤ δmax
h （9.2）

を達成する。ここで，ρ は旋回半径，U=
√
u2 + v2 は船速，r は旋回角速度，δc は命令舵

角，δmax
h は方位旋回システムの最大舵角である。上式を満足させ，航路誤差の発生を抑制

させるために，3つの方策を講じる。
1. 旋回角速度の修正は式（9.1）を満たすべく，対地船速変化に対応する。
2. 斜航角の修正は式（9.2）を満たしつつ，潮流成分による横流れ速度を相殺する。
3. リーチ量の修正は船体運動の横流れ速度による航路誤差を取り除くため，変針開始位
置を円弧開始点から手前にリーチ量だけ移動する。

上記対策は，外乱の潮流成分と横流れ速度に関連する。潮流成分は船位を移動させるもの
で，風力などによる成分も含む。潮流成分があると，船位は計画航路から外れて航路誤差が
生じる。直線航路では，参照方位が一定のため，船体に作用する潮流成分は一定になる。一
方曲線航路では，その潮流成分は参照方位に従属するため，変化する。
航路旋回システムは図 9.1 に示すように，計画航路の円弧に船体航跡を追従させる。計

画航路（Planned route）は ECDIS 上でウェイポイント S, F によって指定され，直線
（Straight line）と円弧（Circular arc）から構成される。円弧は SF間で，中心 C，半径 ρ

と旋回角 ψset からなる。変針動作は，船体位置（点 P）から計画航路に垂線の足（垂足）を
下した位置（点 H）がWOPに達したら開始する。WOPはWheel Over Pointの略で，円
弧航路の開始位置からリーチ量だけ手前の直線航路の位置である。垂足の長さ PHを航路誤
差 ye とする。ye は航路保持システムによって制御される。航路旋回システムは軌道追従制
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図 9.2 航路制御システムの構成
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御によって，旋回中で ye の発生を抑制しつつ半径一定旋回を実施する。
航路制御システムの構成を図 9.2 に示す。航路保持システムはフィードバック制御器に

よって閉ループ制御系を構成して，ye をゼロに収束させるようにフィードバック舵角 δFB

を制御する。一方，航路旋回システムは参照信号生成器とフィードフォワード制御器によっ
て開ループ制御系を構成して，旋回中で ye の発生を抑え半径一定旋回を実現するように
フィードフォワード舵角 δFF を制御する。操舵機（図示せず）は命令舵角 δc = δFF + δFB

を入力し舵角を出力して，船体運動を生じさせる。

9.2 航路旋回システム
9.2.1 制御対象
制御対象は図 3.1に示すように，船体運動と潮流成分からなる。
船体運動において，uは前進速度（surge速度）をほぼ一定として，ψ は船首方位，rは旋

回角速度（yaw角速度），v は横流れ速度（sway速度），δ は舵角である。また，添字 n は対
地速度成分，un, vn はそれぞれ北向き，東向きの船体速度である。
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図 9.4 参照信号 ψR, δR の時系列

surge速度と sway速度は，次の関係をもつとする。

U2 = u2 + v2 = constant （9.3）
β = − tan−1

( v
u

)
≈ − v

u
（9.4）

ここで，U は船体速度で一定とし，β は斜航角で右旋回のとき正とする。
潮流成分は対地速度で，風力などが船体を移動させる成分も含み，[

uc
vc

]
= Uc

[
cosψc
sinψc

]
，

[
u̇c
v̇c

]
≈
[
0
0

]
　 （9.5）

とする。ここで，添字 c は潮流成分，uc, vc はそれぞれ北向き，東向きの潮流速度，Uc は
潮流速度，ψc は潮流方位である。潮流成分は 7章 7.3.3節の潮流推定によって，その推定値[

ûc
v̂c

]
≈
[
uc
vc

]
（9.6）

が得られる。ここで，添字 ˆは推定値である。

9.2.2 参照軌道
参照信号による参照軌道について説明する。

( 1 ) 参照信号
方位旋回システム（8章を参照）の参照信号は図 9.4に示すように，参照方位 ψR と参照

舵角 δR からなり（添字 R は参照信号である），方位旋回の変針条件を満足する。変針条件
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は変針量，旋回角速度，舵角，舵速度と初期方位からなる。ψR と δR は時間関数で，

ψR = f(t) （9.7）

δR =
Tr
Kr

ψ̈R +
1

Kr
ψ̇R （9.8）

になる。ここで，f は 4次の関数，tは時間，添字 r は yaw周りの船体運動を意味し，Kr

は旋回力ゲイン，Tr は時定数である。また，次式の関係をもつ。rR = ψ̇R

vR =
Kv

Kr
rR

（9.9）

ここで，添字 v は sway方向の船体運動を意味し，Kv は横流れゲインである。
参照信号の特性を，以下に示す。
1. 変針量以外の変針条件が同じならば，変針量が増えても加速モードの ψRa は変わら
ず，等速モードの ψRv が増える（等速時間 Tv が長くなる）。

2. 参照舵角は船速が上がると小さくなる。船速が上がると，船体パラメータ
Tr/Kr, 1/Kr が共に小さくなるためである。

( 2 ) 参照軌道
参照信号は加速と減速の各モードがないとして，等速モードのみの場合について述べる。
船体の参照速度は，u, v を一定として参照方位 ψR によって，[

uR
vR

]
=

[
u cosψR + v sinψR
−u sinψR + v cosψR

]
（9.10）

になる。ここで，添字 R は参照方位による成分である。上式を時刻 [0, τ ]（τ は変針時間に
相当する）で積分すると，参照軌道は[

xR
yR

]
=

∫ τ

0

[
uR
vR

]
dt =

1

rR

[
+u sinψR − v cosψR
+u cosψR + v sinψR

]τ
0

（9.11）

になる。ここで，参照方位は単純化した ψR = rRtを用いる。上式に式（9.3），（9.4）から[
u
v

]
= U

[
cosβ
− sinβ

]
（9.12）

を代入すると，参照軌道は図 9.5に示すように，[
xR
yR

]
= ρ

[
sin (ψset + β) + sin β
cos (ψset + β) + cos β

]
（9.13）

になる。ここで，ρは旋回半径で，

ρ = U ÷ rR （9.14）
ψset = rR × τ （9.15）
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図 9.5 斜航角による参照軌道

である。
参照軌道の特性を説明する。図 9.5において，β = 0（XOY座標）は計画航路の円弧（中

心 C，半径 ρ）であり，β > 0（XβOYβ 座標）はその円弧を −β だけ座標回転したものであ
る。斜航角をもつ参照軌道は次のような特性をもつ。

1. 参照軌道は横流れ速度により，計画航路の外側に −β 回転する。
2. 旋回中心 Cβ の座標は ( ρ sinβ, ρ cosβ )になる。
3. Cβ の移動量は β を微小角とすれば，次式になる。

xβ = ρ sinβ ≈ ρβ = −v
r
≈ −Kv

Kr
> 0 （9.16）

yβ = ρ(cosβ − 1) ≈ −1

2
ρβ2 = −1

2

x2β
ρ
< 0 （9.17）

ここで，xβ は理想リーチ量とよび，船体パラメータの Kv, Kr の比になる。yβ は
キック（kick）に相当し，時刻 rRτ −β = 0で生じた負の小さい値になる。数値例は，
ρ = 1852m，u = 15 kn，Kr = 0.1 s-1，Kv = −7.4m·s-1，u = ρrから，xβ = 74m，
yβ = −1.48 m，|yβ | ≪ xβ になる。

上記は理想状態で解析したもので，参照軌道の理想特性とよぶ。理想特性では，参照方位
が等速モードのみで，理想リーチ量は横流れ速度と旋回角速度の比になり，変針量に無関係
で一定値になる。

( 3 ) 参照方位とリーチ量の関係
参照方位とリーチ量の関係を説明する。実際の参照方位は加速，等速と減速の各モードか

らなる。加速と減速の各モードでは方位変化が小さいので，前者の時間はリーチ量を伸長さ
せ，後者の時間はリーチ量に影響しない（図 9.4を参照）。したがって，リーチ量は，加速
モードの開始時から求めると，

dr = dψRa + xβ （9.18）
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になる。ここで，dr はリーチ量，dψRa は加速モードの移動量で

dψRa =

∫ Ta

0

u(t) cos(ψR(t))dt ≈ u0Ta （9.19）

u(t) = u0，u0 は一定値，cos(ψR(t)) ≈ 1− 0.5 (ψR(t))
2 ≈ 1，ψR(Ta) ≪ 1である。

よって，リーチ量 dr の特性を，以下に示す。
1. dr は変動量である dψRa と固定量である xβ の和になる。dψRa は船速と加速時間に
比例し，xβ は比 −Kv/Kr になる。よって，dr は dψRa に比例する。

2. 変針量以外の変針条件（dψRa が変わらない）および船速が同じならば，変針量が増
えてもリーチ量は同じである。よって，リーチ量は変針量に依存しない。

3. 船速が同じでならば，参照舵角は同じになる。船体パラメータが変わらないためで
ある。

9.2.3 航路誤差モデル
参照軌道上の速度成分を用いて，航路誤差モデルを説明する。
船体の対地速度は図 3.1に示すように，船体成分と潮流成分の和になるから[

ug
vg

]
=

[
un
vn

]
+

[
uc
vc

]
（9.20）

になる。ここで，添字 g は船体速度の対地成分，添字 n は船体速度の対地成分，[
un
vn

]
= ΩB

E(ψ)

[
u
v

]
（9.21）

ΩB
E は船体固定座標から地球固定座標に変換する行列で，

ΩB
E(ψ) =

(
ΩE
B(ψ)

)T
, ΩE

B(ψ) =

[
cosψ sinψ
− sinψ cosψ

]
（9.22）

添字 T は転置行列である。
参照方位における船体の対地速度は次式になる。[

ugR
vgR

]
= ΩE

B(ψR)

[
ug
vg

]
= ΩB

E(ψe)

[
u
v

]
+ΩE

B(ψR)

[
uc
vc

]
（9.23）

ここで，添字 R は参照方位に関し，ψe = ψ − ψR は方位偏差，

ΩB
E(ψe) = ΩE

B(ψR)Ω
B
E(ψ) （9.24）

である。式（9.23）を線形近似すると，航路誤差モデルは次式になる。[
ugR
vgR

]
=

[
u cosψe − v sinψe + ucR
u sinψe + v cosψe + vcR

]
≈
[

u0 + ucR
u0ψe + v + vcR

]
（9.25）
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ここで，ψe は微小角として線形化 cosψe ≈ 1, sinψe≈ ψe, uψe ≈ u0ψe を行ない，u0 は一
定値，ucR, vcR は参照方位でのそれぞれ接線方向，法線方向の速度成分で，[

ucR
vcR

]
= ΩE

B(ψR)

[
uc
vc

]
= Uc

[
cosψcR
sinψcR

]
（9.26）

ψcR = ψc − ψR である。
航路旋回での誤差因子は式（9.25）から，潮流成分に起因するものと，横流れ速度に起因

するものに大別できる。
• 前者では，ucR が船体の前進方向に，vcR がその横方向にそれぞれ作用する。
• 後者では，前述の参照軌道で説明したように，それを計画航路の外側に移動させる。

よって，半径一定の旋回軌道を実現するためには，上記の対策を講じる必要がある。また，
項 u0ψe は航路保持システムで取り扱っている。

9.3 航路誤差修正
船体が旋回運動する時に生じる誤差因子を修正する方法を説明する。その方法は，
1. ucR は潮流の接線方向成分で，前進速度に作用するため，旋回角速度を修正する。
2. vcR は潮流の法線方向成分で，横方向速度に作用するため，斜航角によって相殺する。
3. 横流れ速度の修正は，式（9.18）のリーチ量 dr を求めて，変針開始位置をリーチ量だ
け手前に移動する。これをリーチ修正とよぶ。

となる。

9.3.1 旋回角速度修正
半径一定の旋回軌道を実現するため，旋回角速度を

r =
ugR
ρ

（9.27）

と設定する。ここで，rは旋回角速度，ugR は接線方向参照速度，ρは旋回半径である。ugR
は，式（9.25）から船体の surge速度と潮流成分 ucR になる。surge速度は変針動作のため，
操舵量が航路保持より増加し抵抗になるため，減速する傾向をもつ。ucR は式（9.26）から
参照方位の関数になるため，旋回中に変化する。したがって，参照角速度は ugR の変動に応
じて，修正する必要がある。参照方位は残りの旋回角，参照角速度と初期方位の設定値に基
づき，参照舵角と共に軌道計画によって計算する。
旋回角速度の修正は ugR が次の条件に達したら，更新値 uupgR を用いて行う。すなわち，

uupgR = ugR

({∣∣∣ugR − uupgR

∣∣∣ ≥ uset

}
∪ {u̇gR = 0}

)
（9.28）
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u
up

gR

uset

¤ugR =0

t

ugR

0

図 9.6 uupgR の時系列の一例

ここで，添字 up は初期値または更新値，uset は速度しきい値である。このとき，変針条件を

rupset =
uupgR
ρ

（9.29）

ψupset = ψset − ψR （9.30）

に更新する。ここで，rupset は旋回角速度更新値，ψupset は変針量更新値である。よって，旋回
角速度の修正は ψupset がゼロになるまで繰り返す。
uupgR の時系列の一例を図 9.6に示す。同図で，uupgR（階段状波形）は ugR の変化に従って

間欠的に更新するため，ugR 波形との誤差をもつ。旋回角速度は更新時の uupgR から求める
ため，更新後の速度変化が旋回半径に歪み誤差を生じさせる場合がある。

9.3.2 斜航角修正
参照速度の法線方向において，潮流速度成分 vcR を打ち消す必要がある。vcR は参照方位

ψR に連動して変化する。vcR を相殺する斜航角 βc は式（9.25）から，

βc = −vcR
u

(uβc + vcR = 0) （9.31）

になる。ここで，添字 c は潮流成分を示す。βc の修正はフィードフォワード制御とフィー
ドバック制御を利用する。
命令舵角 δc は図 9.2に示すように，次式の関係をもつ。

δc = δFB + δFF

δFB = δh + δt

δFF = δhFF + δtFF

（9.32）

ここで，δFB , δh, δt はフィードバック舵角，δFF , δhFF = δR, δ
t
FF はフィードフォワード

舵角，添字 h, tはそれぞれ方位制御，航路制御である。
βc 修正のフィードフォワード制御は，次式に示すようにゼロとなる。

δtFF = 0× δβcR （9.33）
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ここで，δβcR は式（9.38）で，βc のフィードフォワード舵角に相当する。
同じくフィードバック制御は，

δt = +f1βc + f
2
β̇c （9.34）

になる。ここで，f1, f2 は方位制御ループのそれぞれ比例ゲイン，微分ゲイン，修正量の
フィードバック項を省いている。
上式の β̇c 項を説明する。上式によって，βc 相当分が船首方位に加わる。そのため，方位

偏差は

ψe = (ψ + βc)− ψR = βc （9.35）

になる。一方，δh は推定値や修正量を除くと，ψe にフィードバックゲインを乗じて，

δh = −f1ψe − f2 ψ̇e （9.36）

になる。よって，δt の β̇c 項は，上式の ψ̇e 項に対応させるために設定する。
なお，βc に参照方位と同様の方法を応用できる。追従応答が改善でき過渡誤差も減少で

きる。だが，その δtFF が大きくなるため採用しない。詳細は次節で説明する。命令舵角は
船体運動の制御に必要最低限とすべきである。
潮流修正の斜航角は航路旋回システムと航路保持システムにおいて，式（9.34）になり本

質的に同一である。

9.3.3 斜航角修正のフィードフォワード舵角
本節では，斜航角修正 βc にフィードフォワード舵角 δβcR を適用した場合を説明する。δβcR

は参照方位 ψR の参照舵角 δR から生成できる。
βc は式（9.31）から ψR の関数になるため，δR と関連する。βc のフィードフォワード舵

角 δβcR を利用すれば，βc の応答は改善できる。だが，航路旋回システムのフィードフォワー
ド舵角は

δFF = δR + δβcR （9.37）

になり，舵角設定値 δset を超える場合を生じる。その場合，δFF は操舵機の制限を受け，正
しく動作できない状況になる。

( 1 ) フィードフォワード舵角　　
斜航角修正 βc のフィードフォワード舵角 δβcR は式（9.8）を用いて

δβcR =
Tr
Kr

(
β̈c +

1

Tr
β̇c

)
=

Tr
Kr

1

u

[
ucR

(
ψ̈R +

1

Tr
ψ̇R

)
+ vcRψ̇

2
R

]
（9.38）
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になる。ここで，u̇ = 0，コリオリ項 ψ̇2
R を含み，βc の導関数は

β̇c = − v̇cR
u

=
1

u
ucRψ̇R （9.39）

β̈c = − v̈cR
u

=
1

u

(
ucRψ̈R + vcRψ̇

2
R

)
（9.40）

である。また，ucR, vcR の導関数は
u̇cR = −Uc sinψcR · ψ̇R = vcRψ̇R

v̇cR = −Uc cosψcR · ψ̇R = −ucRψ̇R

v̈cR = −
(
ucRψ̇R

)′
= −vcRψ̇2

R − ucRψ̈R

（9.41）

である。ここで，U̇ c = 0である。
式（9.38）に式（3.43）を代入すると

δβcR =
Uc
u

(cosψcR + Cβc sinψcR) δR （9.42）

になる。ここで，Cβc は係数で，

Cβc =
ψ̇2
R

ψ̈R +
1

Tr
ψ̇R

（9.43）

である。

( 2 ) フィードフォワード舵角 δβcR の近似
Cβc の大きさを安定船（Kr > 0，Tr > 0）の場合で調べる。式（9.43）の分子分母は

ψ̈R +
1

Tr
ψ̇R =

Kr

Tr
δset　 （9.44）

ψ̇R =
ugR
ρ

（9.45）

になる。数値例を示す。上式に Kr = 0.1 s−1，Tr = 30 s，δset = 13 deg，u = 10 kn，
Uc = 5 kn，ρ = 1 Nm，ugR = u+ Uc を代入すると

Cβc =

(
15 · 0.5144

1852

)2

÷
(
0.1

30

13

57.3

)
= 0.023

になる。これより，式（9.42）の右辺において，sin項は無視でき cos項が支配的になり，

δβcR ≈ δR
Uc
u

cosψcR （9.46）

となる。上式の最大値は ψcR = ψc − ψR から，ψcR = 0 または ψc = ψR のとき生じる。
よって，δFF の近似解は式（9.37）から次式になる。

δFF ≈
(
1 +

Uc
u

cosψcR

)
δR （9.47）
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上記の数値例と ψcR = 0, δR = δset を用いると，δFF = 1.5 × 13 = 19.5 deg になる。

δFF = 13 degにするためには，δset = 13/1.5 = 8.6 degにする必要がある。δβcR の利用は上
式を考慮して，δset を修正しなければならない。
だが，変針条件が潮流成分の大きさによって，変更されることは適切でない。ただし，旋

回角速度修正の場合を除く。変針量が同じでも舵角設定値が違えば，変針応答が変化する。
そのとき，船体パラメータ同定を実施すれば，同定値もまた変動する。
したがって，斜航角修正のフィードフォワード舵角 δtFF は式（9.38）ではなく，式（9.33）

を用いたほうがより適切になる。

9.3.4 リーチ修正
( 1 ) 修正の重要性
リーチ修正は図 9.7 に示すように，横流れ速度による旋回縦距の最大値（最大縦距，

advance）の位置を修正するものである。最大縦距（リーチ）は参照軌道（実船では船体航
跡）と計画航路の前進方向のズレである。リーチ見積もりに誤差があると，計画航路と船体
航跡の航路誤差に直結する。
リーチ量は軌道計画，船速や潮流成分の影響を受けるため，式（9.16）を利用せずに，開

ループ制御系で船位を数値計算して見積もる。その計算において，船体運動は質点運動とし
て扱う。横方向のズレである最大横距（キック，kick）は小さいため，修正しない。
見積もり計算は少なくとも二回行なうべきである。一回目は計画航路が立案されたときに

概算値として求め，二回目はその概算値を参考にして変針直前に精算値を求める。二回目の
計算はリーチ量を船速と潮流成分の変化にできるだけ適応させるためである。変針動作は図
9.1に示すように，船体位置（点 P）の垂足位置（点 H）がWOPに達したら開始する。

( 2 ) リーチの計算手順
リーチ量は次の手順によって求める。

ステップ 1 計算は簡単化のため，図 9.7に示すように，直線航路の計画方位 ψplan を X軸
に一致させる。船体運動は船体速度，参照方位と潮流成分に基づく。
初期船速は旋回開始時の値で，次式になる。

U0 =
√
u2 + v2 （9.48）

ここで，u = u0（初期値），v = Kvδro，δro は舵角オフセットである。推定した潮流速度
ûc, v̂c を ψplan で座標変換し，それを Uc, ψ

′
c に変換すると，[

u′c
v′c

]
= ΩE

B(ψplan)

[
uc
vc

]
= U c

[
cosψ′

c

sinψ′
c

]
（9.49）

になる。
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図 9.7 参照軌道のリーチ見積もり

前進方向速度 ugR = u+ u′c と変針条件（変針量 ψset，旋回角速度初期値 rset = ugR ÷ ρ，
舵速度設定値 δ̇set，舵角設定値 δset）を設定し，式（9.7）の参照方位 ψR を求める。

ステップ 2 参照軌道は船体速度と潮流成分の和を積分すると，[
xR
yR

]
=

∫ τ

0

(
U0

[
cos θR
sin θR

]
+

[
u′c
v′c

])
dt （9.50）

になる。ここで，τ は ψR が ψset に達するまでの時間，θR は修正方位で，

θR = ψR + β + βc （9.51）

になる。ここで，β は式（9.4），（9.9）を用い，旋回角速度修正と斜航角修正は実施する。

ステップ 3 リーチ量を式（9.50）の船体軌道と円弧航路から計算する。リーチ量 dr は図
9.7において，船位終端点 Pと旋回終端点 Fでそれぞれの接線の切片 xp, xf から

dr = xp − xf

xp = Px −
Py

tanα
, α ≈ ∆Py

∆Px

xf = ρ tan
|ψset|
2

（9.52）

になる。ここで，Px, Py は点 Pの位置 (x, y)，αは点 Pの傾き，∆は微小な変化量，ψset

は変針量である。上式は ψset < 0にも対応する。ただし，右手座標系，右ねじ方向を正と
する。なお dk はキック量である。リーチ量は参照方位の変針条件，船速と潮流成分の影響，
および旋回角速度修正の効果により変動する。

( 3 ) リーチ誤差の抑制方法
リーチ計算は船体運動を質点運動に置き換え，その対地速度を積分した位置から求める。
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変針量の影響 変針量がリーチ量に与える影響をまとめる。
• リーチ量は変針量以外の変針条件が同じならば，変針量の大きさに依存しない。
• 旋回角速度修正は対地速度 ugR の変化が速度しきい値 uset で実施する。そのとき，
旋回角速度を更新するので，参照軌跡の曲率が変化し，リーチ計算の際に誤差を生じ
る。変針量が小さいほど，その修正の機会が減る。

船速と潮流成分の影響 船速と潮流成分がリーチ量に与える影響をまとめる。
• リーチ量は船速に比例する。変針条件や旋回半径が同じでも，船速が変わればリーチ
量は変化する。ただし，リーチ量の変動は比 Uc/U に比例する。

• リーチ量は潮流成分で変化する。参照軌跡は（9.50）式から潮流成分があるとその曲
率に歪みを生じる。リーチ量はその歪みの大きさによって誤差を生じる場合がある。

リーチ誤差の抑制方法 リーチ見積もりの計算において，上記の考察からリーチ誤差の抑制
方法を 2つ示す。
1. 変針量の対策 変針量はリーチ変針量

ψdrset =

{
ψset (ψset < ψ̃set)

ψ̃set (ψset ≥ ψ̃set)
（9.53）

を設定する。ここで，ψ̃set は制限値で，次の範囲から設定する。

0 < ψ̃set < 30 deg （9.54）

2. 潮流成分の対策 潮流成分はリーチ潮流成分

Udrc =

{
Uc (Uc < Ũc)

Ũc (Uc ≥ Ũc)
（9.55）

を設定する。ここで，Ũc は制限値で

Ũc = (Uc/U)set × U （9.56）

(Uc/U)set は船速 U と潮流成分 Uc の比率の設定値で，次の範囲から設定する。

0 < (Uc/U)set < 1 （9.57）

( 4 ) リーチ修正の評価
リーチ修正は，図 9.8に示すように，参照方位の開始位置を点 O′ に移動させるものであ

る。同図で，便宜上キック量も移動しているが，キック修正は行わない。よって，リーチ量
だけ手前に移動することで，参照軌道は円弧に近づき，航路誤差の発生が低減できる。
リーチ修正は，旋回時の船体運動の軌道を推測することで，航路誤差を効果的に抑制し，

かつ舵角の制御を必要としない利点がある。なお，横流れ速度を斜航角に換算してフィード
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図 9.8 リーチ修正による参照軌道

フォワード舵角によって修正する方法も可能である。だが，斜航角修正の場合と同様な理由
から，採用しない。
リーチ計算において，同時に旋回角速度修正と斜航角修正を利用する。その結果となる

リーチ修正を包括的に評価するため，旋回半径誤差を用いる。旋回半径誤差は図 9.8から，

e =

√
P 2
x + (ρ− Py)

2 − ρ (0 ≤ ψ ≤ ψset) （9.58）

µ =
1

n

n∑
i=1

ei （9.59）

σ =

√√√√ 1

n− 1

n∑
i=1

(ei − µ)2 （9.60）

とする。ここで，eは半径誤差，µは平均，σ は標準偏差，nはデータ数である。

9.4 検証
航路旋回システムを開ループ制御の軌道追従方式によって実現するため，旋回角速度修

正，斜航角修正とリーチ修正を提案した。その有効性をシミュレーション結果から検証す
る。内容は次の項目を確認する。

1. 本提案手法による航路旋回応答の効果
2. 解析したリーチ特性の妥当性
3. 開ループ制御において，本提案手法の妥当性
4. 閉ループ制御において，本提案手法の有効性

シミュレーション条件 数値計算の条件は次のようになる。
• 仕様：|ye| ≤ 60 m，|δc| ≤ 15 deg。
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表 9.1 対象船の船体パラメータと制御ゲイン

U0 Kr Tr Tr3 Kv f1 f2 fy

[kn] [s−1] [s] [s] [m·s−1] [s] [m−1]

10 0.0653 62.0 0.66 -4.15 0.98 27.2 0.00126

15 0.103 43.2 0.24 -7.38 0.99 18.9 0.00130

20 0.141 33.3 0.04 -9.88 1.00 14.6 0.00131

• 設定値：ψdrset = 10 deg，(Uc/U)set = 0.25を設定する。
• 船体運動モデルは１次モデルと非線形モデル [49]（マリナー船，船長 L = 161 m）。
• 変針条件：ψset = {10, 15, 20, 30} deg，δset = 13 deg，δ̇set = 2 deg·s−1。
• 旋回条件：U0 = {10, 15, 20} kn，ρ = 1 Nm，uset = 1 kn，1 Nm= 1852 m。
• 潮流成分：Uc/U = {0, 0.1, 0.2, 0.25, 0.3}，ψc = 0 ∼ 360 deg，刻み 10 deg，波浪
成分なし。

• 対象船の船体パラメータと代表的な制御ゲインを表 9.1にまとめる。同表で，U0 は
初期船速，fy は航路ゲインである。船体パラメータは同定したノミナル値である。

9.4.1 航路旋回応答
本提案手法による航路旋回応答の結果を図 9.9（1次モデルの場合），図 9.10（非線形モデ

ルの場合）にそれぞれ示す。ここで，1次モデルは制御システムの船体モデルと一致し，一
方非線形モデルはそれと異なり舵角オフセット成分を含む。
旋回条件はU0 = 15 kn，ψset = 15 degで，リーチ量 dr = 140.6 m，キック量 dk = −1.1 m

になる。リーチ量は制御対象モデルが異なっても，そのパラメータが同一ならば同じ値にな
る。旋回は時刻 30分から開始し，それ以降の誤差を注視する。
図 9.9から，船首方位 ψ は参照方位 ψR に追従し方位誤差 ψe = ψ − ψR はゼロになり，

航路誤差 ye はほぼゼロになり，命令舵角 δc はフィードフォワード舵角 δFF になる。よっ
て，本旋回結果は仕様を満足し，提案手法は適切である。
図 9.10から，同定されたノミナル値（表 9.1参照）を用いると，ψe と ye は共に無視でき

る量に収まり，δc は δFF と同じになる。よって，本旋回結果は 1次モデルの場合とほぼ等
価になる。ノミナル値が適正であれば，提案手法は非線形モデルに対しても，仕様を満足し
実用的に十分な精度をもつ。なお，潮流成分の推定値に関しては 7章 7.3.3節を参照のこと。
したがって，本提案手法は，旋回時の航路誤差を抑制する効果が期待できる。



9.4 検証 235

-5

0

5

10

15

20

(le
ft)

,
e(

rig
ht

)[
de

g]

-2

-1

0

1

2

3

R e e^

-10

-5

0

10

15

ye
 [m

]

ye
ye^

0 10 20 30 40 50 60
time [min]

-10

-5

0

5

10

 [d
eg

]

ff
c

(a) 方位誤差，航路誤差と命令舵角

0

2

4

6

uc
 [m

/s
]

10-3

uc
uc^

0

2

4

6

vc
 [m

/s
]

10-4

vc
vc^

0 10 20 30 40 50 60
time [min]

-2

0

2

4

6

v^
 [m

/s
]

10-4

vo^ + vcR^

(b) 潮流推定と sway速度バイアス推定

図 9.9 航路旋回応答 1：1次モデルの場合



236 第 9章 航路旋回システム

-5

0

5

10

15

20

(le
ft)

,
e(

rig
ht

)[
de

g]

-2

-1

0

1

2

3

R e e^

-5

0

5

10

15

ye
 [m

]

ye
ye^

0 10 20 30 40 50 60
time [min]

-10

-5

0

5

10

 [d
eg

]

ff
c

(a) 方位誤差，航路誤差と命令舵角

0

0.01

0.02

0.03

0.04

uc
 [m

/s
]

uc
uc^

-0.15

-0.1

-0.05

0

vc
 [m

/s
]

vc
vc^

0 10 20 30 40 50 60
time [min]

0

0.01

0.02

0.03

0.04

v^
 [m

/s
]

vo^ + vcR^

(b) 潮流推定と sway速度バイアス推定

図 9.10 航路旋回応答 2：非線形モデルの場合



9.4 検証 237

10 30 50 70 90 110

120

130

140

150
dr

 [m
]

(a)

U0= 10 kn
U0= 15 kn
U0= 20 kn

10 30 50 70 90 110
-1.5

-1

-0.5

dk
 [m

]

(b)

10 30 50 70 90 110
set [deg]

50

60

70

80

d
se

t [
m

]

(c)

10 30 50 70 90 110
set [deg]

50

60

70

80

x
 [m

]

(d)

U0= 10 kn
U0= 15 kn
U0= 20 kn

(a) 変針量に対する船体移動量

40 50 60 70 80 90

d set [m]

90

100

110

120

130

140

150

160

170

dr
 [m

]

(a)

U0= 10 kn
U0= 15 kn
U0= 20 kn
approx. line

40 50 60 70 80 90

d set [m]

30

40

50

60

70

80

90

100

110

x
 [m

]

(b)

(b) 参照移動量に対するリーチ量

図 9.11 リーチ特性
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9.4.2 リーチ特性評価
解析したリーチ特性の妥当性を評価する。リーチ量に関して計算した結果を図 9.11（a），

（b）にそれぞれ示す。同図（a）は変針量 ψset に対して，リーチ量 dr，キック量 dk，参照
方位の移動量 dψset ≈ dψRa と理想リーチ量 xβ を示し，同図（b）は dψset に対して，dr と
xβ を示したものである。

9.2.2節の参照方位とリーチ量の関係の項は次の結果から適切であることが確認できる。
• 同図（a）から，変針量以外の変針条件（dψRa が変わらない）および船速が同じなら
ば，変針量が増えてもリーチ量は同じである。

• 同図（b）から，dr は変動量である dψR と固定量である xβ の和になり，dr は dψR

に比例する。

9.4.3 開ループ制御結果
開ループ制御の結果を図 9.12と 9.13に示す。図 9.12は変針量と潮流成分によるリーチ

量への影響に関して，同図（a）が船速 10 kn，（b）が 15 knの場合である。（a）と（b）に
おいて，変針量が 10度から 30度まで変化する。ここでは，航路誤差の修正方法は旋回角速
度修正とリーチ修正になる。

変針量 ψset の影響 9.3.4 節の変針量の影響の項が適切であることを図 9.12 から次のよう
に確認できる。

• dr は ψset にほとんど影響されない。ただし，Uc/U = {0, 0.1}とする。
• dr の歪みは ψset に比例して増加する。旋回角速度修正の機会が増えるためである。
ただし，Uc ̸= 0とする。

船速 U と潮流成分 Uc の影響 9.3.4節の船速と潮流成分の影響の項が適切であることを図
9.12から次のように確認できる。

• dr は U に比例する。
• dr の変動は Uc cos (ψc − ψplan)に比例する。ただし，ψplan = 0とする。
• dr の歪みは Uc に比例して増加する。旋回角速度修正が増え歪みが大きくなる。
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図 9.12 開ループ特性 1：変針量と潮流成分によるリーチ量
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図 9.13 開ループ特性 2：旋回性能，船速 10 kn，変針量 10 degの場合

旋回性能向上 図 9.13は船速 10 kn，変針量 10 deg の場合の旋回性能を示す。同図で（a）
は dr，（b）は dk，（c）は半径誤差，（d）はフィードフォワード舵角の最大値である。
同図から，次のように確認できる。

• dr の変動は比 U0/U = 0.25まで比例するが，それ以上になると歪みが大きくなる。
• dk は小さいので，実用上問題ない。
• µ, σ は共に小さいので，実用上問題ない。
• δFF は Uc cos (ψc − ψplan) に比例する。Uc が大きくなると，旋回角速度 rR =

(U0 + Uc)÷ ρに対する δFF がその最大値に設定される。

したがって，9.3.4節は上記の結果から妥当であり，同節のリーチ誤差の抑制方法は有効
であることが確認できた。
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9.4.4 閉ループ制御結果
閉ループ制御では，9.3.4節のリーチ誤差の抑制方法を実施し，その結果を図 9.14と 9.15

に示す。図 9.14は船速が 15 knで，変針量が変化する場合で，図 9.15は変針量が 15 deg

で，船速が変化する場合である。ここでは，航路誤差の修正方法は旋回角速度修正，斜航
角修正とリーチ修正になる。リーチ誤差の抑制方法によって，比 U0/U = 0.3 の場合は
(U0/U)set = 0.25に置換する。
制御対象は非線形モデルを利用するため，舵角オフセットが 1度程度含まれる。

変針量 ψset の影響 図 9.14から，次のように確認できる。
•（a）の dr と（b）の δc では，潮流成分による変動は比例的に生じるが，歪み誤差は
ほとんど生じていない。

•（c）から（f）までの航路誤差 ye は，変針量の増加に比例する。
• 上記 ye は旋回中に発生するもので，その開始時から ye が累積する。ψset が 30度で
ye は 30 mになるため，その誤差対策は必要なしとする。ただし対策としては，リー
チ量を強制的に移動させて，その誤差を半減化させる方法がある。

船速 U と潮流成分 Uc の影響 図 9.14の ψset = 15 degと図 9.15から，次のように確認で
きる。

• dr は船速に比例し，δc は反比例する。ただし，U0 = 10 knの δc は舵角オフセット
があるため，飽和しない。

• ye は変針量が同じ場合，船速に無関係になる。ただし，(Uc/U)set は同一である。

したがって，本提案法による航路旋回システムは仕様を満足でき，実用上有効である。
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図 9.14 閉ループ特性 1：船速 15 kn，変針量が変化する場合
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9.5 結言
航路旋回システムを設計した。航路旋回システムは開ループ制御の軌道追従方式におい

て，仕様（式（9.1）と（9.2））を満足させるため，航路誤差の修正方法を提案した。その有
効性をシミュレーションによって検証した。その結果，次の項目を実施した。

1. 航路旋回システムを制御対象，参照軌道と航路誤差モデルから説明した。
2. 提案方法を旋回角速度修正，斜航角修正とリーチ修正から講じた。
3. 本提案法の有効性をシミュレーション結果によって確認した。

したがって，本航路旋回システムは半径一定旋回中に発生する航路誤差を抑制し，仕様を
満足した。
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第 10章

ウォータジェット推進船の不感帯
補償

10.1 緒言
本章は，ウォータジェット推進船（Water Jet Propulsion Craft, WJPC）の不感帯（Dead

zone, DZ）を補償して，オートパイロット（方位制御，航路制御）を実現する手法を提案
する。

WJPCはノズルから水流を噴射して推進力を発生させるもので，プロペラ推進船に比べ
て燃料消費効率では劣るが，高速航行では適するとされている。そのノズルは筒状のダクト
形状である。船体はその向きによって，前後進し，左右旋回することができる。
ノズルは開度範囲の中央付近に不感帯域（不感帯）をもつ。ノズルの向き（ノズル角）が

不感帯内に位置すると，推進力の指向性が低下して適切に操船しにくい状況になる。オート
パイロットにおいて，不感帯の存在が保持・旋回の性能に直結し，船体制御性能を劣化させ
る要因につながる。そのため，WJPCでは不感帯を補償する方法が必須となる。
不感帯は流体機構から生じる。そのため制御信号によって，それ自体を除去することは難

しいが，見かけ上相殺することはできる。不感帯対策において，特許 [38]はノズル角の入力
に不感帯相当の逆特性を加えて，その影響を取り除くものである。これはノズルに過大なか
つ急激な入力を与えるため，その機構部は過度の負荷を受けることになる。文献 [39]はノズ
ル角を外向き（ハの字とよぶ）にする対策である。だが同文献では，ハの字に関する記述が
示されていない。よって，本課題は不感帯を補償する，ハの字の方策を提案することになる。
本提案法は，不感帯相当のノズル角を求め，それをバイアスとしてノズル角に与えるもの

である。その方法を次に示す。
1. ノズルモデルを定めて，それと船体モデルから制御対象を構成する。
2. ノズルモデルにバイアスを与えて，不感帯補償の効果と誤差を解析する。
3. 不感帯モデルをもつ同定モデルとそのパラメータ同定値の計算方法を設定する。同定
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図 10.2 WJPCモデル

計算は 4章を参照する。
4. 本提案法の有効性をシミュレーションによって検証する。
よって，本効果から不感帯の影響が相殺でき，オートパイロットが適切に実施できる。

( 1 ) 制御構成
制御構成を図 10.1に示す。同図で，本船は一対のノズルをもつとするため，左舷右舷の

ノズル角を制御する命令ノズル角が 2系統になる。制御器には不感帯補償が追加される。ノ
ズル駆動機は操舵機から代わったものである。
同図は，方位制御（HC）と航路制御（TC）の両方を実現する構成になっている。不感帯

補償は HCで実施すると，TCにも反映する。TCは HCに基づいているからである。

( 2 ) WJPCモデル
WJPCモデルは図 2.15に示すように，船尾に一対のノズルを配置し，ハの字による補償

が施されている。同図で，XOYは地球固定座標系，XBOBYB は船体固定座標系，rは yaw
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角速度，uは surge速度，v は sway速度，δc は命令ノズル角，添字 P, S はそれぞれ左舷方
向 Port，右舷方向 Starboardである。
なお，本章は文献 [79]に基づき，加筆・訂正をしたものである。

10.2 制御対象
本節では，WJPCの制御対象を定める。制御対象は図 10.3に示すように，yaw，swayの

船体モデルとノズル駆動モデルからなる。なお，外乱モデルは割愛する。

10.2.1 船体モデル
船体モデルは，次式になる。

R(s) = Pr(s)∆(s) = sΨ(s) (Yaw model) （10.1）
V (s) = Pv(s)∆(s) (Sway model) （10.2）

ここで，sはラプラス演算子，R(s)は旋回角速度，V (s)は横流れ速度，Ψ(s)は船首方位，
∆(s)はノズル角，P (s)は伝達関数，添字 r, v はそれぞれ yaw，swayで

Pr(s) =
Kr(Tr3s+ 1)

Trs+ 1
（10.3）

Pv(s) =
Kv

Tvs+ 1
（10.4）

Kr は旋回力ゲイン，Kv は横流れゲイン，Tr, Tr3, Tv = Tr はそれぞれ時定数である。ま
た，船体パラメータは安定船仕様（変数は正）とする。

10.2.2 ノズル駆動モデル
ノズル駆動モデルは図 10.3に示すように，１対のノズルモデルからなる。命令ノズル角

から角速度までの関係は図 10.4に示すような不感帯特性をもつ。不感帯特性は入出力関係
が非線形性になり，DZ付近のゲイン傾斜が低くなる。
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図 10.4 不感帯特性

図 10.3において，ノズル角 δ は 1対のノズル角の和になり，

δ =
1

2

(
δPnoz + δSnoz

) （10.5）

で示す。ここで，δ は通常舵の舵角に相当し，1/2はゲイン調整値，δnozはノズルモデル角
である。

ノズルモデル ノズルモデルは不感帯特性を模式化したもので，図 10.5に示す。ノズルモ
デルは次の仮定が成り立つとする。

• 1対のノズルは同じ特性をもつ。
• 不感帯特性は原点対称になる。
• ノズル角の応答は船体の角速度運動に比べて，十分に速い。
よって，ノズルモデル角を次式と定める。

δnoz = f(δc)

def
=


δc −W + αW (δc > W )

αδc (|δc| ≤W )

δc +W − αW (δc < −W )

（10.6）

ここで，f は関数，δc は命令ノズル角，W は不感帯の片側幅（角度），αはその入出力比率で
0 < α≪ 1 （10.7）

である。
ノズルモデルは不感帯パラメータW, αをもつ。図 10.5は式（10.6）に基づく。

10.3 不感帯補償の解析
本節では，不感帯補償の効果と誤差を解析する。
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補償の目的は，DZ付近で適切なゲイン傾斜をもつ線形領域を確保することである。その
方策は図 10.6に示すように，分配器において，命令ノズル角 δc に補償ノズル角 δdz を加減
算して，左右舷のノズル角 δPc , δ

S
c に分配することである。分配器は制御システムにある。

このとき，ノズル角は式（10.5）から次式になる。

δ =
1

2
δc (|δc| ≤ 2W ) （10.8）

ここで，δdz =W，α = 0の場合である。ノズルモデルの不感帯は補償ノズル角によって相
殺され，不感帯の幅は 2倍に拡がる。

10.3.1 補償の効果
補償の効果を詳細に調べる。補償ノズル角 δdz = W を式（10.6）に代入すると，左右舷

のノズルモデル角は
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δSnoz = f(δc + δdz)

=


δc + αW (0 < δc)

α(δc +W ) (−2W ≤ δc ≤ 0)

δc + 2W − αW (δc < −2W )

（10.9）

δPnoz = f(δc − δdz)

=


δc − 2W + αW (2W < δc)

α(δc −W ) (0 ≤ δc ≤ 2W )

δc − αW (δc < 0)

（10.10）

になる。よって，補償したノズル角は式（10.5）から，次式になる。

δ =
1

2


2(δc −W + αW ) (δc > 2W )

(1 + α)δc (|δc| ≤ 2W )

2(δc +W − αW ) (δc < −2W )

（10.11）

上式から，不感帯幅の 2倍の範囲で，不感帯が相殺される。
その効果を図 10.7に示す。同図で，(a)は補償がない場合，(b)は補償がある場合になる。

よって，(b)の場合をまとめると，つぎのようになる。
• 不感帯幅の 2倍まで線形範囲が拡がる。
• 上記範囲で，ノズル角のゲイン（入出力比）は 0.5(1 + α)倍になる。

補償時の駆動状態 不感帯補償時は片舷駆動状態になる。
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船体に働く力 F とモーメントM は図 10.8から


Fx = FSx + FPx

Fy = FSy + FPy

Mz = lgFy + l(−FSx + FPx )

（10.12）

になる。ここで，添字 x, y, z はそれぞれ surge，
sway 方向と yaw 軸，l, lg は支点から作用点まで
の距離（l ≪ lg）である。
各ノズルの力は[

FSx
FSy

]
= Fnoz

[
cos(δc + αW )
sin(δc + αW )

]
≈ Fnoz

[
1

δc + αW

]
（10.13）[

FPx
FPy

]
≈ Fnoz

[
1

αδc − αW

]
（10.14）

lg

r

v

u

l l

X
XB

YB

OB

δP
c δS

c

O
F S
y

F S
x

Y
F S

図 10.8 補償時に生じる力とモーメント

になる。ここで，Fnoz は 1機の推進力，δc は小角（0 ≤ δc ≤ 2W）として近似する。上の 2

式を式（10.12）に代入すると，次式になる。
Fx ≈ 2Fnoz

Fy ≈ Fnozδc(1 + α)

Mz ≈ lgFy

（10.15）

よって，不感帯補償時の Fy, Mz は舵角 δc に比例するので，sway方向と yaw周りの運
動を制御できる。

10.3.2 補償の誤差
補償したノズル角に誤差がある場合の影響を説明する。補償ノズル角を

δdz =W +∆W （10.16）

とおく。ここで，∆W は誤差 |∆W | ≤W である。
上式を式（10.5），（10.6）に代入すると，ノズル角は次式になる。

δ|∆W>0 =
1

2



2(δc −W + αW ) (2W +∆W < δc)

δc(1 + α) + ∆W (1− α) (∆W < δc ≤ 2W +∆W )

2δc (−∆W ≤ δc ≤ ∆W )

δc(1 + α)−∆W (1− α) (−2W −∆W ≤ δc < −∆W )

2(δc +W − αW ) (δc < −2W −∆W )

（10.17）
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図 10.9 補償ノズル角に誤差∆W がある場合

δ|∆W<0 =
1

2



2(δc −W + αW ) (2W − |∆W | < δc)

δc(1 + α)− |∆W |(1− α) (|∆W | < δc ≤ 2W − |∆W |)

αδc (−|∆W | ≤ δc ≤ |∆W |)

δc(1 + α) + |∆W |(1− α) (−2W + |∆W | ≤ δc < −|∆W |)

2(δc +W − αW ) (δc < −2W + |∆W |)
（10.18）

上式の結果を図 10.9に示す。∆W は δc と δ に影響する。同図は式（10.11）（∆W = 0）
および図 10.7に比べると，次のようになる。
∆W < 0 原点付近で不感帯が残り，2W 範囲が −|∆W |分だけ狭くなる。
∆W > 0 同付近で伝達ゲインが大きくなるが不感帯は生じず，2W 範囲は変わらない。
　よって，不感帯の有無に着目すれば，∆W < 0の場合は補償効果が得られない。

10.4 不感帯パラメータ同定
本節では，不感帯パラメータを同定する方法を示す。その方法は 4章の yawパラメータ

同定システムに不感帯パラメータを加えるものである。

同定モデル 同定モデルは，ノズル駆動モデルと yaw同定モデルから構成し，

δ =
1

2

(
δPnoz + δSnoz

)
ψ̇ = r, r =

(
1− Tr3

Tr

)
rx +Kr

Tr3
Tr

(δ + δro)

ṙx = − 1

Tr
rx +

Kr

Tr
(δ + δro)

（10.19）

と定める。ここで，δro はノズル角オフセットである。
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10.4.1 同定手順
同定手順は式（10.19）を用いて，次のように実施する。

( 1 ) 補償前の不感帯と yawのパラメータ同定
補償ノズル角は δdz = 0の状態にする。δdz ̸= 0とすれば，対象船の運動に補償ノズル角

の影響が含まれ同定誤差を生じさせる。よって，同定するパラメータXdz
r7 は

Xdz
r7 =

{
Tr

Kr

Tr

Tr3
Tr

δro r0 W α

}
(δdz = 0) （10.20）

になる。ここで，添字 dz は不感帯パラメータを含み，添字 r7 は yaw同定で 7個の変数を
示し，r0 は角速度 rx の初期値，δdz = 0である。

yawパラメータ同定の手順に則って上式の同定値を求めたら，パラメータを

Kr =
1

2
K̂r(1 + α̂), Tr = T̂r, Tr3 = T̂r3, δdz = Ŵ （10.21）

に置換し，更新値推定を経てノミナル値を更新する。ここで，添字 ˆは同定値である。旋回
力ゲインKr は不感帯補償するとき，同定値 K̂r の半分に設定する。

( 2 ) 補償後の yawパラメータ同定
式（10.21）の更新後，yawパラメータXdz

r5 は次式になる。

Xdz
r5 =

{
Tr

Kr

Tr

Tr3
Tr

δro r0

}
(δdz = Ŵ ) （10.22）

ここで，不感帯パラメータは含まれない。上式の同定値は更新値推定後ノミナル値を更新
する。

( 3 ) 補償後の swayパラメータ同定
sway船体モデルのパラメータは補償後の yawパラメータに連動する。よって，式（10.21）

が定まれば，swayパラメータ同定の手法がそのまま適用できる。

10.4.2 同定計算
変針条件を 4章と比べて示す。

• 変針応答の時系列を図 10.10に示す。同図で，参照方位は 10 < |ψR| < 20 deg，Tap
はアプローチ時間で 60 s，Tt1, Tt2 は変針時間，Ts は静定時間で 30 ∼ 60 sである。

• その舵角設定値は補償前では 10 ≤ δset ≤ 20 deg（δset ≫ W）に，補償後では
δset = 2Ŵ にすることによって，対応するパラメータは同定できる。

• 刻み時間はWJCPの船体運動の応答が速いため，0.4秒とする。標準は 1秒。
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表 10.1 WJPCの同定計算条件

parameter min. value initial value max. value unit

Tr 5.0 {5.7, 12.9} 100 s

Kr/Tr 0.002
{0.0030, 0.0076,

0.019, 0.048}
0.05 s−2

Tr3/Tr 0.0 0.0 0.3

δro −0.1 0.0 0.1 rad

r0 −0.01 0.0 0.01 rad·s−1

W 0.0 0.0 10 deg

α 0.0 0.0 0.5

ψR

Tt1 Tt2 tTap

Calculation period

Ts

No.2No.1

図 10.10 収録データの時系列

• 航海データは同じものになり，船速，方位，命令ノズル角 δc と船位である。
計算条件を次のようにする。

• 対象のWJPCは船長 100 m以下，重量 600 ton以下を想定する。
• その初期値，制限値を表 10.1に示す。同表で，船体パラメータは安定船として，初期
値は 8組になる。Tr とKr/Tr のものがそれぞれ 2組と 4組である。

10.5 検証
本不感帯補償の有効性をシミュレーションによって検証する。

( 1 ) 条件
• 制御対象は，船長 L = 70m，初期船速 U0 = 20 kn，不感帯の幅W = 3 deg，その傾
斜 α = 0.1で，その船体パラメータを表 3.2にまとめる。同表で，非線形モデルは流
体微係数の線形項から 2次モデルに変換した値で，シミュレーションの際はさらに流
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表 10.2 制御対象の船体パラメータ

1st order model nonlinear model

U0 [kn] K̃r [s−1] T̃r [s] T̃r3 [s] K̃r [s
−1] T̃1 [s] T̃2 [s] T̃r3 [s]

20 0.1 10.0 0.1 0.113 38.5 2.5 6.0

表 10.3 同定結果，1次モデルの場合

(a) 船体と不感帯のパラメータ，δdz = 0

No. K̂r T̂r T̂r3 Ŵ α̂

1 0.101 10.0 0.01 3.03 0.10

2 0.100 9.98 0.01 2.99 0.10

3 0.100 9.97 0.01 3.02 0.10

4 0.100 9.98 0.01 2.99 0.10

5 0.100 9.98 0.01 3.02 0.10

(b) 船体パラメータ，δdz = Ŵ

No. K̂r T̂r T̂r3

1 0.055 10.1 0.10

2 0.055 10.1 0.01

3 0.055 10.1 0.01

4 0.055 10.1 0.01

5 0.055 10.1 0.01

体微係数の非線形項を加える。3章 3.A節の L = 70 mの場合を参照。
• 制御システムにおいて，船体パラメータの初期値は次式とする。

Kr = 0.13 s−1, Tr = 8.0 s, Tr3 = 0.1 s (U0 = 20 kn) （10.23）

波浪パラメータの初期値は，周期 13 s，減衰係数 0.1である。
• 主な制御パラメータは，比例ゲインKp = 1，減衰係数 ζf = 1/

√
2である。

• 波浪外乱は，sin状で，周期 13秒，振幅 aw = { 0, 0.5, 0.7, 1.0 } degで，位相の初
期値は異なる。非線形モデルはノズル角オフセットをもつ。

• 変針条件は設定方位 ψI = 40deg，変針量 ψset = 15deg，舵角設定値 δset = 8（≈ 2W）
deg，角速度設定値 δ̇set = 3 deg·s−1 である。

• 変針は 5回実施し，同定算法の更新回数は 5回になる。

( 2 ) 結果
結果は，不感帯補償の有効性と波浪外乱の影響を評価する。

不感帯補償の有効性 10.4節での内容を評価する。
1. 船体と不感帯のパラメータは式（10.20）を用いれば，同定できる。
2. 不感帯補償時の船体パラメータの同定値は式（10.21）に一致する。
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表 10.4 同定結果，非線形モデルの場合

(a) 船体と不感帯のパラメータ，δdz = 0

No. K̂r T̂r T̂r3 Ŵ α̂

1 0.100 10.8 0.12 2.94 0.12

2 0.106 10.8 0.01 3.02 0.11

3 0.105 10.9 0.11 3.01 0.11

4 0.111 10.4 0.04 3.20 0.11

5 0.104 10.8 0.06 2.99 0.11

(b) 船体パラメータ，δdz = Ŵ

No. K̂r T̂r T̂r3

1 0.052 11.4 0.37

2 0.055 11.5 0.01

3 0.055 11.5 0.01

4 0.055 11.5 0.01

5 0.055 11.5 0.01

上記に関する同定結果を表 10.3，表 10.4にまとめる。同表で，No.は更新回数である。
• 表 10.3（a）で，船体と不感帯のパラメータ同定値は更新 1回目から真値になってい
る。同表（b）で，船体の同定値は更新 1回目から真値になり，K̂r が式（10.21）と
一致している。

• 表 10.4（a）と（b）は，表 10.3と同様な傾向を示し，適切な値になっている。
• 図 10.11は，更新 5回目の同定値を用いた変針応答の時系列を示す。各（a），（b）の
上段（a-1），（a-2）は δdz = 0 の場合，下段（b-1），（b-2）は δdz = Ŵ の場合であ
る。各上段の応答には，不感帯の影響が現れている。だが，各下段の応答には現れて
いない。

よって，不感帯補償が有効であることを確認できた。

波浪外乱の影響 波浪外乱による同定誤差を評価する。図 10.12は波浪振幅に対する同定値
の更新履歴を示す。

• 同定誤差は，（a）と（b）とも波浪振幅の大きさに比例し，ほぼすべて∆W > 0の傾
向を示す。

• 同定誤差の大きさは（a）のほうが（b）より大きいようにみえるが，対象モデルによ
る同定誤差の違いは必ずしも明瞭でない。

よって，波浪振幅 aw ≤ 0.5 deg（評価量 J ≤ 0.5a2w = 0.125 deg2）を通常の海象とすれ
ば，（a）の不感帯幅W の推定誤差は 25％になり，実用上十分な精度をもつ。
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図 10.11 同定値を用いた変針応答
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図 10.12 波浪外乱入力の影響
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10.6 結言
WJPCの不感帯を補償する手法を提案し，その有効性をシミュレーションで検証した。

• 不感帯特性では，幅とその傾斜でモデル化した。
• 不感帯補償の解析では，補償の効果と誤差について行なった。不感帯幅の見積もり誤
差が正ならばその影響は小さいが，負ならばその影響が残ることを示した。

• 船体と不感帯のパラメータを同定する算法を示した。
• 検証の結果，提案法の有効性が確認でき，波浪外乱による同定誤差は実用範囲に収
まった。

したがって，提案した不感帯補償は有効であることが確認できた。





第 11章

風力推進船における制御システムの
評価

11.1 緒言
風力推進船は，燃料消費や CO2 排出の削減効果が期待されている [41, 42]。その理由は

翼帆が発生する力から推進力を得て，主機関の負荷を下げることによって実現できるからで
ある。また，翼帆力を積極的に活用して操船能力を向上させる報告 [80] もある。その報告
では，風力や潮流が既知で一様であることを前提としている。それらの外部要因は長時間
に亘って一定ではなく，状況に応じて対応する必要がある。船舶は大洋航海を運航する際，
オートパイロット（Auto-Pilot, AP）を利用する。APは制御システムによって海象状況に
応じた操船を実施する。著者は文献 [81] で風力推進船に AP を適用した場合について報告
している。本章はそれに基づき新たな成果を加えたもので，風力による船体運動と制御シス
テムの相互関係を評価することを目的とする。

APの制御システムは方位制御（Heading Control, HC）と航路制御（Tracking Control,

TC）である。両者は高速航行中に舵角を制御して，HCは設定方位に船首方位を，TCは計
画航路に船体位置をそれぞれ追従させる。両者の違いは潮流下で現れる。船体横方向に作用
する潮流成分によって，HCでは船位に横流れを生じ，TCでは生じない。TCは船首方位
に斜航角を加えて，潮流成分を船速で相殺するからである。なお，HC は設定方位が一定，
TC は設定航路が一定の場合を扱う。
風力推進船モデルは図 11.1に示すように，翼帆が単帆（S）と複帆（4枚帆）の場合があ

る。本章は主に単帆を扱う。
本内容を次に示す。

• 翼帆の発生する力が船体運動に作用する変動成分となることを示す。
• 制御システムの違いが変動成分の抑制に与える影響を示す。
• 評価した内容をシミュレーションによって検証し，その妥当性を確認する。
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図 11.1 風力推進船の翼帆配置
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図 11.2 翼帆力と風力三角形

11.2 翼帆の発生する力とモーメント
翼帆が発生する揚力 Lと抗力 D は図 11.2（a）に示すように，次式になる。

L =
1

2
ρaCL(α)SU

2
a

D =
1

2
ρaCD(α)SU

2
a

（11.1）

ここで，αは迎角（Attack angle），ρa は大気密度，CL は揚力係数，CD は抗力係数，CL と
CD は αの関数，S = b× cは翼面積，bは高さ，cは幅，Ua は相対風速（Apparent Wind

Speed）である。翼帆には αを傾けるモーメント（紙面に垂直方向の周り）が生じるが，無
視する。そのモーメントは Lと D の作用点が前縁側にあるため起こる。
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風力三角形（Wind triangle）[82]を図 11.2（b）に示す。同図で，OB-XBYB は船体固定
座標で簡単化のため地球固定座標 O-XYと一致させる。このとき船首方位は ψ = 0である。
相対風速 Ua と相対風向 ψa（Apparent Wind Angle）は風力三角形の関係*1を用いて{

Ua =
√
UT + U2 + 2UTU cos(ψT − ψg)

ψa = sin−1 [UT /Ua sin(ψT − ψg)] + ψg
（11.7）

から求める。ここで，U =
√
u2 + v2 は対地速度（Speed Over Ground, SOG）とし，UT

は真風速（True Wind Speed），ψg は対地方位（Course Over Ground, COG）とし，ψT
は真風向（True Wind Angle），uは surge速度，v は sway速度である。ただし，潮流成分
はないとする。対地方位は次式になる。

ψg = tan−1

(
− vg
ug

)
（11.8）[

ug
vg

]
=

[
cosψ sinψ
− sinψ cosψ

] [
u
v

]
（11.9）

ここで，ug, vg はそれぞれ北向き，東向きの速度成分である。なお，斜航角は次式になる。

β = tan−1
(
− v
u

)
（11.10）

船体固定座標に作用する力とモーメントは，図 11.3に示すように
XS = L sinψS −D cosψS

YS = −L cosψS −D sinψS

NS = xSYS

（11.11）

*1 式（11.7）を導出する。図 11.2（b）において，点 Hは点 Aからの垂足の位置である。
△ABHにおいて

AH = UT sin(ψT − ψg) （11.2）
BH = UT cos(ψT − ψg) （11.3）

になる。△AHOにおいて，AO2
= AH2

+ HO2 に上式を代入すると
U2
a = [UT sin(ψT − ψg)]

2 + [U + UT cos(ψT − ψg)]
2

= UT + U2 + 2UTU cos(ψT − ψg) （11.4）

になる。上式は余弦定理に相当する。
△AHOにおいて

AH = Ua sin(ψa − ψg) （11.5）

になるから，上式と式（11.2）を用いると次式になる。
sin(ψa − ψg) = UT /Ua sin(ψT − ψg)

ψa = sin−1 [UT /Ua sin(ψT − ψg)] + ψg （11.6）
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になる。ここで，XS , YS は翼帆力による力，NS はそのモーメント，xS は船体中央から翼
帆までの距離（船首方向を正とする），ψS は翼帆作用角とよび，

ψS = ψa − ψ （11.12）

である。ここで，ψ は船首方位である。ψS は ψ に依存し，XS , YS , NS もまたその影響を
受ける。よって，ψ は制御システム HCと TCによって異なるため，本船の風力特性は制御
システムの影響を受ける。その詳細は 11.4節で説明する。

単帆と複帆の差異 単帆と 4枚複帆の配置を図 11.1に示す。配置は船体中央からの距離で
定める。複帆の単体特性は単帆と同一にする。このとき，複帆が発生するXS4, YS4 と NS4

は 
XS4 = 4×XS

YS4 = 4× YS

NS4 = NS ×
∑4
i=1 xi
xS

≈ NS × x1
xS

< NS

（11.13）

になる。ここで，添字 4 は帆枚数，x1 < xS , x2 ≈ x1/2, x3 ≈ 0, x4 ≈ −x2 である。
XS4, YS4 は XS , YS の枚数倍になり，NS4 は NS より小さくなる。NS4, NS は船体の方
位周りに作用し，舵角にオフセットを加えて釣り合いをとる。よって，複帆はその配置を工
夫すれば NS4 ≈ 0が可能になり，舵への負担を単帆より減らせる。
以降，単帆の場合を扱う。

11.3 船体運動への影響
翼帆力による船体運動の変化を説明する。図 11.3は，単翼帆の力とモーメントが船体座

標に作用する様子を示す。同図で，xS > 0 は船体中央から単翼帆設置までの距離である。
このとき，船体に働く力とモーメンは 3章を参照すると

X = XH +XR +XP +XS

Y = YH + YR + YS

N = NH +NR +NS

（11.14）

になる。ここで，X, Y はそれぞれ surge方向，sway方向に働く力，N は yaw周りに働く
モーメント，添字 H, R, P, S はそれぞれ船体，舵，プロペラ，翼帆である。

surge速度の定常値（u̇ = 0）は船体微係数の線形項を用いると

Xuu+XP (n0) +XS = 0 （11.15）

になる。ここで，Xu は surge流体微係数，XP はプロペラによる推力，nはその回転数，添
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図 11.3 船体に働く翼帆の力とモーメント

字 0は一定値である。上式から，速力の定常値は

u = u0 +∆u （11.16）

u0 = −XP (n0)

Xu
, ∆u = −XS

Xu
（11.17）

になる。ここで，Xu < 0，∆uは翼帆力による速度変化である。よって，XS > 0ならば，
船速は上がる。

sway速度と yaw角速度の定常値（v̇ = 0, ṙ = 0）は

Dξ = Bδ +BS （11.18）

になる。ここで，ξ = [ v, r ]T は状態量，添字 T は転置行列，δ は舵角，
D =

[
−Yv mu0 − Yr

−Nv mu0xG −Nr

]

B =

[
Yδ

Nδ

]
, BS =

[
YS

NS

] （11.19）

mは船体質量，xGは船体中央から重心までの距離（船首方向を正とする），Yr, Yv，Nr, Nv，
Yδ, Nδ は流体微係数である。
式（11.18）の状態を舵角による項 ξδ と翼帆による項 ξS に分けると

ξ = ξδ + ξS （11.20）

ξδ = D−1

[
Yδ
Nδ

]
δ, ξS = D−1

[
YS
NS

]
（11.21）
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になる。よって，翼帆力による状態変化は上式の ξS を用いて[

∆v
∆r

]
= D−1

[
YS
NS

]
=

1

detD

[
mu0xG −Nr −mu0 + Yr

Nv −Yv

] [
1
xS

]
YS （11.22）

になる。ここで，∆v は速度変化，∆r は角速度変化，添字 −1 は逆行列，detは行列式であ
る。その変化は大きさ |YS | に比例し，設置距離 xS の関数になっている。xS は YS と NS

の関係をつなぐもので，風力推進船の設計段階で考慮されるものである。

設置距離 xS の適値 単翼帆の力とモーメントの中で，YS , NS が小さいほど，船体運動に
悪影響を与えない。xS の適値を式（11.22）から求めると，次式になる。

x′S =


m′u′0x

′
G −N ′

r

m′u′0 − Y ′
r

≈ 166

499
= 0.333 (∆v = 0)

N ′
v

Y ′
v

≈ 264

1160
= 0.228 (∆r = 0)

（11.23）

ここで，添字 ′ は無次元を示し，数値は 3章の表 3.1を用いる。本船の設置距離を 0.435（公
称値）とすれば，NS，YS の値より多少大きい。設置距離の変更は難しいので，制御システ
ムがその影響を負担することになる。
∆v を打ち消すため，TCでは斜航角を当てる。一方 ∆r を打ち消すため，舵角を当てる。

HCの舵角変化は式（11.18）から

∆δ = −∆r

NS
(Bδ +BS = 0) （11.24）

になる。ここで，0 = [0, 0]T である。
よって，翼帆力による影響は，船体運動に速度 ∆u, ∆v，角速度 ∆r を発生させる。風力

推進船に適用するための制御性能（仕様）は次のようになる。
• ∆uは制御しない。制御システムは船速 u = u0 +∆uに従う。
• ∆v は等価的に潮流成分と見なせる。その成分は TCで修正できる。
• ∆r は等価的に舵角オフセットと見なせる。その成分は HCで修正できる。

ここで，TCは HCと航路誤差制御から構成される。

11.4 制御システムの影響
制御システムが風力推進船に与える影響を明らかにする。制御システムは方位制御 HCと

航路制御 TCである。翼帆力は図 11.3に示すように，船体に力 XS , YS とモーメント NS

を作用させる。
制御システムの翼帆力に対する抑制効果を表 11.1にまとめる。同表で，印 ×は無効，印

⃝は有効である。XS は前進方向のため，制御対象外となる。HCはNS を，TCは YS , NS

をそれぞれ抑制できる。
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表 11.1 制御システムの翼帆力抑制効果

制御システム
翼帆力

XS YS NS

方位制御 × × ⃝

航路制御 × ⃝ ⃝

(a) HC (b) TC

ψa

Ua

UT

UT

u

−v

U

u ψ = 0

ψT
ψT

Ua

Y

X

U

ψ

ψg = 0

−ψg

X

YO O−v

ψa

図 11.4 風力三角形での HCと TCの差異

抑制方法において，NS によるモーメントは舵が発生するカウンター（反作用）トルクに
よって，YS による横流れ速度は船首方位に斜航角を加えて船速の横流れ成分によって，そ
れぞれ打ち消すものである。

( 1 ) 相対風速と相対風向への影響
HCと TCが相対風速 Ua と相対風向 ψa に与える影響を図 11.4で説明する。同図で，設

定方位は北向き，真風向は西向き（ψT = π/2），一定状態とする。このとき，対地方位は

ψhg = −β （11.25）
ψtg = 0 （11.26）

になる。ここで，添字 h, tはそれぞれ HC，TCである。上式を式（11.7）に適用すると{
Uha < U ta (cos(ψT − ψhg ) < 0, cos(ψT − ψtg) = 0)

ψha < ψta (sin(ψT − ψhg ) < sin(ψT − ψtg))
（11.27）
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図 11.5 相対風向 ψa および U と UT の関係

になる。また，揚力と抗力は式（11.1）と上式から{
Lh < Lt

Dh < Dt
（11.28）

の関係になる。よって，揚力と抗力は航路制御のほうが方位制御より大きくなる。
ψT を π まで変化させると，Ua，ψa は図 11.5に示すように，U と UT の大小関係に影響

を受ける。まとめると

lim
ψt→π

Ua =


U − UT (0 ≤ UT < U)

0 (UT = U)

UT − U (UT > U)

, lim
ψt→π

ψa =


[0, π/2) (0 ≤ UT < U)

π/2 (UT = U)

(π/2, π) (UT > U)

（11.29）

になる。ここで，[0, π/2) = {0 ≤ ψa < π/2}，(π/2, π) = {π/2 < ψa < π}である。

( 2 ) 船体に作用する力 XS , YS への影響
力 XS , YS は図 11.6に示すように，次式になる。[

XS

YS

]
=

[
sinψS − cosψS

− cosψS − sinψS

] [
L
D

]
(L≫ D) （11.30）

ここで，ψS は翼帆作用角で式（11.12）から定める。このとき，翼帆作用角と横力は∣∣ψhS = ψha
∣∣ > ∣∣ψtS = ψta − ψt

∣∣ （11.31）∣∣Y hS ≈ −L cosψhS
∣∣ < ∣∣Y tS ≈ −L cosψtS

∣∣ （11.32）

になる。よって，YS は航路制御のほうが方位制御より大きくなり，NS も同様になる。
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図 11.6 力 XS , YS による HCと TCの差異，ただし xS = 0とする

表 11.2 船体運動パラメータ，船速 u0 = 10 kn

mode Kr [1/s] Tr [s] Tr3 [s] Kv [m/s]

HC 0.0591 52.2 0.16 -3.77

TC 0.0652 61.8 0.65 -4.22

( 3 ) 船体に作用するモーメント NS への影響
モーメント NS = xS × YS は舵角 δ で相殺する。δ の大きさは NS のそれに比例するから∣∣δhS ∝ Nh

S

∣∣ < ∣∣δtS ∝ N t
S

∣∣ （11.33）

になる。ここで，δS は翼帆作用舵角とよぶ。よって，δ は許容できる大きさ（最大舵角）を
もつため，その制限は航路制御のほうが方位制御より受けやすい。

11.5 検証
評価・検討した内容をシミュレーションによって検証し，その妥当性を確認する。
シミュレーション構成を図 11.7に示す。同図で，制御器は HC，TCから選択し，翼帆力

計算は入力した変数から翼帆力を出力する。そのため，船体運動と制御器は翼帆力の影響を
受ける。
シミュレーション結果から，評価・検討した内容が適切であることを確認できた。

( 1 ) 条件
制御対象：

• 本船要目は貨物船で，船長 L = 161 mである。3章，表 3.1を参照のこと。
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図 11.7 風力推進船のシミュレーション構成

• 翼帆要目 [83] は単翼帆，xS = 70m，x′S = xS ÷ L = 0.435，α = 10 deg

で CL = 1.5, CD = 0.2, CL/CD = 7.5，b = 60m, c = 13m, Sa =

780m2, アスペクト比 AR = b ÷ c = 4.62 である。翼帆装置は船体運動パラメータ
に影響を与えないとする。

• 外乱成分はなし。
制御システム：

• 船体運動パラメータを表 11.2にまとめる。同表は翼帆なしで，HCと TCごとに同
定したものである。

• 制御ゲインはフィードバックの比例ゲイン Kp = 1.0に設定する。詳細は 7章を参照
のこと。波浪パラメータの初期値は，周期 13 s，減衰係数 0.1である。

初期値：
• 初期船速 u0 = 10 kn，初期方位 ψ0 = 0 deg，真風速 UT = 10, 15 kn，真風向
ψT = 40 ∼ 180 deg（きざみ幅 5 deg）とする。

• 命令舵角 δc は最大値 35 degで飽和する。

( 2 ) 結果
図 11.8の場合

•（b）の左図から δc が飽和しない領域（80 < ψT < 170 deg）を対象とする。
•（a）の左右図から，式（11.27）は妥当である。
•（a）の左右図の ψT = π 付近から，式（11.29）は適切である。
•（b）の左右図から，式（11.32），（11.33）はそれぞれ妥当である。
•（b）の左図から δc の飽和現象は，HCでは ψT < 55 deg，TCでは ψT < 80 degで
発生している。よって，( 2 )節および ( 3 )節の検討は適切である。

図 11.9の場合：真風速 10 kn

•（a）の左図から式（11.28）は妥当である。右図から，XS では TCと HCがほぼ同じ
（TCが HCよりわずかに大きい），|YS |では TCが HCより大きい式（（11.32））。
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•（b）の左図から，つぎのようになる。ただし，δc の飽和分を除く。

speed(HC) > SOG(TC) (ψT < 100 deg)
speed(HC) ≲ SOG(TC) (ψT > 100 deg)

•（b）の右図から，HCでは ψ = 0, β < 0に，TCでは COG = 0, ψ > 0にそれぞれ
なっているので，制御システムは適切に動作している。（図 11.4を参照）

図 11.10の場合：真風速 15 kn

• 同図は図 11.9に比べて，その特性（δc の飽和も含む）は図 11.9と同じ傾向を示す。
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11.6 結言
本章は風力推進船における，オートパイロットの制御システムの影響を評価・検討した

ものである。制御システムは方位制御と航路制御である。その結果は次の項目を明らかに
した。

• 翼帆の発生する力とモーメント，およびその翼帆力から船体に作用する力とモーメン
トが制御システムの影響を受ける。

• 翼帆の設置位置が制御システムの性能に重要である。
• 翼帆力は船体運動に速度 ∆u, ∆v，角速度 ∆r を発生させる。
• 方位制御は ∆r を，航路制御は ∆v，∆r をそれぞれ相殺できる。
• 航路制御のほうが方位制御より，最大舵角の要求が大きくなる。
• 検討内容の有効性・妥当性をシミュレーションによって確認した。

制御システム HC, TCを選ぶときは，海象や運航の形態を考慮する必要がある。
HCの場合，舵角の許容範囲が TCより広く，風力を有効に利用できる。だが，風力や潮

流による横流れを修正するため，設定方位を適宜修正する必要がある。
一方 TCの場合，舵角の許容範囲が HCより狭く，風力を限定して利用せざるを得ない。

だが，横流れを修正できるため，設定航路に追従できる利点がある。
したがって，HC, TCの選択は，海象の風向風力の状況によって適切に切り替えて利用す

べきである。
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第 12章

大圏航路用制御システムの評価

12.1 緒言
昨今，船舶の運航において，省人化船や自律化船の話題 [84, 85]が散見される。その背景

には，乗船員の不足を補い，安全航海をより推進し，さらに気象・海象を考慮した最適航路
を選択するなどの目的がある。加えて，その実現には本船と陸上基地の相互通信技術によっ
て，省人化船を一元的に管理することも含まれる。
本章は大洋航海中のオートパイロット技術に関する。大洋航海は沿岸付近に比べて他船や

物標の影響が少ないため，大圏航路に船体位置（船位）を追従させるように操船する。
紐の両端を引張ったときの長さは最短になる。大圏航路はその状態を地球表面上に置いた

場合に相当し，2 点間を最短距離で結ぶものである。一方，等角航路は航程線ともよばれ，
2点間を一定方位で結ぶものである。メルカトル図法において，航程線は直線に，大圏航路
は曲線に，それぞれ描画される。大圏航路はその行程が長くなるほど，等角航路（方位角一
定，直線）に比べて航路長が短くなる特徴をもつ。なお，地球形状は球体より楕円球体に近
いとされる。されど，本章では簡単化のため，真球体を用いる。
従前では，大圏航路を紙海図に描くことは手間がかかった [86]。現在では，電子海図表示

情報装置（ECDIS）上でその描画は簡単にできるようになっている。
ECDISは大圏航路を適当に分割して，直線と円弧の計画航路（近似大圏航路とよぶ）を作

成し，オートパイロットにその情報を送る。オートパイロットはその計画航路に船位を追従
させるため，舵を制御する。その制御システムは航路制御システム（Track Control System，
TCS）であり，直線と円弧の航路に対応する操船モードをもつ。計画航路は大圏航路に比べ
て航程距離が長くなり，モード切り替えによる過渡現象が生じて航程距離を延長させる。
大圏航海において，操船モードが 2つあることは，管理作業が増えて好ましからざる状況

といえる。操船は単純なものほど，使いやすく誤りを起こしにくい。したがって，ひとつの
操船モードで対応できることが有人船・省人化船を問わず，期待される。
そこで，大圏航路の方位変化が時間当たり 1度以下であることに着目して，その航路を目
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図 12.1 大圏航路

標軌道に設定し，それに船位を追従させる制御システムを提案する。本提案法は，大圏航路
に関する測地計算と航路保持システム（7章参照）を組み合わせることによって，実現でき
る。この場合，そのシステムの設定方位は一定ではなく，変化する。
したがって，本提案法では，次のことを確認する。

• 大圏航路の旋回角速度が 1 deg /h以下になる。
• 航路保持システムで，上記角速度と潮流外乱の入力による航路誤差が実用上無視で
きる。

本章は筆者の文献 [81]に基づき，加筆・修正したものである。

12.2 動作原理
12.2.1 大圏航路
大圏航路（Great Circle Route，GCR）を図 12.1に示す。同図において，地球を半径一

定の球体と扱い，N 点は北極，A 点は出発位置，B 点は着達位置，H 点は航路上の位置，
ψA は出発針路，ψB は着達針路，ψH は起程針路である。位置は緯度・経度の座標によって
与えられ，針路は子午線との角度でその位置から計算される。よって，大圏航路は 2点が与
えられると，航路上の位置とその針路が決定できる。なお，針路は方位と同意語とする。

12.2.2 近似大圏航路
近似大圏航路（Approximated GCR，AGCR）は図 12.2に示すように，大圏航路から設

定する。同図において，AGCRは GCRを適当な距離（50 ∼ 100 M，1M = 1, 852 m）ご
とに分割され，直線と円弧によって構成される。円弧は点の位置にあり，拡大すれば円弧
曲線（Circular arc line）になる。直線航路は設定方位が一定になる等角航路または航程線
（Rhumb line，RL）になる。TCSは，AGCRを計画航路に用いている。
図 12.3は GCRと RLの行程距離を，図 12.4は両者の行程差をそれぞれ描画したもので
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図 12.2 近似大圏航路

ある。GCRと RLの算法は付録 12.Aに示す。同図で，出発位置は緯度 36度，経度 140度
（東京付近）である。両図から

• 到達緯度 −24度は地球の輪切り状態に近い航路で，両者の距離差が最小になる。
• 到達緯度 66度，到達経度 180度のとき，RL航路は GCRより 1.3 %長くなる。

よって，AGCRは円弧旋回による距離の増加も見込まれるため，GCRの利用は適切である。

12.2.3 課題と解決策
現状利用されている AGCRは GCRに比べて，次のような課題をもつ。
1. 航路距離（distAGCR> distGCR）が長くなる。
2. 円弧の旋回角は小さいが，そのための操船モードが必要になる。
上記課題を解決する方策として，GCRに船位を追従させる大圏航路用オートパイロット

（G-CAPとよぶ）を提案する。
提案法の原理を図 12.5に示す。同図において，船体位置は P 点にあり，前進速度 u，船

首方位 ψ で航行している。P 点から大圏航路上に垂線の足を下ろし，その点を H とする。
垂足の長さが航路誤差 ye になる。航路誤差はクロストラックエラー（Cross Track Error，
XTE）ともよばれる。H 点の起程針路を参照方位 ψR に置き換える。よって，制御システ
ムは ψR に対して船首方位を ψ = ψR に，航路誤差を ye = 0にそれぞれ追従させる。その
作用は，次のようになる。

• 方位制御によって，ψ が ψR に漸近して，船体航跡は GCRと並進する。
• 航路誤差制御によって，ye がゼロに漸近して，船体航跡は GCR上を追従する。
よって，TCSと G-CAPの差異は，参照方位が一定であるか変化するかだけである。
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12.3 制御システム
12.3.1 システム構成
本制御システムは大圏航路 GCR に船位 P を追従させる。その閉ループ制御システムを

図 12.6に示す。同図で，制御システムは測地計算とフィードバック制御器から構成する。
測地計算は初期設定と船位 x, y を入力し，参照方位 ψR と航路誤差 ye を出力する。初期

設定は出発位置と到着位置である。フィードバック制御器は方位偏差 ψe = ψ−ψR と ye を
入力し，命令舵角 δc を出力する。δc は船体の操舵機に入力し，yaw周りと sway方向の船
体運動を発生させる。船体に装備されたジャイロコンパスから船首方位 ψ を，衛星測位シ
ステム（GNSS）から船位 x, y をそれぞれ出力する。
測地計算は図 12.7に示すように，GCR計算と航路誤差 XTE計算からなり，文献 [87, 88]

の計算方法を用いる。測地計算の手順は次のようになる。
• GCR計算では，出発位置，着達位置を入力し，出発針路，着達針路と参照航路 xR, yR

を求める。
• XTE計算では，船位 x, y から参照航路上の垂足 Hを求め，参照方位 ψR = ψH と航
路誤差 ye を求める。
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フィードバック制御器は図 12.8に示すように，TCSの航路保持制御と同じ構成をもち，
方位制御と航路誤差制御からなる。同図で，添字 r, v はそれぞれ yaw周り，sway方向であ
る。航路保持制御は 7章を参照する。

12.3.2 誤差解析と仕様
図 12.6において，参照方位 ψR の角速度 r = ψ̇R が一定状態で入力した場合を説明する。

その船体運動 u, v, r，方位偏差 ψe = ψ − ψR と航路誤差 ye を図 12.9 に示す。同図で，
O-XYは地球固定座標，OB-XBYB は船体固定座標，ρ = U/r は旋回半径，U2 = u2 + v2

である。

( 1 ) 追従角速度の概算
制御システムが追従できる旋回角速度 r を概算する。航路制御の固有角周波数を表 12.2

から ωt = 0.0337 rad/sに設定する。制御システムは rが ωt の 10分の 1以下でないと追従
できないと仮定すれば，次式に概算できる。

r < ωt/10 = 3.4 · 10−3 rad/s ≈ 2.9 · 10−3 rad/s = 10 deg/min （12.1）

( 2 ) 角速度誤差特性
旋回角速度 r の入力による方位偏差 ψe と航路誤差 ye の定常特性は 7 章 7.3.1 節で式

（7.41），（7.42）から外乱成分がゼロならば，過渡誤差が ψe, ye に生じて時間とともに
lim
t→∞

[ψe(t)] = 0と lim
t→∞

[ye(t)] = 0に収斂する。ただし，誤差修正を実施している。
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表 12.1 旋回角速度入力に対する航路誤差仕様

角速度追従 入力時の航路誤差

10 deg/min 以下 1.0 m 以下

図 12.9の定常状態では，斜航角 βで釣り合うので，

β = − Kv

uKr
rR （12.2）

ここで，uは船速，Kr は旋回力ゲイン，Kv < 0は横流れゲイン，rR は参照角速度，
β = − tan−1 v

u
≈ − v

u

v =
Kv

Kr
r

（12.3）

斜航角は旋回角速度に比例し，船速に反比例する。
旋回開始時の航路誤差 ye を求める。ye は参照方位 ψR が船首方位 ψ に追従する形に変更

する。7章 7.3.1節で図 7.6において，ψe を ψ − ψR に置き換えると航路誤差は

Ye(s) =
Fh(s)Pv(s)− u

D̃t(s)
sΨR(s) （12.4）

になる。ここで，sはラプラス演算子，Fh(s)は式（7.35），Pv(s)は式（7.5），D̃t(s)は式
（7.40），式番号は 7章を引用する。上式の定常解を求めると，次式になる。

lim
t→∞

[ye(t)] =
f1Kv − u

fyKru
rR(0) （12.5）

ここで，f1 は比例ゲイン，fy は航路ゲインである。旋回開始時の ye は角速度に比例し，船
速の 2乗に反比例する。その ye は旋回時の最大誤差に相当するので，仕様に用いる。
大圏航路用制御システムの仕様を表 12.1に定める。旋回時の航路誤差は本制御モードへ

の切換えに伴って発生するので，充分に抑制する必要がある。

12.4 検証
本提案法の有効性を数値計算とシミュレーションで検証する。検証は次の項目になる。
1. 大圏航路の旋回角速度 rGCR が 1 deg/h 以下になる。
2. 航路保持システムにおいて，rGCR による航路誤差 ye が表 12.1を満足する。
3. 同システムにおいて，潮流外乱入力による ye が実用上無視できる。

計算条件を示す。定数は，1海里（M）は 1, 852 m，地球半径は 6, 371× 103 mとする。
制御対象：
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図 12.9 旋回角速度入力時の運動状態

表 12.2 船体パラメータと制御ゲイン，船速 u = 15 kn

h/t Kr Tr Tr3 Kv Kr/Tr Kv/Kr

[1/s] [s] [s] [m/s] [s-2] [m]

t 0.103 43.0 0.258 -7.39 0.00239 -72.0

Kd f1 f2 ωh ph ρh2 ρh

[s] [s] [rad/s] [s]

t 19.1 0.988 18.8 0.0486 129.2 5.16 8.21

fy ωt at ωt/ωh fi ωi ζti ωti

[rad/m] [rad/s] [rad/s] [rad/s] [rad/s]

t 0.00130 0.0337 0.0211 0.692 0.00505 0.00967 0.766 0.0360

• 本船要目は貨物船，船長 161 mである。詳細は 3章を参照。
• 上記 2.の検証では，本船の特性から舵角オフセット項をゼロとする。
• 外乱は，潮流成分が Uc = 3 kn，ψc = 0 deg，波浪成分がなしとする。
制御システム：

• 船体パラメータと制御ゲインは，表 12.2にまとめる。同表は，7章の表 7.4から抜粋
したもので，tは航路制御，船速 u = 15 knである。

• 波浪パラメータは，周期 10 s，減衰係数 0.1である。
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図 12.10 大圏航路の緯度経度，北米航路

12.4.1 大圏航路の特性
計算地域は北米航路で，出発位置が横浜（緯度 35.5 deg，経度 139.6 deg），到達位置がシ

アトル（緯度 47.6 deg，経度 −122.3 deg）である。その区間距離は，等角航路で 4,470 M，
大圏航路で 4,168.2 M，差異は 302 Mになる。大圏航路の距離は等角航路に比べて −6.8%

短縮される。なお，大圏航路の計算は付録 12.A，文献 [88]を利用する。
その緯度経度を図 12.10 に示す。同図において，経度は負のとき 360 度を加え，7 点は

1,000 kmごとに航程距離の印を示す。頂点は緯度 54.5度，経度 198.9度になる。
大圏航路の起程針路（参照方位 ψR）を図 12.11に示す。同図において，横軸は航程距離

である。初期針路は 45.5度，到達針路は 120.4度になり，その変化量は 74.9度である。角
度傾斜は，距離が中央付近または針路が 90度付近で大きくなっている。
大圏航路の旋回角速度 rGCR = ψ̇R を図 12.12に示す。同図において，rGCR は船速 U0 に

比例し，U0 = 20 knで rGCR = 0.52 deg/hになる。よって，rGCR < 1.0 deg/hと扱える。
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図 12.11 大圏航路の起程針路，北米航路
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図 12.12 大圏航路の旋回角速度 rGCR，北米航路

12.4.2 制御システムの追従性能
参照方位 ψR の角速度 rR = ψ̇R を航路保持システムにステップ入力したとき，航路誤差

ye を求めて評価する。条件は u = 15 kn，0 ≤ ψR ≤ 360 degとする。

( 1 ) ステップ応答結果
図 12.13，12.14 は，それぞれ旋回角速度 20，10 deg/min が入力した場合を示す。同図

で，currentは潮流推定，integralは積分器による潮流誤差修正を示す。詳細は 7章を参照。
• 図 12.13において，両者ともに過渡誤差が大きく 1回転時間で収束できない。current

のほうは integralに比べて，減衰性が良い。
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• 図 12.14において，両者ともに 1回転時間で収束できている。
よって，式（12.1）の概算は妥当である。潮流推定のほうが積分器より減衰性能が良く，

潮流誤差修正に推奨している。

( 2 ) 旋回角速度による誤差結果
図 12.15 は旋回角速度に対応した航路誤差を示す。同図で，solution は式（12.5）を用

いる。
• 図 12.15において，solution，currentと integralはほぼ同値になっている。ye の推
定には式（12.5）を利用できる。

• 表 12.1を満足する旋回角速度は 0.1 deg/min = 6 deg/hになる。
よって，本航路保持システムは大圏航路の角速度 rGCR < 1.0 deg/hに対して充分に追従

できる。
したがって，この追従性能の結果は誤差解析の方法が妥当であることを示した。
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図 12.13 旋回角速度 20 deg/minの場合
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図 12.14 旋回角速度 10 deg/minの場合
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図 12.16 潮流補償の計算範囲
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図 12.17 潮流成分の時系列

12.4.3 潮流補償の評価
大圏航路に潮流外乱を印加したとき，航路保持システムの潮流補償を評価する。
その評価区間は旋回角速度が図 12.12でピークを迎える航程距離 4,000∼5,000 kmから選

ぶと，図 12.16に示すようになる。同図において，（1）は緯度 lat，（2）は経度 lon，（3）は
参照方位 ψR，計算時間は 6 h，移動距離は 222 km，参照方位はほぼ西向きである。
図 12.17は潮流成分（3 kn，北向き）の時系列で，台形とサイン状の入力波形になる。台

形入力は傾斜時間 10 min（加速度入力状態），サイン状入力は周期 100 minである。
潮流補償の結果を図 12.18に示す。同図で，（1）の surge速度変化∆u（u0 = 15 knを差

し引く）は変動が小さく，（2）の sway速度変化 ∆v は制御対象のモデル特性からオフセッ
ト 0.01 m/sをもっている。（3）は方位誤差 ψe，（4）は航路誤差 ye で初期値が 50 mであ
る。（5）は航路誤差制御の修正量 γt，（6）は命令舵角 δc である。

•（1）から（6）で，潮流補償の潮流推定 currentと積分器 integralの差異が現れてい
る。（6）の差は微小である。

• 積分器のほうが潮流推定より，ye が小さい。それは（6）の γt の応答性が良いことか
らわかる。

• 潮流推定の応答性はその推定ゲインを調整すれば，改善できる。
• この評価結果から，大圏航路特有の影響を見つけることができない。



12.4 検証 293

-10

-5

0

5

u 
[m

/s
]

10-3

(1)

current
integral

-0.05

0

0.05

0.1

v 
[m

/s
]

(2)

-10

-5

0

5

10

e 
[d

eg
]

(3)

-100

-50

0

50

100

ye
 [m

]

(4)

-10

-5

0

5

10

t [
de

g]

(5)

0 50 100 150 200 250 300
time [min]

-3

-2

-1

0

c 
[d

eg
]

(6)

図 12.18 潮流成分に対する補償方法
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12.5 結言
大圏航路に追従できる制御システムを提案し，シミュレーションでその有効性を確認し

た。制御システムは，測地計算と航路保持システムから構成する。
前者において，大圏航路の旋回角速度 rGCR は 1 deg /h以下になる。
後者において，航路保持システムは rGCR と潮流外乱の入力による航路誤差が実用上無視

でき，修正なしで利用できる。
よって，本提案法は大圏航路に追従できることを確認した。
本提案法の効果により，航程線航路（参照方位一定）から大圏航路への切り替えは過渡現

象を抑えて遷移し，最短航路を実現できる。

付録 12.A 球面上の航路
グリニッジ基準の緯度 ϕ′ と経度 λ′ を，次式のように換算する。

ϕ =
π

2
− ϕ′ （12.6）

λ = 2π + λ′ （12.7）

ここで，ϕ, λは計算時の緯度と経度である。λの変換は西経（λ′ < 0）のときに用いる。

12.A.1 大圏航路
大圏航路は図 12.1を参照する。文献 [89]から次式を得る。

cos∠′ANB = sinϕ′A · sinϕ′B + cosϕ′A · cosϕ′B · cos(λ′B − λ′A) （12.8）

ここで，添字 A は出発位置，同 B は到着位置，∠′ANBは航路の角度である。
上式に式（12.6）を代入すると，次式のように換算できる。

cos∠ANB = cosϕA · cosϕB + sinϕA · sinϕB · cos∆λ （12.9）
∆λ = λB − λA （12.10）

2点間距離 distGC，出発針路 ψA（起程針路 ψR）と到達針路 ψB は，それぞれ

distGC = ρ× (cos∠ANB)
−1 （12.11）

sinψA =
sin∆λ · sinϕB
sin∠ANB

（12.12）

sinψB =
sin∆λ · sinϕA
sin∠ANB

（12.13）

になる。ここで，ρは地球半径，ψR = ψA である。
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12.A.2 等角航路
グリニッジ基準の等角航路（航程線）[89]の方位角は，次式になる。

tanψ′
RL =

λ′B − λ′A

ln

[
tan

(
ϕ′B
2

+
π

4

)]
− ln

[
tan

(
ϕ′A
2

+
π

4

)] （12.14）

ここで，添字 RL は航程線，ψRL はその方位角である。
上式に式（12.6）を代入すると，ψRL と 2点間距離 distRL は次式のようになる。

tanψRL =
∆λ

ln

[
cot

(
ϕB

2

)]
− ln

[
cot

(
ϕA

2

)] （12.15）

distRL = ρ× (ϕB − ϕA) · (cosψRL)−1 （12.16）





第 13章

結言

本章は，本論文のまとめである。その内容は次のようになる。
1. 本論文の目的と成果では，各章を概説する。
2. 本論文の技術的貢献では，船体制御への波及効果を説明する。
3. 本論文の限界，今後の課題と将来の方針では，現状把握と更なる展開を提示する。

13.1 本論文の目的と成果
船舶用オートパイロットは高速航行中，舵角指令によって方位制御と航路制御を実現す

る。方位制御は設定方位に船首方位を，航路制御は計画航路に船体位置をそれぞれ追従させ
る。双方とも保持と旋回の機能をもつ。
本論文の目的は，船舶用オートパイロットの制御システムを設計する手法を提案すること

である。その制御システムは
• 実適用性：実際の操船に適用できる
• 適応機能：運航状況や海象環境に適応できる
• 制御性能：制御仕様を満足できる

からなる特性を有し，通常操船状態から船体パラメータや制御ゲインなどを自動調節できる
自己完結型を目指した。
制御仕様はレギュレータ問題（閉ループ安定性と外乱除去性）とサーボ問題（追従応答性）

から設定した。
本設計手法は上記特性を獲得するため，次の手段を講じた。

• 実適用性のため，制御対象を船体モデルと外乱モデルから構成した。前者では yaw

運動，sway運動と操舵機の各モデルで設定した。運動モデルとしては１次応答モデ
ルを用い，さらに新規性のある swayモデルも導入した。外乱モデルの波浪モデルは
方位信号の波浪成分除去に利用した。さらに，操舵機モデルは指令舵角とその舵速度
に入力制限を与えた。
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• 適応機能のため，制御対象のパラメータをロバスト推定する同定手法を提案した。同
定手法は船体モデルと波浪モデルの各パラメータをバッチ処理で算出した。バッチ処
理は高精度な数理演算の利用を可能にした。

• 制御性能のため，レギュレータ問題を閉ループ制御の方位保持と航路保持に，サーボ
問題を開ループ制御の方位旋回と航路旋回にそれぞれ分離して課題の解決を図った。
前者では，閉ループ安定性はパラメータ不確かさを考慮したロバスト制御で，外乱除
去性は波浪モデルのノッチフィルタ効果や潮流補償でそれぞれ解決した。後者では，
変針条件を満足する参照方位を用いた軌道追従方式と参照方位に基づく航路誤差修正
で解決した。

その結果，本設計手法は上記 3つの特性を有する制御システムを提案でき，本論文の目的
は達成できた。ここに，船舶用オートパイロットの制御システムに自己完結型の設計手法を
提案できた。

本論文は以下の 13章で構成した。
第 1章は緒言で，本論文の目的，技術背景，設計のアイデア，方針と方策，および本文構

成について示した。
第 2章では，本設計手法の特徴を制御技術の見地から，現行技術と比較して明らかにした。
第 3章では，船体，波浪と操舵機の各モデルを説明した。　
第 4章では，yaw運動と sway運動の船体パラメータを変針時の時系列データから同定す

る手法を提案し，それらの有効性を確認した。
第 5章では，波浪パラメータを保持状態の時系列データから同定する手法と，同定値から

更新値を算出する手法をそれぞれ提案し，それらの有効性を確認した。　
第 6章では，方位保持において，パラメータ不確かさをもつ制御対象の閉ループ安定性が

明瞭に設計できる固有値解析手法を提案した。この手法は，閉ループ安定性を決定する要因
が推定器の固有周波数であることに着目したものとなった。
第 7章では，航路保持の閉ループ安定性について，各制御ゲインの算出方法とそれら設計

変数の妥当性を示した。また，外乱除去性についても潮流成分による航路誤差を閉ループ解
析し潮流誤差を修正する方法を示した。　
第 8章では，角速度一定の方位旋回を，現実的な参照方位の設定とフィードフォワード制

御を用いることで実現した。参照方位は軌道計画から生成しており，入力の飽和対策もとら
れたものとなった。
第 9章では，半径一定の航路旋回を，航路誤差の発生を抑制する方策のもとで実現した。
第 10章では，ウォータジェット推進船の不感帯補償のハの字方策に本設計手法を応用し，

有効性を確認した。
第 11章では，風力推進船での制御システムの評価に本設計手法を応用し，風力推進によ

る船体運動を評価した。
第 12章では，大圏航路用制御システムの評価に本設計手法を応用した。



13.2 本論文の技術的貢献 299

第 13章では，本論文を総括し，その目的と成果，技術的貢献と限界，今後の課題と将来
の方針を示した。

13.2 本論文の技術的貢献
本論文は船舶用オートパイロットを実践的に設計したものである。具体的には，その制御

システムを設計する手法を提案した。制御システムは制御対象，同定系，保持系と旋回系か
ら構成した。本設計手法は 3つの目的，すなわち実適用性，適応性と制御性を満足したこと
によって，船体制御への技術的貢献が期待できる。
インターネットで「marine ship autopilot book」を検索すると，数多くの専門書が検索

できる。それらの専門書には，船体制御に関する様々な技術が記述されている。事実，本論
文は多くの図書から有益な知見を参照している。船体制御の具体的な一例として，本設計手
法を参考にすることによって，学術図書のつながりや内容が明瞭になり，理解がより深く進
むことが可能になるだろう。そのことから，本論文は指南書的な側面も有している。

13.2.1 貢献 1：実適用性
船舶用オートパイロットは舶用機器のひとつであり，実際に運用されるものである。本目

的の第 1項には実適用性を挙げた。実適用性とは，船体制御をオートパイロット自体によっ
て完結できることを意味する。オートパイロットが本船に装備され初期設定後，その制御シ
ステムによって方位制御や航路制御を実施できることである。
よって，装備品への実適用を念頭に置いた設計手法なので，実務者や開発者において参考

になりうる。
13.2.2 貢献 2：適応機能
船舶用オートパイロットは様々な船種，運航状況や海象環境のもとで運用される。オート

パイロットが他の航海機器と異なる点は，単体では機能できないことである。その制御シス
テムを本船の運動特性や外乱成分の特性に合わせることで初めて機能できるからである。本
目的の第 2項には適応性（適応機能）を挙げた。適応機能とは，制御対象のパラメータを運
航状況から同定することを意味する。パラメータは運航状況や海象環境によって変動する。
制御システムは現在の運用状態におけるパラメータを同定することによって，適応機能が与
えられる。
本同定手法は，リアルタイム処理の制御システムから分離独立したバッチ処理上で構成し

た。バッチ処理は蓄えたデータを繰り返し利用でき，数値計算法を比較的容易に組み込め
るなどの利点がある。これは，通常航海のように同定機会が多くない場合に有効に対応で
きる。
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13.2.3 貢献 3：制御性能
適応機能が対象船のパラメータを同定すると，制御システムは本船に特化し，制御性能を

満たさなければならない。本目的の第 3項には制御性能を挙げた。制御性能は制御仕様（制
御問題ともよばれる）を満足することである。制御仕様はレギュレータ問題およびサーボ問
題からなり，それぞれ閉ループ安定性と外乱除去性，および追従応答性に対応する。
両者はトレードオフの関係をもち，制御性能を制限する。トレードオフによる制限を解決

するため，制御システムに軌道追従方式と 2 自由度制御系を採用した。前者は軌道計画を
満足する参照信号に船体の方位や位置を追従させる。後者はフィードバック制御とフィード
フォワード制御からなる。その結果，制御設計は 2つある制御問題を独立して実施できた。
本手法は初めに方位制御を設計した後，次に航路制御を方位制御に基づいて設計するもの

である。制御システムはこの方法によって，制御性能を効率よく達成できた。
( 1 ) レギュレータ問題
レギュレータ問題は保持系に該当し，フィードバック制御による閉ループ系になり，方位

保持と航路保持を実現する。フィードバック制御は状態推定と状態フィードバックから構成
する。

( 1. 1 ) 方位保持
方位保持をロバスト制御として設計した。ロバスト制御は制御対象のパラメータに不確か

さを加えて，閉ループ安定性を確保するものである。外乱除去性は波浪モデルの状態量を推
定し分離することで達成した。

パラメータ不確かさの導入 制御対象は低次元化などによるモデル化誤差をもち，制御対象
のノミナル値は同定手法によるパラメータ誤差を含む。両者の誤差を合せたものをノミナル
値のパラメータ不確かさとして置き換える。パラメータ不確かさの範囲は同定誤差の最大範
囲を包括するように設定する。制御システムはこの設定によって同定誤差を許容し，ロバス
ト性を確保できる。

積み重ね方式の採用 フィードバック制御システムを最適制御で設計する場合を例にあげ
る。最適制御ではコスト関数に含ませた重みを調整することによって，仕様に対応する。し
かしながら，この重みの選択が難しく，試行錯誤して決めざるをえない。
一方，本設計手法は閉ループ安定性を解析することによって，制御システムを求めるもの

である。これを積み重ね方式とよび，試行錯誤なしで段階を踏んで進めることができた。

( 1. 2 ) 航路保持
航路保持を前述の方位保持に航路誤差制御を加えた構成によって設計する手法を提案し

た。本目的は，航路誤差を外乱成分による影響も含めてゼロに収斂させることである。外乱
成分は一定値をもつ舵角オフセットと潮流成分になる。本設計手法は航路誤差制御に焦点を
あて，航路誤差モデルを導出して解析することによって実施した。その主たる内容は，航路
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保持制御と潮流補償のそれぞれの実現になる。

航路保持制御 航路制御は航路誤差を Line Of Sight（LOS）のように方位換算した入力で
修正する方式を散見する。これは航路制御を方位制御に置き換えて実施するもので，簡単か
つ有効のようにみえる。だが，方位誤差の代わりに航路誤差を間接的に入力するため，航路
制御の閉ループ特性が判りづらくなり，方位誤差がない場合でも航路誤差の静定のために方
位制御の閉ループ系が応答しなければならない。よって，方位制御は航路制御を考慮する必
要が生じる。
一方，本設計手法は，sway運動モデルを利用できるため，航路誤差を舵角換算して航路

保持制御ループに直接的に入力できる。その結果，航路保持は方位保持と航路誤差制御に分
離でき，LOS方式に比べて取り扱いが容易になる。

潮流補償 船体制御において，風力風向による外乱成分がよく利用された。その成分は船体
の上部構造物に作用して，surge と sway の方向に力を，yaw 周りにモーメントを発生し，
船体を移動させる。その風力風向特性は突風ではなく，一様流であることを前提とする。風
力成分の利用は船体の空力特性，風力風向計の設置そして移動速度換算した数値などを必要
とする。したがって，その利用には不確定要素があるため，検証には活用できるが，設計に
は不適当と考える。そこで，本設計手法は潮流成分を採用した。潮流成分は直接船体を移動
させるもので，風力成分による影響も等価的に含めることができる。
航路保持制御では潮流成分による航路誤差が無視できない。フィードバック制御の航路ゲ

インが小さいため，航路誤差が大きく生じる。本設計手法は潮流補償を提案した。潮流補償
は，取り扱いが容易な線形制御システムを利用し，潮流成分の推定と修正を行なう。潮流推
定はフィードバック制御と併設し，船位と推定船位の差異を用いて推定式によって求める。
潮流修正は推定誤差を考慮した修正量を求め，フィードバック制御に加算する。修正量は舵
角オフセットと潮流成分の推定値からなり，解析によって求めた。本潮流補償は航路保持だ
けでなく，航路旋回でも利用できる特徴をもつ。

( 2 ) サーボ問題
サーボ問題は旋回系に該当し，開ループ制御による軌道追従方式を用いて，方位旋回と航

路旋回を実現した。軌道追従方式は参照信号とフィードフォワード制御から構成する。参照
信号は，旋回条件を満足する軌道計画から生成する。フィードフォワード制御は，旋回応答
をフィードフォワード舵角によって遅れなく追従させる。旋回中に発生した方位誤差や航路
誤差は，前述した保持系によって修正される。

( 2. 1 ) 方位旋回
船体制御の変針は他の航行体制御と比較して，変針特性を充分に評価していなかったと

いえる。それは船体制御が受動的であることに起因するようにみえる。PID 制御の変針は
フィードバック制御による閉ループ系において，変針量を加えた設定方位に，船首方位を命
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令舵角によって追従させる。操舵機は，命令舵角とその舵速度の入力に対して振幅制限をも
つ。そのため，舵に作用する実舵角は制限を受けた命令舵角に追従する。その結果，実舵角
は命令舵角と違う角度に変換されるため，変針特性を定量的に評価しにくかった。変針特性
は旋回角速度や最大舵角などを把握することであって，変針を短期間で終了させることを重
視しないとする。
昨今変針機能の要求に，旋回角速度一定や旋回半径一定などの実現がある。これらを実現

するため，本設計手法は軌道計画と 2 自由度制御系を導入した。変針機能は船首方位を設
定方位ではなく，参照方位に追従させることによって解決を図った。参照方位は軌道計画を
満足し，フィードフォワード舵角と共に利用する。軌道計画は変針特性を方位運動から解析
したもので，船体パラメータと変針条件を入力して，参照信号を出力する。変針条件は変針
量，旋回角速度，舵角と舵速度の各設定値，および参照信号の初期値になる。参照信号は軌
道計画から生成された，参照方位とフィードフォワード舵角になる。フィードフォワード舵
角は参照方位と方位船体モデルの逆特性から生成する。この結果，変針特性は参照信号に
よって追従応答性が改善され，サーボ問題が対策された。

( 2. 2 ) 航路旋回
計画航路は直線と円弧からなる。航路旋回は円弧航路に船体航跡を追従させるように操舵

機を制御する。本航路旋回はサーボ問題に該当し，方位旋回に基づいた開ループ制御による
軌道追従方式である。本航路旋回システムは半径一定旋回を実現させるため，航路誤差を修
正する対策を講じた。
この結果，本航路旋回技術は実用化の段階に到達した。
1. リーチ設定が自動化できた。
2. 潮流成分が補償できた。
3. 航路旋回の命令舵角が方位旋回のものと等価にできた。

13.3 本論文の限界，今後の課題と将来の方針
13.3.1 本論文の限界
本論文は，船舶用オートパイロットの制御システムを設計するために必要な理論，技術と

手法について明らかにしたものである。本論文を参照することで，本制御システムと等価な
ものを構築できるはずである。しかしながら，本論文には次に示すような限界がある。

• 本設計手法は解析と統合の思想に則って実施したものである。その際，船体制御特有
の経験則，工学的判断に基づく仮定・仮説や過度の簡単化などが不正確不適切であっ
たかもしれない。その結果，設計過程においてミスリードや誤解が多少なりとも生じ
た可能性は否定できない。ただし，それは検証用のシミュレーションを通じて極力排
除したつもりである。
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• 本設計手法では最小限の航海センサーを利用したため，喫水計測計は用いない。タン
カーなどがバラストとフルロードの積載状態を繰り返す場合，停泊監視によって積載
状態を予測し，パラメータ変動に対する更新値の追従性を向上させた。停泊監視は船
体モデルのパラメータ同定に組み込まれた。もちろん，本保持系はその変動が生じて
も閉ループ安定性を確保した。だが，状況によっては喫水計測計が必要になる場合が
あるかもしれない。

13.3.2 今後の課題
本設計手法は方位制御システムと航路制御システムを実現した。前者では実船試験を実施

し，実用上問題ない評価を既に得た。
一方後者では，実船試験による評価を実施する予定である。特に，後者の実現には sway

運動モデルの導入による効果が絶大である。したがって，swayパラメータの同定精度がそ
の実用化を判断するカギとなる。

13.3.3 将来の方針
本設計手法は実適用性，適応機能と制御性能を満足できた自己完結型なので，自律化操船

への応用が期待できる。
また，本設計手法は自動操舵装置用であるが，その手法を自動船位保持装置（Dynamic Po-

sitioning System，DP システム）にも応用できる。DP システムでは一般的に精密な船体
モデルを利用する傾向がある。一方，本設計手法ではシンプルな 1 次モデルを採用したの
で，本手法の応用は逆方向の流れになる。だが，DPシステムの動作は極低速になるからこ
そ，本設計手法のような船体モデルが有効になると考える。なぜなら，船体モデルが簡素な
モデルだからこそ，適応機能が実現し易いからである。
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